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序章 

日朝国交正常化交渉の経緯と問題提起 

 

 はじめに 

2002年 9月に小泉純一郎政権1と金正日政権により初の日朝首脳会談が開催され、「日朝

平壌宣言2」が行なわれた。これは、日本の首相による初めての北朝鮮訪問・初めての日朝

首脳会談であったということ以上の大きな意味をもつ。その理由は、「日朝平壌宣言」に

おいて国際社会の共通の強い関心事であるミサイル発射のモラトリアムについて、2003年

以後もさらに延長していくという意向が表明されているためである。加えて、日本人拉致

問題についても認定し、それに対する措置および解決を示唆する内容が含まれていた3。当

時、北朝鮮のミサイル問題における進展が見られない状況であった。そして、北朝鮮はそ

れまで約 10年間拉致問題の存在を否定し続けていた。つまり、「日朝平壌宣言」は日朝両

者間の交渉を大きく推進させる可能性を示すだけではなく、北朝鮮と国際社会の関係改善

にも期待を抱かせるものであった。 

しかし、初の日朝国交正常化交渉が開かれた 1991 年から、約 26年4経つ現在の安倍晋三

政権でも日朝国交正常化の実現に対する見通しが立っていない。日本政府は、小泉政権以

後には「日朝平壌宣言」のような成果を挙げることができていないところか、日朝国交正

常化交渉には、およそ新たな進展も見えない状況が続いている。 

                                                   
1 本稿では「小泉純一郎政権」を「小泉政権」と略す。ただし、「金正日政権」は金日成政権、金

大中政権などとの混乱を防ぐため縮約しない。ただし、小泉純一郎政権と金正日政権による日朝国

交正常化交渉は「小泉政権・金正日政権の日朝国交正常化交渉」あるいは「小泉政権・金正日政権

の日朝交渉」に略す。また、小泉純一郎政権期(2001 年 4月 26日～2006年 9月 26 日)を主な分析

の対象期間とする。 
2 外務省ウェブサイト、http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/n_korea_02/sengen.html 
3 日朝首脳会談にて金正日政権は日本人拉致を認定・謝罪した。 (ただし、「日朝平壌宣言」では
「拉致」問題という言葉ではなく、「日本国民の生命と安全にかかわる懸案問題」という表現にな
っている。外務省ウェブサイト・
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/n_korea_02/sengen.html) 
4 初の日朝首脳会談の開催(2002 年)から、現在の 2017年まで約 14 年以上経っている。 
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小泉政権が日朝国交正常化を実現できなかったことについて、多くの先行研究は、まず、

拉致問題による日本の国内世論の悪化を挫折の要因として挙げる（辛貞和、姜太勳、孫基

燮)5。次に、米朝関係の悪化および米国による日朝関係改善の抑制への圧力もまた、しばし

ば重要な要因として取り上げられている6。しかし、北朝鮮に関する問題による日本の国内

世論の悪化と日朝関係改善に対する米国の立場に大きな変化が見られなかった 2004 年に、

2 回目の日朝首脳会談が開かれた。そして、その後にも数回も日朝交渉7が行なわれたこと

を考慮すると、このような要因では日朝国交正常化交渉が実現できなかったことは説明で

きない。さらに、このような先行研究の分析に対して次のような疑問が残る。小泉首相が、

日本の国内世論を抑え、あるいはこれに拘束されず、また、米国から日朝交渉を進めるこ

とについて賛同を得られたならば、果たして日朝国交正常化は実現したのであろうか。さ

らに、なぜ小泉政権と金正日政権はこのような状況下で日朝国交正常化交渉を推進したの

か。 

したがって、日朝国交正常化交渉の推進における障害要因があったにもかかわらずどの

ような要因により日朝交渉が推進されたのかを明らかにし、各要因がどのようにからみ合

っていたのかについて説明する必要がある。そして、その際には日本側だけではなく、拉

致問題などに対する立場を撤回するなどの譲歩を行なった北朝鮮側、「対北包容政策」を

進めていた韓国側、北朝鮮を「悪の枢軸」と名付けていた米国側がどのようにからみ合っ

ていたのかを分析し、日朝国交正常化交渉の推進と関連国の働きかけとの関係性を明らか

にする。そのため、序章では、このような疑問に答える前に、日朝国交正常化交渉がどの

ような背景により開始されたのか、日朝首脳会談が行なわれ「日朝平壌宣言」という成果

                                                   
5 姜太勳(2004)、孫基燮(2007)は拉致問題が日朝交渉における中断要因として作用したと論じてい
る。ただし、北朝鮮の核問題も影響を与えたとも述べている。辛貞和(2013)も、日朝交渉の失敗要
因として米国の否定的な態度と日本の国内世論の悪化などを取り上げている。 
6 たとえば、徐東晩(2001)は米国により北朝鮮の核開発の疑惑が提議され、日朝交渉が決裂される
など日朝交渉に米国が重要な要因として作用されたと論じる。そのほかにも、孫基燮(2007)はこの
第 2次北核危機の勃発したことにより日朝交渉が中断されたと論じており、核・ミサイル問題を日
朝交渉における最も重大な障害要因として取りあげている。(孫基燮は拉致問題による世論悪化も
日朝交渉の中断の一つの要因として取り上げている。ただし、拉致問題は官邸の政治力により重大
な変数・要因になれないと論じている。) 
7 本稿で「日朝交渉」というのは、「日朝首脳会談」、「日朝国交正常化交渉」、「日朝間の実務
協議」、「非公式交渉」をふくむ用語である。このようにこれらの交渉を「日朝交渉」とすること
は、各交渉の最終的目標は日朝間の問題を解決し、関係を正常化するということであるためであ
る。ただし、これらの交渉は政府間の交渉に限る。 
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を挙げた小泉政権はほかの政権とどのような相違があったのか、日朝国交正常化交渉にお

ける諸問題はどのようなものがあるかについて検討する。そして、日朝国交正常化交渉の

歴史的経緯を説明した上で、日朝交渉に対するパズルを提示する。 

 

第 1 節 日朝国交正常化交渉の歴史的経緯 

日本は 2015 年時点で 195 カ国と国交を樹立していた8。また、北朝鮮9は 160 カ国と修好

を結んでいる10。国際連合(UN)加盟国が 193 カ国11であることを考えると、両者ともに多く

の国と国交を樹立し、交流を行なっていることがわかる。日本と北朝鮮は、それぞれにと

り、国交関係を持たない例外的な国なのである。もとより、このような例外的な存在12につ

いて、日本は、台湾、香港、マカオなどと、実質的な交流を持っており、それだけにいっそ

う、日本がいまだに北朝鮮と関係改善を果たしていないことには、なぜか、という疑問を

いだく。 

ただし、このような日朝間の特殊関係は、日本の社会と北朝鮮との関係が希薄であるた

め、両者が関係改善あるいは国交正常化の必要性・重要性を看過した結果ではない。むし

ろ、「在日本朝鮮人総聯合会」などの北朝鮮関連団体は、日本社会のさまざまな分野にお

いて活動している。歴史的経緯から、北朝鮮系の多くの人たちは現在も日本に滞在してお

り、日本社会における新たな方策が求められている。たとえば、参政権問題や朝鮮学校問

題などをめぐり、日本の国内社会でもさまざまな議論がなされている13。 

                                                   
8 日本の外務省ウェブサイトに記載されている国家リストを参考した。(195 カ国) 

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html)2015 年 12月 25 日最終アクセス 
9 日本では北朝鮮と表記されるが、これは朝鮮民主主義人民共和国、北韓と同じ意味で本稿で扱

う。 
10 韓国の外務部ウェブサイトから引用。2015年 10月時点で、160 カ国であるということ。

(http://www.mofa.go.kr/introduce/abroad/relations/index.jsp?mofat=001&menu=m_70_30_20) 
11 ＵＮウェブサイト(http://www.un.org/en/sections/about-un/overview/index.html)2015 年 12

月 25 日最終アクセス 
12 「日本がアジアの国家の中で特殊関係をもっているのは、台湾、香港、マカオ、北朝鮮である」

ということは外務省のウェブサイトを参考したもの。外務省ウェブサイトでは「特殊関係」ではな

く「その他の地域」として扱っている。(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html)2015 年

12月 25日最終アクセス 
13 日朝交渉では、北朝鮮系の人たちの法的地位、北朝鮮関連団体などに関する話し合いが行なって

きた。 
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このように経済・文化などの分野では一定程度の日朝間の交流は行なわれてきた14。その

ような中、冷戦後の 1990 年代には日本の主要政党の国会議員らが訪朝するようになり、注

目を集めた。具体的には、1990年 9月 28日に、自由民主党の金丸信と日本社会党の田辺誠

を中心とした日本の重要政党の国会議員らが北朝鮮を訪問した。その結果、北朝鮮の朝鮮

労働党との間で「日朝関係に関する日本の自由民主党、日本社会党、朝鮮労働党の共同宣

言(通称３党宣言)」が発表された。そして、翌年の 1991 年１月から日朝国交正常化交渉が

始まった15。これに対して金正日は 1992 年 2 月に「在日朝鮮人祝賀団」との談話で、日本

との対外事業をうまく行なうべきであると論じた16。また、金正日は、金丸信らの訪朝以後

に開始された国交正常化交渉以後、日本政府は在日朝鮮人に対する制裁措置を相当程度、

緩和したと述べ、日本政府の行動を高く評価した17。 

しかし、1991 年 1 月より開始された国交正常化交渉の本会談は、1992 年 11 月に開かれ

た第 8 回本会談を以て中断され、外務省を中心とする実務レベルの日朝交渉は停止した18。

そのような中、1995年 3月に渡辺美智雄元副総理大臣(自民)、久保亘書記長(社会)、鳩山

由紀夫代表幹事(さきがけ)が北朝鮮を訪問した。これ以降、政治家による北朝鮮訪問が相

次ぐ。1997年 11月には森喜朗総務会長(自民)、伊藤茂幹事長(社民)、堂本暁子座長(さき

がけ)が、そして 1999 年 12月に村山富市元総理大臣(社民)らが、それぞれ北朝鮮を訪問し

た19。 

                                                   
14 『外交青書 1980年版(第 24 号)』たとえば、日本人の北朝鮮への渡航は、年間旅券発給数によれ

ば、1978 年に 639名、1979 年に 818名(渡航目的：商用が約 90%を占めていた)であった。また、

北朝鮮からの入国者数は 1978 年に 262名、1979年に 191 名であった。そして、両者の間では貿易

も行なった。このような交流は第 1 次と第 2次の核・ミサイル問題などにより制裁が強化されるま

である程度続いてきた。外務省ウェブサイト

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/1980/s55-2010101-3.htm) 
15 しかし、3党宣言の内容、とくに過去の清算問題(賠償問題)をめぐる日本の国内政治での対立が

あったため、日本政府はこの宣言を引受けなかった。改めて交渉の論点を設定し、交渉を進めた。 
16「『在日朝鮮人祝賀団』との談話、1992年 2月 26日」、『金正日選集 16: 1991.12~1992.4』朝

鮮労働党出版社、2012 年、439頁 
17 同上、439頁 
18 1992年 11月の第 8回会談は、「北朝鮮側が事前の合意に反して、李恩恵リウネ問題に関する実
務者協議を一方的に打ち切ったため、1 日目午後からの本会談が開かれないまま、2日間の会談日
程が終了」し、次回会談のめども立っていない状況であった。日本の外務省の『外交青書(平成 4
年版(第 36号))』引用・参考(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/1992/h04-3-1.htm)
最終アクセス：2016年 12月 30 日 
19 北朝鮮の楊亨燮最高人民会議常任委員会副委員長が 2001年 2 月に来日した。そのほかにも、

2006年 4 月に金桂冠外務副相が訪日した。1999年 12月に村山富市元総理大臣以外にも野中広務幹

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/1992/h04-3-1.htm)最終アクセス：2016
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/1992/h04-3-1.htm)最終アクセス：2016
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そして、日朝赤十字会談も開催された20。日朝赤十字会談21は、1997 年 9 月から 2002 年

8 月まで計 6 回にわたり北京および平壌で開催され、日朝間の人道に関わる問題が協議さ

れた22。このように、外務省ルートによる日朝交渉が中断されていた時期にも、政治家の北

朝鮮訪問は行われ、また、日朝赤十字間の協議も続けられていた。 

さらに、2000年 5 月 29日に森喜朗首相は韓国を訪問し、日韓首脳会談が行なわれた。そ

こで、森首相は「日本は日朝国交正常化に強い意志をもっている」と述べ、南北首脳会談

で北朝鮮の金正日国防委員長にこの意思を伝えてほしいという旨を金大中大統領に要請し

た23。 

以上のように、日本では、さまざまなレベルで、日朝国交正常化の必要性・重要性が認

識されていた。まず、日本による植民地支配などの歴史的経緯から朝鮮半島との間に残さ

れており、日朝の間でも解決が求められている諸問題が多い。とくに、日本に滞在してい

る北朝鮮系の人びと・団体に関わる諸問題、北朝鮮に滞在している日本人配偶者問題、漁

業関連問題などにおいて、北朝鮮との協力および関係改善が求められていた。次に、日本

では、1970 年代から 1980 年代にかけ、行方不明になった日本人の中で北朝鮮により拉致

された可能性が高いと判断される件数が増えていた。日本政府は 1991 年以来、度々北朝鮮

                                                   

事長代理(自民)、園田議員(無所属)も北朝鮮を訪問した。外務省ウェブサイト 

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/data.html#06) 
20 ①日本人配偶者(日本人妻)の故郷訪問、②残留日本人(未帰還者)の消息③行方不明者の安否調
査、④在北朝鮮被爆者への支援などの事項について話し合われた。その結果、1997年 11月に故郷
訪問第１陣の 15名の来日(+付き添い 1 名+朝赤 4 名)、1998年 1月に故郷訪問第 2陣の 12 名の来
日(+朝赤 3名)が実施された。そして、国交正常化交渉が再開（2000年 4月，8月，10月）された
時、2000年 9月に故郷訪問第 3陣の 16 名来日(+朝赤 3 名)も行なわれた。/この成果(日本人配偶
者(日本人妻)故郷訪問)については次の文献から引用した。 (日本赤十字国際人道研究センター、
五十嵐清、2014、「日本人配偶者(日本人妻)故郷訪問事業における人道を巡る諸問題について」、
『人道研究ジャーナル(The Journal of Humanitarian Studies)』Vol.3、56 頁 
(http://www.jrc.ac.jp/ihs/journal_03/_SWF_Window.html?pagecode=62)) 
21ところで、日朝赤十字連絡協議は中断された時期もある。1998年 4月近衛副社長朝鮮赤十字会公

式訪問は「国籍問題」、北朝鮮ミサイル発射などで中断された。 
22日本赤十字国際人道研究センター、五十嵐清、2014、「日本人配偶者(日本人妻)故郷訪問事業に

おける人道を巡る諸問題について」、『人道研究ジャーナル(The Journal of Humanitarian 

Studies)』Vol.3、56頁 

(http://www.jrc.ac.jp/ihs/journal_03/_SWF_Window.html?pagecode=62) 
23『韓国日報』「『日韓首脳会談』南北会談緊密に協力」 

(한국일보「[한일정상회담] "남북회담 긴밀협력"」)2000-05-29 

(http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=100&oid=038&aid=0000005510) 
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に対して拉致問題24を提起してきたが、北朝鮮側は否定しつづけていた25。この問題の真相

解明のために、北朝鮮との国交正常化が必要であるとの考え方も存在した。 

  

第 2節 小泉純一郎政権と金正日政権による日朝国交正常化交渉(2001

年 4 月～2006 年 9月)に関する問題提起 

小泉政権は「日朝国交正常化」に対する強い意志表明および 2 回にわたる訪朝を行なっ

た。そして、金正日政権からも日本人拉致の認定・謝罪およびミサイル発射延期などの譲

歩26があった。それにもかかわらず、小泉政権期(2001年 4月～2006年 9 月)における日朝国

交正常化交渉は難航し、日朝国交正常化は実現できなかった。 

ただし、この時期の日朝交渉および日朝関係には、それ以前には見られなかった特徴が

あった。それは第１に、日朝関係改善に対して懸念をしめしていた米国から、交渉の進展

を抑えようとする働きかけがあったにもかかわらず、小泉首相は日朝交渉を推進し、「日

朝平壌宣言」という成果を挙げたことである。第２に、北朝鮮を交渉の場に何回も引出し、

北朝鮮のそれまでの立場を撤回させたことである。 

そもそも、なぜ小泉政権と金正日政権は日朝国交正常化交渉を推進したのか。また、小

泉政権および金正日政権は、日朝交渉における障害要因27に、どのように対応していたのだ

ろうか28。そして、日朝交渉の失敗の原因はどこにあるのか。 

まず、小泉首相はなにを目的として日朝交渉を進めたのだろうか。本論文では、小泉政

                                                   
24 拉致問題における日本政府の立場や事実関係は外務省ウェブサイトを参考・引用した。

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/a_o/na/kp/page1w_000082.html) 
25 外務省ウェブサイト(http://www.mofa.go.jp/mofaj/a_o/na/kp/page1w_000080.html) 
26 「平壌宣言」に「朝鮮民主主義人民共和国側は、この宣言の精神に従い、ミサイル発射のモラト

リアムを 2003年以降もさらに延長していく意向を表明した」という内容が明文化されている。ま

た、核問題に関しても関連するすべての国際的合意を遵守するということで合意された。外務省ウ

ェブサイト(http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/n_korea_02/sengen.html) 
27 本研究では日朝交渉における障害要因と中断要因を異なる意味として扱う。とくに、先行研究で

は日朝交渉における中断要因として取り上げている世論の悪化説、米国介入説などを本研究では障

害要因として分類する。 
28 そして、そのように障害要因があったにもかかわらず日朝交渉を推進したが、なぜ結果的には国

交正常化を実現することができなかったのか。その障害要因が日朝国交正常化への失敗の要因であ

るのか。これらの問いに対しても本稿の終章で分析結果の一つとして述べる。 
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権は、拉致問題を解決するため、北朝鮮を日朝交渉の場に引出そうとしたのではないかと

いう仮説を有している。拉致問題により日本の国内世論が悪化し、それにより日朝交渉が

中断・決裂されたという議論が多いが、むしろ、小泉政権は拉致問題を解決するために日

朝交渉に積極的に取り組もうとしたのではないだろうか。 

次に、金正日委員長の日朝交渉への期待は何だっただろうか。本論文では、金正日政権

は日朝関係改善を通じて北朝鮮をめぐる緊張感を緩和し、日本と米国との「国交正常化」

の実現を通じて金正日政権の体制の維持に関する確約を得ようとしたのではないかという

仮説を有している。北朝鮮が日本から経済的援助・協力を引出すため日朝交渉を推進した

という議論が多いが、むしろ、北朝鮮における経済的問題は日本からの支援・協力で解決

できるものではなかったであろう。さらに、当時、北朝鮮における重大な当面課題は経済

的問題の解決ではなく、北朝鮮の社会問題と安全保障問題の解決であったのではないだろ

うか。 

米国による日朝交渉に対する制約についても、本論文では、次のような問いを設定する。

すなわち、米国と北朝鮮の関係は、日朝交渉の進展に足かせをはめているようにみえた。

たとえば、初めての日朝首脳会談の直後に米国のケリー国務次官補は、北朝鮮のウラニウ

ム濃縮の開発推進について発表した。その結果、第 2 次北核危機が起こった。また、北朝

鮮の NPT脱退宣言(2003年 1月)や米国の働きかけによる軽水炉建設中断などにより、北朝

鮮をめぐる情勢は悪化していた。しかし、このような状況にもかかわらず、小泉政権と金

正日政権は日朝交渉を推進していた。それはなぜだろうか。 

小泉政権期(2001年 4月～2006年 9月) 29の日朝交渉は結果的に日朝国交正常化を実現す

ることができなかった。なぜだろうか。この点について、本論文は次の問いと仮説を提示

する。 

まず、米国の反対・介入や日本の国内世論の悪化が日朝交渉の失敗の要因であるといわ

れることが多い。しかし、これらはたしかに日朝交渉における障害要因ではあるが、こう

した障害を受けて交渉の中断を決定したのは、あくまでも日本と北朝鮮の日朝交渉当事者

である。とくに、日本政府は北朝鮮に対して交渉の継続を要請していたことを考慮すると、

                                                   
29 本研究で分析対象時期を小泉政権期に制限する理由については「第 2章：分析枠組みと仮説」の

ところでより詳しく論じる。 
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日朝交渉の決定的な中断要因は北朝鮮側にあったのではないだろうか。これが、本論文で

の仮説である。 

他方、日朝交渉における障害要因が存続しているにもかかわらず、日朝交渉が再開30でき

たのはなぜだろうか。それは、日本側が 6 者協議を活用し、北朝鮮も体制維持のためには

日朝交渉あるいは関係改善が必要であると北朝鮮に認識させたためではないだろうか。こ

の 6 者協力体制下で北朝鮮が日朝関係改善および日朝交渉の進展が北朝鮮の体制維持に寄

与すると認識させた結果であったということがもう一つの仮説である。そして、北朝鮮を

改革・開放させ、北朝鮮をめぐる諸問題を解決しようとした韓国が、日朝双方の立場をそ

れぞれのトップに伝達したり、北朝鮮側に新たな提案を行なったりしたことが日朝交渉の

推進につながったのではないだろうかということが本研究の最後の仮説である。 

 

以上のように、このような日朝国交正常化交渉の推進に対するパズルと仮説に関して実

証分析を行なう上で次のような二つの問いを立てることができる。 

第 1に、北朝鮮の拒否により中断31された日朝交渉が、どのような要因により推進・再開

されたのか。そして、第２次首脳会談はどのように実施されたのか。つまり、拉致被害者

の永住帰国を批判し北朝鮮に彼らの送還を求めていた北朝鮮は、なぜ既存の立場を撤回し、

拉致問題に対してさらなる譲歩を行なったのか。北朝鮮は初の日朝首脳会談で拉致問題に

対して謝罪し、安全保障に関しても譲歩するなど、日朝国交正常化交渉にきわめて協力的

であった。しかし、初の日朝首脳会談以後に行なわれた第 12回の日朝国交正常化交渉以後

の交渉は北朝鮮により中断された。また、拉致被害者の永住帰国が決定し、北朝鮮側から

は日朝合意に反すると批判もあった。一方でそのような中、日朝交渉が再開され、2回目の

日朝首脳会談が開かれた。さらに、金正日政権は拉致問題に対してさらなる譲歩を行なっ

た。なぜ北朝鮮は立場を変えたのか。北朝鮮はどのような要因で日朝交渉を拒否したり、

                                                   
30 ここで「再開」は、2002年の第 12回本会談後に行なう予定であった交渉を北朝鮮が拒否したこ
とにより、交渉が中断(無期延期)されたが、2003 年に日朝交渉が開かれたことを指す。 
31 本稿での交渉の「中断」と「決裂」は異なる意味で扱う。つまり、交渉実施の結果として意見が

不一致した場合には「決裂」という一方、「中断」は交渉実施の結果というより一方あるいは両方

により交渉の開催が拒否された場合に用いる表現である。したがって、交渉が「中断」された場合

には次回の交渉は無期延期となる一方、交渉が「決裂」された場合にはほとんど次回の交渉が予定

されている。 
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日朝首脳会談を開催したりしたのか。さらに、拉致被害者の永住帰国に対して批判してい

た北朝鮮が、なぜ拉致被害者の家族が来日することを許可したのか。日本側により新たな

交渉カードが提示されたのか。どのような要因により北朝鮮の譲歩が引出されたのか。 

多くの先行研究では日本の外交政策として日朝交渉を分析している。つまり、日朝交渉

の中断に対しては日本国内の要因と米国の働きかけにより説明されている。その結果、北

朝鮮が交渉の当事者であるにもかかわらず分析対象から外れ、北朝鮮により中断されたと

いう事実と、北朝鮮の安全保障問題や拉致問題において譲歩するなどの立場における変化

が見逃されている。しかし、このような北朝鮮の立場の変化 32は日朝交渉の推進に大きな

要因として作用したであろう。そして、このような偏った観点で日朝交渉の推進あるいは

中断の要因を分析している先行研究の説得力は薄くなるであろう33。 

第 2 に、「日韓基本条約34」を基に日朝修好あるいは関係改善35に懸念していた韓国は、

なぜ日朝首脳会談を勧めるなど日朝関係改善に協力していたのか36。北朝鮮を独立した一つ

の国として承認しない韓国は、1965 年の日韓基本条約37を通じて朝鮮半島にある唯一の合

                                                   
32 ここで北朝鮮の立場の変化とは、北朝鮮の当面課題であった「体制維持」を行なうため、日朝国

交正常化あるいは日朝交渉を一つの手段として認識したり、手段になれないと認識したりしたこと

を意味する。 
33 すなわち、日朝国交正常化交渉に対する北朝鮮側の立場における変化は交渉の進展に大きな影響
を与えてきた。時には日朝交渉を拒否し、交渉を中断させたり、拉致問題におけるさらなる譲歩を
行ない、交渉における新たな進展をもたらしたりした。このように北朝鮮の立場における変化は自
らの諸要因により起こる場合(内圧的要因)と日本・韓国などの働きかけにより起こる場合(外圧的
要因)があったであろう。内圧的要因としては北朝鮮の安全保障と経済的要因、その一方、外圧的
要因としては外交的圧力としての制裁と経済的支援・協力および北朝鮮の安全保障と関連する提案
が大きく作用したであろう。したがって、本稿ではこのような仮説を実証分析を通じて明らかにす
る。 
34「日本国と大韓民国との間の基本関係に関する条約」 
35 日本においては「日朝国交正常化」、韓国においては「北日(日朝)関係改善」という視点から

「日朝国交正常化」交渉に対応していた。(その一方、日朝間では修好が結ばれていないが、実際

には在日朝鮮人・団体などを通じて経済・文化などのさまざまな分野において交流が実施されてき

た。そのため、日朝の「国交正常化」他の国とのは異なる意味をもつ。詳しいことは第 3 章で述べ

る。) 
36 たとえば、韓国の金大中政権は日本と北朝鮮に首脳会談の実施を勧めたり、北朝鮮側に日本側の

メッセージを伝達したりした。(その一方、本研究では、金大中政権の「太陽政策」と盧武鉉政権

の「平和繁栄政策」は日朝国交正常化交渉の推進にどのような影響を与えたのかについても考える

必要がある。つまり、金大中政権と盧武鉉政権が同じく対北朝鮮包容政策を推進したにもかかわら

ず政策推進における方式が異なることにより日朝交渉あるいは関係改善に与えた影響も提示す

る。) 
37 「日韓基本条約（日本国と大韓民国との間の基本関係に関する条約）」の第三条 

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/A-S40-237.pdf 2015年 11月 23 日アクセス) 
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法的な政府は韓国であると日本と合意・明文化38した。したがって、日本側が韓国の協力な

しに日朝国交正常化交渉を進めることは、日韓の外交問題につながる可能性があった。ま

た、「南北39統一」を国家の重大な懸案としている韓国にとって、日朝関係改善は「統一」

における主導権および北朝鮮をめぐる国際情勢の変動をもたらす要因として作用するため

看過できない事案である。実際、韓国は北朝鮮問題に関する情報を共有・協議できるよう

に日本に積極的に働きかけてきた。たとえば、金大中政権期の 2003 年 1月 7日に公式的に

TCOG40が発足・開始されたり、盧武鉉政権期にはシャトル外交が実施されたりした。 

このように日朝交渉は、韓国において重大な事案である。韓国政府には、日朝交渉をサ

ポートするという選択肢と同時に、これを抑制するという選択肢もあり得た。なぜ、サポ

ートする選択肢を選んだのであろうか。本論文では北朝鮮に関する問題の当事者でもあり、

北朝鮮をめぐる変動から直接影響を受ける韓国が、日朝関係改善や「日朝国交正常化交渉」

の推進と中断にどのような立場・政策で影響を与えていたのかを検討する41。金大中政権と

盧武鉉政権はいずれも北朝鮮の崩壊を防ぐことに関心が強く、また、金大中政権の「太陽

政策」と盧武鉉政権の「平和繁栄政策」は双方とも対北朝鮮包容政策として分類される。

しかし、両者が日朝交渉あるいは関係改善に与えた影響には違いはなかっただろうか。朝

鮮半島をめぐる平和体制構築に対する韓米の認識の相違もまた、北朝鮮に関する問題およ

び日朝関係改善に対する韓国の方針に影響を与えたのではないだろうか。 

 

第 3 節 研究の目的・意義 

本節では、小泉政権期の日朝国交正常化交渉を分析することの目的と意義について論じ

る。 

                                                   
38 第三条(韓国政府の地位)「大韓民国政府は、国際連合総会決議第百九十五号(Ⅲ)に明らかに示さ

れているとおりの朝鮮にある唯一の合法的な政府であることが確認される」 
39 本稿での「南北」は「韓国と北朝鮮」を意味する。 
40 北朝鮮問題に関する日韓米 3か国協議(http://2001-

2009.state.gov/r/pa/prs/ps/2003/16433.htm) 
41 その際には関連実務者の回顧録だけではなく、盧武鉉大統領と金正日国防委員長の間で行なった
「南北首脳会談」の対話録(全文)などを照らし合わせて当時の韓国と北朝鮮の立場をより明確に分
析する。 
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(1)研究目的 

本稿の目的は、第 1 に、日朝交渉の推進における障害要因が存在しているにもかかわら

ず、なぜ日朝交渉が進められたのか、そのメカニズムを明らかにすることにある。とくに、

日朝交渉における障害要因と推進要因の関係性を分析する。すなわち、日朝交渉における

障害要因がなくなれば日朝交渉が推進されると言い切れないということを検証する。 

第 2 に、北朝鮮の拒否により日朝交渉は中断されながらも、なぜ日朝交渉は何度も再び

推進され、2 回にわたる日朝首脳会談および「平壌宣言」などの成果を挙げるに至ったの

か、その理由を明らかにする。多くの先行研究は、日本側の要因に焦点を当てて分析する

結果、北朝鮮の拒否により、日朝交渉が中断された事実を見逃しているか、あるいは軽視

している。そこで、本稿では、日本側の立場の分析だけではなく、北朝鮮の日朝交渉に対

する立場・方針の変化がどのようなプロセスを通じて生じたのかについても分析する。 

第 3 に、日本と北朝鮮に日朝首脳会談および関係改善を勧めた韓国は、日朝交渉の推進

にどのような影響を及ぼしたのかを明らかにする。小泉政権期(2001 年 4月～2006年 9月)

に韓国では金大中政権(1998 年 2 月～2003 年 2 月)と盧武鉉政権(2003 年 2 月～2008 年 2

月)がともに「対北包容政策」を進めていた。しかし、金大中政権と盧武鉉政権は「日朝関

係改善」に対する認識は異なっていた。さらに盧武鉉政権と小泉政権との間では、金大中

政権と小泉政権との間以上にその認識における相違が見られた。こうしたことが、日朝交

渉にどのような影響を及ぼしたのかを分析する。 

第 4 に、米国の日朝交渉あるいは日朝関係改善への圧力について分析する。ブッシュ政

権はクリントン政権と異なり、北朝鮮との両者会談を拒否するだけではなく、北朝鮮を「悪

の枢軸」と名付け、より詳細な対北朝鮮攻撃計画を立てた。このように北朝鮮に対し強硬

な姿勢をとったブッシュ政権が日朝交渉あるいは日朝関係改善にどのように影響力を及ぼ

していたのか、またこのような米国の圧力は日朝交渉の推進にどのように絡み合っていた

のかについて分析する。 

 

(2)研究意義 

小泉純一郎首相・金正日国防委員長による日朝国交正常化交渉を分析することには次の

ような意義をもつ。第 1 に、本稿は、日朝国交正常化という優れて現代的な日本の外交課



                                             

金芽凜 

  12 

題を、小泉政権・金正日政権による日朝国交正常化交渉の分析を通じて、考察するという

意義を有する。 

日朝両者が「日朝国交正常化」の重要性・必要性を認識しているにもかかわらず、小泉

政権・金正日政権による交渉の挫折以降、約 10年以上経った現在の安倍政権でもいまだに

交渉の見通しが立っていない。このような現状を考えると、あらためて 小泉政権・金正日

政権の時代になぜ、日朝交渉を進めることができ、また挫折したのか、その原因を分析す

ることが重要になっている。先行研究では、なぜ挫折したのかに焦点が当てられてきたが、

それでは現在の難航状況を打開する方策につながらない42。本稿では、なぜ開始できたのか、

という点をも深く分析する。小泉政権・金正日政権による日朝交渉には、どのような障害

要因があったにもかかわらず、なぜ交渉を推進することができたのか、この点での分析が

あらためて必要とされている。 

また、先行研究では、日本側の分析が中心であったが、本稿では、北朝鮮側の状況にも

焦点を当てる。日朝交渉は小泉政権期(2001 年 4 月～2006 年 9 月)に 10 回以上も行なわれ

たが、その間、日本側の交渉再開の要求にもかかわらず、北朝鮮がこれに応じず、交渉再

開が難航することもしばしば存在した。北朝鮮は、交渉再開への消極的な姿勢をなぜ変更

し、日朝交渉に応じるようになったのだろうか。そもそも、北朝鮮は日朝交渉において何

を狙っていたのか、北朝鮮の日朝交渉あるいは日朝関係改善に対する認識における変化が

あったのか、あるいは日本側からの新たな交渉カードが提示されたのかについても検討す

る必要がある43。こうした新しい観点からの分析を行なうことにより、現在、頓挫したまま

の日朝交渉を再開させるヒントを得ることができよう。 

第 2 に、本稿は、小泉政権・金正日政権による日朝交渉の開始・推進と挫折について、

韓国の働きかけにも焦点を当てることにより、日朝国交正常化交渉を、2者間関係としてで

はなく、3者間関係という視点から分析する点で、従来の先行研究とは異なる解釈を提示す

                                                   
42 とくに、日朝交渉における障害要因あるいは中断要因がなくなったとしても交渉が推進・再開さ

れるとは限れない。このような日朝交渉の特徴から各要因を分析し、それぞれどのような関係性を

もつかを検討する必要がある。 
43 そして、本稿では主に日本側の資料を用い日本側の立場に焦点をあてて偏った観点で分析してい

た多くの先行研究の限界を踏まえ、北朝鮮、韓国、米国の資料で照らし合わせて北朝鮮側の立場も

分析する。すなわち、本研究ではこのような新たな観点・問題意識そしてそれを客観的根拠のもと

に分析し、日朝交渉を再構成・解釈する。 
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ることができる。 

 そもそも韓国政府は、かつては、日韓協定44の第 3条において「朝鮮にある唯一の合法的

な政府である」と明文化することにより、日朝国交正常化に対しては否定的な姿勢を示し

ていた。その韓国政府が、小泉政権・金正日政権には、なぜ日本・北朝鮮の首脳会談の開催

を勧め、日朝国交正常化交渉を支持・協力するようになったのだろうか。そして韓国の「対

北包容政策」は日朝交渉に肯定的影響だけ与えたのか、それとも日朝交渉の推進における

障害要因として否定的な影響を与えたのか。 

これらの問いに対する回答を見つけることは、日朝関係改善が韓国にとりどのような意

味を持つのかを考えるうえで、不可欠なことである。このように韓国の日朝国交正常化交

渉に対する働きかけを分析することは、北朝鮮・韓国・日本の 3 者の関係を理解するうえ

で意義の深いことである45。 

第 3 に、本稿は、従来の小泉政権の対外政策決定研究に貢献することができる。小泉政

権の政策決定については、有事関連法案やイラク特措法などの事例研究を通じて、小泉首

相の個人的リーダーシップ論や官邸外交論など、さまざまな議論が展開されてきた。 

本稿では、小泉政権期(2001 年 4月～2006 年 9月)の日朝国交正常化交渉にかかわった日

本国内の関係者と北朝鮮および関連国の北朝鮮担当実務者を分析することにより、北朝鮮

をめぐる諸問題にかかわっていた関連アクター間の駆引きおよび政策決定プロセスを明ら

かにする。日朝国交正常化交渉の事例分析により、小泉政権の対外政策決定の研究に対し

て新たな解釈を提示できるという意義をもつ。 

 

 

 

                                                   
44 「日本国と大韓民国との間の基本関係に関する条約」 
45 その一方、これまでソ連の崩壊後に米国をめぐる覇権に関するさまざまな議論が行なわれてき

た。そのような中、米国が中国の台頭などを警戒し、東北アジアにおける米国の新たな政策を生み

出したという説などさまざまな分析・解釈が提示されてきた。しかし、本研究は東北アジアにおけ

る「日朝関係」を分析し、そこから東北アジアを新たな観点から解釈することで新たな意味を生み

出すことができる。とくに、北朝鮮に関する諸問題に対する韓国の積極な介入政策は日朝交渉だけ

ではなく、6 者協議という新たな東アジアの秩序形成の基盤を固めた。すなわち、韓国の働きかけ

が日朝交渉とどのように結び付いて東アジアの秩序にどのような反響を与えたのかを提示すること

ができる。 
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第 1 章 

なぜ小泉政権と金正日政権は日朝国交正常化交渉を推進したのか 

- 先行研究とその問題点 - 

 

 日本と北朝鮮の間に正式な修好協定は締結されていないが、日韓国交正常化協定が結ば

れた 1965年以後にも日朝交流は続いていた。また、日本では北朝鮮系の人たちや団体が居

住しており、貿易も行なわれてきた。そして、日本政府は 1990 年代に入ってから本格的に

北朝鮮との会談を進めてきた。そのような中、在日朝鮮人の法的問題および参政権問題だ

けではなく、麻薬問題、偽札問題、核・ミサイル問題などが深刻化し、日本における北朝鮮

に関する問題の比重がより高まった。また、核・ミサイル問題は国際的な問題になり、関

連国の注意を集めるようになった。 

このような背景により 1990 年代に入ってから北朝鮮をめぐる諸問題を取り上げる研究

が盛んになった。とくに、韓国では、統一問題だけではなく、1994 年の金日成主席の死亡

により北朝鮮の政権交代、米朝および日朝の関係改善に関する研究などが政治・経済・法

律などのさまざまな分野において報告されていた。それが、1993年 3月、北朝鮮の NPT 脱

退をはじめ、同年 5月に「ノドン」を、1998 年に「デポドン」を発射するなど、核・ミサ

イル問題が深刻化したため、日本や世界各国でも北朝鮮をめぐる諸問題に関する研究はよ

り広く行なわれた。 

その一方、1998年 2月に発足した金大中政権の太陽政策(対北朝鮮政策)により 2000年 6

月には平壌において南北首脳会談が開かれた。そして韓国と北朝鮮の関係が改善され、新

たな展開を迎えた46。このような情勢の変動により、北朝鮮に関する研究だけではなく、北

朝鮮と関係国との関係改善に関する研究も進められた。また、2002 年に初の日朝首脳会談

が行なわれ、日朝国交正常化および関係改善に関する研究も多くなってきた。しかし、日

朝国交正常化交渉が始まってから約 26 年経った現在もいまだに日朝修好は締結されていな

                                                   
46 金大中政権と他の政権と比較すると、金大中政権期に南北関係が相対的に改善されたと言える。
これは経済協力および政治的交流などが行なわれた。 
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い。そのため、多くの先行研究は日朝交渉が始まった 1991年から論文が書かれた年度まで

の日朝交渉全般を分析対象としている。その結果、日朝交渉の全体的な流れを把握するこ

とはできるが、日朝交渉が中断されつつある中でも交渉がまた進展されたことについては

説明できないという限界があった。つまり、いまだに日朝国交正常化を実現できない状況

でもっとも重大な課題は日朝交渉を推進させ、「日朝平壌宣言」を引継ぐ成果あるいは進

展を引出すことである。そのため、これまでの先行研究のように日朝交渉全体を分析する

だけではなく、交渉の推進要因を分析する必要がある。 

 したがって本研究では、日朝国交正常化交渉の推進における障害要因が存続している中

でも日朝交渉が何回も行なわれ、北朝鮮から拉致問題におけるさらなる譲歩により成果を

挙げた小泉政権と金正日政権を分析する47。そのため、本章では、本研究のテーマである「日

朝関係」とくに、小泉政権期の「日朝国交正常化交渉」の推進に関する先行研究を検討す

る。また、日朝交渉の推進における日本と北朝鮮の立場がそれぞれどのような要因に影響

を受けていたのか、より先行研究を分類し、本研究の問いに関する先行研究の限界を整理

する。 

 

第 1 節 日本側の要因に注目した研究 

日朝関係においては数十年間に渡って議論されているさまざまな諸問題がある。そのよ

うな中には過去の清算問題だけではなく、日本の国内政治・情勢がかかわる拉致問題、不

審船問題、在日朝鮮人問題などの問題もある。各問題における被害・不利益を受ける人び

とはそれぞれ異なるが、日朝首脳会談や日朝国交正常化交渉などではこれらの問題を盛り

込み総括的に議論されてきた。このようにさまざまな諸問題にかかわっている日朝関係・

交渉であるため、日本においても北朝鮮においても究極的には包括的な解決が求められる。

先行研究の中には、このような日朝関係・交渉における特徴を考慮して、国際政治からの

制約とともに国内政治的な要因に着目した研究もある。 

                                                   
47 とくに、小泉政権の「日朝国交正常化」に対する強い意志表明および 2回にわたる訪朝、そして

金正日政権からの日本人拉致の認定・謝罪およびミサイル発射延期などの譲歩があったにもかかわ

らず、なぜ小泉政権期の日朝国交正常化は実現できなかったのかについても実証分析のところで日

朝交渉の推進要因と合わせて検討する。 
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第１項 官邸主導(官邸外交48)・特定個人のリーダーシップに焦点を当てた説明 

小泉政権期における政策決定に関する研究においては、小泉首相のリーダーシップや官

邸主導という特定のアクターに焦点を当てた分析が注目されてきた49。日朝国交正常化交渉

関する分析においても個人のリーダーシップや官邸主導が政策決定における重要な要因で

あったとしばしば述べられている。 

孫基燮(200750)は、日朝首脳会談の実施に対して、田中均アジア大洋州局長と福田康夫官

房長官が中心になっていた対北朝鮮交渉重視ラインが働いた結果であると分析する。実際

に、小泉政権期に推進された日朝交渉の初期段階51の非公式交渉では田中均局長などを中心

に推進されており、孫基燮の視点は適切である。また、孫基燮は、核開発疑惑問題および

拉致問題により中断されている中でどのようにして小泉首相の訪朝あるいは日朝首脳会談

を実施したのかという問いを立てている。ここでは、核開発疑惑をめぐる国際社会の反応

や、拉致問題による日本国内的要因もまた、日朝交渉に影響を及ぼしていると想定してい

る。日朝交渉過程を、国際環境、国内環境、そして日朝交渉過程という構図で分析するも

のであり、明瞭な政策決定の枠組みを設定している点は高く評価できる。 

しかし、問題点も少なくない。第 1 に、孫の研究は、田中均局長の著書への依存が高い

ため、見逃している事実もある52。たとえば、日朝交渉では拉致問題などの諸問題における

進展が見られず、交渉が難航し続けた時期に、韓国の協力が作用して、日朝間対話がどう

にか続けられたときがあった53。せっかく、分析の視点として、国際環境からのインプット

を重視していながら、実際の分析には必ずしも、日本政府以外のアクター、とくに、韓国

                                                   
48信田智人(2004)、7 頁、｢官邸外交とは、首相や官房長官が内閣官房のスタッフを指導して、外交

や安全保障の面でリーダーシップを発揮する形態を指すのである。｣ 
49 日朝交渉の場合を考えると、政策決定の主導権を握るアクターに焦点を当てる場合、そのアクタ

ーは国内政治的要因により行動・方針をきめることが多いため、国内政治レベルでの分析に含まれ

る。 
50孫基燮(KiSup Son)「일본의 대북한 국교교섭의 정책결정: "실력자정치"에서 

"관저정치"로(日本の対北朝鮮の国交交渉の政策決定：『実力者政治』から『官邸政治』

へ)」현대일본학회, 『日本言及論叢(일본연구논총)』25권 0호、2007 年、33-70 頁 
51 ここで初期段階ということは、2002年の日朝首脳会談が開催されるまでの期間を意味する。 
52 孫基燮(2007)は、論文において用いた 1 次資料とみられるも文献は田中均の『国家と外交』だけ
である。日朝交渉を分析するにあったて『読売新聞』、『朝日新聞』などの日本新聞から事実関係
を把握しているが、小泉首相の訪朝という決定に関する分析では脚注をみるかぎり、田中均の著書
以外のほかの 1 次資料とみられるものは見当たらない。 
53 韓国の協力などに関する説明は第 3章～5章で詳しく論じる。 
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の働きかけについて、十分な考察がなされていない。第 2 に、孫は、日朝首脳会談におい

ては北朝鮮の画期的な譲歩により成果があげられたと論じているが、北朝鮮がこのように

譲歩した要因に対する綿密な分析は省かれている。 

次に、「小泉内閣」に焦点を当てて小泉政権期における対北朝鮮政策を分析した尹洪錫

(200754)の研究を検討する。尹は、「小泉内閣」が「相互主義」に基づいて対北朝鮮政策を

行なった結果、初の日朝首脳会談と平壌宣言が実現できたと分析している55。そして、小泉

政権の対北朝鮮政策がどのように変化したのか、そしてその変化の要因はどういうもので

あるのかという問いを立てている。その問いに対して日本の国内要因とともに国際要因を

取り上げながら論じている。小泉政権の対外政策として日朝国交正常化交渉を分析するに

あったて、国内政治レベルでの分析にとどまらず、国際政治的に、とくに米国が日朝交渉

にどのように絡み合っていたのかについても分析している点は高く評価できる。 

しかし、尹洪錫(2007)の研究では次のような限界もある。第 1 に、日朝首脳会談の開催

における日朝間の立場に関する彼の分析は、小泉首相が日朝首脳会談の必要性を認識する

ようになった経緯を看過している。小泉政権が発足して田中均局長を中心に行なった日朝

間の非公式交渉の初期段階では日朝首脳会談の実施に関しては考慮していなかった。つま

り、小泉政権はしだいに日朝交渉に対する立場・方針を変えた。この変化には韓国の働き

かけをうけた結果でもあったが、尹洪錫はこのような経緯を見逃したのである。 

第 2に、筆者は北朝鮮の立場に関する分析に疑問をいだく。尹洪錫は、2001 年後半から

日朝関係改善をめぐる対内外的環境における緊張感が高まり、北朝鮮が日本に対して姿勢

をより低く構え、日朝首脳会談に積極的な意思を表明したと述べている。これに対し、日

本側は以前よりも強硬な姿勢をとったとも加えた。しかし、2002 年に米国による北朝鮮の

ウラン濃縮開発に関して発表されることによって北朝鮮をめぐる情勢はより悪化した。そ

れにもかかわらず、北朝鮮は日朝交渉を中断させた。したがって、日朝関係改善をめぐる

                                                   
54 尹洪錫(2007)윤홍석 (Hong Suk Yoon) 「상호주의와 고이즈미 정권의 대북한 정책(相互主義と
小泉政権の対北朝鮮政策)」한국세계지역학회, <세계지역연구논총> 25권 3호 (2007), pp.177-
206 
55 尹洪錫は、拉致問題における一定程度の成果を挙げたことは北朝鮮への友好的措置を取った結果
であると論じている。そして、これは包括的・長期的な外交戦略の観点からの政策決定ではなく、
日本国内政治を考慮し、世論の支持をえるための懸案処理方式を優先した結果であると主張してい
る。また彼はこのような日本の対北朝鮮政策は「相互主義」という戦略的基調(基本的方針)に一貫
性が欠如していたとも論じている。 



                                             

金芽凜 

  18 

対内外的環境における変化は北朝鮮の立場をきめる要因ではなく、偶然の要素ではなかっ

ただろうかという疑問が残る56。さらに、尹洪錫の研究には、田中均局長が北朝鮮と非公式

交渉を開始してから日朝首脳会談の開催が決まるまでの数か月の過程を単純化し、日朝交

渉は難航した時の状況を省いている問題もある57。 

 

第 2項 日本の東アジアにおける影響力の拡大戦略に焦点を当てた説明 

日朝国交正常化交渉の再開を日本の対外政策、とくに、日本の東アジアにおける影響力

の拡大により説明している研究がある。辛貞和(201358)は「日本外交の変化と対北政策：中

核国家 としての影響力拡大」という論文で日朝交渉を取り上げている。彼女は、「冷戦崩

壊以後から現在までの 20年間、日本の対北朝鮮政策は経済外交を通じて北朝鮮との関係を

改善し、中核国家としての影響力をはかることから、『北朝鮮脅威論』を活用し、米国が日

本に要求する日米同盟と軍事力の強化を積極的に推進し中核国家としての影響力を維持す

ることに変化してきた」59と述べる。 

辛貞和は、冷戦後の日本外交について、冷戦の崩壊、9・11テロの前・後の三つの時期に

区分し、国際情勢の変動により日本の外交政策がどのように変化したか、それが日朝関係

および交渉にどのような影響を及ぼしたのかについて論じている。そして、日本は、東北

アジアにおける中核国家として影響力を拡大・維持する手段として対北朝鮮政策を進めて

きたと結論づけた。また、小泉政権・金正日政権による日朝国交正常化交渉60の失敗原因と

して、米国の否定的な態度と日本の国内世論の悪化などを指摘した。 

辛貞和の研究は、日朝交渉をより広い日本の外交戦略という視点から分析したものであ

るため、日朝関係という２者間関係の視点からだけ分析するものと比べ、より大局的な理

                                                   
56 つまり、小泉首相の訪朝および日朝国交正常化交渉を国内政治的要因による尹洪錫の説明では十
分な説得性をもたない。 
57 さらに、尹洪錫の論文は、小泉首相あるいは小泉政権の決議さえあれば日朝関係の改善あるいは
日朝交渉の推進が可能になりうるとも読み取れるところもある。そのほかにも「相互主義」という
概念を用いているが、その用語の適用の適切性に疑問をいだく。 
58 辛貞和(Jung-Wha Shin)、「日本外交の変化と対北政策(韓国語)」現代日本学会、『日本研究論

叢』第 38号、2013 年、277-298頁(ここでの「中核国家」という表現は、米国という超大国に対す

る相対的な意味に過ぎない、つまり、とくに意味をもつ概念として使われていない。) 
59 辛貞和(2013）、前掲論文、295 頁 
60 本稿では「小泉純一郎政権・金正日政権による日朝国交正常化交渉」を「小泉政権・金正日政権
の日朝国交正常化交渉(日朝交渉)」に略す。 
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解を提供する。これは、日本側の日朝交渉に対する意図を、より正確に理解するうえで、

重要である。 

しかし、日朝交渉の推進・中断は、日本側の意図だけで決まるわけではない。日本側に

日朝関係改善を通じて東北アジアにおける影響力を拡大しようとする目的があるというだ

けで日朝交渉が再開・推進され、成果を挙げたわけではない。また、日本政府が「北朝鮮脅

威論61」を用いて対外政策を進める一方、北朝鮮との交渉に臨んだとしているが、米国では、

北朝鮮に対する軍事的脅威論はジョージ・W・ブッシュ政権62(以下、ブッシュ政権)以前か

らも台頭していた。そして、米国では、北朝鮮は脅威ゆえ、日朝交渉の進展は望ましくな

いとの考え方があった。日本政府が、「北朝鮮脅威論」を主張したからといって、ただち

に、日朝交渉開始のための環境が整ったとはいえない。 

辛貞和の論文における第２の問題点は、資料の解釈をめぐるものである。小泉政権期に

アジア大洋州局長であった田中均63は、その著書において「どのような説明よりも明確であ

ったのは、小泉首相とブッシュ大統領の緊密な関係であった。北朝鮮がこれを見て、日本

と関係を改善しておけばブッシュ大統領の米国による強硬な政策をやわらげられると考え

たとしても全く不思議ではない」と述べる。辛貞和は、このような記述をを根拠に、「北朝

鮮は、もし小泉首相がブッシュ大統領に北朝鮮との関係改善を進めると伝えた場合、ブッ

シュ大統領がこの小泉首相の方針を受入れる可能性が高いと思っていた」と解釈している。

しかし、田中均の発言は、日朝交渉の開始により、米国の対北朝鮮強硬政策をある程度緩

和させることができる、という北朝鮮の期待を推測したものと解釈できるのではないだろ

うか。 

第３の問題点は、米国に対する正確な分析を欠いていることである。辛貞和は、「最初

から米国は北朝鮮と交渉する意思がなかったのである64」と述べ、米国の北朝鮮に関する問

題の解決への意思を指摘している。しかし、実際に米国はその諸問題の解決の必要性を認

識していた。ただし、米国において北朝鮮をめぐる諸問題は優先事項ではなかったため、

                                                   
61 辛(2013)は、1997 年から浮上した北朝鮮による日本人拉致問題と 1998 年の北朝鮮のミサイル発
射により、「北朝鮮脅威論」が台頭したと述べている。(284～285 頁) 
62 George W. Bush, America's 43rd President (2001-2009) 

( https://www.whitehouse.gov/1600/presidents/georgewbush) 
63 田中均氏は 2002年 12月までアジア大洋州局長として日朝国交正常化交渉に務めた。 
64 辛貞和(2013）、前掲論文、286 頁 
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北朝鮮との両者交渉を拒否し、関連国と協力することを通じて米国の負担を減らそうとし

たであろう。 

加えて、ブッシュ政権の二重外交・行政による米国内の対立について、十分な考察がな

されていないことも問題点として指摘できる。すなわち、ブッシュ政権内では、一方にお

いて、北朝鮮との対話を一つの報奨として認識していた、北朝鮮に報奨を与えられないと

いう強硬な方針をとる副大統領ディック・チェイニー、コンドリーザ・ライス国務長官な

どにより左右された。さらに、対北朝鮮介入派であるチャールズ・プリチャード65の回顧録

にも記述されているように、強硬派が協議せず北朝鮮に対する言動を行なることにより、

二重外交・行政が行なわれた66。 

その他、辛貞和の論文は、6 者協議が日朝交渉に与えた影響について、考慮されていな

い。日朝国交正常化交渉の分析では、日朝の２者間関係だけでなく、国際環境からいかな

る障害要因や促進要因が付与されていたのかという点も、分析対象に含むことが必要であ

ろう。 

 

第 3 項 韓国の対日働きかけを重視する説明 

日朝国交正常化交渉に関する先行研究の中には、韓国の働きかけが作用したと分析する

「韓国介入」による説明もある。そのような中、徐東晩(200167)は南北首脳会談が日朝国交

正常化交渉に大きな刺激剤として作用したと評価している68。また、徐東晩は日朝関係を考

える際には日韓関係、とくに日韓基本条約の 2 条と 3 条の解釈問題などに関しても認識す

                                                   
65 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007) 
66 米国政府内は北朝鮮に対する異なる立場をとっている２つのグループに分かれていた。ひとつ
は、北朝鮮に対して強硬な立場をとり、両者協議などを拒否する強硬派であった。もうひとつは、
北朝鮮と強硬な態度で交渉を進めるべきであると主張する対北朝鮮介入派である。たとえば、コリ
ン国務長官などはこの対北朝鮮介入派であった。 
67徐東晩著作集刊行委員会(서동만저작집간행위원회지음)「日朝修好交渉の展望と

課題」『北朝鮮研究： 

徐東晩著作集(북조선 연구：서동만 저작집)』、チャンビ出版社、2010年(창비)、246～263 頁 
68 しかし、2001年に出された論文であり、時期的に本研究では小泉政権期に焦点を当てているた

め、詳しいことについてはここでは言及しない。徐東晩著作集刊行委員会(2010 年)、前掲論文、

246～263 頁 
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る必要があると指摘している69。 

このような指摘は、李元德(201070)の論文においても見られる。彼は日朝関係改善あるい

は国交正常化における「日韓基本条約71」の第 3条をどのように解釈でき、どのように韓国

と関係しているかについて論じている。また、日朝関係における北朝鮮の対日請求権、と

くに統一コリア以後の対応などについても述べている。その一方、韓国側は「日韓基本条

約」の 3 条を通じて、日朝間の外交関係の樹立の可能性を防ぐことができたと当時におい

て評価していたと述べる。日本側は「日韓基本条約」を通じて北朝鮮に関する請求権は今

後の課題として残されているという認識であったと解釈し、韓国の認識とは異なっていた

と指摘している。また、李元德は当時の日本の法務相の発言を引用し、日本政府は日韓基

本条約の採決以後にも北朝鮮との交流を拡大する意思をもっていたと分析している72。 

筆者は、このような「日韓基本条約」による日韓間の「北朝鮮」をめぐる認識の相違、日

朝国交正常化交渉に大いなる推進力と当為性を与えたと考えている。しかし、李元德はこ

のような日韓の認識相違が日朝交渉にどのような影響を及んだのかについては見逃してい

る。そして、彼は「日韓基本条約」と日朝国交正常化を法的側面からどのように解釈でき

るかについておもに分析することにとどまり、国内外の政治的要因は看過している73。 

そのため、新たな分析が必要である。その一方、北朝鮮との交渉を継続させたいという

立場をとっていた日本にとって、包容政策を推進していた韓国政府は協力者であったであ

                                                   
69 しかし、徐東晩は、この論文(2001、253 頁)で、日朝会談自体が膠着状況になった根本的原因は

米朝間の核問題であると論じている。(他方、徐東晩は、金大中政権期の南北首脳会談により東ア

ジアにおける変動がもたらされたと主張するが、これと日朝交渉との関係については明確には述べ

られていない。中断されつつあった日朝交渉が何回も推進・再開されたことに対しては説明できな

い。)  
70 李元德(イ・ウォンドク、2010)「日韓基本条約と北韓問題：唯一合法性条項とその現在的含意」

韓国政治外交史論叢、第 31 集 2 号、248 頁 
71 朝鮮半島における唯一合法国家問題。「日韓基本条約（日本国と大韓民国との間の基本関係に関

する条約）」の第三条(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/A-S40-237.pdf 2015

年 11 月 23日アクセス) 
72 李元德(2010)「日韓基本条約と北韓問題：唯一合法性条項とその現在的含意」韓国政治外交史論

叢、第 31集 2号、213 頁 
73 たとえば、日本は韓国に日朝国交正常化交渉が推進中であるため、日韓国交正常化交渉に関する
文献などを非公開することを要請した。しかし、韓国の国内政治的要因および世論悪化により日韓
交渉に関する多くの文献が公開された。これは、日朝交渉において北朝鮮がどのような戦略・方針
をたてるかにおいて参考になったと考えると、法的な側面にもさまざまな要因が作用される可能背
は高い。 
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ろうと考えられる。しかし、日朝交渉中の韓国の働きかけに関する分析が欠けているため、

実際に韓国の働きかけが日朝国交正常化交渉にどのような影響を与えたのか、包容政策は

日朝交渉に肯定的な影響を与えたのかについてより詳しい分析が必要である。さらに、北

朝鮮政策にかかわっていた実務者たちの回顧録や『南北首脳会談の対話録(全文)』などが

最近出版・公開されつつあるため新たな分析が求められる。その一方、盧武鉉政権と小泉

政権のシャトル外交中断などの日韓関係変動の中で、北朝鮮に関する問題に対し日韓両者

はどのように対応し合ったのかを検討する必要がある。 

 

第 2 節 北朝鮮側の要因に注目した研究 

第 1 項 北朝鮮の体制維持の必要性からの説明 

 

北朝鮮の経済危機以後、日朝国交正常化を通じた「北朝鮮体制維持」による説明 

北朝鮮の対外政策という観点から日朝関係を分析した研究のなかでは辛貞和(200874)の

「北朝鮮の国家戦略と日朝関係」を取り上げる。辛貞和は、冷戦の崩壊以後、北朝鮮の国

家目標は体制の拡大から維持(あるいは生存)に変わったため、北朝鮮は日朝国交正常化交

渉を一つの手段として活用したと論じている。また、日本の場合にも冷戦の崩壊や中国の

浮上による国際情勢の変動により、「北朝鮮による脅威」を活用し、日米同盟を強化する

一方、東北アジアにおける影響力が強まるようにしたと分析している。 

その一方、辛貞和は、北朝鮮の「国家目標」は「体制維持」であり、それは米国との関係

改善を基にした「安全保障確保」と日朝国交正常化、改革開放政策、南北経済協力を基に

した「経済再建」により支えられると論じている75。しかし、北朝鮮の体制維持に対する方

針・政策はさまざまな要因により変化してきた。とくに、小泉政権期の日朝国交正常化交

                                                   
74 辛貞和、2008年、「北朝鮮の国家戦略と

日朝関係」、『北韓研究学会報(북한연구학회보)』第 12 巻、 

第 2号 157-177 頁 
75 辛貞和、2008年、「北朝鮮の国家戦略と

日朝関係」、『北韓研究学会報(북한연구학회보)』第 12 巻、 

第 2号 161頁 [北朝鮮の国家目標と日朝国交正常化(1993 年以後)]。 



                                             

金芽凜 

  23 

渉の際にはそのようであったとは言い切れない。確かに、北朝鮮が日朝国交正常化交渉に

応じた背景・理由には、過去の清算問題を取り上げて経済支援を得ようとしたことがある。

しかし、1990 年代末から急増した脱北者問題、貧富格差問題、農村忌避問題、離婚・不倫

や出産などの女性問題などの社会問題が北朝鮮の体制を脅威していた。つまり、経済再建

では解決できない北朝鮮内部の問題が深刻化してきた。北朝鮮が経済支援・協力などに関

しては修交の後に協議することを日本に提案したこともこの背景があったであろう。また、

北朝鮮は日本だけではなく、1990年代から外資を誘致するために、「外国人企業法」・「外

国人投資法」・「貿易法」などの法的の整備を行ない、中国・韓国・EUから直接投資や貿

易およびセミナー開催など交流を活発させていた。もちろん、日本からは過去の清算とい

う名目下で無償あるいは有利な条件で経済協力を得ることができるため、北朝鮮にとって

いつでも望ましい話であるであろう。しかし、当時、北朝鮮が急いで日本の要求を受入れ

るほどでもない、かつ優先順位において上位ではなかったであろう。とくに、2007 年の南

北首脳会談の対話内容(全文)をみると、日本が提示したと思われる経済協力の規模や韓国

からの支援の規模を考慮すると、北朝鮮において日本からの経済協力より重大な事項が他

にあった可能性が高い。したがって、日朝国交正常化交渉のメカニズムを正確に明らかに

するためには、北朝鮮の内部事情に関する新たな分析が必要である。 

言い換えると、辛貞和(2008)が論じた「体制維持」は国家目標というより当面した課題

に近い。北朝鮮が究極的に目標としていることは北朝鮮方式の統一であるであろう。北朝

鮮はこの課題をこなすため、外圧と内圧に対する政策を実施してきた。そして、その政策

の一つが日朝国交正常化交渉であった。詳しいことは第 3 章から第 5 章までの実証分析の

ところで再分析する。 

 

第 2 項 米国の対北朝鮮働きかけを重視する説明 

 

 米国の働きかけに焦点を当てた「米国介入」による説明 

 多くの先行研究が国際政治レベルで「日朝国交正常化交渉」を分析している。そのよう

な中、まず国際政治、とくに米国の働きかけに観点を当てて日朝交渉を分析した研究を検
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討する。小此木政夫(200376)の論文は、北朝鮮をめぐる問題が 9･11 テロやウラン濃縮の核

兵器開発問題を経て国際化されたと述べながら、日本の対北朝鮮政策を国際政治レベルで

分析している。とくに、日本の対北朝鮮の政策は、南北(韓国と北朝鮮)関係や米朝関係に

より影響を受けるという考えを示した。その一方、北朝鮮の場合には米国との関係が対日

本政策に影響を与えたとも論じている。 

そのような中、小此木政夫は小泉首相の平壌訪問(2002 年)に対して、「少なくとも形式

的には、二度にわたって中断されている交渉を再開させるためのもの77」であり、日本政府

にとっては旧植民地の一部である北朝鮮との関係の正常化は「歴史的名責務(戦後処理の視

点)」であったと述べている。そのほかにも、日本においての北朝鮮との関係正常化は「地

域紛争」や「紛争予防外交」という視点から出た政策であったと論じている。また、北朝鮮

は、9・11テロ事件は予想を超える事態であり、「米国の軍事力に対する恐怖が北朝鮮の対

日本接近を促し、金正日総書記に小泉首相を平壌に招待させたのである78」と日朝国交正常

化交渉の再開の背景を説明した。しかし、北朝鮮は小泉政権以前から過去の清算問題を国

交正常化の後にして構わないので先に修交を結ぶことを提案79するほど積極的に日朝交渉

に応じた。したがって、９.11テロや米国の軍事力により日朝首脳会談が行なったとも、そ

れが起爆剤になったとも言えない。とくに、米国による軍事的攻撃に関する計画が広がっ

ていた時期にも北朝鮮は日朝交渉を中断させたりしていたため、小此木政夫の分析のよう

に北朝鮮が米国の軍事力に対する恐怖から立場を変化させたという分析は説得力を持たな

い。ただし、北朝鮮において日朝国交正常化あるいは日朝首脳会談は既存の考慮事項の一

つであったであろう。また、日朝交渉における米国の影響が大きいという主張はある程度

事実であるが、日朝交渉においての進展・成果などは国際政治という観点では説明できな

い部分もある。とくに、小泉首相の訪朝に対して懸念を示した米国を抑え、日朝首脳会談

を実施し「日朝平壌宣言」という成果を出した。また、米国により北朝鮮に対する経済制

                                                   
76 小此木政夫「北朝鮮問題の新段階と日本外交」『国際問題』2003年 5月、Ｎｏ．518 
77 小此木政夫「北朝鮮問題の新段階と日本外交」『国際問題』2003年 5月、Ｎｏ．518、3 頁 
78 小此木政夫、前掲論文、5頁 
79 韓国経済新聞(한국경제：2000年 4 月の日朝交渉で、北朝鮮側は「先修好」を、日本側は

「先懸案解決」を主張した)「日정부, 모리총리-김정일위원장간 정상회담추진」2000-06-23/ガ

ン・テフン『日本外交政策の理解』(강태훈 『일본 외교정책의 이해』)오름出版社 2000年 IV. 

수교 전망 - p.195  
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裁が行なわれたりした一方、日本は法的措置は行なったが、実際に北朝鮮に経済的な損害

を与える措置はほとんどなかった。したがって、米国の働きかけだけで日朝交渉がの推進・

再開あるいは中断を説明することはできない。このような限界は、小此木政夫の分析には

日朝交渉における韓国と米国との関係性を指摘しながら、具体的にどのように影響を与え、

その結果日朝交渉にどのような変動をもたらしたかについての分析を省いているためであ

る。さらに、日朝交渉および北朝鮮に関する問題にかかわっていたさまざまなアクターの

駆引きを分析しなかったこと、日本、韓国、北朝鮮、米国などの関連国の資料を比較分析

しなかったことがその分析における限界原因であるであろう。 

その一方、小此木政夫のように「米国介入」による説明で日朝交渉を分析している先行

研究としては徐東晩(ソ・ドンマン、200180)の論文も取り上げられる。徐東晩(2001)は、日

朝国交正常化交渉が始まった 1991 年からの交渉における争点や米国の働きかけを論じて

いる。そして、交渉における争点に対する日朝の立場の相違を述べながら、交渉の決裂要

因を分析している81。とくに徐東晩は、日朝交渉が決裂したことに対して、米国により北朝

鮮の核開発の疑惑が提議されたことを要因としてあげている。また、日朝国交正常化と核

問題を関連付けようとしていた日本側に対して、北朝鮮は両者が無関係であると一貫して

主張していた日朝間の争点の相違についても述べている。そして、このような対立もあっ

たが、交渉が決裂した根本的な原因としては米朝間の核問題をめぐる対立であったという

主張である。 

 しかし、徐東晩の論文においていくつかの限界もある。まず、日朝関係における分析と

して分析対象が偏っている。徐東晩は日朝関係をみる時、日朝関係は日韓関係と歴史的に

かかわっているという認識が求められると指摘している。しかし、実際、それによりどの

ような結果が生じ、韓国は日朝交渉をどのように見ていたのか、どのように認識・対応し

ていたのかに対する言及あるいは分析が欠けている。そして、1990 年代後半に再開された

日朝交渉に対して韓国政府の対北朝鮮政策から一定の影響を受けて村山元総理らの訪朝が

実施されることにより再開されたと論じている。しかし、韓国の対北朝鮮政策の影響もあ

                                                   
80 徐東晩著作集刊行委員会(2010年)、前掲論文、246～263頁 
81 また、日朝交渉がどのように再開されたかについても言及している。その一方、1990年代の交

渉と 2000年代の交渉の相違を述べながら日朝国交正常化交渉をめぐる変動を追って分析してい

る。 
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るかもしれないが、それだけで片付けることはできないであろう。 

 そのほかにも、初めての日朝首脳会談の直後に米国のケリー次官補を通じて濃縮ウラン

に関する疑惑を公開することにより日朝交渉に影響力を与えてと分析している孫基燮

(200782)の論文も取り上げられる。孫基燮はこの第 2次北核危機が勃発したことにより日朝

交渉が中断されたと論じており、核・ミサイル問題を日朝交渉におけるきわめて重大な障

害要因として取り上げている83。しかし、これで、第 2次北危機以後、核問題が解決してい

ない中でも交渉が推進された日朝交渉を説明することはできない。したがって、以上のよ

うに日朝国交正常化交渉における障害あるいは中断要因を改めて分析する必要がある。ま

た、このような日朝交渉の中断要因と推進・継続要因の関係性についても検討する必要が

あるであろう。 

 

 拉致問題をめぐる世論の悪化に焦点を当てた「対北世論悪化」による説明 

 Christopher W.Hughes(200684)は、時期を三つに分けて、日朝関係の変動および日朝交渉

を日本の国内政治に焦点を当てて分析している。とくに、官邸、政治家、与野党、外務省、

民間団体などのアクターに注目し、対北政策がどのようなメカニズムを経て行なわれたの

かを明らかにしている。そして、小泉政権の対北朝鮮政策において、とくに拉致問題を打

開し日本の国内政治的圧力に対する小泉首相の意志と能力が重大であったと論じている。

しかし、反北朝鮮という日本国内の圧力を抑えるほど小泉首相の能力は確実なものではな

かったとも評価した。そして、日朝交渉の推進と中断に対しても日本国内のアクター主導

により説明している。しかし、北朝鮮をめぐる問題において重大な役割をはたしていた韓

国、米国、中国などの関連国の働きかけなどに関しては省かれている。そのため、日本の

対北朝鮮政策、とくに日朝交渉が日本の国内情勢だけで左右されたという印象を与える限

                                                   
82孫基燮(손기섭 KiSup Son)「일본의 대북한 국교교섭의 정책결정: "실력자정치"에서 

"관저정치"로(日本の対北朝鮮の国交交渉の政策決定：“実力者政治”から“官邸政治”

へ)」현대일본학회, <일본연구논총> 25권 0호 (2007)、33-70 頁 
83 孫基燮(2007)は拉致問題による世論の悪化も日朝交渉の中断の一つの要因として取り上げてい

る。ただし、拉致問題は官邸の政治力により重大な変数・要因になれないと論じている。 
84 Christopher W.Hughes, 2006, “The political Economy of Japanese Sanctions Towards 

North Korea:Domestic Coalitions and International Systemic pressures,” Pacific Affairs, 

Vol.79, No. 3, The Other Binary: Why Japan-North Korea Relations Matter(Fall, 2006), 

pp.455-481 
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界がある。 

 その一方、孫基燮(200785)は官邸の政治力により拉致問題は重大な変数になれない要因で

あるが、政治力の不在により国内世論の悪化を打開できなかったと論じている86。しかし、

小泉首相の訪朝およびその「日朝平壌宣言」という成果に対しては外務省の思考転換と首

相官邸のリーダーシップにより可能であったと評価している。そして、日朝交渉の難航に

は核問題と拉致問題が大きな要因として作用したと分析している。しかし、小泉政権期の

初期に田中局長と平松東北亜課長を中心に首相官邸と連携し「対北交渉重視」に転換した

と論じ、北朝鮮との交渉において実力者政治から官邸政治に変動したと分析している。し

かし、田中均局長以後には山崎拓などの政治家を通じて日朝首脳会談のきっかけをつくっ

たりしたため、官邸主導により行なわれたとは言い切れない。さらに、日朝交渉の推進と

中断などに対して、日本の国内政治からその要因を説明している。しかし、日本側は拉致

問題を打開するため、北朝鮮との交渉を推進しようとしていた。すなわち、日朝交渉の推

進と中断に対する要因は日本の国内政治的要因だけでは説明できない。北朝鮮の日朝交渉

の拒否の要因と国際政治的要因を検討する必要がある。 

 また、金栄鎬(201087)は日本の朝鮮半島外交における「内政要因」の比重が相対的に高ま

り、拉致問題に対する世論に政治家や外交官の行動が規定されるようになったと論じてい

る88。しかし、「拉致問題に対する世論が硬化するにもかかわらず、また、米朝の対立も深

まっていたにもかかわらず、2度目の訪朝を実施したのは、首相のリーダーシップの要素を

抜きには考えられない」89と論じているが、これは、拉致問題に対する世論に政治家や外交

官の行動が規定されているという主張と矛盾している。そのほかにも、彼らの行動が規定

されていると分析した根拠を提示していないこと、内政要因がどのようなプロセスを経て

どのような影響を与えたのかを詳しく説明していないことなどの限界がある。 

                                                   
85孫基燮(손기섭 KiSup Son)「일본의 대북한 국교교섭의 정책결정: "실력자정치"에서 

"관저정치"로(日本の対北朝鮮の国交交渉の政策決定：“実力者政治”から“官邸政治”

へ)」현대일본학회, <일본연구논총> 25권 0호 (2007), pp.33-70 
86 ただし、孫基燮は日朝国交正常化交渉におけるもっとも大きい影響を与えたのは核・ミサイル問

題の国際問題であると論じている。 
87 金栄鎬（KIM Yeongho)「日朝交渉における日本外交の変化--「同盟と自主の狭間」の視点から」

広島国際研究 16, 1-15, 2010-00-00 
88 金栄鎬(2010) 、前掲論文、10頁 
89 金栄鎬(2010) 、前掲論文、9頁 
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 そのほかにも、ヤン・ギウンとキム・ジュンドン(2006)は日朝国交正常化交渉の決裂と

再開の条件を 1990 年から 2006 年までの日朝交渉を 4 つの時期に分けて分析している。し

かし、彼らは事実関係を明確に調べていないという問題をもっている。たとえば、2005 年

に山崎拓議員が鄭東泳(チョン・ドンヨン)統一部長官に伝えたものは小泉総理の親書では

なく、口頭メッセージであった。さらに、その内容は日朝国交正常化交渉の再開のための

協力を要請するものというより、小泉首相の任期内の日朝国交正常化の実現を望む日本側

の意志が含まれていた90。そして、彼らの分析および主張の根拠のほとんどが他者の論文で

あることも重大な問題として取り上げられる。その一方、ゼンキス家族の帰還問題と偽物

遺骨問題などの拉致問題内の個別問題により悪化した日本の国内世論を日朝交渉の決裂の

要因として提示している。つまり、拉致問題が日本の国内において政治化され、1・2次実

務協議と 2006 年 2 月の第 13 次日朝会談が拉致問題により成果を挙げず終わったと論じて

いる。 

 

第 3 節 小括：先行研究の整理および問題点 

① 日朝国交正常化交渉の推進に関する先行研究の整理および問題点 

本章では、小泉政権と金正日政権は日朝国交正常化交渉における障害要因が存続してい

る中でもなぜ日朝交渉を推進したのかについての先行研究を検討した。小泉政権期(2001年

4 月～2006 年 9 月)の日朝国交正常化交渉の場合、小泉政権の日朝国交正常化に対する強い

意志表明および 2 回にわたる訪朝、そして金正日政権からの日本人拉致の認定・謝罪およ

びミサイル発射の延期などの譲歩があった。そして、結果的には小泉政権期に日朝国交正

常化は実現できなかったが、他の政権と異なる成果を挙げることができた。このように小

泉政権と金正日政権が日朝交渉を推進させたことに関する先行研究は二つに分けられる。

第 1に、日朝交渉の推進を日本側の要因に注目し、「官邸外交あるい特定個人のリーダーシ

ップ」または「韓国の対日働きかけ」に焦点を当てた先行研究である。第 2 に、北朝鮮側

の要因に注目し、「北朝鮮の体制維持の必要性」と「米国の対北朝鮮働きかけ」から日朝交

                                                   
90 鄭東泳の回顧録(チョン・ドンヨン(元統一部長官)『開城駅からパリ行き汽車チケット

を』(정동영『개성역에서 파리행 기차표를』랜덤하우스코리아)、2007 年)、175－176頁 
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渉の推進を説明している先行研究である。ところで、このような先行研究を検討した結果、

先行研究を出版国ごとに分類し比較すると、次のようなことがわかった。第 1 に、「日朝

国交正常化交渉」に対する観点の相違が取り上げられる。日本において出版された論文の

場合、多くが日朝交渉および米国との関係に注目し、米国の日朝関係改善に対する反対お

よび働きかけに焦点を当てていた。その一方、韓国において出版された文献の場合、韓国

側のこれからの対応に対するメッセージを論文に込めている。つまり、日朝国交正常化を

実現させようとする日本の意図および将来目標に焦点を当てていた。また、米国において

出版された論文の場合には、北朝鮮あるいは日本に着目した分析が多い。すなわち、分析

を通じて読み手側に伝える結果あるいはメッセージは異なる。これは一つの現象を国によ

り求められる分析観点が異なるためであるであろう。そのため、日朝交渉あるいは日朝関

係を分析する際の観点が異なり、その結果同じ現象に対して異なる解釈を行なっている。 

第 2 に、その次の相違は取り扱っている資料における相違である。とくに、北朝鮮に関

する資料の場合、アクセスにおける制限があるため、日本と米国において出版された論文

では北朝鮮において出版された朝鮮労働党出版社の文献と『労働新聞』などが活用されて

いないケースが多かった。北朝鮮資料は韓国の統一部が運営している「北韓資料センター」

において『労働新聞』や北朝鮮の朝鮮労働党が出版している金正日集などを回覧すること

ができる91。しかし、韓国の国内法上、北朝鮮資料をデジタル化することが禁じられている

ため、一定の手続きをしないと北朝鮮の資料を手に取ることはむずかしいということが背

景にあるであろう。また、近年から北朝鮮により『労働新聞』などの資料がインターネッ

ト上に公開されているが、現在では小泉政権期の記事および当時の日朝国交正常化交渉と

関連する多くの資料はまだデジタル化されていない状況である92。 

第 3 に、「日朝関係(あるいは日朝国交正常化)」に関する研究は韓国でより活発的に行

なわれ、論文の量(数)的にみても相対的に多かった。日本の文献の場合、まず、国交正常

化の必要性を論じる(論文において取り上げるテーマの重要性を述べる)ものと、日朝国交

正常化に関する談話式(座談会)の文献はあるが、学術的な論文は相対的に少ない。そして、

                                                   
91 そのほかにも、日本の「国立国会図書館」と中国の「中国国家図書館」などのところでも北朝鮮
に関する文献を備えている。しかし、このような限られているところに備えている北朝鮮に関する
文献の種類および量は各図書館によって異なる。 
92 20015年を基準とする。 
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韓国の文献の場合、日本の研究ではみられない、安全保障分野における日本の新たな動き

として分析する研究者もいる。たとえば、拉致問題について、日本側は安全保障分野におけ

る重要な懸案であり、どのような過程を経って、これからの展望に関して述べている。そ

の一方、韓国側は、拉致問題が日本の安全保障分野にかかわる事項であるが、日本政府が

拉致問題を取り上げる根本的な理由は軍事的正常化の実現であるという分析を加え、東ア

ジアにおける日朝関係(懸案)の意味合いを論じていた。 

このように韓国などの文献を検討することにより、他の国の文献とは異なる新たな視点・

分析を得られる一方、事実確認においては不十分であるため正確な分析であるとは言い切

れない。たとえば、小泉首相の訪朝は、最初日本の外務省からの説得により小泉首相が検討

した結果として行なわれた。しかし、韓国の文献の一部においては、官邸(小泉政権)と外

務省との関係において誤解しやすい記述があったりする。その一方、米国の場合、日朝関

係を取り上げた研究は比較的に少ない。また、ほぼ韓国人あるいは日本人により英語で書

かれた文献が多い。 

 

その一方、「日朝国交正常化交渉」の推進に関する先行研究における限界は次のように

整理できる。第 1 に、多くの先行研究は「日朝交渉の失敗」(あるいは交渉の決裂・中断)

に注目し、その要因について述べていることに止まっていることである。また、その要因

としては、核問題、拉致問題、世論の悪化、米国からの圧力などが取り上げられている。し

かし、北朝鮮をめぐる問題、とくに日本政府として解決が求められている諸問題は、最終

的には日朝国交正常化を達成することであるであろう。つまり、諸問題を分析する際に、

焦点を交渉失敗の要因におくのではなく、そのような障害要因があったにもかかわらず、

どのような要因により交渉は五年半の間に何回も行なわれたのか、どのようなメカニズム

を通して結果を打ち出してきたのかについて検討する必要がある。したがって、第 2 章で

は、どのようなメカニズムにより小泉政権期(2001 年 4 月～2006 年 9 月)の日朝国交正常化

交渉が中断されつつある中でも何回も推進・再開されてきたのかという新たな観点から、

さらに日本側だけではなく北朝鮮側に対しても分析し「日朝国交正常化交渉」の進行過程

を新たな枠組みで分析する。また、その際には既存の研究では、田中均局長の著書を参考

することに留まっているが、飯島勲や藪中三十二などの日朝交渉の関係者の既存の回顧録
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や最近出版された彼らの著書も参考し、小泉政権期当時の国会会議録を用いて第 2 章から

は小泉政権期における日朝国交正常化交渉について実証分析を行なう。 

第 2 に、日朝国交正常化交渉の推進と中断の各要因の関係性について明確に論じられて

いない。日朝交渉における中断要因が存続していることは、中断要因というより障害要因

であるであろう。そして、そのような中断あるいは障害要因が推進・継続要因とどのよう

にからみ合い、日朝交渉あるいは日朝関係における新たな展開を迎えるようになったのか

を明示する必要がある。 

第 3 に、北朝鮮に関する問題における観点に関する限界が取り上げられる。北朝鮮を分

析する際に、さまざまな観点からの分析が要される。つまり、日朝国交正常化交渉におけ

る争点には過去の清算問題と拉致問題のような両者間の問題だけではなく、核・ミサイル

問題、「日韓基本条約」の 3 条の問題などの米国と韓国などの国ぐにとかかわる国際政治

的問題も含まれている。しかし、先行研究ではそれらの各要因がどのようにからみ合い日

朝国交正常化交渉の進行における各段階に対し影響を与えてきたのかを分析する段階まで

は踏まれていない。その結果、拉致問題をめぐる世論の悪化あるいは米国の働きかけによ

り日朝交渉が中断されたという的結論に止まっている。言い換えれば、拉致問題が解決し

た場合、あるいは米国による日朝交渉の推進あるいは日朝関係改善に対する反対がない場

合に日朝国交正常化が実現できたと言い切れるかという疑問をいだく。つまり、北朝鮮の

ミサイル・核問題だけでも、韓国、日本だけではなく、米国、中国、ロシアなどのさまざま

な国とかかわっているため、一国あるいは一部の国ぐにの賛同だけでは北朝鮮諸に関する

問題が結論にたどり着くことがむずかしい。たとえば、ミサイルの発射範囲内に韓国、米

国、日本などが入っている。さらに、ミサイル・核問題で生じる対立により中国の経済・社

会的に影響を及ぼす。現在にも脱北者問題が深刻化されており、将来ミサイル・核問題あ

るいは北朝鮮の体制崩壊などにより多くの脱北者が中国に入ると経済・社会的に大きな反

響を及ぶと見られていることも作用しているであろう。このように北朝鮮に関する問題が

さまざまな国とかかわっているだけではなく、経済・安保などのさまざまな分野・問題に

連動している。そのため、北朝鮮に関する問題を分析する際にはいろいろ観点からの分析

が求められる。さらに、日朝関係を分析するとしても、日朝だけではなく、韓国、米国、中

国などのさまざまな国の働きかけや対北朝鮮政策を検討する必要がある。 



                                             

金芽凜 

  32 

 第 4 に、日朝交渉の延長線である 6 者協議の意味、協議の過程における分析が欠けてい

る。6者協議は中断されていた日朝交渉を再開させる機会を与えた。さらに、6者協議の共

同声明に日朝国交正常化交渉の推進について明文化する成果もあった。したがって、核問

題を解決するため集まった 6 者の賛同を得るため日本側はどのように対応していたのかを

検討する必要があるであろう。 

 第 5 に、北朝鮮の内部事情を考慮していないことももう一つの限界である。北朝鮮は日

朝交渉において何を狙っていたのかを分析するためには、北朝鮮の内部の変動にも目を通

す必要がある。しかし、多くの先行研究では日本側に焦点を当てて分析したため、北朝鮮

における変動を見逃している。その結果、日朝交渉の重大な決裂要因として拉致問題を取

り上げている。しかし、実際には、日本の国内世論が悪化したことや国内政治における対

立にもかかわらず、小泉政権は拉致問題を解決するため、北朝鮮との交渉を続けようとし

ていた。そして、交渉を拒否したのは北朝鮮側であった。したがって、北朝鮮側の立場の

変化および要求事項を検討するため、まず北朝鮮の内部事情をみる必要がある。そのほか

にも、北朝鮮と韓国における最大の課題は「統一」であること、両者の特殊関係を見逃し

ていることも大きな限界であるであろう。 

第 5 に、最近出版されている日朝交渉にかかわっていた関連アクターの回顧録や著書に

対する分析が欠けている。とくに、日朝交渉や北朝鮮に関する問題にかかわっていた実務

家の書籍の出版が続いている。そのような中でも、日朝首脳会談を勧めた金大中大統領、

日韓シャトル外交を実施した盧武鉉大統領、金正日委員長に日本側の意思を伝えた林東源

(韓国の統一部長官など歴任)などの回顧録は日朝国正常化交渉を分析するため、重要な資

料になる。とくに、日朝国交正常化交渉に関する政府資料はほとんど公開されていない。

そのため、実際に日朝交渉でどのようなことが焦点になり、どのようなアクターにより影

響を受けていたのか、韓国と米国および中国からどのように協力あるいは反対されていた

のかなど、日朝交渉の進行実態を把握することがむずかしい。このような状況で、日朝交

渉にかかわっていた実務者、北朝鮮に関する問題を担当していた実務者の回顧録・著書は

日朝交渉を分析する際に各資料と照らし合わせることにより正確な分析を行なうことがで

きる。たとえば、日朝間の「水面下交渉93」が進められていた時に、米国はどのように働き

                                                   
93 「水面下交渉」という表現は田中均の『国家と外交(2005、39頁)』に使われている。筆者は、
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かけていたのかについても当時の実務者であった田中均局長とチャールズ・プリチャード

局長(当時、Charles L. Pritchard)の回顧録などを比較分析することにより把握すること

ができた。そして、盧武鉉大統領と金正日委員長の首脳会談議事録が公開されたことによ

り、北朝鮮が日本により受けると期待される経済的協力の規模が把握できた。また、それ

に対する盧武鉉政権の立場も読み取ることができる。そのため、本研究で日朝関係あるい

は日朝国交正常化交渉を分析する際に、最近出版されている日朝交渉にかかわっていた関

連アクターの回顧録や著書を用いる。たとえば、日本側の田中均局長、藪中三十二局長、飯

島勲、韓国の金大中大統領、盧武鉉大統領、林東源、李鍾奭(イ・ジョンソク、NSC事務次

長、統一部長官など歴任)、李秀赫(イ・スウヒョク、6者協議の首席代表)、米国のビル・

クリントン大統領、ジョージ・W・ブッシュ大統領、ヒル 6者協議代表などの実務家たちの

回顧録を引用参考し実証分析を行なう。さらに、北朝鮮の立場における変化、要求事項、

論理などを把握するため北朝鮮の朝鮮労働党が発行・出版している『労働新聞』、『金正日

選集(著者：金正日)94』などの文献と韓国政府が出版している『北韓人権白書95』を用いて

分析する。 

 第 6 に、多くの先行研究は、日朝交渉における中断あるいは推進・継続要因と北朝鮮の

立場における変化要因を明確に分けず、混用している。先行研究の中には米国の働きかけ、

とくに、米国により北朝鮮の核問題が台頭し、第 2 の北朝鮮核危機が生じたことにより日

朝交渉が中断あるいは続けられなくなったと分析している。しかし、明確にいうと、米国

の働きかけにより北朝鮮が影響を受け、日朝交渉を中断させたと言い換える。すなわち、

北朝鮮の立場における変化により日朝交渉は中断された。しかし、ここで重要な検討事項

がある。まず、米国の働きかけは北朝鮮が日朝交渉に応じない決定的要因であったのか。

また、北朝鮮の立場における変化とは明確にどのように変わったのかを検討する必要もあ

                                                   

「水面下」という表現を使うことにより、関係アクター(米国、韓国など)が直接関与できなかった

こと、情報が共有されていなかったこと、日本の国内世論に左右されず行なえたことが強調できる

と判断したため、本稿で用いる。(小泉政権以前は政治家などにより日朝交渉が行なわれたり、日

朝協議はメディアを通じて報道されたり、関連国との事前協議を行なったりしていた。しかし、小

泉政権期、とくに、田中均局長により行なわれた日朝会談は「水面下」、すなわち交渉を行なう担

当者や小泉首相などの一部の人たちだけで密かに行なわれた。)  
94 金正日委員長が朝鮮労働党の中央委員会や幹部会などで話したことをまとめて年度別に出版した

もの。つまり、金正日委員長の発言だけ記録した議事録のような文献である。 
95 脱北者を調査したりして韓国政府が毎年出版している。 
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る。 

 日朝交渉は小泉政権期に 10回以上も行なわれた。また、2回にわたる日朝首脳会談も開

催された。しかし、日朝交渉は順調に何回も開催されたわけではなく、北朝鮮により中断

されたり難航しつつある中で、不定期的に日朝交渉が行なわれた。とくに、日本側から交

渉再開の要求があったにもかかわらず、北朝鮮はこれに応じず、交渉の再開までは難航し

つつあった。したがって、本研究では、日朝交渉推進の要因を分析するため、北朝鮮の立

場における変化を分析する必要があった。どのような背景で北朝鮮は立場を変更し、日朝

交渉に応じていたのか。北朝鮮は日朝交渉において何を狙っていたのか。日本側の新たな

交渉カードでもあったのか。このような疑問についても検討する必要がある。 

 

② 小泉政権期の外交政策決定に関する先行研究および問題点 

以上のように日朝国交正常化交渉に関する先行研究を分析した。他方、小泉政権期の日

朝国交正常化交渉が他の外交政策決定とどのような相違があるのか否か、同じ枠組みによ

る分析が可能か否かも検討することも必要である。 

小泉政権期の外交政策決定を分析した先行研究の中では、代表的に信田智人の『官邸外

交(200496)』が取り上げあれる。信田(2004)は、官邸が外交問題においてどのような役割を

果たしてきたのかという点に注目する97。信田は、「官邸」として首相と正副の官房長官、

外交担当の副長官補をとりあげる98。小泉政権期においては、内閣法の改正99と国際情勢の

変動などにより官邸主導で外交・安全保障政策の決定が行われてきたと述べる。官邸外交

の事例としてはテロ対策特別措法100および有事関連法の成立、イラク特措法成立と自衛隊

                                                   
96 信田智人『官邸外交― 政治リーダーシップの行方』朝日新聞社、2004年 
97 信田(2004)は、直接的に日朝交渉を分析しているわけではないが、小泉首相の政策決定について
分析をしている。 
98 普通、官邸主導といった場合の官邸の対象は内閣官房全体を含める場合が多いと説明しながら、

外交分野においては首相と正副の官房長官、外交担当の副長官補のみを対象としていると制限して

いる。その一方、狭い提議の「官邸」とは首相と正副の官房長官のみを指すとも述べている。信田

智人(2004)6～7 頁 
99 「内閣法の改正で、内閣官房にも「企画立案」権が確保されたため、内閣官房主導で政策の立

案、法案の作成が行なうことが正式に認められた。これまで外務省が外交・安全保障政策で中心的

名役割を果たしてきたが、図 5で左側に位置する内閣官房にその重心が移動してきているし、それ

は望ましいというのが本書の主張である。」信田智人(2004)、前掲書、50頁 
100 テロ対策特別措法の場合は内閣官房の主導がうまく作用し、異例の速さで政策が決定されたと



                                             

金芽凜 

  35 

派遣を取り上げている。 

信田智人は、橋本龍太郎首相による行政改革において行われた内閣機能強化、とくに内

閣官房の政策立案権限の明確化により、内閣官房主導の政策が可能になったことを指摘す

る。その結果、小泉政権において、テロ対策特別措法と有事関連法が成立したと分析する。

また、外務省の存在感が弱まり、官邸主導を受入れ、官邸の補助的役割に甘んじたことも、

官邸主導を容易にしたとも述る101。外務省は、それまでは条約局を中心に安全保障問題で

大きな影響力をもっていたが、外政審議室を廃止したこと、田中眞紀子外務大臣と省幹部

との軋轢が存在したこと、さらに外務省の機密費スキャンダルなどにより、大いに影響力

を失墜させたためである。さらに、官邸主導にふさわしい安全保障にかかわる問題であっ

たことや迅速な対応が必要であったことも、官邸主導で、法案成立を進めることができた

要因であるとみる。 

他方、信田智人は「二〇〇一年四月、『聖域なき改革』を揚げ、圧倒的な世論の支持を得

て国家指導者の地位についた小泉首相であったが、自ら旗印に揚げた改革の分野よりも、

安全保障政策の分野で大きな政策成果を挙げている。それは首相の意思というより、偶然

の要素に負う所が大きい102」と述べ、偶然の要素にも影響されながら、安全保障関連法が成

立したと説明する。それと同時に、信田は、小泉首相期のテロ対策特別措法と有事関連法

案は、「派閥による根回しも、党内の事前承認のプロセスも無視して、小泉首相がとった

作戦はまず連立与党の合意を得るという方法103」であったため、可能であったとも論じて

いる104。要するに、信田は、一方において「偶然の要素105」を強調しながら、同時にこれだ

けではなく、小泉首相の意図的な戦略あるいはリーダーシップもまた法案の成立に大きな

影響を与えたと主張する。 

                                                   

論じている。 
101「テロ対策特別措法と有事関連法案」に関する信田智人の分析は 76～77 頁を整理・要約した。

信田智人、2004 年、前掲書、76-77頁 
102 信田智人(2004)、前掲書、52項 
103 信田智人(2004)、前掲書、77頁 
104 信田は、「こういった党内コンセンサス形成を無視した『トップダウン型』の政策決定は、党
内で大きな批判を生んだが、小泉朱書うの高い支持率がそういった批判を打ち消した」とも論じて
いる。信田智人(2004)、前掲書、77 頁 
105 信田智人(2004)は 52 頁にて「偶然の要素」について述べているが、そもそもこの表現自体の適

切性についても疑問を感じる。 
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このような信田の分析に対して、筆者は、次の 3 点で疑問を感じる。第 1 に、偶然の要

素にも大きな影響をうけるとする政策決定を、果たして官邸主導であるとみることが、ど

れくらい、適切なものか、という点での疑問である。歴代の首相と比べると、官邸のリー

ダーシップは相対的に強かったという程度のものではなかっただろうか。 

第 2 に、信田の分析は、「官邸外交」という要因よりも、実際には小泉首相と古川・大

森副長官の個人リーダーシップが法案成立にもっとも重大な要因であったとも読み取れる

という問題点がある106。すなわち、官邸というチームとしてのリーダーシップなのか、ある

いは個々人のリーダーシップの集合なのか、明確ではない。「官邸」とは組織であり、組織

の機能に注目するのであれば、それは、誰が首相および官房長官であっても、同様の政策

決定が行われることを前提とする議論である。個人のリーダーシップを強調する場合は、

もし政策決定を行なう人物が、その人ではなかったら、異なる決定が行われた可能性が高

いということを想定する。両者は明確に異なるものである107。 

第 3に、信田智人は｢『官邸外交』と本書で呼ぶのは、外交の場面で外務省では対応でき

ない政治判断と総合政策調整を、官邸主導で行う現象である108｣とも定義している。しかし、

日朝交渉においては外務省の田中均局長と福田康夫官房長官の間に協力もあったことを考

えると、小泉首相と外務省の連携を見逃すことはできない。信田智人の分析枠組み109は修

正が必要なものである110。 

 

                                                   
106 さらに、信田は各用語について定義しているが、その用語の使用の適切性に疑問が残る。他
方、彼の分析結果および解釈において、その用語の定義とおりに適用されているとは言い切れな
い。 
107 たとえば、日朝交渉において、安倍晋三は北朝鮮に対して強硬的立場とり、外務省との対立さ

え見えた。そして、安倍は積極的に拉致問題に関する法案の成立などのためさまざまな措置をと

り、一定の結果を挙げた。つまり、実際には、小泉政権期の外交政策決定には官邸主導より個人リ

ーダーシップや他の要因がより作用されたのではないかという疑問も感じる。 
108信田智人、2004年 10月、『官邸外交― 政治リーダーシップの行方』朝日新聞社 5-6 頁 

(｢官邸外交とは、首相や官房長官が内閣官房のスタッフを指導して、外交や安全保障の面でリーダ

ーシップを発揮する形態を指すのである。7 頁) 
109 「外交政策の枠組み(図)」信田智人(2004年)、前掲書、49 頁 
110 そのほかにも、突発的に起きた事態に対する政治判断などを官邸主導で行なったとしても、そ
れが数年あるいは十数年以上前からすでに存在している外交課題にも適用できるかは不明である。
さらに、突発的な外交問題ではない場合、外務省などの関連実務者たちによりいくつかの懸案とそ
れに対する資料および方策が官邸あるいは首相に提供されると、その中から官邸および首相が選択
するであろう。 
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次に、これも日朝交渉を直接にとりあげるものではないが、小泉首相個人のリーダーシ

ップに焦点を当てて分析したものとして森本哲郎(2006111)がある。森本は、小泉政権期の

政策を、小泉首相のスローガンやマスメディアの報道などを言及しながら、小泉首相個人

のリーダーシップにより説明している112。事例としては、郵政民営化と 2004 年 2月の陸上

自衛隊のイラク派遣などを取り上げている。森本は、外交安保分野は「利益配分政治」の

対象となり、「鉄の三角形」(族議員―業界―省庁)もほとんど存在しないため、「抵抗」の

少ない政策分野であるためであり、首相の強い意思により、国会の多数決で押し切ること

が可能な領域であると論じる。この考え方に依拠すると、小泉政権期の日朝交渉は、初期

段階で「国交正常化」の実現もありうることであったということになる。とくに、1回目日

朝首脳会談の開催が発表されるまでは小泉首相と田中均局長などのきわめて限られたメン

バーによって日朝交渉が進められたためである113。 

しかし、政策決定を小泉首相のリーダーシップによって説明されることには疑問が残る。

小泉政権期に限って考えても、与野党が合意を通って法制的に成立するまでは約 2 年以上

の時間が掛かった。時間を掛けて説得して合意にいたったとしても、それは説得した人の

リーダーシップより説明できると言い切れるだろうか。そして、小泉首相のリーダーシッ

プにより政策推進を説明するためには、小泉首相の意思や指示方式を検討する必要がある。

とくに、他の首相とは異なる小泉首相だけの新たなリーダーシップがあったということを

明示しない限り、森本哲郎の主張は説得性を持たないであろう。そのほかに、森本は、外

交安保分野における分析にもかかわらず、国内および個人的要因に焦点を当てすぎており、

国際的要因を見逃している。 

その一方、個人のリーダーシップにより外交政策を説明する先行研究としては飯尾潤

                                                   
111第 4章の「首相のリーダーシップ」、森本哲郎『現代日本の政治と政策』法律文化社、2006年、

133-145 頁 
112 しかし、森本哲郎は、小泉内閣が 70 年代末の大平内閣が原型を形成し、中曽根内閣がさらに展
開、そして橋本・小渕内閣が定着させた「日米同盟強化を軸とした積極的国際貢献」路線にそのま
ま身を任せ、さらに推進させたともいえると述べている。(森本哲郎(2006 年)、前掲書、138 頁)す
なわち、森本の研究は、政策決定における制度・システム的要因と個人のリーダーシップの関係性
あるいは決定的な要因を明確に提示できなかった限界がある。 
113 しかし、対外政策の決定過程をみると、森本が省いた国際政治的要因は重要な要因として作用
される。たとえば、日朝交渉においても、交渉が難航していた時に韓国の協力によって交渉の再開
が可能になったこともある。したがって、森本の研究観点および分析方法・解釈には修正が必要で
ある。 
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(2008114)も取り上げられる。飯尾潤は、小泉政権期の外交分野の政策を検討し、個人のリー

ダーシップや官邸外交により政策運営の特徴を指摘している。とくに、以前から存在して

いた議論を小泉首相が改めて起こし、さらに、外交分野において明確なメッセージを発信

することにより、一定の内的合理性をもって政策を行なったと述べている。それに加えて、

日本の国内政治においての認識変化に対しても論じている115。 

外交政策に関して説明している飯尾は、小泉政権の発足直後の田中眞紀子外務大臣が官

僚と対立し、外務省がそのままでは機能しないという事態になった以後、官邸主導型外交

になったと分析している。つまり、外交分野を専門領域の一つとする福田康夫官房長官を

中心として、官邸による外交案件処理116という慣行ができていたという説明である。また、

その結果、このような日本国内の政治状況による小泉首相のリーダーシップの発揮が米国

のブッシュ大統領との個人的信頼関係の構築につながったと述べている。 

しかし、日朝交渉の推進に関しては飯尾の分析が当てはまらない。実際に、ブッシュ大

統領は拉致問題をふくむ日朝間の諸問題の解決しよとする小泉政権を支持すると表明した。

しかし、選挙公約として非友好的な北朝鮮政策を強調してきたブッシュ政権は日朝関係改

善をそのまま受け取れなかった。とくに、初めての日朝首脳会談の直後に米国により北朝

鮮のウラン濃縮の疑惑が打ち出され、北朝鮮の核問題をめぐる情勢は悪化し、米国の日朝

交渉の進展への圧力は続いた117。したがって、個人のリーダーシップや官邸主導外交によ

る「拉致問題」や「北朝鮮に関する問題」などがかかわっている「日朝国交正常化交渉」を

                                                   
114飯尾潤『政局から政策へ－ 日本政治の成熟と転換』エヌティティ出版、2008 年 3月、第 6章 
115小泉政権期のさまざまな政策において、段階的に分析し、評価しているところである。小泉政権

以前のと比べながら、有権者がより政権の政策に興味をもつようになったという日本政治における

変化についても述べている。ただし、これは、小泉首相の個性だけで実検したのではなく、政治改

革や行政改革の積み重ねの中で可能となったと説明している。「外交面においても、靖国神社参拝

問題、北朝鮮との国交回復問題や、イラク派兵にみられるような米軍と自衛隊との軍事的な協力の

深化などは、それぞれの自柄の当否は別として、長い間、議論は存在していた。しかし、強い反対

のために、政府部内での検討は進んでいなかった課題である。それを小泉首相が突如として推進す

ることで、議論がわき起こったという性格をもっている。」 
116 官邸主導型外交(飯尾潤、2008年 3 月、『政局から政策へ―日本政治の成熟と転換』エヌティテ

ィ出版 204 頁) 理由：①福田康夫官房長官が外交に関心があったこと②外務省の側でも官邸の権

威をもとに国内調整を進めたいという側面あり、日常的に内閣官房が外交問題を調整するという状

況になってくる。 
117 さらに、2回目の首脳会談の直後にまた米国により北朝鮮の核問題の深刻性が高まり、日朝交渉
に影響を与えた。すなわち、小泉政権期の日朝国交正常化交渉に関する政策推進において、小泉の
リーダーシップだけでは日朝交渉の推進と中断および成果を説明することができない。 
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どのように分析・解釈できるかについては、実証分析のところで検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                             

金芽凜 

  40 

第 2 章 

分析枠組みと仮説 

  

本研究では小泉純一郎政権の「日朝国交正常化」に対する強い意志表明および 2 回にわ

たる訪朝、そして金正日政権からの日本人拉致の認定・謝罪およびミサイル発射延期など

の譲歩があった小泉政権期(2001 年 4 月～2006 年 9 月)の日朝国交正常化交渉を分析する。

とくに、日朝交渉の推進における障害要因が存続していたにもかかわらず、どのような要

因により日朝交渉が進められ、どのようなプロセスを経て成果を挙げたのかを明らかにす

る。そのため、本章では分析対象になる時期とアクターについて述べた上、どのような仮

説を立てておりどのような資料を用いるかについて論じる。とくに、小泉政権と金正日政

権の日朝国交正常化交渉の障害要因と推進要因の関係性を明らかにするための分析枠組み

を提示する。 

すなわち、どのような方法と資料を用いて、本研究の問い ― なぜ小泉政権と金正日

政権は日朝国交正常化交渉を推進したのか。とくに、北朝鮮の拒否により中断されつつあ

った日朝交渉が、どのような要因で推進されたのか、第２次首脳会談はどのように実施さ

れたのか、「日韓基本条約」を基に日朝修好あるいは関係改善に懸念していた韓国は、な

ぜ日朝首脳会談を勧めるなど日朝関係改善に協力していたのか ― についてどのように

分析を行なうか検討する。 

その一方、序章でも述べたように日朝国交正常化は、公式交渉が始まった 1990 年代から

現在の安倍政権まで米国、韓国、中国などのいろいろ国はもちろんのこと、日本国内の拉

致被害者(その家族も含む)や与野党などのさまざまなアクターがからみ合ってきた懸案で

ある。すなわち、本章では、このような日朝国交正常化の交渉にかかわっていた日本、北

朝鮮、韓国、米国のさまざまなアクターがどのように働きかけを行なっていたのか、日本

と北朝鮮はどのように政策を推進していたのかについて分析するための枠組みと仮説を提

示する。 
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第 1 節 小泉政権・金正日政権の日朝国交正常化交渉(2001 年 4 月～

2006 年 9月)の時期区分 

本研究では、小泉政権下の日朝国交正常化交渉118を、日朝首脳会談の開催を目安に、三つ

の時期に区分して分析する。このように小泉政権期(2001年 4月～2006年 9月)に焦点を当

てて分析する理由は、交渉における争点がしだいに変化していたためである。たとえば、

日朝交渉の初期においては、拉致問題は重大な争点ではなかった119。また、日朝交渉におけ

る過去の清算問題の比重も時期により変化している。 

小泉政権期の日朝国交正常化交渉における時期区分の基準として考え得るのは、日朝交

渉における新たな局面を迎えることになった時や新たな進展が見られたか否かである。し

かし、公式交渉が中断されたという場合も、非公式レベルでは、田中均および藪中三十二

などの外務省の実務者により交渉が続けられていた。また、公式交渉についても、再開と

決裂・中断を繰返すことが頻繁にあった。そこで、本研究では、日朝首脳会談の開催を基

準に時期区分を行なう。なぜならば、日朝首脳会談の開催を機に、交渉は大きく転換・進

展したためである120。具体的には、次の三つの時期を設定する。そして、図１のように本研

究では A と B の時期に日朝交渉が中断されたとする。そして、C 時期では最終的に小泉政

権期(2001 年 4 月～2006 年 9 月)における日朝交渉は日朝国交正常化の実現までいたらず

挫折された。 

 

                                                   
118 本稿での「日朝交渉」は、「日朝国交正常化交渉」「日朝実務レベル交渉」「公式交渉」を意
味する。その一方、本稿での日朝間の「非公式交渉」は一般的に使われる意味と異なり、日本側の
交渉参加者は日本政府機関の実務者である。また、本稿での「日朝交渉」は政府間の交渉を意味す
る。民間レベルなどのほかのレベルの交渉は論外とする。 
119 拉致問題の場合、横田めぐみ氏の事件についての報道をきっかけに日朝交渉の局面が大きく変

わった。 
120 ただし、これは、小泉首相の訪朝あるいは日朝首脳会談の開催がにっちょう交渉における進展
の決定的な要因であったということではない。日朝交渉に関する情報はほとんど公開されていな
い。そのような中、日朝首脳会談後に発表される共同声明および記者会見などを通じて日朝交渉の
進行状況をより明確に把握することができる。 
その結果、日朝首脳会談の開催の前の日朝間の実務者レベルの協議にて得られた合意事項・成果も
首脳会談にて発表された場合もあった。つまり、場合によって、日朝首脳会談は日朝交渉の合意事
項を首脳により確認する場であった。(ほかのケースでは首脳会談にて一方から新しい案件が提示
され両者が突発的に合意して成果を挙げたこともしばしばみられる。) 
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図 1 小泉政権・金正日政権による日朝交渉(筆者作成) 

 

① 小泉政権と金正日政権による日朝非公式交渉(第 1期：2001 年 4 月～2002 年 9月)  

  第１期は、2001 年 4 月から 2002 年 9 月までである。小泉政権と金正日政権の双方が、

日朝非公式交渉を行ない、初めての日朝首脳会談が開催されるまでの時期である。 

 この時期に関する問いは次のようなものである。まず、小泉政権はどのような対北朝鮮

政策を持ち、どのように「日朝国交正常化交渉」および「日朝首脳会談」を準備していたの

だろうか。次に、米国との関係である。米国での対北朝鮮強硬派の勢力が強まる中で、小

泉首相はなぜ訪朝を実施し、「日朝平壌宣言」を発表するようになったのだろうか。さら

に、韓国との関係についてである。韓国は、小泉首相の訪朝の前に「南北首脳会談」を行な

い、韓国と北朝鮮の関係は新たな局面を迎えていた。この韓国は、どのような方針あるい

は狙いで日朝首脳会談を支持し、この実現のためにいかなる協力をしたのだろう。 

 

② 第 1回日朝首脳会談とその後(第 2期：2002 年 9月～2004 年 5月) 

第 2期は、2002 年 9月の日朝首脳会談以降、2004年 5月の第 2回日朝首脳会談の開催ま

でである。たしかに、小泉首相は、第 1回目の日朝首脳会談で「日朝平壌宣言」を公表し、

北朝鮮からの拉致問題における謝罪を受け、外交上の成果を挙げた。しかし、日本国内で

は、この外交上の成果を評価する以上に、むしろ、拉致被害者家族や世論などによる小泉

政権に対する批判の声も大きく広がった。国内政治が、小泉首相による日朝交渉推進に対

して、大きな足かせとなっていく時期である。また、日朝首脳会談の直後に、米国のケリ

ー国務長官の訪朝により、北朝鮮のウラン濃縮問題が持ち出され、北朝鮮をめぐる国際環

境はさらに悪化した。 
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 このような中でも、小泉首相は日朝国交正常化に対する強い意志を表明し、日朝交渉を

続けた。小泉政権は、日朝国交正常化交渉にどのような意味づけをしていたのだろうか。

小泉政権は拉致問題対応や首相に対する支持率維持のために日朝交渉を継続したという解

釈もあるが、しかし、日朝首脳会談で成果を挙げることが確実ではなかったことを考える

と、このような説明では満足できない121。 

 他方、北朝鮮は、過去の清算問題および安全保障問題において譲歩を示すほどに、日朝

国交正常化交渉に積極的に臨んでいたにもかかわらず、なぜ日朝交渉を中断させたのだろ

うか。 

小泉首相は、このような状況のなかで、2004 年 5 月、2 回目の訪朝を発表した。なぜ小

泉政権は国内の世論の悪化にもかかわらず、2004 年 5月に第２次首脳会談を実施したのだ

ろうか。国内状況について、小泉首相はどのように認識し、第 2次首脳会談の実施により、

どのような目算をたてていたのだろうか。 

 

③ 第 2回日朝首脳会談から日朝交渉の中断まで(第 3期：2004 年 5 月～2006 年 9月) 

2回目の首相会談以後、日本国内では、拉致問題により北朝鮮に対する批判の声が高まっ

たが、他方、拉致被害者家族に対する批判の声も上がるなど、1回目の訪朝時とは、若干異

なる国内情勢が見られるようになった。このように、日本の国内状況は、小泉政権による

日朝交渉の推進に、複雑な影響をおよぼす。 

小泉首相は、2回目の訪朝以後も日朝国交正常化交渉に取り組んだが、推進したり、難航

したりといった状況であった。最終的に、日朝交渉は大きな進展を見せず、2006年 2月の

「日朝包括並行協議122」が行なった以後、中断された。しかし、最終的な中断に至るまで、

小泉政権期の日朝交渉は中断されつつある中でも 10回以上も実施された。なぜ中断したの

                                                   
121 たとえば、拉致被害者の生存・死亡に関する情報は、第 1回日朝首脳会談がはじまる直前、つ
まり小泉首相らがもうすでに北朝鮮に着いた後に伝えられた。この情報が小泉首相の訪朝前に伝え
られたら、はたして小泉首相は北朝鮮を訪ねたかについても議論がある。つまり、小泉首相の訪朝
による日朝首脳会談はある程度のリスクをともなっていた。 
122 『外交青書』によると、「日朝国交正常化交渉」は 3 年 3 か月ぶりに行なわれたと述べてい
る。そして、その内容をみると、日朝平壌宣言に明記された「一括解決・経済協力方式」について
話し合った。つまり、この過去清算問題(とくに、経済的な事項)は、北朝鮮がこれまでの小泉政権
期における日朝交渉において相対的に重要な争点ではなかったということを意味するであろう。
(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2006/html/h2/h2_1_03.html) 
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か、という結果から、この時期における日朝交渉過程を分析するのではなく、中断されつ

つも交渉を継続した点にも焦点を当てて、小泉政権と金正日政権の日朝国交正常化交渉の

第３期を分析する。併せて、シャトル外交まで実施していた日韓協力、6者協議を通じて日

朝問題を解決しようとしていた日本側の戦略といった要因が、日朝国交正常化交渉の推進

にどのような影響を与えたかについても考察する。 

 

第 2 節 小泉政権・金正日政権の日朝国交正常化交渉の構図 

小泉政権以来 2012 年に安倍政権が発足するまでの政権は約 1年ごとに交代され、日本側

は対北朝鮮政策といえる何らかの措置を取りにくかった時期でもあった。さらに首相によ

り意見・方針の違いもあったため北朝鮮側はしばらく見守るという方針であったし、結果

的には 2012 年 8 月 29 日まで、約 4 年間、日朝政府間協議は中断されていた123。したがっ

て、両者が交渉相手として認識し、争点をぶつけ合い続け、他の政権より成果を挙げた小

泉政権期の「日朝国交正常化交渉」に焦点を当てて分析する124。そして、このように分析す

ると、政権交代により日朝交渉の成果が異なるという解釈を防げる125。 

その一方、日朝交渉あるいは北朝鮮に関する問題は安全保障にかかわる重大な問題であ

ったため、政策の最終的決定は首相あるいは大統領が鍵を握っていた。しかし、小泉政権

期の日朝交渉の場合、交渉自体は状況に応じ変動されたが、だいたい外務省の実務者が窓

                                                   
123 平成 24 年 8月 29 日から 31 日，北京において開催された日朝政府間協議に向けた課長級予備協

議(4年ぶりとなる日朝政府間協議の開催に向けて，日朝の担当課長レベルで実務的で率直，かつ

突っ込んだ議論を実施。)外務省ウェブサイト

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/seifukan_yobi_1208.html)2015.11.23 アクセ

ス 
124 約 26年にわたる日朝交渉の全般を分析する場合、日朝交渉がどのように変動してきたかについ

て全体的の流れと交渉における論点の変動などを把握することが容易になる。しかし、日朝交渉が

始まった 1991年から現在にいたるまで交渉における論点およびその比重は変わってきたため、時

期を分けて考える必要がある。とくに、日朝交渉の初期に拉致問題は日朝交渉において重大な論点

ではなかった。また、過去の清算問題の比重も時期により変わってきた。拉致問題の場合、横田め

ぐみ氏の事件についての報道をきっかけに日朝交渉の局面が大きく変わった。さらに、2002年の

日朝首脳会談はまた日朝交渉の変動をもたらす発端 になった。また、その時に「平壌宣言」とい

う大きな成果があげられた。そのため、日朝交渉が中断されつつある中でも再開され成果を出せた

要因を明らかにするためには、約 26年にわたる日朝交渉全般を分析するのではなく、成果を出せ

た小泉政権期の日朝交渉に焦点を当てて分析する。 
125 小泉政権期に北朝鮮は金正日政権により統治されていた。 



                                             

金芽凜 

  45 

口役として参加し進めてきた。また、6者協議も外務省の実務者たちにより行なわれた。そ

の一方、北朝鮮に関する問題を早期に解決するため積極的に対北朝鮮政策をとっていた日

本と韓国は他の 6 者協議関連者に大使を送り、両者会談を実施したり、親書を渡したりし

てきた。その際には、日本も初期段階では外務省の実務家を通じて行なったが、小泉政権

期の後半からは山崎拓などの政治家などを通じても行なった。そして、韓国の場合には、

外務部の実務家と、統一部長官、国家情報院長などの人たちにより行なわれた。このよう

に日朝交渉、6者協議および裏側での調整はさまざまなアクターがかかわっていた。 

しかし、この個人アクターがさまざまな交渉に与えた影響力は決定的なものであったと

は言えない。北朝鮮以外の国、日本、韓国、米国では交渉担当者が非定期的に交代された

にもかかわらず、各国の方針・対北朝鮮政策はある程度一貫していた。すなわち、実務家

たちは交渉の窓口であり、各国の首相あるいは大統領を中心にする集団により決められて

いた。そのため、最終的には国家レベルでの分析が鍵になる。ただし、交渉の進行、各国の

立場、方針の変化を読み取るためには個人アクターを見る必要もある。その一方、日朝国

交正常化交渉を分析するにおいて中国は省く。中国は核問題をめぐる議論、6者協議には大

きな影響力を与えたといえるであろうが、日朝国交正常化交渉あるいは関係改善には消極

的な立場をとっていたためである126。実際に、日本人拉致問題について中国の李肇星外相

は「中国は拉致に一貫して反対している」と語ったものの解決に向けての協力要請に対し

ては「日朝間のルートで早期に解決することを期待している」と答えるにとどまった127。 

 

(1)日本と北朝鮮双方の国内政治的構図：日朝国交正常化交渉における日本と北

朝鮮の関連アクター 

まず、日本の場合、第 1 回目の日朝首脳会談が開かれるまでは田中均アジア大洋州局長

128を中心に交渉が進められた。そして、田中均局長はその交渉の進行状況を小泉首相や福

田康夫官房長官、古川貞二郎内閣官房副長官、外務大臣らとの会談を通じて報告し、対策・

方針を調整した。しかし、田中均局長の方式に対する批判や世論の悪化により、田中均局

                                                   
126 ただし、中国の 6 者協議における役割や立場は実証分析の際に言及する。 
127 『毎日新聞』「６カ国協議：日中が協調確認 川口外相『尖閣上陸、再発防止を』」
2004.04.04付 
128 田中均アジア大洋州局長(2001 年 9 月～2002 年 12月) 
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長は次第に北朝鮮に関する問題から遠ざけられるようになった。そして、その後に薮中三

十二や佐々江賢一郎がアジア大洋州局長を引継いだ。アジア大洋州局長は北朝鮮との交渉

だけではなく、関連国との調整を行なったり、6者協議にも日本代表として出席し実務を担

当していた。その結果、アジア大洋州局長たちは中断されつつあった日朝交渉の延長線と

して 6者協議を活用し、北朝鮮との交渉あるいは短い面談でも行なえるように力を入れた。

また、薮中三十二局長は 6 者協議の「第 4 回六者会合に関する共同声明(9.19)」に「日朝

平壌宣言」の移行を明文化する成果を挙げた129。 

このように田中均局長を始め、外務省の活躍が大きく見えるが、2002 年の日朝首脳会談

の直後からはさまざまなアクターが日朝交渉などの対北朝鮮政策に影響を与えようとした。

とくに、安倍晋三をはじめ、多くの政治家により北朝鮮制裁政策が推進されたり、拉致問

題が政治化されることに関して重要なアクターとして努めた。実際に、政府内に拉致問題

を本格的に議論する団体を形成したりした。そのほかにも「北朝鮮に拉致された日本人を

救出するための全国協議会」などの民間団体の活動もより活発化してきた。その一方、第 2

回目の日朝首脳会談の開催のため、第 1 回目の時と同じく、小泉首相は山崎拓という政治

家を活用した130。 

このようなアクターの役割、交渉の進行における働きかけなどについては、田中均、薮

中三十二の回顧録と国会会議録、外務省・官邸の資料、新聞記事などを検討し、交渉を再

構成する。その同時に、北朝鮮、韓国、米国の資料と照らし合わせ、実証分析を行なう。と

くに、韓国の金大中大統領、盧武鉉大統領、米国のビル・クリントン大統領、ジョージ・

W・ブッシュ大統領だけではなく、最近出版されている各国の関連実務者であった林東源(統

一部長官など歴任)、李鍾奭(NSC事務次長、統一部長官など歴任)、李秀赫(6者協議の首席

代表)、クリストファー・ヒル(6者協議首席代表など歴任)、チャールズ・プリチャード(NSC

                                                   
129 『第 4回六者会合に関する共同声明』「朝鮮民主主義人民共和国および日本国は、平壌宣言に

したがって、不幸な過去を清算し懸案事項を解決することを基礎として、国交を正常化するための

措置をとることを約束した。」外務省ウェブサイト

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/6kaigo/ks_050919.html) 
130 そのほかにも、阿部正俊副大臣、川口順子外務大臣、福田康夫国務大臣、茂木敏充副大臣、木

副大臣、飯島勲などの人たちが対北朝鮮政策にかかわっていた。飯島勲の場合回顧録が出版されて

いる。飯島勲は小泉政権期に総理秘書官であったため、日朝交渉を分析する際に、当時の日朝首脳

会談の進行スケジュール、日朝首脳会談を行なう日に休憩室での状況などを事実関係を確認として

回顧録から引用する。 
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アジア局局長、対北朝鮮交渉大使および朝鮮半島エネルギー開発機構(KEDO)の米国代表な

ど歴任)などの回顧録および北朝鮮の資料などを用いる。 

 その一方、拉致問題においては、政府の政策を推進する際に、利益/民間団体などから手

伝ってもらったりした場合もあった。さらに、拉致関連団体の中では韓国の拉致関連団体

と連携し、拉致に関する情報を収集し、日本政府に提供したこともあった。しかし、拉致

問題にかかわっていた民間団体や被害者関連個人アクターなどは本研究の主な分析対象と

して扱わない。これは、小泉政権が拉致問題を日朝交渉における重大な課題として最初か

ら設定していたため、さらに拉致被害者や家族ときわめて異なる立場をとっていたとは考

えられない。ただし、日本の国内状況を論じる際に適切な範囲内で簡略に述べる。 

その一方、北朝鮮側の場合、金正日国防委員長を中心に対外政策が決められた。ただし、

交渉の窓口役としては姜錫柱（カン・ソクジュ）外務第一副相、鄭泰和（チョン・テファ）

大使、朴龍淵（パク・リョンヨン）外務省アジア局副局長（日本担当）、キム・ヨンイル外

務次官などが務めていた。この人たちは日本との交渉、6者協議にかかわる実務を担当して

いた。そのほかにも、2001 年から 2002 年の日朝首脳会談まで日朝間の非公式交渉を担当

した「ミスターX」という人物もいた。 

このような北朝鮮のアクターおよび北朝鮮の立場における変化、要求事項、論理などを

把握するため、北朝鮮の朝鮮労働党が発行している『労働新聞』、金正日国防委員長の朝

鮮労働党の中央委員会などでの発言をまとめて年度別に出版されていた『金正日選集(著

者：金正日)131』などの文献を用いる。そのほかにも朝鮮労働党出版社により出版された書

籍と平壌出版社の書籍を参考・引用する。たとえば、『労働新聞』では北朝鮮外務省の代弁

者による発表や労働党の主張を取り上げる。『金正日選集』からは 2002年の日朝首脳会談

の前に、金正日委員長が日本に対しもう敵視的な立場をとる必要はないというように表明

したことを引用し、北朝鮮の立場における変化を分析する際に用いる。そのほかにも、実

証分析の際には韓国の統一研究院が出版している『北韓人権白書132』と金大中大統領、盧武

                                                   
131 金正日委員長が朝鮮労働党の中央委員会や幹部会などで話したことをまとめて年度別に出版し

たもの。つまり、金正日委員長の発言だけ記録した議事録のような文献である。 
132 1996 年から発刊されて以来、韓国の統一研究院により毎年出版されている。この白書は脱北者

を持続的に設問および面接調査し、多者間政府機構の報告書、国際 NGOの実態報告書と証言などを

用いて作成されている。たとえば、2015年の白書は脱北者主民の 1396名のなか 221 名を選定し、

面接調査した結果を反映したものである。(『北韓人権白書 2015』16 頁 、『北韓人権白書 2004』
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鉉大統領、林東源(北朝鮮に特使として派遣されたことある元統一部長官などを歴任)の回

顧録などと比較分析する。とくに、北朝鮮に数回訪問し、金正日委員長のメッセージをジ

ョージ・W・ブッシュ政権に渡す役割を行なっていたドナルド・グレッグ(Donald P. Gregg133)

の回顧録なども用いる。 

 

(2)国際政治的構図：日朝国交正常化交渉にかかわった各アクターの関係性およ

び特徴 

「日朝国交正常化」交渉は金日成政権期134に始まり、金正日政権期にも引続き、北朝鮮を

めぐる国際・国内情勢の急変に対する方策の一つとして推進されていた。まず、国際情勢

をみると、1970 年代からは東アジアにおける変動が見られ始めた。とくに、北朝鮮と血の

同盟を結んでいると言われていた国ぐにと韓国が活発的に交流するようになったことは、

北朝鮮の対外政策における変動をもたらした。当時、韓国の場合、日本との間ですでに 1965

年に国交正常化しており、1990年代に入ってから、ロシアと 1990 年に「韓・ロ基本関係条

約」および三つの協定を、また中国と 1992 年に修交協定を締結した。その一方、北朝鮮側

も積極的に外交政策を行なったが、結果的には東北アジアにおける重要な関係国である日

本や米国との国交正常化は達成できなかった135。そのため、1992年 4月 15日に、平壌を訪

問していた中国の国家主席の楊尙昆(Yang Shangkun)に対して金日成は「(韓中)修交を少な

くとも２～３年だけ延期して136」ほしいと要請した。すなわち、その間に米国や日本と修交

                                                   

序文から引用) 
133 2014 年まで 6回に渡り北朝鮮に訪問した。NSCアジア担当官、在韓米国大使など歴任。しか

し、クリントン政権とブッシュ政権の時にはコリアソサエティ(The Korea Society)の会長であっ

た。 
134第 2次世界大戦後、東アジアでは朝鮮戦争が起き、その結果、1953年に朝鮮半島は休戦協定によ

り南北(軍事境界線)に分断されたままで停戦という状況にいたった。朝鮮半島をめぐる緊張は東ア

ジアの各国間の断交により高まった。 
135韓国との体制競争：韓国と北朝鮮はとくに政治・経済における制度・体制における相違を指摘し

ながら、自国の体制がより優位なものであると分断以来に主張し続けてきた。たとえば、北朝鮮は

経済的に優位にいることにより共産主義の正統性・妥当性を示そうとしていた。実際、1950～60

年代は北朝鮮側が韓国より経済的に豊かな状況であった。そのため、「選挙による統一」に関する

話も多く語られていた。 
136 『聯合ニュース』「韓中修好時、金日成「自主路線」宣言」연합뉴스「<외교열전> 

"한중수교때 김일성 '자주노선' 선언"」2011/06/20(권병현 前주중대사 1992년 한중수교 

극비교섭 회고) 
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協定を締結し、北朝鮮や韓国がそれぞれ関係国と国交正常化されるという交差承認(Cross 

Recognition)を構想していた137ことであった。しかし、北朝鮮の思い通りに行かず、1992 年

8月に韓中の間は国交正常化された。つまり、金日成政権期の日朝国交正常化交渉は韓国と

の体制競争または国際情勢の変動という要因より推進されたが、実現できず終わった。 

ところで、北朝鮮をめぐる国際情勢が大きく変わっている中、1994 年 7月 8日に金日成

（キム・イルソン）国家主席が病気で死去した138。そして、金主席の存命中から国防委員長

などを兼任していた金正日(キム・ジョンイル)が、金日成主席の死後、1997 年 10月に労働

党総書記に就任した139。このように、1990 年代には政権交代も行ない、北朝鮮内部、とく

に金正日政権は政治的に不安定な状況でありながら、自然災害により経済状況は悪化し金

正日政権をめぐる情勢は急変していた。さらに、食糧難・エネルギー難により大規模の伐

木が行なわれ、災害の被害はより大きくなり140、悪循環にはまり込んだ。とくに、1990 年

代末から急増した脱北者問題、貧富格差問題、農村忌避問題、離婚・不倫や出産などの女

性問題などの社会問題が北朝鮮の体制を脅威していた。つまり、1990 年代後半からは、食

料問題や自然災害問題などという経済問題より、北朝鮮の社会問題がより深刻化してきた。

そのため、北朝鮮は食糧支援より、経済再建・成長の基盤になれる経済的協力が必要にな

ってきた。実際、北朝鮮は「自主路線141」を歩むという新たな外交政策を打ち出した。これ

は世界各国との交流を活発化させ、北朝鮮へ外資を誘致し、技術提供などの直接投資・協

力を引出した。その結果、1970 年に北朝鮮と修交を結んだ国家数は 34 カ国であったが、

1990年に 105カ国、1999 年に 136 カ国まで増加した142。とくに、ヨーロッパの国ぐにとの

修好が 1990 年の 17 カ国から 1999 年に 36 カ国まで急増した。これはまた、北朝鮮はヨー

ロッパのいろいろ国やアフリカなどの国と修交を結び、経済協力や直接投資を誘致するこ

                                                   
137『聯合ニュース』「韓中修好時、金日成「自主路線」宣言」2011/06/20 
138『聯合ニュース』「金日成 8 日 2 時心筋梗塞症で死亡」연합뉴스「金日成 8일 2시 

심근경색증으로 사망」1994-07-09 

ttp://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=100&oid=001&aid=0003783961) 
139 外務省ウェブサイト(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/data.html#section5)2014 年

12月 26日アクセス 
140『ノカットニュース』「北、自然災害で 10年間 1400人余り死亡」노컷뉴스「北 자연재해로 

10년 동안 1400여명 사망」2014-11-27 (http://www.nocutnews.co.kr/news/4332873) 
141 『聯合ニュース』「韓中修好時、金日成「自主路線」宣言」2011/06/20 
142 統計省ウェブサイト 

(http://www.index.go.kr/potal/main/EachDtlPageDetail.do?idx_cd=1677) 
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とに力を入れたためであるであろう143。すなわち、北朝鮮においては経済的支援あるいは

協力する国は日本以外にも多くあったため、北朝鮮が経済的理由で日朝国交正常化交渉に

積極的に臨む必要性は当時の状況により低くなっていたであろう。さらに、北朝鮮にとっ

てはこのようなつながりで開始していた日朝国交正常化交渉で日本側の要求を受入れなが

ら交渉を続けるほどの重要性も低くなっていたであろう。実際に、1999 年 12 月に村山元

総理大臣らが訪朝144し、2000 年に日朝交渉が再開されるまで約 7年もかかった。 

先行研究ではこのような経済状況の悪化145を日朝国交正常化交渉の推進の要因であると

論じている。しかし、北朝鮮が単純に経済的利益を得るため日朝国交正常化交渉を推進し

た場合、経済的にきわめて厳しい状況であった 1990 年代中・後半に北朝鮮は日本の要求を

受入れ日朝国交正常化を実現させたであろう。しかし、日朝公式交渉は再開される 2000 年

まで約 7 年以上中断されていたこと、約 7 年ぶりに再会された日朝交渉も成果を出せずま

た中断されたことは、経済的理由では説明できない。その一方、北朝鮮は日朝交渉が中断

されていたこの時期を「苦難の行軍」と名付け、北朝鮮の内部の諸問題に取り組みながら、

米国と交渉し「合意された枠組み」という成果を出した。すなわち、北朝鮮における「日朝

国交正常化」の比重が時代および状況により変動していたであろう。 

すなわち、1990年代後半の北朝鮮は経済成長を通して社会問題、経済問題を解決するた

め、さまざまな国と修好を結び、協力および投資などを引出していた。そして、そのさま

ざまな国の中の一つが日本であったため、北朝鮮における日朝国交正常化交渉の比重は経

済的協力および外資誘致という側面では大きくなかったであろう。実際、日朝国交正常化

交渉が中断されていた 1996 年に朝鮮半島エネルギー開発機構(KEDO)関連費用の一部を日

本側が提供することに話が進んだ146。すなわち、日本から経済的支援、協力を得る方法は、

                                                   
143 さらに、2001年から 2005年まで北朝鮮の非同盟国外交としてベトナム、ラオス、カンボディ

ア、タイ、マレーシア、インドネシア、リビア、シリアの訪問が行なわれた。2003 年基準に、修

交国はアジア・太平洋 24カ国、アメリカ 22 カ国、ヨーロッパ 47カ国、中東 16 カ国、アフリカ

45 カ国などで合計 154 カ国であった。(北朝鮮の非同盟国外交に関する内容は次の文献から引用

『北韓の理解(북한 이해 2014)』p118) 
144 北朝鮮の楊亨燮最高人民会議常任委員会副委員長が 2001年 2 月に来日した。そのほかにも、

2006年 4 月に金桂冠外務副相が訪日した。外務省ウェブサイト

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/data.html#06) 
145ミサイル・核問題などで国際社会からの援助にも制限され、厳しい経済状況になっていたこと。 
146 『聯合ニュース』「日각의, 對北중유대금 갹출 정식 결정」1996-02-23付 
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日朝交渉の推進以外にもあったということである。 

以上のように北朝鮮の 1990 年代後半からの日朝国交正常化交渉を推進した背景は経済

的側面という北朝鮮の内部要因だけでは説明しきれない。その一方、国際政治的要因を検

討すると、北朝鮮をめぐる安全保障問題が日朝交渉の推進要因のもう一つの要因であった

ことがわかる。北朝鮮は経済支援・協力などに関しては修交の後に協議し、その前に国交

正常化することを日本に提案したことも経済的要因より国際政治的要因がより重大事項に

なったためであろう。国際政治的要因には二つあった。 

 第 1に、米朝の対立と日朝国交正常化交渉の関係性が考えられる。北朝鮮をめぐる国内・

国際情勢が急変する中、北朝鮮の核・ミサイル問題は他国の協力なきに解決できない状況

にいたった。米朝両者で核・ミサイル問題を解決させようとしていた北朝鮮に新たな解決

方策が求められていた。最初北朝鮮をめぐる核問題が、1993年 2月に IAEA147( International 

Atomic Energy Agency)が北朝鮮に核廃棄物貯蔵所２カ所についての特別査察を要求したが、

北朝鮮はこれを拒否することにより台頭してきた。さらに、その翌月の 3月に北朝鮮は NPT

の脱退を宣言し、5月には「ノドン」弾道ミサイルを発射し、北朝鮮をめぐる東北アジアの

情勢は急変した。そのような中、1994年 7月に金日成主席が死去し、金正日が政権を引継

いだ。そして、同年の 10月に米朝は、ジュネーブにおいて「枠組み合意」を採択した。北

朝鮮は核施設を凍結、最終的には廃棄し、IAEAの特別査察を受入れる代わりに、軽水炉２

基と毎年 50 万トンの重油の提供を受けることで合意した。1995 年 3 月には軽水炉建設の

ために朝鮮半島エネルギー開発機構(KEDO)が発足された。このように北朝鮮をめぐる緊張

状況が緩和される中、1997 年 11 月 11 日から 14 日まで森喜朗自民党総務会長(当時)ら連

立与党３党の訪朝団が訪朝し、国交正常化交渉の早期再開について朝鮮労働党側と話し合

った。そして、日本人拉致疑惑については、帰国直前に行われた金容淳・朝鮮労働党書記

との会談で「一般的行方不明者として調査する」との言質を引き出すという成果もあった

148。しかし、1998 年 8 月に北朝鮮が発射した「テポドン 1」の一部が日本を越え太平洋に

落下し、北朝鮮をめぐる状況は一変し、緊張感が高まり日朝関係や交渉は難航し続けた。 

                                                   
147 the IAEA(International Atomic Energy Agency) is the international centre for 

cooperation in the nuclear field.(https://www.iaea.org/About/) 
148 『毎日新聞』「与党訪朝団、拉致問題で成果強調－－自民党・野中広務氏が説得、北朝鮮が調
査表明」1997.11.15 付 
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2000年 10月 10日に米朝国交正常化会談に着手するため、北朝鮮の特使として訪米した

趙明綠(ジョ・ミョンロク)国防委員会の第１副委員長は、ビル・クリントン大統領に金正

日国防委員長の親書を渡し、関係改善をおよび国交正常化に対する意志を伝えた149。また、

翌日の 11日に趙明綠は「金正日は北朝鮮の自主権と安全に対する米国の担保だけ確認でき

れば、対立や敵意の米朝関係を平和と親善関係に転換する決断を下す」という意思を明ら

かにした150。クリントン大統領は特使を北朝鮮に送り、訪朝まで肯定的に検討していたが、

ブッシュの当選や選挙問題などにより実現できなかった。 

 9・11 テロ後には米国の対北朝鮮政策はより強硬的な姿勢に進まれた。ブッシュ政権では

当初からテロ国のリストに北朝鮮を載せるなど北朝鮮に対して厳しい政策を行なっていた

が、9・11テロをきっかけに「悪の枢軸」という敵対な観点から対応していた。その結果、

日本における対北朝鮮政策にも影響を与えた。とくに、二回の日朝首脳会談の直後に、二

回もケリー特使を通じて、北朝鮮の核問題を言及したり、危険性を強調し、日朝交渉に影

響を与えた。しかし、小泉政権期には「日朝平壌宣言」だけではなく、北朝鮮による拉致認

定、被害者およびその家族の帰国、北朝鮮による拉致に関する再調査実施、核問題をめぐ

る協議の多国協議化などの成果を挙げられた。このように表面上では日朝関係改善あるい

は国交正常化に対して歓迎しつつあった米国が、実際には懸念し反対していたにもかかわ

らず、日朝国交正常化交渉は続いた。すなわち、多くの先行研究で米国の働きかけを日朝

交渉の決定的要因として取り上げるが、実際に日朝交渉のどのような部分にどのような影

響を与えたのか、日朝交渉と核・ミサイル問題がどのようにからみ合っていたのかを明確

に検討していないため、新たな分析が必要である。 

第 2 に、韓国との体制競争、つまり北朝鮮と血の同盟を結んでいると言われていた国ぐ

にと韓国が活発的に交流し、国際政治的に危機感をいだく北朝鮮の外交政策であったであ

ろう。南北分断以後、北朝鮮はソ連や中国などから支援を受け、韓国より経済的に優位を

占めていた。しかし、1970 年代半ばには韓国の国民総所得(GNI)が北朝鮮の GNI を上回り、

                                                   
149 『聯合ニュース』「主要聯合ニュース주요 연합뉴스(10월 11일)」2000-10-11 付 

(http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=100&oid=001&aid=0000031095) 
150 『聯合ニュース』「主要聯合ニュース주요 연합뉴스(10월 11일.수)」2000-10-11 

ttp://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=100&oid=001&aid=0000031095) 
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1990年には GNIの格差は 11.7倍151にまでいたった。南北分断以来、韓国を一つの国として

承認していなかった北朝鮮においては、安全保障分野だけではなく、経済分野においても

新たな政策、さらに「統一」問題における対韓国政策の模索が要求された。さらに、1990

年代後半から毎年のように大規模の自然災害を受けていたことやソ連からのエネルギーな

どの支援が厳しくなっていたため、北朝鮮の経済はより悪化していた。しかし、このよう

な安全保障および経済における北朝鮮の困難は、以前のようにソ連や中国から経済支援を

もらえなくなったことや、1995 年と 1996 年に大洪水により被害を受けたことで、しばら

く続いた。北朝鮮はさらなる経済危機に追い込まれ、体制を維持する名分がなくなる状況

までいたる可能性さえみはじめた。しかし、このように経済的に韓国が北朝鮮を上回った

ことより、北朝鮮が中国やロシアとの関係が疎遠になる一方、韓国と中国・ロシアの関係

がより発展され、国際政治的に孤立される危機に当たっていた。すなわち、このような将

来の「南北統一」に直接かかわる韓国との体制競争における北朝鮮の危機感は、北朝鮮の

外交政策をより活性化させた。その一つの方策が日朝国交正常化交渉の推進であったであ

ろう。 

 

以上のように日朝国交正常化交渉にからみ合っていたアクターは国家レベルでは交渉の

当事者である日本と北朝鮮だけではなく、韓国と米国および中国などの周辺国からも影響

を受けていた。このような各アクターの働きかけおよび協力などに関しては国家レベル以

外にも民間レベルでの協力もあった。しかし、民間レベルのアクターは本研究では明らか

にするパズルに対して解答するための対象としては扱わない。 

国家レベルから分析すると、米国は北朝鮮に対して介入政策より制裁および非対話方針

を立てていた。このような方針・立場はブッシュ政権期にはほとんど変わらなかった。つ

まり、米国の北朝鮮に対する方針はある程度一貫していため、国際情勢下の構造的な要因

であった。その結果、北朝鮮の対外政策および日朝交渉における日朝両者の政策を変化さ

せる要因としては米国は固定的な要因であったため、ほかの要因により作用されていた。

                                                   
151 北朝鮮(名目 GNI ：16.4兆ウォン(232億ドル)/1人あたり GNI：81 万ウォン)/韓国(名目 GNI ：

191.3 兆ウォン/1人あたり GNI：446 万ウォン) / (韓国の中央銀行である「韓国銀行」のウェブ

サイト http://www.bok.or.kr/broadcast.action?menuNaviId=2237) 
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たとえば、韓国の場合金大中政権から対北朝鮮包容政策に転換してから、北朝鮮に関する

問題に積極的に取り組んだ。その結果、北朝鮮に関する問題の進展などに大きな要因とし

て作用されるようになった。とくに、韓国の場合、北朝鮮に関する問題は国家課題ともい

える統一問題とからみ合っている重大な事案であるため、外務部だけではなく、統一部、

国家情報院などの多数の関連部が北朝鮮政策に臨んでいた。 

 

第 3 節 小泉政権・金正日政権の日朝国交正常化交渉の推進に関する

仮説 

先行研究の限界を踏まえ、日本だけではなく北朝鮮、韓国、米国が日朝国交正常化交渉

にどのようにからみ合っていたのかなどの関連性および働きかけについて分析する必要が

ある。また、拉致問題による日本の国内世論の悪化を日朝交渉の中断要因として取り上げ

ている先行研究から一歩ふみ出し、日本の国内情勢を具体的にどのアクターにより日朝交

渉に対してどのような影響が及んでいたのかについて検討する。とくに、日本の国内政治

的内閣内あるいは政党間の対立、北朝鮮の経済・社会状況などを検討し、交渉の当事者の

立場および立場の変化と日朝交渉の推進の相関関係を明らかにする。つまり、本稿では、

この各要因が日朝交渉の推進にどのようにからみ合って作用されたのか、そしてこのさま

ざまな要因の中でどの要因が日朝交渉の推進に決定的な影響を与えたのかを明らかにする。 

以上のように、小泉政権の「日朝国交正常化」に対する強い意志表明および 2 回にわた

る訪朝、そして金正日政権からの日本人拉致の認定・謝罪およびミサイル発射延期などの

譲歩152があったにもかかわらず、小泉政権期の日朝交渉は中断されつつある中でも何回も

推進・再開されたことは、北朝鮮の立場、とくに日朝交渉に対する比重が低くなってきた

ためであろう。その結果、時には拉致問題に対して謝罪したり、永住帰国を批判し返すこ

とを求めたり、日朝交渉を中断させたり、日朝首脳会談を開催したりに、日朝交渉は再開

と中断を繰返したであろう。そして、北朝鮮の拒否により中断された日朝交渉は、小泉政

                                                   
152 「平壌宣言」に「朝鮮民主主義人民共和国側は、この宣言の精神に従い、ミサイル発射のモラ

トリアムを 2003年以降もさらに延長していく意向を表明した」という内容が明文化されている。

また、核問題に関しても関連するすべての国際的合意を遵守するということで合意された。外務省

ウェブサイト(http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/n_korea_02/sengen.html) 
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権がさまざまな方式と手段を用い北朝鮮を説得した結果であるであろう。そして、日韓協

力もある時期までは交渉の再開要因として作用していたであろう。 

 

 「日朝国交正常化交渉」推進に対する仮説 

小泉政権期の「日朝国交正常化交渉」の推進要因として次のように三つ取り上げられる。

まず小泉政権の包括的交渉カードを提示するなど外交政策の推進における方式と北朝鮮に

おける日朝国交正常化交渉の比重の変動が一つの要因であったであろう。また、そのほか

の要因としては韓国介入説と米国介入説が取り上げられる。 

第 1 に、日朝国交正常化交渉において韓国は時には肯定的影響と否定的影響を与えてい

たであろう。また、韓国の場合、日朝国交正常化の本来の意味である「両者の外交関係の

正常化」という国家承認問題より「日朝関係改善による北朝鮮改革・開放(統一問題)」問

題という観点から日朝交渉に介入していたであろう。日朝国交正常化交渉を分析した先行

研究では韓国介入あるいは働きかけが実際にいつどのような作用されたかという事実関係

を取り上げていない。また、日朝交渉における韓国の役割あるいは立場に関しても見逃し

ている。しかし、韓国は日本側に日朝首脳会談を進め、シャトル外交を実施し、北朝鮮に

関する問題の解決のため、さまざまな働きかけを行なってきた。とくに、日朝交渉におけ

る諸問題の早期解決を求めていた日本と韓国は積極的に多国協議が整えるように関連国に

さまざまな方式を通じて働きかけた。その結果、6者協議という新たな枠組みで北朝鮮に関

する問題が取り上げられたであろう。また、ソ連崩壊以後経済問題などのさまざまな問題

にかかわっていたロシアや北朝鮮に関する問題と直接の関係をもっていない EU まで参加

するなど、拉致問題を含んだ北朝鮮をめぐる諸問題を国際問題化153された。つまり、日朝国

交正常化交渉は米国、韓国、中国などの関連国ぐにはもちろんのこと、日本国内の拉致被

害者などのさまざまなアクターがからみ合っている問題である。そのため、小泉首相の強

い意志や行動力があっても日朝国交正常化にかかわっているさまざまなアクターおよび要

因により小泉首相の思いとおりに実施させることは厳しかったであろう。しかし、小泉政

権は、北朝鮮との交渉を通じた諸問題を解決することが厳しい状況であっても、懸案の解

                                                   
153 北朝鮮問題を国際化させたという解釈は北朝鮮が米国などを批判する時に頻繁に使う表現であ

る。詳しいことは実証分析(3～5 章)のところで言及する。 
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決は重大な課題であると認識していた。そのため、一つの方策として、韓国とともに日本

自らも協力的な外交を行ない、日朝交渉が何回も推進・再開されるように基盤が作られた

であろう。 

第 2 に、日朝国交正常化交渉において米国は日朝関係改善時には肯定的影響と否定的影

響を与えていたであろう。米国の働きかけに焦点を当てて分析は日本の外交政策に関する

多くの研究で見られる。先行研究では、米国の「日朝国交正常化交渉」あるいは「日朝関係

改善」に対する働きかけあるいは反対により、日朝交渉が中断されていたと述べられてい

る。とくに、日朝関係・交渉に関する研究でも北朝鮮の核問題が米国によって台頭・深刻

化されたと分析する先行研究がある。そのような中でも、小此木政夫(2003154)、徐東晩

(2001155)、辛貞和(2013156)の論文が代表的に取り上げられる。しかし、米国による反対さえ

なければ日朝国交正常化は達成できたのか、あるいは日朝交渉が中断されなかったのかに

対しては説明できないであろう。そして、このような分析は米国からの働きかけに焦点を

当てすぎており、韓国や中国の働きかけなどについては見逃している。その結果、韓国と

中国の協力により 6 者協議に日朝国交正常化問題を入れ込み、日朝交渉を再開させたこと

を見逃している。さらに、韓国の特使が北朝鮮の金正日委員長に日本側の意思を伝えるな

どの協力した事実も見落とされた。そのほかにも交渉の中断要因だけではなく、推進要因

を検討するためには、米国だけではなく、韓国などの関連国からの影響を検討する必要が

ある。そして、多くの先行研究で日朝交渉を拒否していた北朝鮮の立場・情勢を分析対象

として取り扱っていないことはもう一つの限界である。その一方、米国の圧力あるいは反

対はむしろ時にはそのような状況が北朝鮮において日本との交渉の価値が挙げる効果につ

ながったであろう。つまり、日本側が包括的交渉カードを持ち出すことにより北朝鮮は立

場を変え、日朝交渉に臨んだりしたであろう。 

                                                   
154 小此木政夫「北朝鮮問題の新段階と日本外交－対米補完的連携を目指して」『国際問題』2003

年 5月 Ｎｏ．518 
155 徐東晩著作集刊行委員会(서동만저작집간행위원회지음)「日朝修好交渉の展望と

課題」『北朝鮮研究： 徐東晩著作集(북조선 연구：서동만 저작집)』チャンビ

出版社 2010 年(창비)246～263 頁 
156 Jung‐Wha Shin「일본 외교의 변화와 대북정책: 중핵국가로서의 영향력 확대(日本外交の

変化と対北政策)」현대일본학회, <일본연구논총> 38권 0호. 2013 pp.277-298(『日本研究論

叢』第 38号)  
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 このように本研究では、先行研究で指摘されている日朝国交正常化交渉に対する米国の

介入および拉致問題などの交渉における障害要因が存続する中、小泉政権期にはどのよう

な要因により交渉が何回も推進・再開されたのかについて分析する。これに対する仮説と

しては、まず、日朝関係改善に対する米国の反対および働きかけは構造的障害要因であり、

拉致問題による日本の国内世論の悪化は小泉政権が日朝交渉を再開させるためより積極的

に臨むインセンティブになったということである。また、日朝交渉における決定的な中断

要因は北朝鮮の日朝交渉に対する認識・立場であったということが本研究の第 2 の仮説で

ある。すなわち、先行研究で日朝交渉の中断・決裂要因として提示されていた米国の介入

と拉致問題が存続していた中でも、日本側が外務省官僚と政治家などを通じたさまざまな

ルートおよび方式を活用し、北朝鮮の日朝交渉に対する認識・立場を変えさせたことによ

り日朝交渉が推進されたという仮説を立てて分析する。しかし、このような日朝国交正常

化交渉の推進には韓国の協力が基盤になり、韓国が日本と北朝鮮に日朝首脳会談を勧める

などの働きかけをすることにより日朝関係改善の道が開かれたということを証明する。つ

まり、日朝国交正常化交渉の推進要因として日本側だけではなく、当時韓国と米国がどの

ような立場であったかについて検討する。そして、日朝国交正常化交渉に対する働きかけ

をどのように分析および解釈するかについても考える必要がある。 

 

 (１) 日本と北朝鮮の相互「交渉カード157」における変化に焦点を当てた仮説 

日本と北朝鮮が日朝国交正常化交渉の推進・継続あるいは中断を最終的に決める。その

ため、日本と北朝鮮の立場の変化は日朝交渉の推進の要因を分析する時にもっとも決定的

な要因として作用する。したがって、日本と北朝鮮がどのような立場で日朝交渉に臨んで

いたのか、またどのような要因から影響を受けていたのかについて分析する必要がある。 

まず、小泉政権の包括的交渉カードを提示するなど外交政策推進における方式と北朝鮮

における日朝国交正常化交渉の比重の変動が一つの要因であったであろう。そして、日本

側の立場を検討すると、小泉政権期に行なわれた日朝国交正常化交渉はそれまでの日朝交

                                                   
157 北朝鮮の場合、日朝交渉を通じて最大に得ようとしたのは「体制維持」と「経済支援・協力」

「米国との関係改善への日本の協力」であったであろう。そして、最低限の目標は時代により「経

済支援・協力」であったり、「体制維持」になったりしたであろう。 
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渉とは異なったことがわかるであろう。とくに、その相違の一つは他の政権期の交渉と異

なる争点により交渉が難航していたことである。日朝交渉の 1990年代の初期段階では、拉

致問題より日本人配偶者問題および在日北朝鮮人問題などが争点になっていた。そして、

もう一つの相違は交渉の開始におけるルートおよび方式である158。二重外交ともいえる、

政府以外の公式的ルートだけではなく、さまざまなルートを通じて日朝交渉が進められた。

すなわち、小泉政権の「水面下交渉」のように日朝交渉におけるルートを一本化とくに、

政策模索・決定者と交渉担当者を分離していなかったことも日朝首脳会談の開催などの成

果を出せる要因であったかどうかを分析する必要がある。とくに、日本側の要求に対して

反応をしなかった北朝鮮と交渉を続けるため、日本側は関連国の協力を活かしたであろう。

最後に、もっとも異なる小泉政権期における日朝交渉の特徴は、小泉首相の「日朝国交正

常化」に対する強い意志であったであろう。しかし、このようにそれまでの政権と異なる

方針・戦略で「日朝国交正常化交渉」に努めてきた小泉政権期にも日朝国交正常化という

成果を挙げられなかった。つまり、小泉政権のさまざまなアクターが日朝国交正常化交渉

の決定的推進要因であったかどうかは確認する必要がある。 

 そのほかに日朝国交正常化交渉を推進させる中では国際情勢だけではなく、日本と北朝

鮮の国内政治的要因からも影響を受けていたであろう。先行研究では日本側の拉致問題に

よる世論の悪化と北朝鮮側の経済状況の悪化などが取り上げられる。しかし、世論が悪化

している状況の中でも日朝交渉が推進されたりしていたことは説明できなくなる。さらに、

拉致問題による世論の悪化は、①小泉政権に対する支持率の下落、②与野党からの反発、

③拉致問題関連団体からの反発などが含まれており、混用されている。したがって、この

ようなさまざまな働きかけを受けていた日本はどのような場合に日朝国交正常化交渉を実

施させたか、また、どのような場合に日朝国交正常化交渉が中断されたかについて検討す

る必要がある。さらに、拉致問題による世論の悪化は中断要因ではなく、小泉政権期にお

ける日朝交渉の推進の間接的要因であったであろう。 

                                                   
158 ルートには政治家、団体などによる非公式的ルートと外務省などの実務者による公式ルートが

ある。方式ということは経済的支援・協力、外交的圧力などの働きかけ、在日北朝鮮関連団体・個

人に対する働きかけなどのさまざまな異なる働きかけを行なったということを表すための表現であ

る。また、ここで外交的圧力は日本側の独自的措置だけではなく、米国と韓国の協力により行なわ

れたことも含む。 
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 その一方、北朝鮮の場合、日本と比べて安全保障における諸問題の解決ができれば、日

本との修交に対して肯定的立場になるであろう。そして、北朝鮮の立場に影響を与えて。

まず、北朝鮮が当時課題として想定していた体制維持が日朝交渉の推進あるいは進展に主

な要因として作用したという分析もあり得る。そのため、北朝鮮が当時日朝国交正常化交

渉に対してどのような立場であり、どのような意図で日朝交渉を中断させたり、推進した

のか、また、日朝首脳会談を通じて拉致問題における譲歩はどのような意図が隠れていた

のかも分析する必要がある。このような北朝鮮の立場および意図を分析するため、北朝鮮

の資料および韓国、日本、米国の資料を用い照らし合わせる。すなわち、北朝鮮の立場に

おける変化に焦点をあてることにより、北朝鮮がどのような場合に変動していたのかを明

らかにすることにより北朝鮮の意図を読み取る。 

以上のように、日朝国交正常化交渉の推進要因を分析するために、最終的にはこのよう

な各要因がどのようにからみ合っていたのか、またどの要因が日朝交渉の推進に決定的な

要因として作用していたのかを明らかにする。その結果として、小泉政権の「日朝国交正

常化」に対する強い意志表明および 2回にわたる訪朝、そして金正日政権からの日本人拉

致の認定・謝罪およびミサイル発射延期などの譲歩159があったにもかかわらず、小泉政権

期の日朝交渉は中断されつつある中でも何回も再開されたことは、北朝鮮の立場、とくに

日朝交渉に対する比重が低くなってきたためであるであろう。これが原因で、時には拉致

問題に対して謝罪したり、永住帰国を批判し返すことを求めたり、日朝交渉を中断させた

り、日朝首脳会談を開催したり、日朝交渉が再開と中断を繰返したであろう。そして、北

朝鮮の拒否により中断された日朝交渉は、小泉政権がさまざまな方式と手段を通じた日朝

交渉カードを用いて北朝鮮を説得した結果であるであろう。そして、日朝関係改善に直接

影響を受ける韓国と米国の介入あるいは働きかけが時期によって交渉における推進あるい

は中断の要因として作用していたであろう。 

 

 

                                                   
159 「平壌宣言」に「朝鮮民主主義人民共和国側は、この宣言の精神に従い、ミサイル発射のモラ

トリアムを 2003年以降もさらに延長していく意向を表明した」という内容が明文化されている。

また、核問題に関しても関連するすべての国際的合意を遵守するということで合意された。外務省

ウェブサイト(http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/n_korea_02/sengen.html) 
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 (２) 韓国の日朝への働きかけに焦点を当てた仮説 

 韓国は分断国家であり、金大中政権からは他の政権と比較すると北朝鮮との統一を共同

課題として設定し積極的に取り組んだ。とくに、2000 年代に入ってから南北関係における

変動が見られ始めた。2000 年 6月 13日に分断以来、初めての南北首脳会談が行なわれた。

韓国の場合、この南北首脳会談で「6.15共同声明」を発表し、統一問題や離散家族問題お

よび経済協力などにおいて新たな展開を図った。また、当時の金大中(キム・デジュン)大

統領は 2000 年 12 月にノーベル平和賞を受賞し、「太陽政策160」はより注目された。米国

の懸念と韓国国内の反対勢力の働きかけにもかかわらず、金大中大統領の「太陽政策」は

次期政権の盧武鉉(ノ・ムヒョン)政権期にも対北朝鮮政策として進められた。その結果、

「離散家族の再会」や「金剛山観光産業」および「開城工業団地」などの成果を挙げ、南北

間の交流を活発させた。 

 このような韓国と北朝鮮における変動、とくに 2000 年の南北首脳会談は日朝関係の架け

橋として働いたであろう。ここには韓国が北朝鮮に関する問題の当事者であり、日朝関係

における変動から直接影響を受ける状況に置かれているという背景がある。さらに韓国に

は「戦後拉北者」問題、核問題などで新たな政策が求められている。このような韓国は日

朝交渉とくに日朝関係改善をどのように受け取っていたのかについて検討する必要がある。

そして、実際に金大中大統領は日朝首脳会談を勧めるなど協力的態度をとっていたように

見られる。したがって、本研究では韓国の日朝交渉および日朝関係改善に対する政策・方

針が、実際にどのような影響を与えたのかを検討する。たとえば、2003 年 1月 7 日に公式

に TCOGが発足・開始したり、シャトル外交を実施したりするなど、日本と協調し北朝鮮に

関する問題に積極的にかかわろうとしていた韓国の働きかけがその後の日朝交渉あるいは

関係にどのような変動をもたらしたかを比較分析し、その影響力を評価する。 

 このような分析を行なう際には日本、韓国、米国、北朝鮮の資料を照らし合わせ、韓国

の大統領と実務者たちの発言やさまざまな措置を根拠に韓国の働きかけを評価する。たと

えば、日韓首脳会談の直後に日朝関係における進展があったか、韓国と米国、中国などの

                                                   
160北朝鮮との対話を通し、交流と協力を行ない、戦争を防ぐための金大中政権期の対北朝鮮政策で

ある。これは北朝鮮の国際社会への参与を支援することで、北朝鮮が開放し市場経済へ漸進的に転

換するように支える政策である。(統一部サイト参考：「太陽政策：ビジョンと挑戦(햇볕정책: 

비전과 도전)」2002. 4. 12(민주평화통일자문회의사무처)) 
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関係国との会談以後、北朝鮮における変動があったのかどうか、とくに、日韓首脳会談、

日韓実務者会談(6 者協議などでの)を通じた協力および働きかけなどを検討する。その際

には、韓国の外交通商部161の資料および対北朝鮮政策実務者、6者協議の首席代表などの回

顧録、『南北首脳会談の対話録(全文)』、新聞記事、国会議事録などを比較分析する。 

 

韓国側のアクターおよび立場 

韓国、とくに金大中政権はその以前の歴代政権と異なる対北朝鮮政策を推進した。その

一つが日本側に北朝鮮との首脳会談を勧めることであった。また、盧武鉉政権も日本とシ

ャトル外交を実施するなど北朝鮮に関する問題をめぐる協力姿勢をある程度維持していた。

このような韓国の方針にどのような意図が隠れていたのかを分析する必要がある。ここに

は韓国と北朝鮮が特殊関係であること、とくに、韓国と北朝鮮における最終的な課題は「南

北統一」であることが大きく作用したであろう。そして、韓国と北朝鮮両者の立場・政策

が変わり、互いの体制を認め、「統一」を共通の課題としてこなすことができるように協

力し合えるようになったであろう。 

 韓国の日朝国交正常化あるいは関係改善に対する立場と働きかけには、統一問題と北朝

鮮に対する韓国の認識および方針の変化が決定的に作用した。韓国の場合、時代と政権に

より統一および対北朝鮮政策における方針は変動してきた。盧泰愚(ノ・テウ)大統領は 1988

年 7 月 7 日に大統領特別宣言を行ない、北朝鮮と過多に競争せず、相互共存するという内

容で、韓国は中国やソ連と外交関係を結ぶことと同時に北朝鮮の米国や日本との国交正常

化に反対しないという立場も明らかにした162。その結果、盧泰愚政権期に 39カ国との国交

正常化を達成した163。そして、金大中政権に入ってから北朝鮮および統一問題に対する認

識が変わり、積極的に北朝鮮に関する問題に取り組んだ。これは、北朝鮮を遥かに上回る

韓国の経済成長と米国、中国、ロシアなどとの積極的な交流による外交的成果などが原因

                                                   
161 現在(朴槿惠政権)の外務部に改組された。 
162『MBN ニュース』「韓中修好の主役、朴チョルオン元長官が明らかにする

「韓中修好」秘事」「[MBN 시사데이트] '한중수교 주역' 박철언 전 장관이 밝히는 '한중수교' 

비사」2013-06-25  

(http://mbn.mk.co.kr/pages/news/newsView.php?category=mbn00006&news_seq_no=1396459) 
163 『MBNニュース』「[MBN 시사데이트] '한중수교 주역' 박철언 전 장관이 밝히는 '한중수교' 

비사」2013-06-25 
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になり、韓国が統一に対してより積極的な姿勢をとるようになったためである。元々、ソ

連や中国から支援を受け、経済的に韓国より発展していた北朝鮮は、1950～60年代まで統

一政策として選挙などを提案するなど積極的に統一問題を取り組む姿勢を維持していた。

しかし、1970 年半ばから経済的に逆転され、1988年には韓国においてオリンピックが実施

され、北朝鮮は「統一」問題における主導権より体制維持さえ保障できない状況にだんだ

んと追い込まれた164。北朝鮮で金日成・金正日政権が維持されていたことは政権および体

制における正統性がきわめて重大な理由であったため、金日成・金正日政権は新たな方針

の模索が求められた。これは、金日成政権の正統性は抗日闘争における勝利で説明されて

いる一方、体制の正統性は韓国に比べて経済的および社会的に比較的優位な立場であるこ

とを示することで証明されていたためであった。しかし、金日成主席の死亡と経済的危機

165さらに、金正日政権が安定化するためには政治・安保・経済・社会にわたる、包括的な措

置が要求されていた。しかし、1990年代に北朝鮮は自然災害と中国・ロシアからの援助減

少および関係の疎遠などにより「統一」問題における立場が弱まるだけではなく、体制維

持自体における危機感をいだくようになった。 

 そのため、金大中政権期には、積極的に「太陽政策」を前に立てて統一問題を第一の課

題として推進した姿勢により漸進的に南北関係は進展していた。とくに、金大中政権から

は北朝鮮における改革・開放を推し進めてきた。これはドイツの統一過程からも指摘され

てきたように、分断されていた両者の経済格差などにより社会混乱が生じる可能性を抑え

るための方策であった166。そして、金大中政権は、韓国が直接北朝鮮に関する問題にかかわ

るだけではなく、間接的に関連国と北朝鮮の交流を通じて北朝鮮が改革・開放することが

できるように働きかけた。実際、金大中大統領は、2002 年 4 月に林東源(イム・ドンウォ

ン)を特使として北朝鮮に送り、金正日委員長に拉致問題などを解決し、国交正常化を行な

うことを勧めた167。これも日朝国交正常化が北朝鮮の改革・開放に肯定的な影響を与える

                                                   
164 さらに、韓国を意識し、国際規模の体育会を行なうため、大規模の資金が使われ、この時期か

ら北朝鮮は外国での麻薬を販売するなどの不法的な手段を用いた。 
165 ここでの「経済危機」は北朝鮮内部の人たちに食料の配分さえできなくなる状況を指す。 
166 韓国側の「北朝鮮に対する改革・開放」政策は第 3章で詳しく説明する。 
167『ハンギョレ新聞』「『日朝会談』金大統領が北ー日の架け橋になった」 

(한겨레신문「[북일회담]김대통령이 북-일 다리놨다」)2002-09-01 

(http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=100&oid=028&aid=0000000271) 
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と期待していたため行なったであろう。 

すなわち、このような韓国の統一問題と北朝鮮に対する認識および方針における変化と

いう要因により韓国は日朝交渉の進展に協力した。その際、とくに初期の日朝国交正常化

交渉における重大な課題の一つは北朝鮮に対する国家承認問題であった。しかし、金大中

政権に入ってから、金大中大統領は日本側に北朝鮮との首脳会談を勧めたり、北朝鮮側に

日本側の意思を伝えたり、日朝関係改善に対して協力的立場をとった。そして、韓国は日

本だけではなく米国および中国にも北朝鮮に関する問題を解決するため働きかけた。とく

に、金大中政権はクリントン政権に対しても北朝鮮との関係改善のために交渉方法を提案

するなど積極的に臨んだ168。たとえば、米国が北朝鮮との非公式予備交渉を通じて調整した

後に公式に招待することを金大中大統領は勧めた169。結果的にクリントン大統領は訪朝計

画まで立てたが、実現はできなかった。しかし、クリントン大統領は金正日委員長に手紙

を送り米国に招待した。そのほかにも韓国は北朝鮮に関する問題を解決するため、中国な

どに大使を送り協力を求めたりしていた。 

その結果、金大中大統領は「太陽政策」の一つとして「金剛山観光」事業を推進させた

170。これは、朝鮮半島における緊張を緩和する一方、北朝鮮における第一線地域と軍事的要

衝の地である長箭(ジャンジョン)港を開放させる成果につながった171。しかし、「金剛山観

光」が実施された当時、米国は米韓両国は北朝鮮がグンチャンリに建設中の地下施設が核

開発と関連しているとことを裏付ける情報を共有していると記者たちに報じた172。これに

対して金大中政権が調べた結果、核施設に関する疑惑はあるが決定的証拠がないと判断し

ていた。そのため、金大中大統領はこのようなカトマン特使の発言に対して積極的に対応

することを指示した173。そして、結果的にカトマン特使は「核施設に関する確証はない」発

                                                   
168 金大中『金大中自叙伝２』サンイン(出版社)、初版は 2011年出版されたが、筆者が見たのは

2015年初版３刷版(김대중 자서전 2)、362 頁 
169 金大中『金大中自叙伝２』サンイン(出版社)、2015年初版３刷版(김대중 자서전 2)、362 頁 
170 また、金大中政権は「離散家族の再会」および「開城工業団地」などの成果を挙げ、
南北間の交流を活発させた。 
171 金大中(2015年) 、前掲書、133 頁 
172 韓半島平和会談のチャールズ・カトマン(Charles Kartman)特使が記者たちに伝えたことであ

る。カトマン特使は平壌を訪問し、北朝鮮側と地下核施設疑惑について意見を交換し、その後に韓

国に来た。金大中大統領はこのような発言を香港において報告を受けた。金大中(2015 年)、前掲

書、133 頁 
173 金大中(2015年)、前掲書、133-134 頁 
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言を覆した174。 

韓国の場合、対北朝鮮政策は政権により担当アクターが異なる。金大中(キム・デジュン)

政権からは国家安全保障会議(NSC)を活用し始めた。そして統一部と国家情報院も北朝鮮に

関する問題に積極的にかかわる政府機関であった。そのような中で、林東源という人物の

活躍が大きかった。彼は大統領外交安保主席秘書官、統一部長官、国家情報院長、大統領

外交安保特別補佐役を務め、金大中政権期の対北朝鮮政策における第一担当者であったと

いえる。実際に、林東源により提案された「韓半島平和プロセス」は金大中の対北朝鮮政

策の基層になった。また、彼は北朝鮮に特使として送られ大きな役割も果たした。このよ

うに大統領と大統領の意思・方針を共有する人物が直接北朝鮮問題を取り組み、対北朝鮮

政策は韓国のさまざまな政策の中でもきわめて重大な政策として扱われた。 

そして、盧武鉉(ノ・ムヒョン)政権になってからは NSC がより活躍された。とくに、李

鍾奭 NSC事務次長(統一部長官も歴任）は盧武鉉大統領の方針に基づく政策を推進すること

に大きな役割を果たした。しかし、その結果、外交通商部との対立が生じ、米国との意見

調整において問題を発生する原因にもなった。その一方、北朝鮮への特使として鄭東泳(チ

ョン・ドンヨン)統一部長官が活躍した。そして、6者協議には外務部の次官レベルの人た

ちが出席し実務を担当した。李秀赫(イ・スヒョク)などがその例である。宋旻淳(ソン・ミ

ンスン)は 2005 年に外交通商部の次官補と 2006 年に大統領統一外交安保政策室長になり

対北朝鮮政策にかかわっていた。そのほかにも金萬福国家情報院長などの人たちも取り上

げられる。このようなアクターは北朝鮮に関する問題全般にかかわっていた。そのため、

このアクターたちは、南北交渉だけではなく、日朝関係改善に積極的に協力する一方、米

国が北朝鮮と対話により諸問題を解決するように説得するなどの働きかけも行なった。し

たがって、日朝交渉を再構成し、分析する際に、韓国政府機関の資料および実務者の回顧

録、国会議事録、新聞記事などを用いる。 

その一方、北朝鮮側は、韓国側の対北朝鮮政策、とくに、改革・開放政策を北朝鮮の体制

維持および安保に対する脅威として認識していた。すなわち、北朝鮮は韓国の仲介や支援

などに対して否定的な態度をとっていた。その結果、北朝鮮に関する問題における当事者

                                                   
174 金大中(2015年)、前掲書、133-134 頁 
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である韓国は核問題を話し合う 3 者協議175に参加できなかった。このように、韓国は統一

問題だけではなく、離散家族問題、核問題、経済協力(開城工業)などさまざまな問題にお

いても難航に直面している。しかし、北朝鮮をめぐる諸問題に直接影響を受ける当事者で

あるため、さまざまな分野にかけて対応していた。そのため、日朝関係を検討する際には

南北関係がどのように変化してきたか、さらに韓国はどのような働きかけを行なったのか

に注目し、その結果韓国が日朝国交正常化交渉にどのように働きかけたかを分析する必要

がある。 

   

(３) 米国の日朝への圧力176に焦点を当てた仮説 

 ブッシュ政権の対北朝鮮政策をみると、内部的には二重外交・行政といえる特徴がみら

れる。しかし、ブッシュ政権の表面上では、ブッシュ政権内では北朝鮮との対話を一つの

報奨として認識していた関連者が多かった。とくに、北朝鮮に報奨を与えられないという

強硬な方針をとる副大統領のチェイニー、国務長官のライスなどにより対北朝鮮政策は左

右された。すなわち、世間には広くしられていないが、北朝鮮と強硬な態度で交渉を進め

るべきであると主張する「対北朝鮮介入派」であったコリン国務長官などの勢力もあっ

た。しかし、北朝鮮介入派であるチャールズ・プリチャードの回顧録にも記述されている

ように、強硬派が協議せず北朝鮮に対する言動を行なったことにより、二重外交・行政と

いう内部での対立が生じた。その例としては、北朝鮮が米国との会談を企画したものが拒

否されたことからもわかる。当時、北朝鮮は北朝鮮の中央テレビでは米国を非難し「帝国

主義」を発揮していると敵扱いをしていた。しかし、実際に北朝鮮はさまざまなルートを

通じて米国との会談を企画していた。とくに、米国に特使を派遣し、強い意志表明を行な

った。しかし、米国内の強硬派の反対により実施されなかった。これについては、盧武鉉

政権期に 6者協議の首席代表であった李秀赫の回顧録で「根本的な問題はブッシュ大統

領、チェイニー副大統領、ドナルド・ラムズフェルド国防長官がコリン・パウエル国務長

                                                   
175 盧武鉉政権期に北朝鮮、米国、中国、3者が中国において核問題について協議を行なった。 
176 本稿では、韓国が日朝交渉に影響力を行使した場合には「働きかけ」という表現を使う。その
一方、米国が日朝交渉に対する措置を取った場合には「圧力」と表現する。これは、韓国と米国そ
れぞれ異なる目的下でそれぞれの方式で日朝交渉あるいは日朝関係改善に影響力を与えたためであ
る。 
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官に対北朝鮮政策と対北朝鮮交渉に権限をもう行使できないようにさせようとしていたこ

とにある177」と指摘していたことからもわかる。すなわち、米国内での対北朝鮮政策にお

ける対立・変化はあったかもしれないが、実際に表面上では米国の北朝鮮に対する強硬な

立場は変わらなかった。したがって、日朝交渉に直接介入していなかったことを考慮し

て、本研究では米国の国内政治、外交政策を精密に分析するよりも、北朝鮮に対してどの

ような立場をとり、どのように働きかけたのかを検討する。 

 先行研究の中には米国の働きかけ、とくに、米国により北朝鮮の核問題が台頭し、第 2の

北朝鮮核危機が生じたことにより日朝交渉が中断あるいは続けられなくなったと分析して

いるものがある。しかし、明確にいうと、米国の働きかけにより北朝鮮が影響を受け、日

朝交渉を中断させたと言い換える。すなわち、北朝鮮の立場における変化により日朝交渉

は中断された。しかし、ここで重要な検討事項がある。まず、米国の働きかけは北朝鮮が

日朝交渉に応じない要因として毎回に作用したのか。また、北朝鮮の立場における変化と

は明確にどのように変わったのかを検討する必要もある。つまり、本研究では当時米国が

北朝鮮に対してどのような働きかけを行なっていたのか、その結果日朝国交正常化交渉の

推進と中断に影響を与えたのかについては実証分析を行なう。そのため、『労働新聞』と

『金正日選集』などの北朝鮮の資料を用い、北朝鮮の立場にどのような影響を与えたかを

分析する。そして、その際には米国の関連アクターの回顧録、韓国の資料などと照らし合

わせて検討する。 

 

米国側のアクター 

米国の場合、日朝国交正常化交渉に直接介入したとは言えない。初めての日朝首脳会談

が行なわれる前に、田中均局長を中心に行なわれた日朝交渉について米国側が尋ねても詳

しいことについては日本側は公開しなかった。また、米国は韓国と異なり、日朝国交正常

化により直接影響を受けるというより、間接的反響を懸念していた178。すなわち、米国は、

日朝国交正常化の内容自体との関係性が低かったことと、米国における北朝鮮の比重も低

かったことなどの理由で、北朝鮮に関する問題に直接介入していなかった。また、米国の

                                                   
177 李秀赫「転換的事件：北核問題の精密分析」中央ブックス(出版社)2008 年、320 頁 
178 詳しいことは実証分析(第 3 章～5章)のところで論じる。 
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立場における変化は大きく見られなかった179。ただし、クリントン政権ブッシュ政権は北

朝鮮に関する問題を重大な問題として政策を推進していなかったが、関連実務者たちによ

りさまざまな形式で北朝鮮に関する問題に対応していた。したがって、本研究では日朝交

渉を分析する際に、米国は直接的要因というより国際情勢・当時の状況の一つとして取り

上げる。また、日朝交渉の進行における日本と北朝鮮の実務者の行為を分析する際に、米

国の国会会議録、関係実務者の回顧録などの資料と比較分析し、日朝交渉を再構成する。 

 米国では大統領と NSCおよび国務省が北朝鮮に関する問題を主に担当していた。しかし、

ブッシュ政権期にはネオコンの勢力が強かったため、NSC のアジア国局長の発言力は相対

的に弱かった。すなわち、国務省と NSC の間に対立があったが、実際にはチェイニー副大

統領、ライス国務長官などのネオコンにより対北朝鮮政策は進められた。主な人物として

は、クリントン大統領、ブッシュ大統領、チェイニー副大統領、ドナルド・ラムズフェルド

国防長官、コリン・パウエル(Colin Powell)国務長官、コンドリーザ・ライス(Condoleezza 

Rice)国務長官、リチャード・アーミテージ(Richard Armitage)国務副長官、チャールズ・

プリチャード(Charles L. Pritchard)局長、ジェームズ・ケリー (James Kelly)国務次官

補、クリストファー・ヒル(Christopher R． Hill)国務次官補、ドナルド・グレッグ(Donald 

P. Gregg180)などを取り上げる。チャールズ・プリチャード(Charles L. Pritchard)は、ク

リントン政権期には NSC アジア局局長を、ブッシュ政権期には対北朝鮮交渉大使および

KEDO米国代表などをしていた。ジェームズ・ケリー(James Kelly)国務次官補は、北朝鮮の

核問題を担当し、訪朝し第 2 核危機を引き起こした人物でもある。クリストファー・ヒル

(Christopher R． Hill)は、国務省東アジア太平洋担当次官補および 6者協議首席代表を

務めた。 

 

 

 

                                                   
179 すなわち、米国は日朝関係改善に対して懸念・反対する立場は大きく変わらなかった。しか

し、米国の反対があったにもかかわらず、日朝交渉が再開されたり、進展があったということは米

国は決定的な要因として考えられない。そのため、本研究では必要な範囲内では米国の圧力を取り

上げるくらいにする。 
180 NSCアジア担当官、在韓米国大使など歴任。しかし、クリントン政権とブッシュ政権の時にはコ

リアソサエティ(The Korea Society)の会長であった。 
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第 3 章 

小泉政権と金正日政権による日朝非公式交渉 

(第 1期：2001年 4 月～2002年 9月) 

 

第 1 章では、なぜ小泉政権と金正日政権は日朝国交正常化交渉における障害要因が存続

している中でも日朝交渉を推進したのかという問いに関する先行研究を検討した。そして、

「日朝交渉の推進」を日本側と北朝鮮側のそれぞれの要因により説明している先行研究を

分類および整理した。日本側の要因に注目して分析した先行研究は、「官邸外交あるい特

定個人のリーダーシップ」に焦点を当てた説明と「韓国の対日働きかけ」を重視する説明

に分けられる。北朝鮮側の要因に注目した先行研究は、「北朝鮮の体制維持」の必要性と

「米国の対北朝鮮働きかけ」から日朝交渉の推進を説明したものに分類できる。 

しかし、日朝交渉をこのような焦点・観点から分析することにより見逃されている事実

関係および日朝交渉の推進における要因があった。とくに、多くの先行研究では日朝交渉

が進められている中でどのようなメカニズムを通じて、日朝の実務者らと韓国・米国の実

務者らがどのようにからみあっていたのかについては見逃されていた。北朝鮮に関する問

題は韓国における国家の第一課題である統一問題ともかかわっており、日本の国内政治的

要因だけでは解答できないものである。そのほかの先行研究における限界としては、日朝

両者による交渉であるにもかかわらず、両者をともに分析対象として取り上げるより片方

を主に分析している点もある。また、日朝交渉における「中断要因」と「障害要因」を混用

しているため、日朝交渉の「推進要因」との関係性が不明確である。つまり、日朝交渉にお

ける中断要因が解消されると日朝交渉が推進されるのかについても見逃していた。たとえ

ば、多くの先行研究で日朝交渉の中断要因として取り上げられている米国や日本国内から

「日朝国交正常化」に対する反対が賛成に転じたら、「日朝国交正常化」が実現されると

は言い切れない。これは、日朝交渉における中断要因と推進要因が異なるためである。そ

して、日朝交渉における中断要因と障害要因が混用されているため新たな分析が必要であ

る。 
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このように先行研究では日朝交渉における推進要因に対する問いにいまだに明確に解答

されていないため、次のような三つの疑問が浮かぶ。第 1 に、「日朝国交正常化」に対す

る米国からの反対や日本の国内世論の悪化における変動がみられない状況下で、なぜ小泉

政権と金正日政権は日朝交渉を推進したのか。第 2 に、小泉政権はどのような戦略・政策

で北朝鮮に働きかけ、以前の政権では実現できなかった二度にわたる日朝首脳会談と「日

朝平壌宣言」、拉致問題における北朝鮮のさらなる立場の撤回などの成果を挙げたのか。

第 3 に、日朝修好あるいは関係改善に対して否定的態度をとったりしていた韓国は、日朝

関係改善や「日朝国交正常化」対してどのような立場・政策をとっていたのか。つまり、金

大中政権の「太陽政策」と盧武鉉政権の「平和繁栄政策」は日朝国交正常化交渉にどのよ

うな影響を与えたのか。 

したがって、本研究では、「日朝国交正常化交渉」における障害要因が存続している中

でも何回も交渉を推進させ成果を挙げたプロセスを明らかにする。さらに、多くの先行研

究が見逃していた「日朝関係改善に対する韓国の立場および日朝への働きかけ」を打ち出

す。とくに、当時の金大中政権と盧武鉉政権の観点から日朝関係および北朝鮮に関する問

題を分析し、日朝交渉に関する新たな解釈を提示する。最後に、日朝関係改善に対する日

朝の観点の相違が「日朝国交正常化交渉」の推進および中断とどのようにつながっていた

のかを対北朝鮮政策を担当していた実務家たちの回顧録や北朝鮮において出版された文献

などを用いて明示する181。 

本章では、小泉政権期の日朝交渉がどのように開始し、小泉政権と金正日政権はどのよ

うな立場・方針を持ち、どのように「日朝国交正常化交渉」および「日朝首脳会談」を推進

したのかを検討する。これは、小泉首相の訪朝に対してはさまざまな分析がすでに行なわ

れてきたが、多くの先行研究では小泉政権期の日朝交渉のプロセスに関する精密な分析が

                                                   
181とくに、本研究で日朝関係あるいは日朝国交正常化交渉を分析する際に、最近出版されている日

朝交渉にかかわっていた関連アクターの回顧録や著書を用いる。たとえば、日本側の田中均、藪中

三十二、飯島勲、韓国の金大中大統領、盧武鉉大統領、林東源(統一部長官など歴任)、李鍾奭(NSC

事務次長、統一部長官など歴任)、李秀赫(6者協議の首席代表)、米国のビル・クリントン大統

領、ジョージ・W・ブッシュ大統領、ヒル６者協議代表などの実務家たちの回顧録を引用参考し実

証分析を行なう。さらに、北朝鮮の立場における変化、要求事項、論理などを把握するため北朝鮮

の朝鮮労働党が発行・出版している『労働新聞』、『金正日選集(著者：金正日)』などの文献と韓

国政府が出版している『北韓人権白書』を用いて分析する。 
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欠けているためである。とくに、日朝交渉を正確に分析するためには日朝国交正常化交渉

がどのようなプロセスをへて開始されたのか、日朝交渉における争点および日朝両者の要

求事項における変化はあったのか、その日朝交渉の推進過程における変動などが明らかに

されていない。その結果、先行研究では日朝両者における立場・方針における変化を見逃

し、何が日朝交渉における推進要因と中断要因であったか、何が交渉においての決定的な

要因であったかが明確に提示できていない。 

先行研究の中には米国の働きかけ、とくに、米国により北朝鮮の核問題が台頭し、北朝

鮮の第 2 次核危機が生じたことにより日朝交渉が中断あるいは続けられなくなったと分析

しているものもある。しかし、これは明確にいうと、「米国の働きかけ」は日朝交渉の推進

における障害要因ではあるが、決定的な中断要因ではない。北朝鮮をめぐる情勢が変動し、

北朝鮮がその影響を受けた。その結果、日朝交渉に対する北朝鮮の認識あるいは比重が変

わり、北朝鮮は日朝交渉を中断させたであろう。したがって、この仮説を検証するため、

まず、「北朝鮮の日朝交渉に対する比重の変化」と「米国の働きかけ」を詳細に検討し、そ

の関係性を分析する。とくに、北朝鮮の立場における変化がみられた時期および状況にお

ける特徴などについても分析する。また、「米国の働きかけ」はどのような形で、どれくら

いの頻度・程度で行なわれたのかについても検討する。 

 

第 1 節  小泉政権と金正日政権による日朝交渉開始の模索 

 日朝交渉は小泉政権期(2001～2006)に 10回以上も行なわれた。また、2回にわたる日朝

首脳会談も開催された。しかし、日朝交渉は順調に何回も開催されたわけではなく、中断

されつつある中で、不定期的に日朝交渉が推進・再開された。そして、日本側から公式に

日朝交渉の再開要求があったにもかかわらず、北朝鮮はこれに応じず、公式交渉は難航し

つつあった。したがって、本研究では、日朝交渉における推進要因を分析するため、日朝

交渉に対する北朝鮮の立場における変化を分析する必要があった。どのような背景で北朝

鮮は立場を変更し、日朝交渉に応じていたのか。北朝鮮は日朝交渉において何を狙ってい

たのか。日本側から提示された新たな交渉カードでもあったのか。このような疑問につい

ても検討する必要がある。 
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 第 1 項 日朝交渉の推進に対する小泉政権と金正日政権の立場 

1997年 5月１日に開かれた参院決算委員会にて警察庁の伊達興治警備局長は、1977 年に

行方不明になった新潟市立中１年生、横田めぐみ氏に関し「北朝鮮に拉致された疑いがあ

る」と初めて公式に北朝鮮による事件という認識を示した182。そして、拉致疑惑について

は、日本政府として初めて正式に７件 10人のリストを提出、早急に調査を開始することと

調査方法を明示することを北朝鮮側に求めた183。これに対し、北朝鮮側は「一般の行方不明

者として調査する。具体的な方法はわが国が決める問題」と述べ、調査の約束を確認した

184。しかし、北朝鮮側は、彼らを「行方不明者」として調査する意向を初めて表明した翌

1998 年に「見つからなかった」と発表した185。そして、2001 年 12 月には朝鮮赤十字会が

「行方不明者」消息調査の全面中止を発表した186。そのような中でも、小泉政権は日朝国交

正常化の実現に対して強い意思表明を行なうなど日朝交渉に積極的に臨んでいた。これは、

拉致問題を解決するためであったと考えられる187。このような立場であったため、日本側

は日朝交渉を早期に推進させたいという意思を北朝鮮側に表明し続けた。しかし、北朝鮮

が求めた日朝交渉における成果および日朝交渉に対する認識・比重は異なるものであった。

その結果、日本側は北朝鮮を交渉の場に引出せるための「交渉カード」を必要とした188。 

北朝鮮の場合、日朝交渉を通じて最大に得ようとしたのは「体制維持」と「経済支援・協

力」「米国との関係改善への日本の協力」であったであろう。そして、最低限の目標は時代

                                                   
182 また、同参院決算委員会にて、同疑惑の件数と被害者数について、それまでの「６件９人」
を、「７件１０人」に修正したことを明らかにした。『毎日新聞』「『北朝鮮が横田めぐみさんを
拉致の疑い』警察庁局長が初の公式見解」1997.05.01 付 
183 『毎日新聞』「日本人配偶者の一時帰国、第２陣は１月中に－－１５人前後、日朝赤十字で合
意」1997.12.12 付 
184 『毎日新聞』「日本人配偶者の一時帰国、第２陣は１月中に－－１５人前後、日朝赤十字で合
意」1997.12.12 付 
185 『読売新聞』「北朝鮮の拉致疑惑『拉致の詳細わかる』関与初供述、期待の政府」2002.03.12
付 
186 『読売新聞』「北朝鮮の拉致疑惑『拉致の詳細わかる』関与初供述、期待の政府」2002.03.12
付 
187 とくに、小泉政権の場合、2回にわたる訪朝を行ない、拉致問題における進展がみられるように

なった。これは、日朝交渉における日本側の比重が拉致問題に多くおいてあったということが読み

取れるところである。 
188 小泉政権は最初の段階では北朝鮮への経済支援・援助は行なわないと言い切っている立場であ

った。ただし、このような立場は状況により変化し、さまざまな形で北朝鮮に経済的援助を行なっ

た場合もあった。 
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により「経済支援・協力」であったり、「体制維持」になったりしたであろう。とくに、金

正日政権は小泉政権以前から日朝国交正常化交渉を推進したという意思を表明していた。

しかし、日本側の政権交代により日朝交渉は推進できない状況が続いた。そのような中、

小泉政権が発足した 2001 年の秋から日朝交渉の開始への道が開いた。北朝鮮は 2000 年に

韓国との首脳会談を開催し、周辺国との関係改善を望んでいた。したがって、米国の働き

かけにより日朝交渉あるいは首脳会談が行なわれたとは言い切れない。 

 

 第 2 項 韓国・金大中政権:「包括的接近戦略189」に基づいた対日働きかけ 

 韓国は、1965 年に朝鮮半島にある唯一の合法的な政府は韓国であるという内容を日韓基

本条約190に入れ明文化191した。したがって、日本側が韓国の協調なき日朝国交正常化交渉

を進めることは外交問題につながる。さらに、「南北192統一」を国家の重大な懸案としてい

る韓国にとって、日朝関係改善は「統一」における主導権および北朝鮮をめぐる国際情勢

の変動をもたらすため放置できない事案である。実際、韓国は北朝鮮問題に関する情報を

共有・協議できるように日本に積極的に接してきた。その結果、2003 年 1月 7日に公式に

TCOG193が発足・開始されり、シャトル外交が実施されたりしてきた。したがってまず北朝

鮮に関する問題の当事者でもあり、北朝鮮をめぐる変動から直接影響を受ける韓国が、日

朝関係改善や「日朝国交正常化交渉」の推進と中断にどのような立場・政策で影響を与え

たかを検討する。 

 韓国の場合、日本がかかわっている北朝鮮問題(拉致問題、核問題)だけではなく、離散

家族問題、北方限界線（NLL）問題などさまざまな問題にかかわっており、北朝鮮問題にお

                                                   
189 包括的接近戦略については『金大中自叙伝２』の１３７～１４３ 頁 を参考・引用。金大中

『金大中自叙伝２』サンイン(出版社)初版は 2011 年出版されたが、筆者が見たのは 2015年初版３

刷版 
190 朝鮮半島における唯一合法国家問題。「日韓基本条約（日本国と大韓民国との間の基本関係に

関する条約）」の第三条(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/A-S40-237.pdf 2015

年 11 月 23日アクセス) 
191 第三条(韓国政府の地位)「大韓民国政府は、国際連合総会決議第百九十五号(Ⅲ)に明らかに示

されているとおりの朝鮮にある唯一の合法的な政府であることが確認される」 
192 本稿での「南北」は「韓国と北朝鮮」を意味する。 
193 北朝鮮問題に関する日韓米 3か国協議(http://2001-

2009.state.gov/r/pa/prs/ps/2003/16433.htm) 
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いて第一当事者である。とくに、南北の分断以来、「統一」過程において優位な立場をとる

ため、互いに各分野において競争してきた。その結果、経済状況や安保態勢などにより、

南北間の「統一」問題に対する方針は変わってきた。1960 年代末までは韓国より早く再建

し経済成長を達成していた北朝鮮は「赤化統一」ないし「南朝鮮革命」を追求し、選挙によ

る統一も述べたりしていた194。北朝鮮の提案はだんだんと「南北連邦制」、「ゴリョ連邦

制」、「ゴリョ民主連邦共和国創立方案」に変わってきた。そして、北朝鮮は互いの思想と

制度をそのままにしながら連邦国家を形成することを提案するようになってきた195。しか

し、北朝鮮による 1970年代の西海事態 NLL 侵犯196、1980 年代のミャンマーでの爆発テロ事

件、ダデポ海岸での武装スパイ浸透197などを行なってきたため、韓国側は軍事・社会などの

各分野において警戒していた。そして、日朝関係に対しても南北関係とくに「統一」問題

や外交・安保問題にかかわるため、注意を払っていた。1990 年には北朝鮮と日本が早期に

外交関係を樹立するということに対して与党の民主自由党は懸念を表明した198。当時与党

であった民主自由党は日韓の友好関係の下で、それを引継いでいる中で、日朝関係に関す

る政策を遂行すべきであるとの声明を発表した199。ただし、日朝間の外交関係樹立を通じ

て北朝鮮を開放社会へ誘導することができるという観点から反対はしないが、韓国政府と

十分な協議を経て日朝交渉を進行することを求めた200。 

そして、1991年には吳在熙在日韓国大使が日本外務省の事務次官との会談で、日本が北

朝鮮の承認問題を慎重に対処することを要求201する一方、韓国政府と十分な協議を経て日

朝交渉を進行することを求めた202。すなわち、日朝関係改善により影響を受ける日韓関係

                                                   
194 金萬福(前国家情報院長)他 2名共著『韓半島の平和の道』(김만복, 백종천 외 1명 저『한반도 

평화의 길』늘품플러스)、2013年、27-29 頁 
195 金萬福(前国家情報院長)他 2名共著『韓半島の平和の道』2013年、30-47 頁 
196 1970 年代の西海事態 NLL侵犯について参考：金萬福(前国家情報院長)他 2 名共著(2013 年)、前

掲書、33-35 頁 
197 1980 年代のミャンマーでの爆発テロ事件、ダデポ海岸での武装スパイ浸透について参考： 金萬

福(前国家情報院長)他 2名共著(2013 年)、前掲書、50 頁 
198 『聯合ニュース』「與野 北韓-日 修交합의관련」1990-09-29 
199 野党であった平和民主党は朝鮮半島における平和に寄与すると言いながら、米朝間の関係改善

が行なうことを願っていた。平和民主党には金大中大統領が所属していた党である。『聯合ニュー

ス』「與野 北韓-日 修交합의관련」1990-09-29 
200 『聯合ニュース』「與野 北韓-日 修交합의관련」1990-09-29 
201 『聯合ニュース』「吳대사, 日의 북한승인 신중대처 요구」1991-09-11  
202 『聯合ニュース』「與野 北韓-日 修交합의관련」)1990-09-29 
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と南北関係に対して懸念していた韓国は日本に、南北関係を考慮して韓国との協力を求め

ていた。しかし、このような韓国の立場は金大中政権に入ってから大きく変わった。金大

中政権は積極的に日朝関係改善に協力した。さらに、金大中大統領は回顧録で「実は小泉

総理の訪朝は私が積極的に勧誘した。(日韓)首脳会談が行なう度に金正日委員長は『対話

ができる人』であるため会ってみて」と日本側に日朝首脳会談を積極的に勧めたことを記

述している203。また、金大中大統領は、2002 年 4 月に林東源(イム・ドンウォン)を特使と

して北朝鮮に送り、金正日委員長に拉致問題などを解決し、日本との国交正常化させるこ

とを勧めた204。これは、「南北統一」における経済格差などを懸念していた金大中政権の働

きかけであった。すなわち、金大中政権は日本との関係改善を通じて市場経済に漸進的に

変化するようにさせるため、日朝関係改善にも積極的に取り組んだ。その結果、日本側は、

北朝鮮との協議に当るにおいて韓国の反対を懸念する必要はなくなった。 

金大中大統領は金正日委員長との初の首脳会談において、急がず、平和的に共存し、平

和的に交流・協力し、10～20 年後に平和的に統一することを語った205。すなわち、金大中

政権は南北関係を改善させ、交流を活発化させようとしていた。また、金大中政権は北朝

鮮に関する問題を解決するためには、米国だけではなく、北朝鮮の経済再建に寄与できる

日本とともに共助が必須的であると認識していた206。そして、金大中政権における対北朝

鮮政策の方針・戦略は林東源(イム・ドンウォン)により立てられた部分が多かった。とく

に、彼は金大中政権初期に「包括的接近戦略」を金大中大統領に提案した。その内容は、朝

鮮半島における冷戦構造には①南北の不信と対決、②北朝鮮の閉鎖性と硬直性、③米国・

日本との敵対関係、④大量破壊兵器、⑤軍事的対峙状況と軍備競争、⑥停戦体制などの６

つの要素によるという分析であった207。そして、ここで「日朝国交正常化」に対する金大中

政権の狙いが読み取れる。米国と日本が北朝鮮を承認せず、米国が北朝鮮を敵対視するこ

                                                   
203 金大中『金大中自叙伝２』サンイン(出版社)初版は 2011年出版されたが、筆者が見たのは 2015

年初版３刷版김대중『김대중 자서전 2』、475頁 
204 『ハンギョレ新聞』(한겨레신문「[북일회담]김대통령이 북-일 다리놨다」)2002-09-01 

(http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=100&oid=028&aid=0000000271) 
205 金大中(2015年)、前掲書、264 頁 
206 また、中国とロシアの支持と協力の確保に対しても認識していた。金大中(2015 年)、前掲書、

137-138 頁 
207 金大中(2015年)、前掲書、137 頁 
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とにより北朝鮮が脅威を感じる限り北朝鮮は大量破壊兵器の開発の誘惑から抜け出せない

とみていた。そのため、金大中政権は、まず「米国と日本は北朝鮮との敵対関係を解消し、

『関係正常化』を果たすべきである」208(③)という立場であった。さらに、日本に対しては

北朝鮮の経済再建に寄与できるとみていたため、米国だけではなく、日韓米の共助が必須

的であるという考えであった209。すなわち、韓国は、朝鮮半島における「冷戦構造」を解決

し、「反核、反戦、脱冷戦、平和」を達成するためには、日朝関係改善が必要であるとみて

いた。ここで「日朝関係改善」というのは日本が北朝鮮に対する敵対政策を行なわず、北

朝鮮を承認し、経済再建を手伝うことを意味した。金大中政権の「太陽政策」は、戦争を防

ぎながら、他方では対話し、交流と協力を行ない、北朝鮮の国際社会への参与を支援する

ことで、北朝鮮が開放し市場経済へ転進的に転換するように支える政策210であった。つま

り、金大中政権は日本との関係改善を通じて北朝鮮が市場経済に漸進的に変化するように

させるため、日朝関係改善にも積極的に取り組んだ。金大中大統領は回顧録で「実は小泉

総理の訪朝は私が積極的に勧誘した。(日韓)首脳会談が行なうたびに金正日委員長は『対

話ができる人』であるため会ってみて」と日本側に日朝首脳会談を積極的に勧めたことを

記述している211。また、日韓関係の場合、金大中政権は 1998年に日本文化を開放するなど、

日本との関係改善に力を入れた。その結果「21世紀の新たな日韓パートナシップ共同宣言」

を行なった。そして、この関係改善は北朝鮮をめぐる協力をより容易にした。その一方、

金大中大統領の発言から「日朝国交正常化」より「日朝関係正常化」という表現を使うこ

とからも韓国は韓国独自の観点から日朝関係を見ていたこともわかる。 

その一方、小泉首相と金大中大統領は 5 回の首脳会談を開き、日韓の懸案を話し合った

212。その中で、2001 年 10月 15 日には両首脳の単独および拡大会談が行なわれ、歴史教科

                                                   
208 金大中(2015年)、前掲書、137 頁 
209 金大中は林東源が提案した戦略の中主な内容を引用して説明し、それが金大中自分の考えその

もののようなものであったと論じている。引用の中には「…経済再建に寄与できる日本と一緒に

…」という表現があるほど日朝関係改善に肯定的な立場であったことがわかる。金大中(2015

年)、前掲書、138頁 
210 民主平和統一諮問会議事務所「太陽政策：ビジョンと挑戦」2002.4.12(www.acdpu.go.kr) 
211 金大中(2015年)、前掲書 
212日韓首脳会談(小泉政権/金大中政権)：①小泉総理大臣の韓国訪問（2001年 10月 15 日）、 

②首脳会談(上海、APEC、2001年 10月 20日、国民日報「[APEC 정상회담 이모저모] “오늘은 

진짜 좋은 회담해야” DJ，고이즈미에 압력」2001-10-20 )、③小泉総理大臣の

韓国訪問（2002年 3月 22日）、④金大中韓国大統領の



                                             

金芽凜 

  76 

書問題だけではなく、南北関係などについて語られた213。このように金大中政権の対北朝

鮮包容政策は日朝交渉の推進に肯定的な影響を与えていた。これは、米国や日本と北朝鮮

が関係を改善し、漸進的に北朝鮮を変化させようとしていた韓国の統一政策の一つでもあ

った。しかし、米国のジョージ・W・ブッシュ政権は北朝鮮に対して変化誘導ではなく、「安

保脅威解消のための政権交代」を主張していた214。すなわち、米国は北朝鮮の金正日政権を

承認しない、さらに関係改善もむずかしいという立場であった。その結果、韓国は米国と

日本に金正日委員長と直接会談を行なうことを勧めたが、米国は北朝鮮に対して不信し、

否定的な観点から対応していた。さらに、ブッシュ政権はビル・クリントン政権とは正反

対の対北朝鮮政策を行なうと言いながら、対北朝鮮政策の検討は急がず十分な時間をもっ

て進行するという立場をとった215。また、韓米協調の重要性を強調するが、それは「韓国は

米国の政策を従うべきである」ということを意味すると韓国側は判断した216。そのため、韓

国は新たな方策を模索し、日本だけではなく、米国にも積極的に説得した。とくに、2002

年の西海交戦の直後に韓国は米国に、南北間の海軍衝突を無視し 7月 10日に開かれること

になっていた米朝北会談を予定とおり推進することを促した217。 

その一方、日朝国交正常化交渉における主な争点の一つであった拉致問題に対する金大

中政権の立場は消極的であった。韓国の場合、北朝鮮により北朝鮮に連れて行かれた被害

者は、朝鮮戦争(6.25戦争)中に捕虜とされ北朝鮮に連れて行かれた「戦時拉北者」と 1953

年の停戦協定の採決以後に連れて行かれた「戦後拉北者」に分けられている。「戦後拉北

者」の場合、2000 年 11月の「第 2次南北離散家族再会」から軍の捕虜とともに「特殊離散

家族」と分類され、2014 年 2 月まで韓国にいる家族に会った拉致被害者は 18 名である218。

そして、表 1のように 2005 年時点で戦後拉北者は約 4,000 人に近く、日本の拉致問題以上

                                                   

来日（2002年 7月 1日）、⑤日韓首脳会談(ASEM、コペンハーゲン、2002年 9月) 
213 『国民日報』「“한국민 고통에 慰念” 고이즈미 日총리 방한 정상회담」2001-10-15  
214 林東源『ピースメーカー：南北関係と北核問題 25年』(임동원 『피스메이커』 창비 

、)2015年(2008年の改訂増補版)、404-405頁 
215 林東源『ピースメーカー：南北関係と北核問題 25年』2015 年(2008 年の改訂増補版)、404-405 

頁 
216 林東源(2015 年)、前掲書、404-405 頁 
217 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007)、p．29 
218『ハンギョレ新聞』(한겨레 신문「납북자 5명 눈길…국군포로 이번엔 빠져」)2014.02.21 

(http://www.hani.co.kr/arti/politics/politics_general/625322.html) 
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に深刻な問題である。そして、このような状況であるため、韓国政府は北朝鮮との交渉で

拉北者問題を議論してきたが、韓国国内での拉北者問題の政治化を懸念し、消極的な姿勢

を維持していた。 

 

区分 計 漁夫 KAL 機 
I-2艇 

(海軍) 

海警 

863 艦 

そのほか 

国内 海外 

戦後拉北者 3,790 3,692 51 20 2 5 20 

未帰還者 485 434 12 20 2 5 12 

表 1 6.25 戦争(朝鮮戦争)以後の拉北者の現況219 

   

日朝国交正常化交渉の中、韓国とかかわっているもう一つの争点には過去の清算問題が

あった。「日韓関係の未来」というタイトルの 1966年 3月 18日付の米国の中央情報局(CIA)

の特別報告書をみると、バクジョンヒ政権が日本の企業から 6600 万ドル(当時、与党であ

った民主共和党の予算の 2/3に相当する金額)をもらったことがわかる。220これにより、韓

国国内では日韓協定文書の公開が要求された。そして、植民地時代の被害者 99名により 57

件の日韓協定文献の公開が求められた裁判で、韓国政府が日本政府の要請により公開しな

かったことがわかった。また、「日本政府は現在進行中である北朝鮮との国交正常化交渉

が妥結されるまで外交文書をお互いに公開しないように要請し、韓国はこれを受諾した」

221と書いていた韓国の外務通商部が裁判所に提出した文書から、韓国が日本に譲歩してい

たことがわかる。 

 

第 3項 米国・ジョージ・W・ブッシュ政権：日朝関係改善の抑制 

 北朝鮮に対して否定的な立場をとっていたブッシュ政権は、日本と北朝鮮が関係を改善

                                                   
219 統一部ウェブサイト『2005 年国政調査提出資料 』(「2005년 국정감사 제출자료：북한인권 

국군포로 납북자」)(2006-05-03)から引用 
220『オマイ・ニュース』(오마이뉴스「징용자 목숨값 담보 정치자금 챙겨 굴욕적 회담 막후엔 

만주인맥 포진」)2004-08-29 
221 韓国の外務通商部、東北亜１課により作成された文書(＃22000-284)から引用。(『オマイ・ニ

ュース』「"외교통상부는 어느 나라 정부인가?"」2003-05-14 付) 



                                             

金芽凜 

  78 

することを懸念していた。その結果、日本側は米国との協議を通さず、日朝交渉を行なっ

た。その以前の場合、日本は米国が北朝鮮に拉致問題を解決するように要請することを求

めたりしていた。しかし、日本側は次第に北朝鮮に関する問題に関しては米国に協力を求

めるより、密かに政策を推進した222。この背景には米国の明確な対北朝鮮政策の方針が提

示されていたことが大きく作用したと考えられる。2002年 3月にジェームズ・ケリーが米

国の上院外交委員会(Senate Foreign Relations Committee)において、北朝鮮に核兵器開

発と、北朝鮮が外交関係かつ対外経済関係を拡大することにより国際社会における新たに

位置付けられることは両立できないという米国の立場について論じた223。 

 結果的に、チャールズ・プリチャードはワシントン日本大使館の同僚に日朝間の接触に

ついて聞いても詳しく教えてくれなかったと述べている224。さらに、チャールズ・プリチャ

ードは米国が 2001 年後半と 2002 年前半に北京において日本の外交官らが北朝鮮側と定期

的な会談を行なっていることをしり、田中均局長225にその接触について時おり聞いても詳

しく話さなかったと論じた226。このように日本は独自的に拉致問題などの北朝鮮に関する

問題を取り組んでいた。 

 さらに、2002 年の夏に田中均局長はケリー次官補に北朝鮮と 1年間定期的に北京におい

て接触してきたことを明らかにした227。しかし、ケリー次官補は当時のワシントンの雰囲

気を田中均局長に伝え、田中均局長228は「米国側が日本を支持しない」という意味に解釈し

                                                   
222 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), pp.86-87. 
223 “Regional Implications of the Changing Nuclear Equation on the Korean Peninsula" 

(Prepared Statement of James. A. Kelly Assistant Secretary of State for East Asian and 

Pacific Affairs Senate Foreign Relations Committee )12 March 2002，p.6 

(http://www.foreign.senate.gov/imo/media/doc/KellyTestimony030312.pdf) 
224 チャールズ・プリチャードは、クリントン政権期には NSCアジア局局長を、ブッシュ政権期に

は対北朝鮮交渉大使および KEDO米国代表などとして勤めていた。Charles L. Pritchard, Failed 

Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), 

ｐ.87 
225 田中均アジア大洋州局長(2001 年 9 月～2002 年 12月) 
226 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), p.87 
227 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), p.87 
228 田中均外務審議官(2002 年 12 月～2005年 8 月): 外務審議官として北朝鮮問題を含む政務・安

全保障関係全般を担当(北朝鮮問題についての直接の担当者という立場は離れた(田中均、2009年
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た229。そして、田中均は日本側の計画を共有せず、また米国側と日朝接触についてより論議

せず、重要事項があればしらせるということにしておいた230。しかし、日本側は 2002 年 9

月 17日の日朝首脳会談の約 3週間前の 8月末、米国のアーミテージ国務副長官に日朝首脳

会談を伝えた。これは、チャールズ・プリチャードが指摘しているように「米国からの無

条件の信頼と支持」が欠けていると判断したためであるであろう231。このように米国が日

朝交渉に影響力を与えることにむずかしかったことは日本側の秘密主義の方式にその要因

であった。ワシントンの日本政務公使が国連北朝鮮代表部と意見を交換することができる

チャンネルをつくった232。すなわち、このような方式により、田中均局長を中心とした日朝

間の水面下交渉が行なえた。そして、「水面下交渉」は関係アクター(米国、韓国など)が交

渉に直接関与できなかったこと、情報が共有されていなかったことをその特徴としていた。 

 その一方、北朝鮮側はブッシュ政権との接続を継続的にさまざまなルートを通じて試み

ていた。そのような中、グレッグ(Donald P. Gregg233)を通じて北朝鮮側の立場を米国に伝

えることを試していた。グレッグは 2002年の 4月に訪朝した234。この際にグレッグは北朝

鮮から招待を受けた後に、その事実を米国の国務省に知らせた。そして、国務省は韓国語

が話せる外交担当官の派遣を提案するなど肯定的に支援してくれた235。グレッグとキム・

                                                   

『外交の力』日本経済新聞出版社、135-136 頁) 
229 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), p.87 
230 チャールズはこの田中均とケリーの会談以後に田中均の方針が変わったとも述べている。

Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the Bomb 

(Brookings Inst Pr, 2007), p.87 
231 田中均は 6 週間より前に伝えようとしたが、米国の反対を懸念し、8月末になったという説明で

ある。Ibid., p.88 
232 チャールズ・プリチャードは、クリントン政権期には NSCアジア局局長を、ブッシュ政権期に

は対北朝鮮交渉大使および KEDO米国代表などをしていた。Ibid., ｐ.87 
233 2014 年まで 6回に渡り北朝鮮に訪問した。NSCアジア担当官、在韓米国大使など歴任。しか

し、クリントン政権とブッシュ政権の時にはコリアソサエティ(The Korea Society)の会長であっ

た。 
234 2002 年の 11月にも訪朝し、その後にも数回北朝鮮に行なって北朝鮮の幹部と会談を行なった。

THE KOREA SOCIETY『Annual Report 2002』(THE KOREA SOCIETY is a private, nonprofit, 

nonpartisan, 

501(c)(3) organization with individual and corporate members that is dedicated solely 

to the promotion of greater awareness, understanding and cooperation between the 

people of the United States and Korea.) 

(http://www.koreasociety.org/cat_view/41-annual-reports/45-annual-report-2002)  
235 Donald P. Gregg, Pot Shards: Fragments of a Life Lived in CIA, the White House, and 
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ゲクォン、リ・チャンボクとの会談を通じて、北朝鮮の電力不足問題、米国の対北敵視政

策、米朝平和協定などについて話し合った236。また、北朝鮮は米国とのハイレベル会談を希

望していた237。しかし、グレッグはこのような会談の報告書(手紙形式)を国務省のアーミ

テージ(Richard Armitage)副長官に送ったが誰からも返答をもらえず終わった238。 

 このような米国の対応から、米国における北朝鮮に関する問題に対する比重を読み取る

ことができる。つまり、米国は北朝鮮に関する問題を重大に扱っていたのであれば、田中

均局長が公開しない内容をより詳しく把握するため、どのような形であれ北朝鮮との会談

を行なったであろう。しかし、米国が直接介入し北朝鮮に関する問題にかかわることはし

なくても日朝関係改善に対して懸念・反対をするという立場は間接的にこの時期に見られ

た。 

 

第 2 節 日朝非公式交渉の第 1段階：「拉致問題」をめぐる日朝対立と

韓国の働きかけ 

金大中政権の積極的な協力とブッシュ政権の反対という状況下で、田中均アジア大洋州

局長(当時)は、2001年の秋頃から北朝鮮側の人たちとの水面下交渉を進めた。そして、ワ

シントンの日本政務公使は国連北朝鮮代表部と意見交換ができるチャンネルもつくった239。

田中均(2009240)によると、北朝鮮との交渉は、当初は小泉首相の訪朝を準備するための交

渉ではなかった。日朝国交正常化交渉が始まって 10年近く経っていたが、解決できなかっ

                                                   

the Two Koreas(2014、 Vellum)、pp．283-284 
236 北朝鮮側から米国との真の会談を行なうためには対北朝鮮敵視政策を終わらせるべきであると

論じられた。Donald P. Gregg, Pot Shards: Fragments of a Life Lived in CIA, the White 

House, and the Two Koreas(2014、 Vellum)、pp．283-289 
237 Ibid., p．287 
238 Ibid., p．289 
239 チャールズ・プリチャードは、クリントン政権期には NSCアジア局局長を、ブッシュ政権期に

は対北朝鮮交渉大使および KEDO米国代表などをしていた Charles L. Pritchard, Failed 

Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), 

ｐ.87 
240 田中均アジア大洋州局長(2001 年 9 月～2002 年 12月)。小泉政権の初期にどのように日朝間の

水面下交渉が行なったか、そして日朝首脳会談が開くようになった背景を著書で説明している。た

だし、他の要因についての説明は足りない。たとえば、当時韓国の働きかけなどに関しては詳しく

述べられていない。田中均『外交の力』日本経済新聞出版社、2009年、p.108 
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た諸懸案、とくに日本から言えば「拉致問題」を解決するための交渉であった。しかし、北

朝鮮側は拉致問題を否定し、結果的に 1991 年の正常化交渉から 11 回にわたる交渉では何

の成果もあげられなかった。そして、小泉政権期になっても拉致問題は難航しつつあった。

そのような中で、2001年 9月に外務省のアジア大洋州局長になった田中均が北朝鮮との非

公式交渉を進めた。小泉政権以前は政治家などにより日朝交渉が行なわれたり、日朝協議

がメディアを通じて報道されたり、関連国との事前協議を行なったりしていた。しかし、

小泉政権期、とくに田中均局長により行なわれた日朝会談は「水面下」、すなわち交渉を

行なう担当者や小泉首相などの一部の人たちだけで密かに行なわれた。そして、日朝間の

非公式交渉と同時に小泉首相と直接に面談をし続けた結果、日朝国交正常化交渉は新たな

展開を迎えるようになった。 

 

(１) 日朝非公式交渉の始まり 

1990年代に始まった日朝国交正常化への動きは、最初は日本の社会党を中心に行なわれ

た。つまり、日本政府は北朝鮮と交渉をするため、話し合えるルートを構築していなかっ

た。日朝間での発生した諸問題を調整・協力することができる連絡網がなかったため、両

者の政権交代や国際情勢の変動などにより日朝間の交渉はより難しくなっていた。そのよ

うな中、小泉政権が日朝国交正常化を目指し、日朝交渉を進めるためには、日朝間の新た

なネットワークが必要であった。 

2001年９月にアジア大洋州局長になった田中均は、対北朝鮮政策としての第一歩で、日

朝間のネットワーク作りを行なった。結果的に、田中均はさまざまなルートを通し「ミス

ターX」との日朝間の諸問題をめぐる交渉を進めた。「ミスターX」という交渉の相手の情

報については公開せず、第３国での非公式交渉が行なわれた。その際に日本側は、まず、

「相手が政策をきちんと実行出来る立場にある人物であるかどうか」という信頼性をチェ

ックする作業を行なった241。たとえば、北朝鮮がスパイ容疑で身柄を拘束していた元・日本

経済新聞記者の杉嶋岑氏を無条件で解放したこと、2002年 6月に黄海で起きた南北間の銃

撃事件で、北朝鮮がきちんとした遺憾の意を表明すべきであると言ったこと、2002年 7月、

ブルネイで当時のコリン・パウエル米国務長官と北朝鮮の白南淳外相の会談を実現してほ

                                                   
241 田中均『外交の力』日本経済新聞出版社、2009 年、106-107頁 
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しいと働きかけたことなどが取り上げられる242。また、その結果として「杉嶋氏は 2002 年

2 月に解放されたのをはじめ、先方はこちらの要求をほぼすべて話し合ったとおりに実行

した243」と田中均局長は述べている。しかし、2002年 7月チャールズ・プリチャード(Charles 

L. Pritchard)もニューヨークにある北朝鮮の国連代表部に電話し、西海交戦に対して北朝

鮮側から可能な限り速やかに解決することを提案した244。また、その当時まだ米国内では

北朝鮮との再開に対する論争が続いていたが、コリン・パウエル米国務長官の意思により

推進された245。そして、ブルネイにおいてコリン・パウエル米国務長官と白南淳外相の間に

短い会談が行なわれたが、その後に強硬路線の人たちから批判を受けた。当時、米国政府

内で論争が続いていたが、事実上、ブッシュ大統領の意見とだいたいにおいて一致してい

た強硬派の勢力がパウエル米国務長官より優位を占めていた。このような状況を総合的に

考えると、田中均局長の説明は、強硬派の勢力により対北朝鮮政策が決められていた米国

と北朝鮮の会談を勧めたということになる。さらに、パウエル米国務長官はブッシュ大統

領に影響力を与える人物ではないという評判を受けていた246。したがって、この時期には

北朝鮮に関する問題に対して米国が介入し解決する必要があると考えていたコリン・パウ

エル米国務長官とチャールズ・プリチャードなどの国務省の人たちにより米朝会談が計画

され、日本側が北朝鮮にそれに乗ることを勧めるという程度の状況であったと考えられる。

すなわち、日朝交渉の最初は日朝間の信頼性をチェックする作業というより、日本側が日

朝交渉における交渉カードを集める段階であった。 

 

(2) 日朝交渉における日本の原則および方針の再確認 

 日本側は、このように確かめられた日朝間のネットワークを通じて、日朝間の諸問題を

解決するため動き出した。そして、対北朝鮮政策における原則も改めて確認した。その原

則として四つが取り上げられた。第 1 に、「拉致についてきちんと解明をしない限り先に

                                                   
242 北朝鮮側も同じくテストを行なったと田中均局長は論じている。田中均『外交の力』日本経済

新聞出版社、2009年、pp.106-107 
243 田中均『外交の力』日本経済新聞出版社、2009 年、p.106 
244 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007)、pp．30 
245 Ibid., pp．30-32 
246 Christopher Hill, Outpost: A Diplomat at Work (SIMON & SCHUSTER, 2014)、p．200 
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進まない」ということ、第 2 に、「日本の目的というのは、朝鮮半島に大きな平和をつく

る」ということ、第 3 に、過去の清算問題において「補償という形に日本が応じるわけに

はいかない」ということ、第 4 に、「経済協力について具体的な中身の詰めの作業は、国

交正常化の後であって、経済協力の額を、現在明示することは絶対にできない」というこ

とであった247。 

 ここで、請求権(過去の清算問題)の場合、1965 年の「日韓基本条約248」で請求権を相互

に放棄するという形で合意したため、北朝鮮との国交正常化交渉において同様に請求権の

相互放棄を要求したのである。また、日韓の間では賠償ではなく、経済協力を行なうとい

うことになっているように、日本側は北朝鮮に同様のことを求めた。しかし、北朝鮮側か

ら、「植民地支配で与えた人命とか財産の被害に対して補償をしろ」249という主張を続けた

ため、日本側としては過去の清算問題が交渉においての難問であった。また、北朝鮮の日

本への要求のもう一つは「日本がする経済協力の額を明らかにしろ」ということであった。

これに対して、日本側は、「経済協力について具体的な中身の詰めの作業は、国交正常化

の後であって、経済協力の額を、現在明示することは絶対にできない」という立場を維持

し、交渉はさらに難航しつつあった。 

 田中均局長が述べているように北朝鮮は日朝交渉の開始以来「過去の清算問題」を主な

争点として取り上げてきた。しかし、当時北朝鮮をめぐる攻撃論が台頭していたため、北

朝鮮にとっては「過去の清算問題」より「米朝関係改善」がもっとも対策が求められる重

大事項であった。そのため、日本側からの「経済協力」は日朝交渉において交渉カードと

して活躍できなかったであろう。したがって、北朝鮮がどのような立場で日朝交渉に応じ

ていたのかを分析する必要がある。 

 

(3) 日本交渉における日本の戦略とその限界 

非公式交渉を進める中で田中均アジア大洋州局長は、「北朝鮮との交渉の鉄則250」とし

                                                   
247 田中均、田原総一郎『国家と外交』講談社、2005 年、50頁 
248(http://archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=005140&pageFlag=) 
249田中均、田原総一郎(2005 年)、前掲書、49頁 
250田中均外務審議官(2002 年 12 月～2005 年 8月) 

 外務審議官として北朝鮮問題を含む政務・安全保障関係全般を担当(北朝鮮問題についての直接

の担当者という立場は離れた(田中均、2009年『外交の力』日本経済新聞出版社、pp.135-136) 
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て、大きな絵を描く、交渉は一本化する、行動によってのみ相手を信頼する、一人で交渉

せず、必ず交渉記録を残す、秘密合意を作らない、秘密を守ることは徹底する、政府部内

の協議体制は徹底するということを決めていた。言い換えれば、これは当時の非公式の日

朝交渉は外務省が中心になって行なわれ、交渉の内容は記録するが、交渉での北朝鮮側の

発言より行動を信用するという説明である。そして、日本国内ではこのような原則にした

がって、田中均局長は政府内部で限られた関係者間で話を進めた。北朝鮮との水面下での

交渉の進行事項などを外務大臣や古川貞二郎内閣官房副長官と福田康夫官房長官に話し、

意見を交流した後に、小泉首相にも直接に面談する形で、政策の方針などを決めながら交

渉を進めた251。つまり、田中均アジア大洋州局長は小泉首相に直通の面談を行なうのでは

なく、事前に福田康夫官房長官らとの面談・報告を経て、最後に小泉首相と話し合った。

田中均はアジア大洋州局長であるため、北朝鮮問題だけではなく、アジアにおける諸問題

にもかかわっていた。そのため、一か月に小泉首相と面会することは数回あるが、単独に

面談を行なったことも 2001 年の 9 月から 2002 年の第 1 回日朝首脳会談が行なうまでほぼ

毎月少なくとも数回はあっていた。 

そして、田中均の原則からもわかるように、田中均は日朝間の非公式交渉の「水面下交

渉」においての過程について、「最初の小泉訪朝の前の一年間は、そういうパイプを全部

切ったんですよ。交渉のラインは一本だけにしようということで」、外務省を中心に交渉

を進めたと説明している。また、そのため、「時間はかかりましたけど、原理原則により

忠実な交渉ができた」とも述べていた。 

 ところで、実際の最終的決定においては田中均の回顧で少し省かれているところがある。

日本内部での日朝交渉自体に対する進行事項に関することは田中均局長の説明のように、

米国にも情報を提供しなかった。しかし、韓国の資料を照らし合わせると、拉致問題によ

り日朝交渉が難航していた時に、金大中大統領の協力および説得が日本の対北朝鮮政策決

定に直接的・間接的に影響を与えたことがわかる。つまり、日朝交渉の推進状況における

詳しい内容は詳細に公開されずに行なわれたかもしれないが、交渉が行なわれているとい

                                                   
251 これは小泉首相の秘書官であった飯島勲の「小泉の場合は徹底的にボトムアップで議論させて

おいて、最後に自分が決断する」という発言ともつながる。(飯島勲、2014、『政治の急所』文藝

春秋、p.31) 
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うこと、難航していたことは小泉首相と金大中大統領の首脳会談で知らされていた。 

その一方、田中均局長を中心に行なわれた日朝間の非公式交渉における進展、とくに、

拉致問題の解決への道は開かれない状況が続いた。日朝国交正常化について交渉しうる相

手であるかをチェックし、非公式交渉を行なったが、拉致問題においての進展はなかなか

見えなかった。田中均の言葉を借りると、「唯一あったのは、日本赤十字社と北朝鮮紅十

字会という赤十字同士のやり取りで、日本人行方不明者の安否情報という形で話がされて

いた。しかし、なかなか結果は出なかった252」のである。日本側は拉致問題において拉致

の確認および謝罪、情報提供を要求していた。しかし、これらに対して北朝鮮からの協力

および調整にはいたらなかった。その一方、小泉首相は「北朝鮮問題などさまざまな問題

で日韓両国の信頼関係を深めたい。北朝鮮問題では両国が緊密に連携しないといけない」

と述べながら、韓国の協力を求めていた253。 

 

第 3 節 日朝非公式交渉の第 2段階：日朝首脳会談準備の本格化 

(1) 難航する日朝非公式交渉に対する金大中政権の双方に対する協力 

このように拉致問題に関する交渉が難航している中、2002 年 3月に開かれた日韓首脳会

談では、対北朝鮮政策に関する意見を交換した。この単独会談で、「対話による対北朝鮮

問題の解決」という原則および対北包容政策の持続的推進そして日韓米の間の調整・協力

に関して話し合った254。とくに、金大中大統領は、金正日委員長が「変な人だと思われてい

るようだが、決してそうではない。世界のいろんな情報はよく知っている。ぜひ、話をし

てみてはどうか」と小泉首相に日朝首脳会談を勧めた255。さらに、金大中大統領は「あの国

はすべて彼が決めるんだから」256と小泉首相を説得した。当時、日朝間の非公式交渉が始ま

ってから数か月が経っていたが、日朝交渉における進展はみえない状況であった。そのた

                                                   
252田中均『外交の力』日本経済新聞出版社、2009年 、109 頁 
253 『読売新聞』「小泉首相『日韓両国の信頼深める』」2002.03.12 付 
254 『聯合ニュース』「<한일정상회담 내용과 의미>」2002-03-22  
255 これは、2002年３月２２日、ソウルの青瓦台（大統領官邸）で行われた日韓首脳会談での発言
である。『毎日新聞』「検証 小泉純一郎首相訪朝 金大中大統領の言葉契機 計画進行承知、一
握り」2002.09.01 付 
256 『毎日新聞』「検証 小泉純一郎首相訪朝 金大中大統領の言葉契機 計画進行承知、一握
り」2002.09.01 付 
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め、「２年前に南北首脳初対話を実現させた大統領の言葉に、首相も金総書記とのトップ

交渉を明確に意識した」という外務省筋の発言も報道された257。実際に、日韓首脳会談で小

泉首相は金大中大統領に、日本人拉致疑惑が解決できないと北朝鮮に対する食料支援や国

交正常化会談の再開がむずかしいという立場を説明した258。これに対して金大中大統領は、

近いうちに北朝鮮に特使を送る計画を伝えながら、北朝鮮との対話努力を諦めてはいけな

いと答えた259。そして、この会談が行なわれた日の夜、北朝鮮の赤十字会が談話を通じて

「日本人行方不明者の調査事業を継続する」ことにし、日本の赤十字社との会談を行なう

用意があるという立場を表明した260。このように金大中政権の対北朝鮮包容政策は日朝交

渉の推進に肯定的な影響を与えていた。これは、日本と北朝鮮が関係を改善し、漸進的に

北朝鮮を変化させようとしていた韓国の統一政策の一つでもあった。その一方、この単独

会談で、「対話を通じた対北問題の解決」という原則および対北包容政策の持続的推進そ

して日韓米の間の調整・協力に関して話し合った261。とくに、金大統領は首脳会談後の会見

で「日朝間にさまざまな問題があっても、最終的に対話が行われて（国交が）正常化され

ることを心から願う」と、さらに「拉致などの人権問題も対話で」「すべてのことについて

対話を通じて平和的に」と考えを示した262。 

そして、「行方不明者」調査は 2001 年 12 月に、北朝鮮赤十字会が日本側により要請さ

れた「行方不明者」の消息調査事業の全面中止を表明263して以来、数か月ぶりに再開できる

ようになった。日本側は 2001年 12月の当時から、調査再開を強く求めてきたが、2002 年

3月 22 日になって北朝鮮の赤十字会により、「拉致被害者」という表現の代わりに「行方

不明者」という名付で、調査再開が発表された。そして、川口順子外務大臣は談話「北朝鮮

                                                   
257 『毎日新聞』「検証 小泉純一郎首相訪朝 金大中大統領の言葉契機 計画進行承知、一握
り」2002.09.01 付 
258 『韓国日報』 (한국일보「[北.日관계] 각료급.적십자회담 곧 재개 '해빙조짐'」)2002-03-27 
259 『韓国日報』 (한국일보「[北.日관계] 각료급.적십자회담 곧 재개 '해빙조짐'」)2002-03-27 
260 これに関しては韓国日報(한국일보「[北.日관계] 각료급.적십자회담 곧 재개 

'해빙조짐'」2002-03-27)だけではなく、日本の読売新聞でも次のように報道された。「七月末に

約二年ぶりにブルネイで開かれた日朝外相会談を経て、今月十八、十九日の日朝赤十字会談で、北

朝鮮は六人の「行方不明者」の消息を伝え、日本側はこれを前向きなサインと受け止めた。

(2002.08.31「小泉首相、来月１７日訪朝 水面下、１年間の交渉 「今が好機」決断」)」 
261 『聯合ニュース』「<한일정상회담 내용과 의미>」2002-03-22 
262 『毎日新聞』「［クローズアップ２００２］北朝鮮側「日本人不明者調査を継続」」
2002.03.23 付 
263 (http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dkw_0322.html) 2014年 12月 25 日アクセス 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dkw_0322.html
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赤十字会による『行方不明者』の消息調査事業再開発表および日朝赤十字会談開催の提案

について（平成 14 年 3 月 22 日）」264を発表した。日本側（外務省の川口順子外務大臣）

は、北朝鮮の赤十字会により「今回、同赤十字会が有本恵子さんの拉致疑惑を否定した265」

ということを説明しながら、これをそのまま受入れられないと述べた。また、日朝赤十字

会談は 2000 年 3月の会合以来、途絶えていたものであったため、日本側は、「行方不明者」

の調査、日本人妻の里帰り問題などにつき協議するように準備した266。 

その一方、韓国は北朝鮮への特使を送り、日朝関係改善および拉致問題に対して解決す

るように説得するなど働きかけた。とくに、2002 年 4月に金大中大統領は林東源特使を通

じて北朝鮮に、日本人拉致問題は「過去に過激派の人たちが犯したしわざ」であるという

程度で認定し、遺憾を表明しながら速やかに帰還措置を行なうことを勧めた267。また、林東

源特使は日本における拉致問題の重要性と日朝関係改善に対する意志も金正日委員長に伝

えた268。 

そして、2002 年 3月に北朝鮮により日本側に日朝赤十字会談開催を提案し、４月 29日、

30 日に日朝赤十字会談は開催された269。同年７月 31日には、ブルネイでの第９回 ARF 閣僚

会合の機会に日朝外相会談が行なわれ、同会談での合意に基づき、8 月に日朝赤十字会談

（18～19日）および日朝外務省局長級協議（25～26日）が行なわれた。8月 18～19日に開

かれた日朝赤十字会談では、行方不明者などについて両者が互いに報告を受け、10月下旬

に日本人配偶者の故郷訪問実施などについて話し合った270。日朝局長級協議においては、

                                                   
264 北朝鮮の赤十字会からの発表に対するもの。

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dkw_0322.html) 2014年 12月 25 日アクセス 
265 「川口外務大臣談話：北朝鮮赤十字会による「行方不明者」の消息調査事業再開発表および日

朝赤十字会談開催の提案について」

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dkw_0322.html) 2014年 12月 25 日アクセス 
266 (http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dkw_0322.html) 2014年 12月 25 日アクセス 
267 林東源『ピースメーカー：南北関係と北核問題 25年』(임동원 『피스메이커』 

창비)2015 年(2008 年の改訂増補版)、463-464 頁 
268 林東源(2015年)、前掲書、463-464 頁 
269 外務省ウェブサイト

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap02_01_01.html) 
270「日本側で依頼をしている 49 名中 6 名の安否調査結果(生存 2名、病死 4 名)が北朝鮮側から報

告された。……日本側からは朝鮮人行方不明者 3 名分の判明結果を朝鮮側に報告した。」五十嵐

清、2014、「日本人配偶者(日本人妻)故郷訪問事業における人道を巡る諸問題について」、日本赤

十字国際人道研究センター『人道研究ジャーナル(The Journal of Humanitarian Studies)』

Vol.3、p p.62-63 (http://www.jrc.ac.jp/ihs/journal_03/_SWF_Window.html?pagecode=62) 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dkw_0322.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dkw_0322.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dkw_0322.html
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日朝関係を改善し、地域の平和と安定を図るために国交正常化を実現することが重要であ

るとの認識を共有するとともに、日朝間の諸懸案を解決するための方途について協議し、

諸問題の解決に向けては、政治的意思をもって取り組むことが重要であるとの認識で一致

した271。とくに、この外務省局長級協議に際して、小泉首相は金正日総書記(委員長)に「国

交正常化や両国の諸懸案に真剣に取り組むつもりがある」とのメッセージを送った272。 

小泉首相は、2002 年 3 月 19 日に北朝鮮による拉致事件の被害者家族との面会を行なっ

た。この日(3月 19日)には「朝 9時半から安倍副長官をヘッドとする政府の拉致問題プロ

ジェクトチームの第 1 回会合が開かれ、各省庁の副大臣クラスが集まり、拉致問題の解明

にむけた活発な議論が行なわれた。その後、昼前から、総理と被害者家族との面会」273が行

なわれた。 

その一方、2002 年 4月に金大中大統領の特使として派遣された林東源は金正日委員長と

の会談を行なった。その際に林東源は、金大中大統領が韓米首脳会談で米国から北朝鮮を

攻撃・侵攻しないという確約を得たと伝え、北朝鮮側に米国との対話を勧めた。そして、

林東源は、金大中大統領が日朝関係改善を勧告していることと、小泉首相の北朝鮮との関

係改善に対する意志も伝えた274。 

 

(2)小泉首相の訪朝計画の公表275 

このように北朝鮮からの協力姿勢が見られ始めたが、結果的には数か月間どのような進

展も出せなかった。そのような中、小泉首相は「俺が行けば情報提供をするというなら行

く276」ということで、小泉総理の決断により日朝首脳会談の話が進むようになった。しか

し、訪朝計画の進行については、小泉首相、福田康夫官房長官と古川貞二郎官房副長官、

                                                   
271 外務省ウェブサイト

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap02_01_01.html) 
272 『日本経済新聞』「日本国交正常化交渉の功を焦るな(社説)」2002年 8月 31日付 
273飯島勲、2006、『小泉官邸秘録』、日本経済新聞社、p.147 
274 林東源『ピースメーカー：南北関係と北核問題 25年』(임동원 『피스메이커』 

창비)2015 年(2008 年の改訂増補版)、463 頁 
275 日朝首脳会談の開催を公式に発表したり、関連国に通報したのは日朝交渉直前であった。しか

し、日本政府は日米韓高官協議などで日朝交渉の主な内容などについてすでに話し合っていた。

(田中均、田原総一郎『国家と外交』講談社 2005年 11 月 p.48) 
276 田中均、田原総一郎『国家と外交』講談社 2005 年 52 頁 
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飯島勲、別所浩郎の両首相秘書官の５人と、外務省の竹内行夫事務次官、田中局長－平松

賢司北東アジア課長ラインらだけで情報を共有していた。たとえば、安倍晋三官房副長官

は、首相訪朝の発表当日になって知り、外務省の局長クラスの有力幹部には８月２５、２

６日の日朝外務省局長級協議の直前、首相の訪朝プランが明かされた277。 

田中均アジア大洋州局長を中心に進められてきた日朝の非公式交渉は、最初から日朝首

脳会談を準備するためのものではなかった。それが、2002 年に入ってから一転し、小泉首

相の訪朝を想定し、日朝間で交渉が進められた。小泉首相の日朝訪問の背景278として、田中

均は『国家と外交』で次のように述べている。非公式交渉で、拉致問題に関する情報を先

に提供しろと北朝鮮側と交渉していたが、失敗した。そのような中、小泉首相は「俺が行

けば情報提供をするというなら行く279」ということで、小泉総理の決断による首脳会談が

開催された280。その一方、小泉首相は国会で「アジアの中における日朝国交正常化を最優先

の外交課題にする考えはおありでないかどうか」という質問を受けた281。これに対して小

泉首相は「日本としては、北朝鮮との国交正常化交渉に真剣に取り組んでいるということ

を常にいろいろなルートを通じて先方に伝えて」いると答えた282。すなわち、拉致問題を乗

り越えた上で日朝国交正常化を実現させるとした小泉首相の「国交正常化」に対する強硬

な意思が、日朝首脳会談の開催の決定的要因として作用したと考えられる。 

その結果、田中均局長は、拉致問題だけではなく、核問題も含む「日朝国交正常化の実

現のための日朝首脳会談」を企画する。そして、「小泉総理が行くという前提で交渉して

いるわけ」283ということで「総理が訪朝するときには、金正日総書記が拉致を認めて謝罪を

                                                   
277 『毎日新聞』「検証 小泉純一郎首相訪朝 金大中大統領の言葉契機 計画進行承知、一握
り」 2002.09.01 付 
278 同上、52頁 
279 同上、52頁 
280そのほかにも、小泉首相の訪朝決断した背景に関しては飯島勲により、「いくら事務的な外交交

渉を積み上げても、最後にひっくり返ることなどはざらである。他方、我が国は、金体制の崩壊と

いったコストの高い選択肢は取り得ないのだから、当面は金体制を相手に拉致その他さまざまな問

題の解決を図っていくしかない。このような条件の下では、首相同士の直接対話意外に手はない、

どのようなレベルであれ代理交渉は意味がない、というのが総理の判断であった」と語られたこと

がある。これからも当時小泉首相の周りには小泉首相の意思がある程度共有されていたことがわか

る。飯島勲、2006、『小泉官邸秘録』、日本経済新聞社、p.148 
281 又市征治の発言。154 - 参 - 予算委員会 - 21 号 , 平成 14 年 7月 10 日  
282 小泉純一郎内閣総理大臣の発言。154 - 参 - 予算委員会 - 21 号 , 平成 14年 7月 10日  
283 田中均、田原総一郎、前掲書、41-50 頁 
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する。それで情報を提供し、生きている人を帰す284」ことが確実ではないが諸問題の進展の

ため日朝間の非公式交渉に当たった。つまり、田中均局長は当時「総理の訪朝も、また北

朝鮮が拉致を確認し謝罪するということも、一つのパッケージであった。逆に言えば、総

理が行かない限り、北朝鮮が謝罪することはあり得ないであろうという思いでいました」

285という立場であった。 

このような小泉首相の決心には森政権期からの教訓と韓国の金大中大統領からの説得が

あったであろう。北朝鮮は森政権から「赤十字会談を何回か開催しても(拉致問題)解決で

きない。首脳会談しよう」というメッセージを送っていた286。また、金大中大統領の場合、

当時米国の懸念にもかかわらず、積極的に「太陽政策」を実施し、北朝鮮との対話を重視

していた。そのため、米国はもちろん、日本にも北朝鮮との対話を勧め、関係改善を求め

ていた。とくに、金大中大統領は、2002年 4 月に林東源(イム・ドンウォン)を特使として

北朝鮮に送り、金正日委員長に拉致問題などを解決し、国交正常化を勧めた287。このような

動きから、金大中政権が日朝の間の諸問題に積極的に協力・働きかけをあったことがわか

る。とくに、2002 年 3月に開かれた日韓首脳会談で小泉首相と金大中大統領は対北朝鮮政

策に関する意見を交換した。この会談で小泉首相は金大中大統領に、日本人拉致疑惑が解

決できないと北朝鮮に対する食料支援や国交正常化会談の再開がむずかしいという立場を

説明した288。これに対して金大中大統領は、近いうちに北朝鮮に特使を送る計画を伝えな

がら、北朝鮮との対話努力を諦めてはいけないと答えた289。そして、この会談が行なわれた

日の夜、北朝鮮の赤十字会が談話を通じて「日本人行方不明者の調査事業を継続すること

にした」、そして日本の赤十字社との会談を行なう用意があるという立場を表明した290。そ

して、田中均局長は回顧録で「総理が訪朝の意思を固めてからも、日朝赤十字会談、それ

                                                   
284 田中均、田原総一郎、前掲書、44 頁 
285 田中均、田原総一郎、前掲書、48 頁 
286Hong Suk Yoon「상호주의와 고이즈미 정권의 대북한 정책(相互主義と小泉政権の

対北朝鮮政策)」한국세계지역학회, 『世界地域研究論叢(세계지역연구논총)』25권 3호 (2007), 

182 頁 (元の出典：森喜朗・早坂茂三「『松茸竹中』疑惑語る」『諸君』2002 年 12 月、53 頁) 
287 『ハンギョレ新聞』(한겨레신문「[북일회담]김대통령이 북-일 다리놨다」)2002-9-1 

(http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=100&oid=028&aid=0000000271) 
288 『韓国日報』(한국일보「[北.日관계] 각료급.적십자회담 곧 재개 '해빙조짐'」)2002-3-27 
289 同上、『韓国日報』、2002-3-27 
290 同上、『韓国日報』、2002-03-27 
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から日朝間の外相会談、外務省の局長協議という段取りを踏んでいきました」と述べてい

る。つまり、日韓首脳会談を通じて小泉首相は訪朝を決心し、日韓首脳会談の直後に日朝

赤十字会談などが開かれたことを考えると、韓国の働きかけが重大な要因として作用した

ことがわかる。しかし、当時のメディアでは韓国の協力や働きかけがどのような影響を及

んだかにういては見逃されていた。さらに、「『太陽』による北朝鮮の軟化を唱えてきた金

大統領に、あえて拉致問題を正面から提起した小泉首相の発言からは、最終的解決に向け

た戦略は浮き上がってこなかった」291という評価された。また、「『包容政策は北に譲歩す

るだけ』と批判する野党や保守派が、『日本が強く出たから北は譲歩した』と主張する余

地がある」ため、金大中大統領においては、大きなジレンマとなる可能性もあるという記

事もあった292。しかし、日朝関係改善は金大中政権の対北朝鮮政策のひとつであった。つま

り、実際に金大中大統領はジレンマとして認識せず、日朝関係改善が北朝鮮を改革・開放

につながると期待しながら小泉首相に日朝首脳会談および会話を通じた解決を勧めた。 

 

(3)日本側の目標の再設定 

このような小泉首相の訪朝は、田中均アジア大洋州局長が外務大臣に相談をし、福田康

夫官房長官に相談をし、その了承をもらったうえで総理にご相談してきめるという政府内

のプロセス293(参考/pp.57～58)を通して決まった。小泉首相の訪朝が決まるまでは、田中

均アジア大洋州局長と内閣内部での議論を行ない、その後に小泉首相との単独面談および

限られた関連者で話し合う過程を通った。 

その際に、田中均は官僚として、「総理が行かれれば、こういう結果になる可能性が高

いです。その反面、リスクもあります。……訪朝された場合、平壌宣言というのはこうい

う内容になります」294ということを小泉総理に説明した。そして、小泉首相はそれらを踏ま

えた上で、政治的な責任を負い、訪朝を決意した。その後、米国や韓国、中国、ロシアに内

                                                   
291 『毎日新聞』【ソウル及川正也】「［クローズアップ２００２］北朝鮮側「日本人不明者調査
を継続」」2002.03.23 付 
292 『毎日新聞』【ソウル澤田克己】「［クローズアップ２００２］北朝鮮側「日本人不明者調査
を継続」」2002.03.23 付  
293 田中均、前掲書、57～58頁 
294 田中均、前掲書、58頁 
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報し、秘密を漏れないようにした295が、訪朝する詳しい予定を米国に伝えたのは 8月 27日

であった。アーミテージ米国務副長官が日米外相の間で合意されていた「日米次官級戦略

対話」のために来日していたため、その際に小泉首相がアーミテージと会談し296、「近く北

朝鮮を訪問し金正日総書記とトップ会談をしたいと思う。その時には、ブッシュ大統領に

も連絡する」297と訪朝の方針を伝えた。 

そして、小泉首相は、その 3 日後の 30 日に、9 月 17 日に北朝鮮の平壌を訪問し金正日

総書記と首脳会談を行なうことを表明した298。その一方、田中均は日朝首脳会談の手順と

して、8月末に北朝鮮を訪問し、北朝鮮側と面会した299。また、８月３１日と９月１日には、

中国の北京において北朝鮮のマ・チョルス(アジア局長)と首脳会談の議題の調整のため事

前協議を行なった。 

そして、対北朝鮮政策は田中均アジア大洋州局長を中心に進められてきたが、交渉の第

2 段階からは、日本国内の与野党の意見および米国や韓国などの関連国の意見まで踏まえ

て進むようになった。そのため、さまざまな過程を通じて非公式交渉における目標は再設

定された。田中均の『国家と外交300』をみると、日本側の日朝の交渉における目標/方針は

大きく二つあったことがわかる。第 1 に、「日本側は北朝鮮との首脳レベルの会談を目指

して、水面下で交渉を行なう」ということ、第 2に、「拉致問題を解決(拉致の確認および

謝罪、情報提供)する」ということ、第 3に、「韓国への対応と違うことを北朝鮮に対して

することはできない」ということであった。また、過去の清算問題においては依然と同様

に「請求権は相互に放棄」という方式に合意できるようにする立場を示していた。また、

その一連の措置として、核問題に関する積極的な議論も日朝交渉で行ない、意見の調整が

進められた。 

                                                   
295 田中均、前掲書、58頁 
296田中均、田原総一郎、前掲書、47 頁 
297 加えると、首相訪朝決定の連絡は米国、韓国の両大統領には首相から直接電話を入れて伝え
た。韓国の金大統領への電話は３０日昼、ブッシュ大統領へは前日の２９日に伝えた。『毎日新
聞』「検証 小泉純一郎首相訪朝 金大中大統領の言葉契機 計画進行承知、一握り」 
2002.09.01 付 
298 『読売新聞』「小泉首相訪朝へ「政治生命かけて行く」」2002.08.31 
299 田中均『外交の力』、日本経済新聞出版社、2009 年、125 頁 
300田中均、田原総一郎、前掲書、48-50 頁 「もちろん小泉総理がいくという前提で交渉している

わけですが、同時にわれわれの基本的な認識は「総理が訪朝するときには、金正日総書記が拉致を

認めて謝罪をする。それで情報を提供し、生きている人を帰すという約束をする」と。」 
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(4)非公式交渉における争点の変化 

田中均アジア大洋州局長により進められてきた北朝鮮との非公式交渉が難航しつつある

中、小泉首相は訪朝し、首脳会談で北朝鮮問題を解決しようと決心するようになった。そ

のため、拉致問題に主な焦点を当てていた非公式交渉は、核問題により比重をおいて交渉

を進めた。そして、共同声明の内容などについて話し合うようになった。また、小泉首相

の訪朝に向けた手順として、日朝赤十字会談と日朝の外相会談およびアジア大洋州局長の

田中均の訪朝(北朝鮮側の要人との会談)も行なわれた。 

とくに、日本側が北朝鮮の核問題に対して「北朝鮮は抽出したプルトニウムで核兵器を

つくっている可能性がある、という前提だった」ため、「平壌宣言は、それを含めて核の問

題を解決しなければいけない」という前提に立っていた301。 

このように、田中均の『国家と外交』からは次のようなことがわかる。核問題の交渉に

おいて、日本側の核問題に対する目標は、日朝平壌宣言のレベルである程度の目標を達成

し、事実上、北朝鮮と合意までいたった302。とくに、「日本が北朝鮮と交渉した際、文書化

はされていませんけど、日本を含む多国間の協議で核問題を解決するという原則的合意が

ある話ですから」と述べる田中均の発言を考えると、日朝平壌宣言における核問題への言

及は、口頭による交渉を文書化したというところで意味があったことがわかる。 

核問題においては、日朝間の非公式交渉において、最初は拉致問題に焦点を当てていた

ため、比重は少なかった。しかし、小泉首相の訪朝が確定してから、非公式交渉において、

核問題は本格的に交渉された。これは米国との関係を改善し、最終的には米朝国交正常化

を達成しようとした北朝鮮には、日本との交渉における争点でもなかった。しかし、米朝

関係の悪化などの要因により、北朝鮮からも積極的に対応してもらい、交渉は進展したの

である。 

そして、金大中大統領の来日により、2002 年 7 月 1 日にも日韓首脳会談が行なわれた。

小泉首相はこの会談で、金大中大統領が引続き包容政策の基調を維持していくという立場

表明に対して、全面的に支持すると述べた303。また、両国首脳は、対北朝鮮政策について

                                                   
301 同上、p.59 
302 田中均『国家と外交』、講談社、2005年、60～61頁 
303 外務省ウェブサイト「日韓首脳会談の概要、平成 14 年 7月 1日」から引用整理。

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_02/korea_kaidan.html)2016.01.24 最終アクセ
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は、今後とも、北朝鮮との対話努力を進めるにあたり、日韓米の 3 か国が緊密に連携して

いくことが重要であることを再確認した304。その一方、金大中大統領は日朝関係の進展に

対する期待を表明した305。 

 その一方、北朝鮮をめぐる緊張感が高まる中、金大中政権の太陽政策に対する批判の声

が日本の国会委員会で出てきた。すなわち、日本でも北朝鮮に対する制裁を論じるように

なり、小泉政権に対して、太陽政策をどのようにみているかに関する質疑であった306。これ

に対して川口順子外務大臣は、太陽政策は「朝鮮半島の緊張を緩和をする」ためのもので

あり、北朝鮮が「国際社会にエンゲージをして、国際社会の一員となる」ことを目的にし

ていると答えた307。そして、川口順子外務大臣は、「個々の事象を見て、それで太陽政策が

成功した、あるいは失敗をしたということを言っていくというのは必ずしも適切ではない」

という考えを示した308。また、小泉首相も国会で「北朝鮮との対話路線はこれからも続けて

いくという金大中大統領の考え方に私も賛意」する立場を改めて語った309。このようにこ

の時期の日韓両首脳は対北朝鮮政策を通じて実現目標は異なったが、北朝鮮に関する問題

の解決方法・方式においては「対話」という外交的な手段を用いるという立場で一致し、

互いに協力していた。 

本節を通じて日朝交渉における変動をもたらした日朝間の非公式交渉の効果および韓国

側の協力による日朝間の赤十字社を通じた交渉の推進の経緯を検討した。しかし、北朝鮮

はなぜ日朝交渉に当たっていたのか、北朝鮮は日本側に何を要求していたのか、なぜ日朝

間の非公式交渉における進展は見えなかったのか、なぜ韓国の働きかけが効いたのかなど

に対しては答えられなかった。日朝交渉の推進・中断の要因を明らかにするため、このよ

うな問いについて第 4節で北朝鮮をめぐる当時の情勢を検討する。 

                                                   

ス 
304 外務省ウェブサイト「日韓首脳会談の概要、平成 14 年 7月 1日」から引用。

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_02/korea_kaidan.html)2016.01.24 最終アクセ

ス 
305 外務省ウェブサイト「日韓首脳会談の概要、平成 14 年 7月 1日」から引用。

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_02/korea_kaidan.html)2016.01.24 最終アクセ

ス 
306 舛添要一の発言。154 回次- 参 - 外交防衛委員会 - 22 号 、平成 14年 7月 2日  
307  川口順子外務大臣の発言引用整理。154回次-参 -外交防衛委員会-22号 、平成 14 年 7月 2日  
308  川口順子外務大臣の発言引用整理。154回次-参 -外交防衛委員会-22号 、平成 14 年 7月 2日  
309 小泉純一郎内閣総理大臣の発言引用。154 - 参 - 予算委員会 - 21号 , 平成 14 年 7月 10 日  
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第 4 節 日朝非公式交渉の第 3段階：北朝鮮の譲歩 

 以上のように北朝鮮側の譲歩は日本との交渉における進展を引出せた。ここにどのよう

な要因が作用したかを分析するためには北朝鮮の内部事情をみる必要がある。本節では北

朝鮮に作用された内圧要因と外圧要因について詳しく検討する。まず、内圧的には 1990 年

代後半に大規模な自然災害により、農耕地や産業施設が浸水され、巨大な経済的損失を受

けた。とくに、1995年には 100年ぶりの大洪水と言われるほどの水害によって 150 億ドル

の財産被害や 520 万名の被災者が発生したが、1996 年には再び洪水で 17 億ドルの損失を

受けた。310このような経済問題で北朝鮮は、日本だけではなく、韓国や EUなどのいろいろ

国に経済支援や直接投資および交流を求めた。しかし、1990 年代後半から脱北者が増え、

2001年から毎年、韓国に入国した脱北者だけでも 1000 名を越え、2006年からは毎年 2000

名以上になった。とくに、金正日委員長の妻の家族たちが脱北し米国に金正日委員長の預

金口座の情報などを提供するなど、北朝鮮において高位層であった人たちの脱北が続いた。

さらに、貧富格差問題、農村忌避問題、離婚・不倫や出産などの女性問題などの社会問題

が北朝鮮の体制を脅威していた。つまり、経済再建だけでは解決できない北朝鮮内部の問

題が深刻化してきて、金正日政権の基盤が揺れるようになっていた。したがって、1990年

代末からの北朝鮮の当面課題である「体制維持」は安全保障確保と社会再建における問題

を解決することで乗り越えようとしていた。 

 

第 1項 金正日政権の体制正統性構築に基づく対日譲歩 

1990年代後半から毎年のように大規模の自然災害を受けていたことやソ連からのエネル

ギーなどの支援が厳しくなっていたため、北朝鮮の経済はより悪化していた。そのため、

北朝鮮は米国、日本だけではなく、ヨーロッパのいろいろ国やアフリカなどの国と修交を

結んだり、経済協力や直接投資を誘致することに力を入れた。また、韓国との協力で観光

事業も進め、外資を誘致した。2001 年から 2005 年まで北朝鮮の非同盟国外交は主にベト

ナム、ラオス、カンボディア、タイ、マレーシア、インドネシア、リビア、シリアへの訪問

が行なわれた。2003 年基準に、修交国はアジア・太平洋 24カ国、アメリカ 22カ国、ヨー

                                                   
310『聯合ニュース』「<초점> 자연재해에 몸살앓는 북한」1999-07-14  
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ロッパ 47カ国、中東 16カ国、アフリカ 45カ国などで合計 154カ国であった311。北朝鮮は

世界各国との親善関係を拡大・発展することにより北朝鮮の政治における正当性などを確

証しようとした312。すなわち、北朝鮮が先軍政治など独自の体制を維持しながらも国際関

係を樹立させるということを見せたかった313。 

 そして、北朝鮮がさまざまな側面から米国にアプローチしても米国が応じてくれないた

め、北朝鮮は外交的圧力をかける形で働きかけた。北朝鮮は、米国の一方主義、覇権主義

に反発したヨーロッパ同盟国家の態度から米国との同盟関係が動揺していると批判した314。

そして、このような方式で、北朝鮮は東北アジアにおける各国との関係を改善し、米国だ

けが北朝鮮に対して敵対視政策をとっているという批判を考えていたであろう。とくに、

2002年 10 月 26日の北朝鮮外務省の代弁人の談話で米国以外の国、とくに「南北、朝ロシ

ア、朝中、朝日関係は新たな重要な時期を向かえ」ていると評価する一方、米国は北朝鮮

を力で圧殺しようとしていると批判した315。 

 その一方、韓国が旧ソ連と修好を結んだことによって経済支援・協力が切れたことから

北朝鮮と旧ソ連そしてロシアとの関係は金日成政権期と比較すると崩れていた。それが、

2000 年代に入ってから変動がみられた。2001 年と 2002 年には、金正日委員長がロシアを

訪問した316。また、2000年には北朝鮮とロシアの共同宣言を行なった。317 

 その一方、2002年3月に米国でジェームズ・ケリー(James. A. Kelly Assistant Secretary 

of State)により報告されたように、北朝鮮は多者協議を拒否していた318。しかし、米国を

はじめとして、関連国は北朝鮮のこのような立場を説得し、多者協議を通じて包括的名議

論を進めることを求めていくという方針が米国や韓国により示されていた319。また、ジェ

                                                   
311『北韓の理解 2014』(북한 이해 2014)、118頁 
312『労働新聞』2003年 9月 3日付(6面、김혜성) 
313『労働新聞』2003年 9月 3日付(6面、김혜성) 
314『労働新聞』2002年 10月 24 日(6面、「미국의 독단에 대한 유럽동맹의 반발」) 
315 『労働新聞』 北朝鮮の外務省の代弁人の談話、2002年 10 月 26日、4面  
316 『労働新聞』2002年 9月 27 日、1 面(백문규) 
317 『労働新聞』2002年 10月 12日 6 面(백문규、「조로친선의 튼튼한 뉴대」)  
318 “Regional Implications of the Changing Nuclear Equation on the Korean Peninsula" 

(Prepared Statement of James. A. Kelly Assistant Secretary of State for East Asian and 

Pacific Affairs Senate Foreign Relations Committee )12 March 2002，p.6 

(http://www.foreign.senate.gov/imo/media/doc/KellyTestimony030312.pdf) 
319 ジェームズ・ケリーはこの上院外交委員会において日本、韓国、中国が北朝鮮の多者協議に参
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ームズ・ケリーはこのペーパーを通して、北朝鮮に核兵器開発と、北朝鮮が外交的にかつ

対外経済関係を拡大することにより国際社会における新たに位置付けられることは両立で

きないという米国の立場を明らかにした320。 

 

 北朝鮮における課題(社会再建)：金正日政権の基盤の動揺(軍人問題および脱北者問題)  

 2000年代に入っても、北朝鮮における経済危機はおさまらなかった。そのため、北朝鮮

が日朝首脳会談および交渉に応じたことを日本による経済支援・協力で説明される場合も

ある。しかし、北朝鮮側は経済的な支援および協力などのことを第一の目標としていたの

ではなく、安全保障問題、とくに、米国との関係に主な意味をおいていた。だた、米国だけ

に依存していつまでも待つことはできないのも北朝鮮の状況であった。そのため、北朝鮮

の内部事情や外交政策に関しての検討が必要である。 

2002年の日朝首脳会談が行なわれる約 2ヶ月前の同年 7月に北朝鮮は経済管理改善措置

(「7.1措置」)をとった。金正日政権は統裁体制を固めるためすでに形成されているが統制

できなかった闇市場を統制下に入れようとしたのである。しかし、北朝鮮の住民たちはこ

れをきっかけに公式に配給制度は廃止される一方物価は40～50倍まで上がった。たとえば、

電車料金は 10 ジョンから１ウォンに、米は kg あたりに 8 ジョンから 44 ウォンになった

321。その一方、中国に行ったり来たりする人たちが増え、監視は厳しくなり、住民の生活は

厳しくなってきた322。その結果、金正日政権が把握できない地下経済が形成される一方、金

日成政権期のように忠誠を誓うより生活のため金正日政権に反する行為をする北朝鮮の住

民も見かけるようになった。つまり、金正日政権の基盤が崩れつつあったため、北朝鮮は

                                                   

加させるため働きかけると述べている。また、韓国の場合は北朝鮮が両者協議では得られないもの

を多者協議を通して得られるということを強調する立場も言及していた。“Regional 

Implications of the Changing Nuclear Equation on the Korean Peninsula" (Prepared 

Statement of James. A. Kelly Assistant Secretary of State for East Asian and Pacific 

Affairs Senate Foreign Relations Committee )12 March 2002，p.6 

(http://www.foreign.senate.gov/imo/media/doc/KellyTestimony030312.pdf) 
320 “Regional Implications of the Changing Nuclear Equation on the Korean Peninsula" 

(Prepared Statement of James. A. Kelly Assistant Secretary of State for East Asian and 

Pacific Affairs Senate Foreign Relations Committee )12 March 2002，p.6 

(http://www.foreign.senate.gov/imo/media/doc/KellyTestimony030312.pdf) 
321 통일연구원『북한인권백서 2004』24-25 頁 
322 統一研究院(韓国)『北韓人権白書 2004』통일연구원『북한인권백서 2004』28 頁 
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統裁体制を改めて固める必要があった。 

 

区分 管理職 軍人 労働者 
無職 

扶養 

サービス

分野 

芸術 

体育 
専門職 

非対称

(児童

等) 

そのほか 合計 

男性 335 613 3,503 2,981 69 69 198 299 67 8,134 

女性 104 95 6,825 10,027 981 159 374 266 115 18,946 

合計(名) 439 708 10,328 13,008 1,050 228 572 565 182 27,080 

表 2 在北朝鮮の時の職業別現況323(2014年 8月末入国者基準) 

 

区分 ~'98 ~'01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 
14.12 

(暫定) 
合計 

合計

(名) 
947 1,043 1,142 1,285 1,898 1,384 2,028 2,554 2,803 2,914 2,402 2,706 1,502 1,514 1,396 27,518 

女性 

比率 
12% 46% 55% 63% 67% 69% 75% 78% 78% 77% 75% 70% 72% 76% 78% 70% 

表 3 脱北者の韓国への入国現況324(2014年 12月末の入国者基準) 

  

 社会再建の中でも北朝鮮の軍人の規律違反や民軍関係における問題などが深刻な問題に

なっていた325。金正日政権を維持するためには住民だけではなく軍人の意識における変動

を抑えないといけない状況にいたった。とくに、2002 年末に金正日委員長は「人民軍隊は

先軍革命の主力軍らしく人間改造、思想改造事業にも先頭に立って行くべきだ」326と指導

                                                   
323 韓国の統一部のウェブサイト(http://www.unikorea.go.kr/content.do?cmsid=1518) 
324 韓国の統一部のウェブサイト(http://www.unikorea.go.kr/content.do?cmsid=1518) 
325 金正日委員長は人民軍部隊で後方事業(食生活改善、生活条件の円満に保障)に力を入れて軍人

が規律を守るように、そして軍民関係における問題も防ぐようにするべきであると指示する内容が

359 頁 に記述されている。『金正日選集(21：増補版)』(『김정일선집(21：증보판)』: 

2001.7~2003.8)、359 頁 
326 『金正日選集(21：増補版)』: 2001.7~2003.8)、 2002年 12月 18日 
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部に話した。さらに、「人民軍隊ではすべての軍人たちがいつどこでも党と首領を絶対的

に崇拝し従い、党の路線と政策を絶対性、無条件性の精神でもっとも立派に貫徹するよう

に思想教養事業を絶えず深化させるべき」327であるという金正日委員長の言及もあった。

これは、もっとも忠誠を尽くすと評価されていた北朝鮮の軍隊の中からも体制が動揺して

いたということである。さらに、ここから、北朝鮮の住民はもうすでに金正日政権に対す

る忠誠心は崩れていたということが読み取れる。そして、これは、脱北者の統計(表 2)から

も一般住民が圧倒的に多いことからも社会全般的に体制に対する不信が高まってきたとい

うことがわかる。 

 とくに、表 3 をみるとわかるように、2001 年から毎年 1000 人以上の北朝鮮の主民が脱

北し、韓国に入国した。さらに、2006 年からは毎年 2000 人を越えるようになった。脱北者

は中国やモンゴルなどに数年滞在してから韓国に入ってきたこと、中国で人身売買された

り、韓国に行けずに中国、モンゴルなどの他国で不法滞在している人たちも考慮すると、

脱北者の人数はこの表の数値よりもっと多い。1990 年代末に中国で脱北者を支援する民間

団体活動家や関連研究者によると中国内の脱北者は約 10 万名以上になると推定した328。

1995年に食料難など経済的な理由で脱北者が増え、北朝鮮は 1997 年 9月 27日以後特定な

場合(保衛部および社会案全員集結所で管理)を除いては「9・27救護所」で一定期間収監さ

れ、その後は釈放されるなど処罰を緩和した329。ところで、金正日政権にとってこの脱北者

における問題は人数という数値より、黃長燁330(ファン・ジャンヨップ)のような高位層で

あった人たちの脱北が続いていたことであった。とくに、金正日委員長の妻の家族たちが

脱北し米国に金正日委員長の預金口座の情報などを提供するなどのことで金正日政権は直

接影響を受けていた。そして、脱北者が北朝鮮にいる家族のため戻ってきた時に他国の文

化や物を持ち込み、金正日政権に対する不満・不信につながるという状況も問題になった。 

 このように韓国に入国した脱北者の増加に次のような二つの要因が作用した。これは、

次第に積極的に脱北者の入国を許可するようになった韓国政府の立場における変化と北朝

                                                   
327 同上、355 頁 
328 統一研究院(韓国)『北韓人権白書 2007』(통일연구원『북한인권백서 2007』)、279 頁 
329 統一研究院(韓国)『北韓人権白書 2004』(통일연구원『북한인권백서, 2004』)、208 頁 
330 統一研究院(韓国)『北韓人権白書 2003』(통일연구원『북한인권백서, 2003』)、199頁 
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鮮内部における変動が重要な要因であるであろう331。北朝鮮の内部の状況は、時代により

変動してきた。1990 年代前半までは経済的に厳しい状況であったため、経済問題がもっと

も重大な問題であった。そして、経済援助あるいは協力さえあれば体制を脅威するものは

とくになかった。しかし、1994年からミサイル・核問題が深刻化して経済制裁を受けたり、

北朝鮮の経済状況はより悪化した。さらに、金日成主席の死亡以後、金正日政権が安定す

るためにはまず政権の正統性はもちろん体制を維持するためには経済だけではなく、食料

配分が中止された状況で北朝鮮の住民をまとめる必要があった。そのため、金正日は行政

における責任を負う「主席」という地位ではなく、「国防委員長」という肩書きで北朝鮮を

事実上統治した332。しかし、北朝鮮内の社会混乱は続き、北朝鮮の体制は動揺し始めた。自

然災害も続き、経済悪化はもちろん、住民の生活も保障できなくなってきた。その結果、

闇市場が形成されたり、女性が経済活動に参与することにより次第に離婚、孤児333などの

社会問題が打ち出される現象までみられた。そして、2002年に金正日政権は経済改善措置

として「7.1措置」を推進するが、物価が急増するなどの影響で闇市場や住民における混乱

はより深刻化した。その一方、1990 年代後半から急増していた脱北者における問題は次第

に支配層(指導部)の人たちの脱北者問題の深刻化にもつながっていた。 

 

 金正日政権における体制正統性構築(金日成主席の抗日革命闘争) 

 北朝鮮の朝鮮労働党は金日成主席の抗日革命闘争の中で備えたものであると宣伝してい

た。金正日委員長は「朝鮮労働党は偉大な首領である金日成同友の党である」と語ってい

た。金日成主席が抗日革命闘争を通して共産主義運動の大衆的地盤を固めることができた

という説明である334。 

 このように正統性をもつ金日成主席を引継ぐ金正日委員長は、党の先軍政治、先軍革命

路線を徹底的に貫徹させていかないといけないし、先軍政治は銃隊重視、軍事重視思想を

                                                   
331 そのほかに、中国の協力も韓国に入国する脱北者が増加するようになった一つの要因である。

しかし、中国は北朝鮮との関係を考え全面的に協力したわけではない。 
332 金大中大統領は「金委員長は行政部全体を責任とる主席職は負担」になっていたため、委員長

という職で事実上権力を行使したと分析している。金大中、前掲書、104 頁 
333 『金正日選集(21：増補版): 2001.7~2003.8』、366 頁 
334 『金正日選集 15: 2000~2004』朝鮮労働党出版社、2005 年、87 頁  
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輝けるように具現した独創的な社会主義政治の方式であると主張してきた。335このような

北朝鮮の先軍政治は、軍事事業・政策により祖国の光復を遂げ、銃隊で米帝国侵略者から

祖国の尊厳と自主権を守ってきたという論理であった。金正日委員長の「銃隊で我々の社

会主義を擁護固守し、主体革命偉業を最後まで完成しようとすることは我が党の変わらな

い信念であり意志である」336という発言からも軍を重視する体制を正当化するため北朝鮮

式の社会主義政治方式を作り出した。その結果、北朝鮮内部の経済悪化にもかかわらず、

北朝鮮は軍事事業により力を入れた。実際、金正日委員長の「国防工業を重視し国防工業

発展に引続き力を入れないといけません」337という発言からも、金正日政権は、金日成政権

の国防工業を引継いでさらに現代化させ軍事力を強化していたことがわかる。 

 その一方、北朝鮮は「先軍政治」の正当性を高めるため、米国を活用した。つまり、北朝

鮮が「先軍政治」で強く対立していたため、米国のブッシュ大統領が 2002 年 12月 31日に

「核問題」を外交的な方法で解決しようと提議したという解釈・宣伝をした338。「米帝がも

っと強硬にできないのは先軍政治の結果である。我らの党の先軍政治は世界が認め普遍的

な社会主義政治方式になっています」339このように金正日政権は先軍政治の妥当性を論じ

ていた。そして、北朝鮮は先軍政治という方式を維持し正当化するためにも「社会主義」

を利用していた。すなわち、米国の帝国主義と社会主義の対立のためであるという論理で

ある。とくに、金正日委員長は「我が国と米国との対決は社会主義と帝国主義との対決で

あります。米帝国主義者たちが我が国に対して孤立圧殺策動を引続き行なっていることは」

社会主義の北朝鮮を崩壊させるためであると主張した340。 

 そのほかにも北朝鮮は金正日政権における体制の正当性を与えるため、北朝鮮住民の思

想事業も行なった。「今日は先軍時代であり、先軍時代の一番目の公民的任務は祖国を保

衛することである。我々の人民にとって生命よりもっと貴重なものは祖国である。祖国が

                                                   
335 『金正日選集(21：増補版): 

2001.7~2003.8』조선로동당출판사、2013 年、1 頁(2001 年 7月 5 日) 
336『金正日選集(21：増補版): 

2001.7~2003.8』조선로동당출판사、2013 年、1 頁(2001 年 7月 5 日) 
337 同上、8-9 頁 
338 『金正日選集(21：増補版): 2001.7~2003.8』、361 頁 
339 『金正日選集(21：増補版): 2001.7~2003.8』、362 頁 
340 『金正日選集(21：増補版): 2001.7~2003.8』、368 頁 
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ないと民族の自主権と尊厳も、今日の幸福も未来もあり得ないです。祖国の保衛は公民的

義務に対する忠実性の最高の表現です。341」このような金正日委員長の発言からも人民の

生活のための経済支援より、北朝鮮の体制、とくに金正日政権の維持がもっとも重大な当

面課題であった。相対的な優先順位が安保と経済の順であったのである。 

 

 第 2 項 北朝鮮の体制維持における対外問題 

 北朝鮮内部の不安定とともに、韓国により吸収統一されたり、米国の軍事攻撃を受けた

りすることによる金正日政権の崩壊も重大な事項になってきた。1994年に北朝鮮を攻撃す

るべきであるという「北爆論」を主張した米国のペリー調整官342だけではなく、米国では相

次いで北朝鮮攻撃論が出てきて北朝鮮は安全保障に対する脅威を感じていた。そのため、

北朝鮮は米国と東アジアにおいてもっとも友好関係を維持している日本に、経済支援・協

力などに関しては修交の後に協議することを提案するなど、経済協力を後回しすることが

できたであろう。とくに、ジョージ・W・ブッシュ大統領との信頼関係を構築していると評

価されている小泉首相の交渉に応じ、拉致の認定・謝罪を行なったこともその背景がある

であろう。また、1990年代末から北朝鮮は経済成長に必要な資金ではなく、社会再建に必

要な最小限の資金・物資を求めていたことが推測できる。 

 

①  韓国による吸収統一問題 

 北朝鮮が崩壊されるケースとしては、北朝鮮内部からの崩壊(住民あるいは支配層によ

る)ことと、外部からの圧力(米国などの国からの軍事攻撃あるいは韓国による吸収統一)に

よる崩壊があるとみられてきた。すなわち、統一の方式により北朝鮮とくに金正日政権は

崩壊するという分析もあった。 

韓国と北朝鮮が、各自想定していた統一政策は政権ごとに・国際状況により変動してき

た。とくに、ソ連の崩壊以後、安保および経済的に厳しい状況に追い込まれていた北朝鮮

は、韓国の中国およびロシアとの修好で安全保障の場面でもより危機を感じるようになっ

た。そのため、北朝鮮は韓国により強制的に吸収統一されること、つまり北朝鮮の金正日

                                                   
341 同上、311 頁 
342 金大中(2015)、前掲書 
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政権が崩れることを懸念しはじめた。そして、北朝鮮は統一問題で韓国を強く警戒し、核

問題などの北朝鮮をめぐる諸問題に韓国がかかわることを認めなかった。しかし、国際情

勢の変動、北朝鮮の経済的危機により韓国からの支援・協力を受入れるようになった。た

だし、金大中政権と盧武鉉政権に対して強制的吸収統一ではなく平和的に南北両体制の維

持を保障することを求めた。とくに、金大中政権期に北朝鮮に関する問題を主に担当して

いた林東源は「法的統一」より「事実上の統一」状況を実現することが先に必要であると

していた。このような方針に基づき、金大中政権の対北朝鮮政策の基盤になった「包括的

接近戦略」343は推進された。これは、停戦体制を平和体制に転換する一方、北朝鮮を開放

し、命令型計画経済を市場経済に変えるという内容であった344。すなわち、外圧により北朝

鮮が崩壊することを金大中政権は求めていなかったため、このような戦略を立てた上、米

国、日本、中国、ロシアとの協力を高めようとした345。そして、その結果、吸収統一問題を

懸念し韓国を警戒していた北朝鮮の態勢は変わっていた。このような変動は日朝国交正常

化交渉あるいは関係改善に韓国が介入することができる基盤にもなった。 

 

②  北朝鮮における安保認識：米国からの脅威 

 北朝鮮は米国346から、①軍事的脅威、②核脅威、③統一問題に対する干渉、④経済的圧力

347などを受け348、体制維持において脅威されていると判断している。そのような中でも、軍

事的な攻撃の場合、1994年に米国のペリー調整官349が「北爆論」を主張しただけではなく、

米国では相次いで北朝鮮攻撃論が出てきて北朝鮮は安全保障に対する脅威を感じていた。

とくに、単純に攻撃を議論するだけではなく、作戦計画５０２７、作戦計画８０２２－０

                                                   
343 金大中大統領は回顧録でこの「包括的接近戦略」はほぼ完璧であったと評価していた。

金大中、前掲書、138 頁 
344 林東源『ピースメーカー：南北関係と北核問題 25年』(임동원 『피스메이커』 창비 

、)2015年(2008年の改訂増補版) 、309 頁 
345 林東源『ピースメーカー：南北関係と北核問題 25年』(임동원 『피스메이커』 창비 

、)2015年(2008年の改訂増補版) 、307-313 頁 
346 北朝鮮は、米国が「北朝鮮脅威論」を政策方針として活用しているとみている。() 
347 観光事業に対する米国の圧力(2002 年 3月)、엄국현, 윤금철 저、2004 年、117 頁 
348 北朝鮮文献：엄국현, 윤금철 저[遅らせられない南朝鮮強占米軍撤収미룰 수 없는 남조선강점 

미군철수], 平壌出版社 2004 年 
349 金大中、前掲書 
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２などの詳しい内容まで形を固めてきたことを北朝鮮は恐れていた。 

 さらに、米国のブッシュ政権は北朝鮮の金正日政権に対して「安保脅威解消のための政

権交代」を主張していた350。すなわち、北朝鮮の金正日政権を承認しなし、関係改善もむず

かしいという立場であった。韓国は米国に金正日委員長と直接会談を行なうことを勧めた

が、米国は北朝鮮に対して不信をいだき、否定的な観点から対応していた。さらに、ブッ

シュ政権はビル・クリントン政権とは正反対の対北朝鮮政策を行なうと言いながら、対北

朝鮮政策の検討は急がず十分な時間をもって進行するという立場をとった351。すなわち、

米国は否定的な観点から北朝鮮に対する軍事的攻撃の可能性まで考慮していた。このよう

なブッシュ政権の認識・方針は、北朝鮮が「合意された枠組み」により核凍結の代わりに

得られる経済的利益に満足せず、1998 年のデポドン・ミサイル発射、1999年の西海交戦な

どの事件を起こしたとブッシュ大統領がそのように評価していたことも作用していた352。 

 その一方、北朝鮮はブッシュ政権期になってから非軍事的、外交的に諸問題を解決する

ため、ニューヨークのチャンネルを活用したり、日本と関係を改善するため交渉を行なっ

たりしていた。実際、ジョージ・W・ブッシュ大統領は回顧録で 9.11 テロの後に小泉首相

が第 1 に支援を提供したと小泉首相との関係を取り上げている353。つまり、北朝鮮は緊密

な日米関係を活用し、米国との会談を実施させるためのルートとして日朝交渉に臨んだ部

分もあるであろう。しかし、単純に米国との会談を再開させるため、日本人行方不明者を

調査し、日朝交渉を続けたとは言い切れないであろう。したがって、北朝鮮における日朝

交渉の意味を検討する必要がある。 

  

 日朝国交正常化活用 

 北朝鮮は「自主、平和、親善」を対外政策の基本理念とし、以前は対立関係であった国と

か同盟国ではない国とも交流を活発化させていた。そのような中、日本との関係改善ある

                                                   
350林東源『ピースメーカー：南北関係と北核問題 25年』(임동원 『피스메이커』 창비 

、)2015年(2008年の改訂増補版)、404-405 頁 
351林東源『ピースメーカー：南北関係と北核問題 25年』(임동원 『피스메이커』 창비 

、)2015年(2008年の改訂増補版)、404-405 頁 
352 George W. Bush, Decision Points (Crown Books for Young Readers、2011), p.423 
353 George W. Bush, Decision Points (Crown Books for Young Readers、2011), p.397 
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いは正常化まで積極的に望んでいると表明していた354。そして、金日成政権からも日朝国

交正常化は当然のことであり、「3党共同宣言」355を基に日朝関係が改善することを望んで

いた356。さらに、日朝両者の内部からの要求や利益、さらに世界情勢を考慮すると遅らせら

れない問題であるという認識を明らかにした357。しかし、金日成主席は日朝国交正常化交

渉における論点としては核視察問題を取り上げることは拒否していた358。これは 2002年の

日朝首脳会談において核問題について議論し合意されるという成果を挙げた。 

 2002年 3月の『労働新聞』では、北朝鮮は日本側が提議していた拉致問題に対して批判

する立場をとっていた。さらに、北朝鮮側が日本により大きな被害を受けたと主張してい

た359。また、日朝関係において重大な問題は過去の清算問題であるということが北朝鮮の

立場であった360。すなわち、北朝鮮は過去の清算問題や在日朝鮮人総連合会問題361に関する

日本の政策を批判してきた。しかし、2002 年 4 月 29 日に金正日委員長は在日朝鮮人総連

合会の中央常任委員会の人たちに、「日本が我らとの関係を良くしようと青い信号をずっ

と送っています。もちろん、日本の本音をもっと見てみないといけませんが、我らが日本

を米国の方に押し付けて軍国主義の方向に行かせる必要はありません。(いまの日本の経済

は難関にかかっています。日本経済は長期的な不況になっておりますが、米国はこれをき

っかけに日本を自分たちの方に巻き込もうとしています。)それで、我らは日本の青い信号

を受入れる方向に進めようとします。我々は日本から謝罪と補償も受け取るべきであり、

日朝関係も改善すべきです」362と日朝関係改善に肯定的な立場を示した。金正日委員長は、

朝鮮が日本によって植民地化されたことで「約 60 年近く過ぎた 21 世紀になってまで敵対

                                                   
354 金日成政権は日朝国交正常化は当然のことであると述べた。(345～346 

頁)[일본[이와나미]서점 사장이 제기한 질문에 대한 

대답]『金日成選集(91)』조선로동당출판사、2010 年 
355 1990 年に朝鮮労働党、日本の自由民主党、日本社会党の 3党が行なった共同宣言を意味する。

同上、345～346 頁 
356 同上、345～346頁 
357 同上、345～346頁 
358 同上、345頁 
359 『労働新聞』2002年 3月 30 日、6 面(론평원) 
360 『労働新聞』2002年 4月 5 日、6面 (리현도) 
361『金正日選集(21：増補版)』(『김정일선집(21：증보판)』: 2001.7~2003.8)[총련은 

모든사업을 창조적으로, 능동적으로 해나가야 한다]재일본조선인총련합회 중앙상임위원회 

책임일군들과 한 담화 주체 91(2002)4월 29일、210 頁 
362 同上、210 頁 
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的に出向く必要はありません」363とも言及し、日朝交渉に積極的に取り組もうとしていた

北朝鮮の意思も読み取れる。そして、日朝首脳会談直後に行なわれた小泉首相の記者会見

で北朝鮮の金正日委員長より米国に対して「常に対話の門戸を開いている。日本からもこ

のことを伝えてほしい」という発言があったということからも北朝鮮の意図がわかる364。 

 

在日朝鮮人総連合会の活用 

1955 年 5 月 25 日に在日朝鮮人総連合会が結成された。これは、北朝鮮の金日成の路線

転換の方針を貫徹させるためのものであった365。日本の警察庁の『警察白書』をみると、朝

鮮総聯は、慶祝行事等の際に政界や報道機関関係者などを招待したほか、幹部が地方自治

体の首長を訪問して、早期の国交正常化への協力要請や朝鮮総聯の活動への理解を求める

などの諸工作を行なった(朝鮮総聯を通じた対日諸工作366)。 

 しかし、北朝鮮の政権交代および経済悪化などの変動とともに、北朝鮮と在日朝鮮人総

連合会の関係にも変動が見られた。金正日委員長は 2002 年に「祖国から総連を手伝う方法

も正すべきです。……祖国では総連事業を大きな枠組みから手伝い、すべての事業を総連

中央常任委員会が責任を負って現地の実情にあわせて進めるべきであります。それでこそ

総連の自立性と創発生が高まり、どのような試練が迫ってきても自分の力で歩き進めます」

367と語った。これは、何か問題が発生したときは総連が責任を負うように線を引いたとい

う意味であるであろう。 

 

第 3項 北朝鮮における日朝交渉の比重の変化 

 北朝鮮が日朝国交正常化交渉に応じた背景・理由としては、経済支援が取り上げられる

場合もある。「日本側が提示した「新たな土俵」に北朝鮮が乗った背景には、「瀕死」の状

態ともいえる危機的な経済事情がある。北朝鮮が今夏打ち出した賃金や物価の大幅引き上

                                                   
363 同上、211～212쪽 
364 「日朝首脳会談後の記者会見」平成１４年９月１７日、日本の首相官邸ウェブサイト

(http://www.kantei.go.jp/jp/koizumispeech/2002/09/17press.html)2016.01.01 最終アクセス 
365 『金正日(김정일 : 조국통일과 민족대단결을 위하여)』、朝鮮労働党出版社、2012年、144 頁 
366 警察庁ウェブサイト『平成 14 年 警察白書』

(http://www.npa.go.jp/hakusyo/h14/h140700.html) 
367 『金正日選集(21：増補版)』[김정일선집]21(증보판): 2001.7~2003.8、211～212 頁 
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げなど、一連の経済改革を成功させるためには「日本といい関係を結ぶことが不可欠」（日

本側関係者）」368という話もある。しかし、1990 年代末から急増した脱北者問題、貧富格

差問題、農村忌避問題、離婚・不倫や出産などの女性問題などの社会問題が北朝鮮の体制

を脅威していた。つまり、経済再建では解決できない北朝鮮内部の問題が深刻化してきた。

北朝鮮は経済支援・協力などに関しては修交の後に協議することを日本に提案したことも

この背景があったであろう。また、北朝鮮は日本だけではなく、1990年代から外資を誘致

するために、「外国人企業法」・「外国人投資法」・「貿易法」などの法的の整備を行ない、

中国・韓国・EUから直接投資や貿易およびセミナー開催など交流を活発させていた。もち

ろん、日本からは過去の清算という名目下で無償あるいは有利な条件で経済協力を得るこ

とができるため、北朝鮮にとっていつでも望ましい話であるであろう。しかし、当時、北

朝鮮が急いで日本の要求を受入れるほどでもない、かつ優先順位において上位ではなかっ

たであろう。 

ところで、体制維持のために米国との交渉だけを求めていた北朝鮮は、2002 年 1月に米

国により「悪の枢軸」と分類され、安全保障とくに、体制維持に危機を感じるようになっ

た。したがって、当時北朝鮮は米国と緊密な関係・同盟を結んでいた日本との交渉に積極

的に応じるようになった。2002年 8月の田中均アジア大洋州局長との会談で北朝鮮の姜次

官が、経済に関する話はせず、「日本との間で生まれつつある信頼関係を米国ともつくり

たい。（日本が）米国と話す機会があれば我々の立場を説明し、協力してもらいたい369」と

語った。これは日朝首脳会談の約 1 ヶ月前に行なわれた協議で、北朝鮮が首脳会談でもっ

とも求めているのは米国との関係改善であったことがわかる。 

 北朝鮮の金日成政権から核問題に関しては日本と討議することを拒否してきた370。さら

に、金日成主席は「我が国と友好的な関係を結ぼうとする日本が常時的に核脅威を受けて

いる被害者の立場にいる我が国を同情し支持するのではなく、反対に外部の不当な要求に

合わせて我らに圧力を与えようとしていることは望ましくありません」と主張していた371。

                                                   
368 『朝日新聞』「日朝、まずは「足場」局長級協議終える（時時刻刻）」2002 年 8月 27日付 
369『朝日新聞』「日朝、まずは「足場」局長級協議終える（時時刻刻）」2002 年 8月 27 日付 
370『金日成選集(91)』朝鮮労働党出版社、2010年、345 頁 [일본[이와나미]서점 사장이 제기한 

질문에 대한 대답[김일성전집(91)]조선로동당출판사 주체 99(2010)](345쪽) 
371『金日成選集(91)』朝鮮労働党出版社、2010年、345 頁 [일본[이와나미]서점 사장이 제기한 

질문에 대한 대답[김일성전집(91)]조선로동당출판사 주체 99(2010)](345쪽) 
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しかし、このような強硬な北朝鮮の立場は変わり、日朝首脳会談を向けた日朝間の非公式

交渉では核・ミサイル問題に対しても話し合った。とくに、2002 年 4月 29日に金正日委員

長は在日朝鮮人総連合会の中央常任委員会の人たちに、日本から関係改善の提案があるこ

とに対して「我々は日本から謝罪と補償も受け取るべきであり、日朝関係も改善すべきで

す」372と肯定的な立場を示した。このようなことから北朝鮮における日朝交渉の意味は米

朝会談を実施させるためのものだけではなく、日本との関係改善を通じて北朝鮮が国際的

に孤立化しないためであった。また、米国が北朝鮮に対して「悪の枢軸」の一つに指定し

て攻撃の対象として取り上げることを防ぐための外交的努力であったと考えられる。 

 

第 5 節 小括：第 1 期(2001 年 4月～2002 年 9月)の日朝非公式交渉 

 以上のように 2001 年秋から 2002 年の日朝首脳会談が開催されるまで行なわれた日朝交

渉を検討した。これにより日朝交渉における障害要因と日朝交渉の推進要因が相互作用関

係ではないということを明らかにした。つまり、障害要因が存続している中、新たな要因

により日朝交渉が進展され日朝首脳会談の開催という段階までいたった。ここで新たな要

因は韓国の介入であり、これが日朝交渉の進展における根本的要因―北朝鮮の対日朝交渉

認識―に影響を与えた。 

その一方、米国での保守・強硬派の強まりの中、日本はなぜ・どのように訪朝を実施し、

「日朝平壌宣言」まで発表することができたのかを分析した。また、小泉首相の訪朝の前

に訪朝し、新たな局面を迎えていた韓国は統一問題を含む北朝鮮に関する問題の解決のた

め日朝首脳会談を薦めたり協力したりしたことを明らかにした。そのほかにも、この時期

における主な日朝交渉の争点を整理し、日朝間の論争・対立を整理した。とくに、日朝間

の非公式交渉における論点は大きく四つに分けられる。日本側により拉致問題や核問題が

そして、北朝鮮により北朝鮮の安全保障問題(体制維持、米との関係)や過去の清算問題が

提議された。これらの争点について日本側と北朝鮮側がそれぞれどのように対応し、交渉

                                                   
372 『金正日選集(21：増補版)』(『김정일선집(21：증보판)』: 2001.7~2003.8)[총련은 

모든사업을 창조적으로, 능동적으로 해나가야 한다]재일본조선인총련합회 중앙상임위원회 

책임일군들과 한 담화 주체 91(2002)4월 29일、210 頁 
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を進めてきたのか、また韓国側からはどのような働きかけがあったのかについて本章で分

析した。 

 

第 1期(2001-2002)の日朝交渉の推進要因：韓国が架け橋なり日朝交渉推進 

2001 年から 2002 年日朝首脳会談が開催されるまでの日朝交渉を分析した多くの先行研

究は田中均局長や小泉首相の役割に注目していた。そして北首脳会談の実施および南北関

係改善から日本側が刺激を受けた結果でもあると日朝交渉の推進と日朝首脳会談開催の発

表を評価したものもあった。しかし、日朝交渉の進行過程を検討すると、日朝交渉の推進

における直接的要因は韓国の積極的協力であったことがわかった。分断国家である韓国に

は「南北統一」という重大な課題がある。そのため、韓国はこれまで統一方式だけではな

く統一以後の統合過程に対する対策を模索してきた。とくに、金大中政権は南北の貧富格

差や北朝鮮の基盤施設における整備の不十分さなどにより統一コリアに起こり得る混乱を

未然に防ぐため「北朝鮮の改革・開放」をさまざまなルートを通じて押し付けてきた。そ

の一つの方策が韓国による直接投資および交流の活発化であった。実際に韓国は、離散家

族再会および金剛(グムガン)山の観光、鉄道事業などさまざまな分野において政策を進め

た。また韓国は初めての南北首脳会談(2002 年)をきっかけに北朝鮮と政府レベルだけでは

なく、民間レベルまで交流を拡大させた。これは、金大中政権の「太陽政策」という北朝鮮

に対して積極的に援助・協力する政策の下で行なえた。そして韓国は、関連国(米国、中国、

日本など)との関係改善および経済協力を通じて北朝鮮を「改革・開放」させるというもう

一つの方策を取り出した。つまり、金大中政権は日朝関係の改善も北朝鮮の市場の開放お

よび開発などにつながると期待していた。そのため、金大中大統領は小泉総理に訪朝と日

朝首脳会談を強く勧め、北朝鮮との関係改善などに協力していた373。また、核問題など韓国

の安全保障にかかわる日朝交渉に、韓国は積極的な働きかけを見せた。とくに、日朝交渉

が難航していた 2002年 3月に韓国は日朝の間の架け橋になり、交渉をめぐる困難な状況の

打開に大きな役割を果たした374。 

                                                   
373 しかし、日本人の拉致問題に対して口を挟まなかった。これは 2005年時点で約 500名近くなっ

ていた「戦後拉北者」の問題が韓国国内で政治化されることを懸念し、両政権は消極的な姿勢を取

った。 
374 韓国の協力には日朝両者を直接説得したこと、親書を伝達したこと、日朝交渉におけるアイデ
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そのほかにも補佐的要因として、外務省のアジア大洋州局局長が日朝交渉における窓口

になり、外務省のアジア大洋州局をはじめとする小泉首相を中心にした小人数グループに

より対北朝鮮政策が進められたことを取り上げる。そして、ワシントンの日本政務公使が

国連北朝鮮代表部と意見を交換することができるチャンネルをつくった375。これは、日朝

国交正常化に対して懸念・反対していた米国が影響力を与えることを難しくさせた。これ

についてビル・クリントン政権末期の NSC アジア局局長であったチャールズ・プリチャー

ドはワシントン日本大使館の同僚にその接触について聞いても詳しく教えてくれなかった

と述べている376。さらに、日本側は次第に北朝鮮に関する問題に関しては米国に協力を求

めるより、密かに政策を推進したと加えた377。つまり、米国および日本国内の与野党・メデ

ィアなどがこの時期の交渉進行状況を把握し働きかけることから一定部分免れた。これに

より日朝交渉における障害要因をできるだけ収まることができた。しかし、このような枠

組みではなかった時期にも日朝交渉が推進されたり、交渉における障害要因を乗り越えて

進展を打ち出したりしたことを考慮すると、重大なかつ決定的要因として作用したとは言

えない。したがって、第 4 章では 2001 年から 2002 年 9 月までの小泉政権の少人数グルー

プにより進められた日朝交渉が、韓国、米国、日本国内の与野党などのさまざまなアクタ

ーがからみ合うことによりどのように変動したのか、またどのような要因により日朝交渉

は推進されたのかについて検討する。 

 

 

 

 

 

                                                   

ィアを提示したことなどがあった。 
375 チャールズ・プリチャードは、クリントン政権期には NSCアジア局局長を、ブッシュ政権期に

は対北朝鮮交渉大使および KEDO米国代表などをしていた Charles L. Pritchard, Failed 

Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), 

ｐ.87 
376 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), ｐ.87 
377 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), pp.86-87. 
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第 4 章 

第 1 回日朝首脳会談とその後 

(第 2期：2002年 9 月～2004年 5月) 

 

 

1990年に自由民主党の金丸信と日本社会党の田辺誠を中心とした日本団体が訪朝し、日

朝間の国交正常化をめぐる動きが本格化された。そして、それから約 12年後に初の日朝首

脳会談が開催された。この第 1 回目の日朝首脳会談で日本は「日朝平壌宣言」や北朝鮮か

らの拉致問題における謝罪などの成果を挙げた。しかし、拉致被害者家族や世論および国

内政治による小泉政権に対する批判の声も上がってきた。さらに、日朝首脳会談の直後に

米国のケリーの訪朝によりウラン濃縮問題が持ち出され、北朝鮮をめぐる情勢はさらに悪

化した。 

そのような中でも小泉首相は日朝国交正常化に対する強い意志表明をし、日朝交渉は続

くようにみえた。日本の国内世論の悪化や米国からの働きかけにもかかわらず、なぜ小泉

政権は「日朝国交正常化交渉」を続けようとしたのか。また、日本側における日朝交渉の

意味(位置づけ)を検討する一方、どのようなプロセスを経て日朝交渉が推進されたのかに

ついても分析する必要がある。これに対して田中均局長は「小泉訪朝がなければ拉致問題

は動かせなかったのだと思う378」と述べながら、小泉首相の訪朝を高く評価している。しか

し、小泉政権発足から訪朝を決断するまで約 1 年半くらいの時間が掛かったと言うことか

ら小泉首相の決断あるいはリーダーシップだけでは説明できない379。すなわち、日朝交渉

の当事者における変動(立場の撤回)があったか、外部の要因により影響を受けたと考えら

れる。 

 その一方、第 1回目の訪朝が及ぼした反響がまだ残っていた 2004 年に、小泉政権は 2回

                                                   
378田中均『外交の力』日本経済新聞出版社、2009年、110 頁 
379 また、小泉政権は「支持率」(国内向けのパフォーマンス)のため「日朝交渉」を行なったとい

う解釈もある。しかし、日朝首脳会談で成果を挙げるげることが明確な状況でもなかったことを考

えると「支持率」では説明できない。 
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目の訪朝を発表した。第１次日朝首脳会談以後、拉致問題や安全保障問題などにより日朝

交渉は難航していたが、小泉政権はどのように対応していたのか。そして、小泉政権は国

内の世論の悪化および米国からの懸念の声が上がっていたにもかかわらず、なぜ第２次首

脳会談を実施したのか。本章では小泉政権と金正日政権が日朝交渉における立場の変動が

あったのか、米国と韓国からどのような働きかけがあったのかを検討し、日朝交渉の推進・

再開と日朝首脳会談の開催を分析する。とくに、第 3 章で提示したように韓国が日朝関係

改善において肯定的影響を与えていたのか、韓国の政権交代以後にはどのように働きかけ

ていたのかを分析する。そして日朝交渉を再構成した上で、小泉政権は国内の世論の悪化

にもかかわらず、なぜ第２次首脳会談を実施したのか、日本との交渉を拒否していた北朝

鮮はなぜ首脳会談を実施したのかについても分析する。 

   

第 1 節 第１回日朝首脳会談の開催 

第 1回日朝首脳会談は、2002年 9月 17日に開かれた。当日の午前 9 時 15分に平壌に到

着した日本側の交渉団、とくに飯島勲(当時首席総理秘書官)は、「この時点で、日本側に

は会談が成功するとの勝算はなかった。とくに、拉致被害者の安否情報については、全く

把握していなかった380」と回顧している。日本側の会談の参加者は、小泉純一郎、田中均、

安倍晋三、政務担当外務審議官、北東アジア課長、通訳の計 6名であった381。会談は、午前

11 時過ぎに開始し、12時過ぎに終わった382。しかし、この午前の首脳会談の直前に、｢5人

生存・8人死亡｣という情報を北朝鮮から提供された。そのため、午前中の会談では、小泉

総理の拉致問題に関する一方的な批判が続いた。その内容は、「生存者にはきちんと面会

をさせろ、そして拉致を謝罪しろ、さらに死亡したという人たちについては情報提供をき

ちんとしてもらいたい383」ということであった。そして、昼の休憩には、日本側は控え室に

おいて、「拉致に関する金総書記の謝罪がなければ、平壌宣言など発表せずに帰国すべき

                                                   
380 飯島勲『小泉官邸秘録』、日本経済新聞社、2006、 150頁 
381 田中均、田原総一郎『国家と外交』講談社 2005 年、 51 頁 
382 飯島勲『小泉官邸秘録』、日本経済新聞社、2006 
383 田中均、田原総一郎『国家と外交』講談社 2005 年、 53 頁 
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だとの強硬な意見も述べられた384」りしていた。ただし、もしどうしても北朝鮮側から謝罪

しないというならば、もう一回相談をし考えましょうということで意見をまとめた385。 

午後 2時過ぎに首脳会談が始まり、午後 3時 35分まで行なわれた。午後の首脳会談会談

では、金正日総書記が拉致を認め、謝罪をし、拉致をめぐる経緯について説明した。そし

て、北朝鮮は生存者との面会および、死亡者についての情報提供を行なうことについても

述べた386。 

その一方、このように発表された「日朝平壌宣言」は訪朝の直前までぎりぎりに作られ

た387ものでもあった。そして、日本側の拉致問題に対する方針388としては、「北朝鮮との交

渉において、相手側から来た情報をそのまま鵜呑みにすることはしない。したがって、生

きている人がいるなら、即座に会いに行なって確認する。死んでいる人がいると相手が言

うのであれば、それは徹底的な情報の提供を要請する」ということであった。実際に、｢生

きている 5 人の人たちについては、この場で面会をしたい。残りの人については、徹底的

な情報提供を求める｣と要求した。 

日本政府側は北朝鮮との交渉が日本外交における位置付けに関して説明したことがある。

とくに、川口順子外務大臣は「我が国に非常に近い、隣の国の北朝鮮との間で我が国は五

十年余国交を正常化していない状態で来た、この不正常な状態を正常にしなければいけな

い」389と日朝交渉に対する思いを明らかにしたことがある。これは、当時日本の平和と安全

を確保するため、地域の平和と安定が必要であったという論理であった。また、日朝交渉

において日朝間の諸問題には二つの優先課題、①拉致問題、②核の開発を含む安全保障問

題があるという認識であった390。しかし、北朝鮮から拉致問題に関して｢5 人生存・8 人死

亡｣という情報を提供されたため、拉致問題は課題として残された。 

 

                                                   
384 飯島勲、前掲書、150 頁 
385 田中均、田原総一郎、前掲書、54 頁 
386 田中均、田原総一郎、前掲書、54-55 頁 
387田中均、田原総一郎、前掲書、48 頁 「平壌宣言というのは、これはいつごろ形が決まるんです

か。ぎりぎりまで交渉しましたね。総理が飛行機に乗る直前までということですか。そうです。」 
388 田中均、田原総一郎、前掲書、52 頁 
389 川口順子外務大臣の発言引用。 155 - 衆 - 外務委員会 - 3 号 、 平成 14年 11月 6日  
390 川口順子外務大臣の発言引用。 155 - 衆 - 外務委員会 - 3 号 、 平成 14年 11月 6日  
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第 2 節 米国の圧力と日朝実務レベル公式交渉 

 

第 1項 米国の圧力による情勢の変化 

 2002年９月２６日に日本側の拉致問題への対処に関する基本方針が発表された。ここで

は、日朝国交正常化交渉に関する関係閣僚会議および同専門幹事会の下、関係省庁・関係

機関は連携協力し、拉致問題を最優先課題としてその解決に全力を尽くすという内容が含

まれていた。また、解明すべき事実関係としては、たとえば、拉致の状況、現地での生活状

況、死亡したとされる被害者の死亡状況など、拉致に関与した者の処罰の状況などが取り

上げられた。その一方、国内の対応として、拉致問題に関する事実関係の解明を速やかに

進めるため、関係省庁・関係機関が連携協力して、北朝鮮に対する情報提供要求など必要

な措置をとること、新たな組織の立ち上げも考え始めたのであった。また、小泉首相は、

定期的に関係省庁の人や内閣のたちを集めて、対北朝鮮政策を模索し続けた。拉致被害者

家族への支援内容としては、たとえば、当面、家族の早期訪朝、生存被害者の早期帰国など

が述べられた。 

飯島勲は、当時の状況を次のように解釈した。「政府は、拉致問題解決に向けてさらな

る努力を傾注した。第 1 は、帰国した拉致被害者 5 人の日本国内への引き留めである。…

…日本政府内でも深刻な対立があったが、最終的には帰国させないという結論に落ち着い

た。「相手の土俵で相撲は取らない」という安倍副長官の考え方が大きかった。これによ

り、北朝鮮側に強い圧力をかけることに成功したのだ。第 2 は、北朝鮮に残っている拉致

被害者家族 8 人の帰国である。その実現のため、政府のみならず、政治家を含めてさまざ

まな試みがなされた。しかし、北朝鮮に対する分析において米国側の解釈との相違が見ら

れる。 

その一方、日本政府は拉致被害者本人たちが希望する場合、日本への帰国または一時帰

国の実現に必要な措置をとるため、2002年９月 28日から 10月１日まで、拉致問題に関す

る事実調査チームを北朝鮮に派遣した391。調査チームは、北朝鮮当局からの聞き取りに加

え、生存者および関係者との面会、墓地の訪問など可能な限りの調査活動を行なった。そ

                                                   
391『外交青書：平成 15年版』外務省ウェブサイト 

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap02_01_01.html) 



                                             

金芽凜 

  115 

して、日本政府は、生存している５名に対して拉致被害者本人であると認定したが、死亡

したとされた人物に対しては死亡を特定するにはより具体的な情報が必要であるという結

論を出した392393。2002 年 10月 2日に、川口順子外務大臣394は、「政府として、御家族の御

要望を踏まえ、生存されている 5 名の方の御家族との再会および帰国、また、死亡したと

される方についてのさらなる具体的な情報の収集などについて、全力で取り組んでいく必

要があり、外務省としても、北朝鮮側への真相解明のさらなる要求等、問題解決のため、

最大限の努力を傾注していく考えです395」と拉致問題に対するこれからの取り組みについ

て述べた。 

そして、2002 年 10 月 15 日に、拉致被害者 5名は日本に「一時」帰国した。しかし、拉

致被害者たちの滞在について、日本政府が責任を取り、北朝鮮には戻さないということに

なった。「一時帰国という前提で協議をしたのは事実ですよ。だから、当時の福田康夫官

房長官の発表も外務省の発表も、1～2週間程度の日程をつくるという前提だったわけです。」

396これにより、コストがかかり、「これまでつないできた非公式交渉ルートがきれます。そ

れから北朝鮮に残された家族の人を日本に帰すのには、これから非常に長い時間がかかる

かもしれない」という状況になった。日本側から考えると、「日朝の正常化のために何が

必要かと言えば、拉致の問題を進展させることですよ。それがなければ、何も進まない仕

組みになっているわけ」397という立場であった。それが、拉致被害者たちの永住滞在により

交渉ルートが切れ難航しつつあったのである。(国交正常化交渉後の動き398)しかしながら

その後、北朝鮮は、拉致問題および核問題をはじめとする安全保障上の問題をめぐって問

題が複雑になっている現在の情勢下においては、本会談の準備のための協議を含め、日朝

                                                   
392 『外交青書：平成 15 年版』外務省ウェブサイト 2016.01.06 最終アクセス 
393 その一方、拉致問題に関連し、「よど号」ハイジャック犯については、日本は従来から北朝鮮

にその身柄の引渡しを求めていたが、「よど号」犯の元妻の証言などにより彼らが欧州における拉

致事案に関与していたことが明らかとなった。これに関し９月には日本の警察当局が魚本（安部）

公博の逮捕状を得たが、北朝鮮は拉致事案における彼らの関与を認めていなかった。『外交青書：

平成 15年版』外務省ウェブサイト 
394 (http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dkw_1002.html)  2014年 12月 14 日アクセス 
395 (http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dkw_1002.html)  2014年 12月 14 日アクセス 
396 田中均『国家と外交』 
397田中均(2005)、前掲書、246 頁 
398 『外交青書(平成 15年版)』 

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap02_01_01.html) 
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国交正常化交渉を行なう雰囲気は整っておらず、日朝安全保障協議についても現在は協議

すべき状況にないとの立場を伝えてきており、国交正常化交渉および安全保障協議は 2002

年内には開催にいたらなかった。一方で、日朝平壌宣言にしたがって国交正常化交渉を進

め、そのような中で諸懸案の解決を図っていくという点については、日朝双方が一致して

おり、日本は、北朝鮮に対して諸懸案の解決のための前向きな対応を引続き求めていく考

えを示した。399 

 その一方、南北関係や日朝関係の改善により東北アジアにおける和解の情勢が台頭して

いた 2002 年の 10 月に米国は北朝鮮に特使を送った。米国の「果敢」な方針を提示があっ

たため、北朝鮮側はそれに期待し、2002年に米国の特使を受入れた。しかし、米国が当時

特使を送ったのは、北朝鮮側に米国が北朝鮮の濃縮ウランの開発を進めようとしているこ

とを認知していると知らせるためであった。そして、北朝鮮側の予想と異なった米国のケ

リー米国務次官補との会談は北朝鮮に関する問題を悪化させる結果につながった。この 10

月のケリー米国務次官補の訪朝によって、北朝鮮の核兵器開発計画に対する国際社会の懸

念が高まった400。このような状況の中で 2002 年 10 月 9 日に、日本側は改めて「日朝国交

正常化交渉に関する基本方針401」を発表した。ここでは、拉致問題が最優先課題として取り

上げられている。そのほかに、工作船問題や核問題およびミサイル問題を含む安全保障の

諸問題の解決においての関係省庁が参画する日朝安全保障協議の立上げについても合意す

るよう努めるとも述べられていた。また、日朝国交正常化交渉本会談を、10月 29～30日の

両日、マレーシアのクアラルンプールにおいて開始することも明らかにした402。この 10月

に行なった日朝交渉の前に、小泉首相は交渉担当者に「総理が金正日総書記との間で、幾

多のリスクを乗り越えて正常化交渉の扉を開いたわけですから、それをしっかりやってく

れ」、また「交渉というものはやはり辛抱強く続けていくことも大事だ」という考えを伝

                                                   
399 『外交青書(平成 15年版)』 

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap02_01_01.html) 
400 『外交青書(平成 15年版)』

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap02_01_01.html) 
401 官邸ウェブサイト(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/nittyo/kettei/021009kihon.html) 

2014年 12月 7日アクセス 
402 官邸ウェブサイト(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/nittyo/kettei/021009kihon.html) 

2014年 12月 7日アクセス 
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えた403。このように、日本側は米国の懸念や東北アジアにおける緊張感を高める働きかけ

にもかかわらず、日朝交渉を推進し事前に総理、官房長官などと成果を挙げるために対処

方針を決めていた404。 

 

第 2項 日朝実務レベル公式交渉(第 12 回本会談) 

 第 11 回405の日朝国交正常化交渉から２年振りに再び開かれた第 12 回本会談(2002 年 10

月 29～30 日)406は、クアラルンプールにおいて鈴木日朝国交正常化交渉担当大使と鄭泰和

（チョン・テファ）大使などの日朝双方の実務家たちの参加で行なわれた407。この会談に対

して、日本側は、拉致問題、核問題をはじめとする安全保障上の問題を最優先課題として

臨み、協議においては、これらの問題についてとくに時間をかけて議論を行なった。その

一方、北朝鮮側は、国交正常化交渉においては、正常化それ自体および経済協力が中核的

問題である408という立場を表した。つまり、日本側は、拉致問題や核問題における解決を交

渉の争点として位置付けている一方、北朝鮮側は日朝国交正常化の達成や経済協力を主な

論点として取り上げ、両者間の意見のと相違があったことがわかる。そして、拉致問題に

おいて、とくに、被害者 5 名の家族について、日本側より繰返し北朝鮮側の前向きな対応

を強く求めたにもかかわらず、北朝鮮側の立場に変化はなく、家族の具体的な帰国日程の

確定にはいたらなかった。 

 

                                                   
403 鈴木勝也参考人の発言。155 - 衆 - 外務委員会 - 6号、 平成 14年 11 月 20日 
404 鈴木勝也参考人の発言整理。155 - 衆 - 外務委員会 - 6号、 平成 14年 11月 20 日 
405 前回(第 11 回交渉)は 2000 年 10月に行なわれた。(日朝国交正常化交渉の第 10 回本会談は、

2000年 8月 21日から 24日まで東京において行なわれた。「日朝国交正常化交渉第 10 回本会談に

ついての共同発表文」http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/n_k/10_kyodo.html） 
406 (http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/nego12_gh.html) 2014 年 12月 14 日アクセ

ス 
407 (第 12回本会談参加者)日本側：薮中三十二・アジア大洋州局審議官、木昭隆・同参事官、小田

部陽一・総合外交政策局審議官、平松賢司・北東アジア課長、秋葉剛男・条約課長、水内龍太・分

析１課長[ ]/ 北朝鮮側：鄭泰和（チョン・テ・ファ）大使を筆頭に、朴龍淵（パク・リョン・ヨ

ン）外務省アジア局副局長（日本担当）ら同局や儀礼局など計７人(「双方の代表団の顔ぶれ決ま

る 日朝国交正常化交渉」2002年 10月 26 日

(http://j.people.com.cn/2002/10/26/jp20021026_22590.html)) 
408 (http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/nego12_gh.html) 2014 年 12月 14 日アクセ

ス 
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(1)拉致問題をめぐる交渉 

日本側は、第 1 次調査団の結果、生死にかかわる情報や死亡原因あるいは生活の経緯な

どに対して矛盾・疑問があるという立場をとっていた409。そのため、クアラルンプールでの

日朝交渉で日本側は、第 1 次の調査団の調査結果に基づく不明点、疑問点、被害者家族か

ら提議された疑問点あるいは警察当局と相談をして取りまとめた疑問点を文書410の形で北

朝鮮側に渡した411。これに対して北朝鮮側は当時、「関係機関に伝えてできるだけ速やかに

返事をする」と答えた412。 

その一方、この日朝交渉の二日間、拉致被害者 5 名の問題や死亡者 8 名、拉致疑惑者た

ちの情報について話し合った413。これに対して北朝鮮は「非常に硬直した返答の機械的な

繰返しであった」と日本側は説明した414。結果的に交渉は拉致被害者の永住帰国問題や家

族全員帰国問題において難航した。田中均局長の説明によると、北朝鮮側は「これは金正

日国防委員長もそうでございますが、拉致を認め、謝罪をし、家族、本人、生存者の方々の

永住帰国あるいは一時帰国ということについて便宜を図ります」という立場であった415。

そして、日朝間の交渉で生存者 5 名の日本での滞在期間を一、二週間とすることで調整を

行なった416。その一方、拉致被害者の永住帰国などにかかわる決定においては「五人の拉致

被害者の方々が家族を含めて自由な意思決定を行なうための環境を設定するべきである」

と日本政府は判断するようになった417。すなわち、拉致被害者本人の状況とその家族の意

向を勘案すると、帰国に関する決定を行なうためには「家族全員の日本への帰国が不可欠」

であると日本側の立場を明らかにした418。そして、この交渉で日本側は拉致被害者 5 名の

                                                   
409 田中政府参考人の発言引用整理。155 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、 平成 14年 11 月 1日 
410 北朝鮮に渡した追加照会事項(質問項目)は「拉致問題に関する被害者本人のプライバシーに非

常に強くかかわる問題」であるということで公開されていなかった(阿部正俊副大臣の発言引用整

理。159 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 16年 3月 18 日 ) 
411 田中政府参考人の発言引用整理。155 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、 平成 14年 11 月 1日  
412 田中政府参考人の発言引用整理。155 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、 平成 14年 11 月 1日  
413 鈴木参考人の発言引用。155 - 衆 - 外務委員会 - 6号 、 平成 14年 11月 20日  
414 鈴木参考人の発言引用。155 - 衆 - 外務委員会 - 6号 、 平成 14年 11月 20日  
415 田中政府参考人の発言。155 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、 平成 14年 11月 1日  
416 田中政府参考人の発言。155 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、 平成 14年 11月 1日  
417 田中政府参考人の発言。155 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、 平成 14年 11月 1日  
418 田中政府参考人の発言。155 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、 平成 14年 11月 1日  
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安全の確保および早期帰国と帰国日程の確定を北朝鮮側に求めた419。これに対して北朝鮮

側は、「この問題はきれいに解決する意思があるが、約束どおり被害者五名が一たん北朝

鮮に戻り、事情を全く知らない子供と話すことが問題のスムーズな解決につながる、帰国

は被害者本人およびその家族の意思によるべきものである、この問題を政治的に利用する

考えはなく、被害者の家族の安全については心配する必要はない」と答えた420。これはその

後に日本での滞在期間を一、二週間とすると決めていた日朝交渉結果に違反したというこ

とで北朝鮮の一つの口実になった。 

 

(2)安全保障問題をめぐる交渉 

第 12 回本会談では、拉致問題だけではなく、安全保障上の問題、とくに核・ミサイル問

題についても議論された。日本側は、日米韓首脳会談の声明に言及しつつ、ウラン濃縮プ

ログラムは日本の安全保障に対して重大な懸念をもたらすものである旨を述べ、日朝平壌

宣言で約束された「朝鮮半島の核問題の包括的な解決のために関連する全ての国際的合意

を遵守」を強く求めるとともに、（a）ウラン濃縮プログラムの内容を明らかにすること、

（b）解決に向けた具体的な措置、すなわち本件プログラムの検証可能な形による即時撤廃、

（c）「合意された枠組み」に基づく施設凍結の維持と IAEA 保障措置協定の完全履行に向

けた、査察の速やかな受入れ（そのための IAEAとの協力の即時開始）を強く求めた。また、

ミサイル問題に関して北朝鮮のミサイルは、日本の安全に直接かかわる重大問題であり、

また朝鮮半島およびその周辺地域、さらには国際社会全体の平和と安定にも影響を及ぼす

国際的な関心事でもあるとして、日本を射程に入れているノドン・ミサイルのうちすでに

配備済みのものの廃棄などについて北朝鮮側の具体的かつ前向きな措置を求めた421。 

これに対して北朝鮮側は、「核問題、ミサイル問題については、米国の敵視政策が問題

の本質である、日本が憂慮していることは承知しており日本とも議論はできるが、解決は

究極的には米国との協議によってのみ可能である、安全保障上の問題については、北朝鮮

としても日朝平壌宣言で言及されたとおり、関係国が対話で解決することを望んでおり、

                                                   
419 田中政府参考人の発言引用整理。155 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、 平成 14年 11 月 1日  
420 田中政府参考人の発言引用整理。155 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、 平成 14年 11 月 1日  
421 (http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/nego12_gh.html) 2014 年 12月 14 日アクセ

ス 
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とくに米国との間で対話を通じて解決する意思がある」と述べた。つまり、核・ミサイル

問題は日本より米国と主に交渉する姿勢を明らかにしたのである。 

そのほかに、工作船につき、日本側は、2001年 12月に九州南西海域で沈没した不審船に

ついて北朝鮮の工作船であると結論づけた。そして、日朝首脳会談において金正日国防委

員長が言及した調査、再発防止が履行されることを注視したい旨を述べた。また、日朝間

の諸懸案として、不履行債務問題、在朝被爆者問題などについて日本の立場が述べられた。 

その一方、日朝平壌宣言に基づき安全保障上の問題につき議論するため、双方は、日朝

安全保障協議を 11月中に立ち上げることに合意した。レベルについては、局長ということ

を念頭に、今後、議論の進捗に応じてレベルを上げることを検討することとし、具体的な

日程などについては今後調整することとなった。日朝平壌宣言にしたがって行なう協議で

あり、同宣言に述べられた核問題、ミサイル問題などを議題とするとの共通認識の下、具

体的には、今後、日朝間で詰めていくこととされた。しかし、日朝安全保障協議は予定と

おり行なうことはできなかった。また、日本側は、日朝平壌宣言に基づき同年の 11月中に

立ち上げられる予定であった日朝安全保障協議の場で、米国、韓国とも緊密に連携しなが

ら北朝鮮側に働き掛けていく考えであった。しかし、北朝鮮は、拉致被害者 5 人を北朝鮮

に戻すよう要求する一方、「日朝安全保障協議の無期延期」「ミサイル発射凍結の再考」な

どの立場422を表明した。 

 

(3) 12 回本会談 

 このように日朝首脳会談の直後でありながら日朝本会談の前に米国はケリー米国務次官

補を北朝鮮に特使として送り、北朝鮮に関する問題をめぐる肯定的情勢を逆転させた。し

かし、2002年 10月末に日朝国交正常化交渉の第 12回本会談は開かれた。そして会談では、

拉致問題だけではなく、安全保障上の問題としての核問題が議論された423。福田康夫国務

大臣は国会の内閣委員会で、「大きな成果は得られませんでしたけれども、日朝双方が互

いの主張を明確に述べ合った上で、日朝平壌宣言にしたがって解決に努力することについ

                                                   
422 読売新聞「日朝協議 「主張ぶつけるだけなら次回交渉も無意味」週末にも真意見極めへ」

2002.11.21 
423 福田康夫国務大臣の発言引用参考。155 - 参 - 内閣委員会 - 2号 、 平成 14 年 11月 5日  
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ては意見の一致を見た」と会談結果を説明した424。そして、今後の方針としては、米国や韓

国と緊密に連携することと、拉致被害者の家族の意向などを踏まえながら拉致問題を取り

組むことを明らかにした425。 

その一方、この日朝交渉以後の国会で山口那津男により、「安全保障の問題については

別な協議の場を作る」ということに対する質疑があった426。これに対して田中均局長は「安

保協議も正常化交渉の一つの場である、こういうことには変わりない427」と答えた。すなわ

ち、日本側は安全保障だけではなく、拉致問題だけ残されず、同時解決させるため、包括

的な議論を進めていた。 

しかし、この時期に日本側の拉致問題における不明確な判断基準は一つの課題でもあっ

た。日本側は、拉致問題における解決はどのように判断できるかに対して明確な基準を提

示していなかった。国会の会議で川口順子外務大臣は「拉致問題がどういう段階になった

ら解決できるのかということについて、これは非常にはっきりした明快な形で、こうなっ

たらということをお答えするのはむずかしいかと思います」と語ったことがある428。ただ

し、北朝鮮にいる被害者の家族の意思により帰国を決め、事実解明が行なわれることであ

るとしていた429。そのため、クアラルンプールでの日朝交渉では、5 人が拉致された状況、

あるいは向こうでの生活、そして、亡くなったとされている被害者について、また拉致を

された疑いが非常に濃い人たちに対する事実解明を求めた430ということであった。 

 この 12回目の日朝交渉で北朝鮮側は「日朝国交正常化」と「経済協力」が中核的な問題

であると主張する一方、日本側は「拉致問題」と「核問題を含んだ安全保障問題」が優先問

題であると対立し431、立場における相違を確認する場でもあった。しかし、茂木副大臣の説

明によると実際には「この二日間の協議の中で、大半の時間がこの拉致そして核を含めた

安全保障問題に費やされた432」。これは北朝鮮が日本との協力的な態度をとることにより

                                                   
424 福田康夫国務大臣の発言引用参考。155 - 参 - 内閣委員会 - 2号 、 平成 14 年 11月 5日  
425 福田康夫国務大臣の発言引用参考。155 - 参 - 内閣委員会 - 2号 、 平成 14 年 11月 5日  
426 山口那津男の発言引用整理。155 - 参 - 内閣委員会 - 2号 、 平成 14年 11月 5日  
427 155 - 参 - 内閣委員会 - 2 号 、 平成 14年 11月 5日  
428 川口順子外務大臣の発言引用。155 - 衆 - 安全保障委員会 - 2号 、 平成 14 年 11月 5日  
429 川口順子外務大臣の発言引用。155 - 衆 - 安全保障委員会 - 2号 、 平成 14 年 11月 5日  
430 川口順子外務大臣の発言引用整理。155 - 衆 - 安全保障委員会 - 2号 、 平成 14 年 11月 5 日  
431 茂木副大臣の発言引用整理。155 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、 平成 14年 11月 1日  
432 茂木副大臣の発言引用。155 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、 平成 14年 11月 1日  
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北朝鮮をめぐる緊張感を緩和させる評価を狙ったといえる。そのため、北朝鮮は日本側の

主張を聞くだけの程度で日朝交渉における進展は見られなかった。すなわち、北朝鮮は国

際的要因からもっとも影響を受けていた。これは、田中局長が拉致問題における進展に対

して、「やはり拉致問題を解決できるような国際的な情勢が生まれたということもまた事

実だろうと思います433」という国会での発言からも国際的要因が要因であったと言ってい

ることは明確である。その一方、ここで、田中局長は「この問題、事実関係の解明というの

を最優先課題として進めていかなければいけない」とも述べ、日本側における重大な日朝

交渉の争点は拉致問題であったことがわかる434。 

その一方、日本側はこの交渉で結果を出せず、合意にもいたらず、決裂されたことに対

して引続き交渉に臨む姿勢をみせた。すなわち、日朝交渉の中断は日朝間の諸問題につい

て話し合う場あるいは対話チャンネルがなくなるという意味であったため、日本側は日朝

交渉を続けようとしていた。これは、「日本が持っている北朝鮮との間にあるさまざまな

懸念に対応するための交渉のチャネル」435であると日朝交渉を説明した川口順子外務大臣

の発言からも読み取れる。また、日朝交渉にさまざまな関係国がかかわっていることも「中

断をすることがどちらにとってメリットであるかという観点からではなくて、これは日本

および世界にとって重要な会談でありますので、その成果を得るために交渉を粘り強くや

っていく」436という川口順子外務大臣の発言からも推測できる。 

その一方、鈴木勝也が国会の外務委員会で「外交交渉の結末というのは、だいたい歴史

をごらんになればよくおわかりになると思いますが、ほとんど半分譲って手を握るという

のがセットパターンでございまして、軍事のように全勝ということはまずないわけですね。

相手もって帰れるような形でないと手を握れないということになるわけです」という「外

交交渉の特質」を日本国民が理解してくれることを求めた437。すなわち、この日朝交渉にお

いて日本側が一方的に優位な立場ではないため、北朝鮮の要求をすべて無視することはで

きない状況であったということがわかる。 

                                                   
433 田中均政府参考人の発言引用。155 - 参 - 法務委員会 - 4 号 、 平成 14年 11月 7日 
434 田中均政府参考人の発言引用整理。155 - 参 - 法務委員会 - 4号 、 平成 14 年 11月 7日 
435 川口順子外務大臣の発言引用。155 - 衆 - 外務委員会 - 2 号 、 平成 14年 11月 1日  
436 川口順子外務大臣の発言引用。155 - 衆 - 外務委員会 - 2 号 、 平成 14年 11月 1日  
437 鈴木勝也参考人の発言引用・整理。155 - 衆 - 外務委員会 - 6号、 平成 14年 11 月 20日  
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第 3 節 日朝公式交渉の無期延期と米国の対日・対北圧力 

 

 第 1項 日朝交渉の無期延期に対する日本の対策：北朝鮮に関する諸問題の国際

イシュー化 

(1) 日朝国交正常化交渉の無期延期 

拉致問題に対する日本政府内での対応はいろいろな側面で行なった。その中で、特定失

踪者(北朝鮮による拉致の疑いを排除できない者)に対しては、そのリストを作成し、内閣

官房の拉致被害者・家族支援室が逐次政府の窓口として当該リストの提供を受けていた438。

また、この支援室では調査会から受領した当該リストに対してその都度直ちに警察庁、海

上保安庁などを始めとする捜査・調査機関に参考送付していた439。調査会からのそのほか

の各種要請に対しては政府の窓口となって関係省庁との連絡調整に当たっていた440。 

しかし、2002 年 10 月の日朝交渉以後、拉致問題における進展が見られない状況が続い

た。そのような中、田中均外務審議官441は朝日新聞とのインタビューを通じて「日本は北朝

鮮との対話を拒絶しているわけではない」と述べ、日本の対話路線に変更はないという立

場を表明した442。さらに、このような立場は米国の方針とも「矛盾しない」との考えも示し

た443。しかし、日本国内では日朝交渉や拉致問題に対する批判の声が上がってきた444。また、

国会で「食糧、エネルギーあるいは金融取引、またあの新潟に入港しております万景峰号

の往来も含めて、これは日本のカードになり得る」という声も出てきた445。しかし、日本政

府は国内世論が悪化し非難を受けながらも446、拉致問題などの北朝鮮に関する問題を解決

                                                   
438 小熊博政府参考人の発言引用整理。159 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 16 年 3月 18日  
439 小熊博政府参考人の発言引用整理。159 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 16 年 3月 18日  
440 小熊博政府参考人の発言引用整理。159 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 16 年 3月 18日  
441 田中均氏は 2002年 12月に外務審議官に就任した。 
442 『朝日新聞』「北朝鮮と対話路線、平壌宣言を交渉のテコに 田中外務審議官に聞く」2002年
12月 27日付 
443 『朝日新聞』「北朝鮮と対話路線、平壌宣言を交渉のテコに 田中外務審議官に聞く」2002年
12月 27日付 
444 国会で西銘順志郎は拉致問題における進展が見えないということを指摘した。156 - 参 - 内閣

委員会 - 3号 、平成 15年 3月 25日  
445 国会で西銘順志郎の発言引用。156 - 参 - 内閣委員会 - 3 号 、 平成 15年 3 月 25日 
446 日本国内では日朝交渉の再開を要請する声もあった。たとえば、日朝国交促進国民協会の村山
富市会長（元首相）は 2003 年 3 月７日昼、首相官邸で福田官房長官に、北朝鮮との国交正常化交
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させるため日朝交渉を続けようとしていた。そして上記したように、2002 年の第 12 回の

日朝国交正常化交渉(事務レベル)以後にも、生存が確認されていない拉致被害者について

事実解明を引続き求めていた。また、この交渉の時、拉致被害者の家族から出されたさま

ざまなの疑問点を踏まえた上で 150項目に整理した追加照会事項447を北朝鮮側に手渡した。

2003年にも日本側は拉致問題における事実解明と拉致被害者の家族の帰国を実現するため

北朝鮮に要請していた448。しかし、北朝鮮側は拉致被害者 5 名の帰国を要求し、両者の間

には隔たりがあった449。しかし、1 年以上経った 2004 年 3 月時点でも北朝鮮からは返事も

何の対応もなかった450。また、北朝鮮は拉致問題はすでに解決されているにもかかわらず

拉致問題を政治化させ、日朝関係をより複雑にさせたと日本を批判した451。また、日朝関係

においてもっとも優先させるべき課題は過去の清算問題であると出張し、過去における日

本による人権被害の補償問題に関する日朝間の会談を求めた452。その結果、日朝交渉は 2003

年 8月の 6者協議が開催されるまで中断された。 

日本側は「日朝双方の重点事項についてはかなりの隔たりがあった」と認めながら、北

朝鮮側に対して「先方も、包括的な解決である以上は日本側の言い分も聞かなければなら

ない」と状況を説明した453。しかし、日本の要請通りに北朝鮮は応じなかったことや日朝交

渉が中断されたこと、さらに、日朝交渉の推進は 6 者協議の中で行なわれたことを考慮す

ると、日朝交渉における日本側の交渉がカードが失効されたことがわかる。 

 

 

                                                   
渉を再開するよう申し入れた。『読売新聞』「村山元首相、日朝交渉再開申し入れ」2003.03.08
付 
447 2002年 9月の 28日から 10 月 1 日までの間に、日本は平壌に調査チームを派遣し、追加的な調

査を行なった上で作成したもの。( 阿部正俊副大臣の発言引用。159 - 参 - 内閣委員会 - 3

号 、 平成 16年 3 月 18日 ) 
448 福田康夫国務大臣発言引用整理。156 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 15年 3月 25日 
449 福田康夫国務大臣発言引用整理。156 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 15年 3月 25日 
450 阿部正俊副大臣の発言引用。159 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 16年 3月 18 日  
451『労働新聞』2003年 11月 14 日、6 面(백문규「과거청산은 조일현안문제해결에서 일본의 

최우선적과제」) 
452 『労働新聞』①2003 年 11月 26 日、6面(리현도)、②2003年 11月 14 日、6 面(백문규) 
453  ここで日本側の言い分というのは拉致の問題とか安全保障の問題である。鈴木参考人の発言引

用。155 - 衆 - 外務委員会 - 6号 、 平成 14年 11月 20 日  
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 (２）北朝鮮に関する諸問題の国際イシュー化 

日朝首脳会談以後、拉致問題をめぐる日本の国内世論の悪化および拉致被害者 5 名に対

する「永住帰国」問題は日朝交渉に影響を与えているようにみえた。また、米国による北

朝鮮の核問題が台頭し、北朝鮮をめぐる情勢はさらに悪化した。しかし、日本側は早期に

拉致問題を解決させるため、北朝鮮側に要請し続けた。しかし、北朝鮮は日本との拉致問

題をめぐる交渉に応じなかった。 

そのため、日本側は拉致問題に対する戦略を変更した。北朝鮮の核問題が米国のケリー

国務次官補の発表により表面化されてから、日本の外務省からさまざまな見解を示す談話

が相次いで発表された。2002 年 11 月 29 日には、外務報道官が、北朝鮮に IAEA との協力

を要求する談話454を発表し、ウラン濃縮計画に関する IAEA 事務局の照会書簡に対する回答

や、同計画を明らかにするための IAEA 高級使節団の北朝鮮への派遣提案の受入れなどを求

める姿勢を示した。また、IAEA（国際原子力機関）の理事国であった日本は北朝鮮に関す

る決議が採択されるように働きかけた。その結果、2002 年 11月 29日（現地時間）、ウィ

ーンにおいて開催された国際原子力機関（IAEA）の理事会において、「北朝鮮との保障措

置協定の実施」に関する決議がコンセンサスにおいて採択され、IAEA を通じて北朝鮮に対

するメッセージが発表された455。このように日本は国際社会への共感を求めるように国際

機関に北朝鮮とかかわっている諸問題を訴えるようになった。 

2002 年 12 月 25 日には外務報道官談話456「北朝鮮による使用済核燃料再処理施設等にお

ける封印撤去等について」が出された。ここには、北朝鮮が 23 日から 24 日にかけて、寧

辺の核燃料加工工場および使用済核燃料再処理施設における封印撤去、監視カメラの機能

妨害などを行ない、21 日および 22 日の封印撤去などとあわせ 3 つの施設において封印の

撤去および監視カメラの機能妨害などが行なわれたことは、北朝鮮の国際的合意における

義務に照らしてもきわめて遺憾なものであると懸念した。また、米韓などの関係国および

IAEAと緊密に協議しながら、北朝鮮が核関連施設の凍結をすべて維持し、問題の平和的解

決に向けて前向きな対応をするよう、北朝鮮側に求めていく考えも示した。核問題に対し

                                                   
454 「外務報道官談話：IAEA11 月理事会における北朝鮮に関する決議について」

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dga_1129.html) 2014 年 12月 14 日アクセス 
455 (http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dga_1129.html) 2014 年 12月 14 日アクセス 
456 (http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dga_1225.html) 2014 年 12月 14 日アクセス 
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て日本側は、IAEA（国際原子力機関）の呼びかけのように、北朝鮮が一方的措置をとるこ

となく、北朝鮮の核施設に対して保障措置協定上の義務である保障措置を適用していくた

めに双方の技術者間で協議を行なうことを望んでいた457。（ということで、日本は、北朝鮮

が IAEAとの対話を行なうべきであると考えていた） 

2002 年 12 月 21 日に、北朝鮮が一方的に寧辺の 5MWe 黒鉛実験炉の封印撤去、監視カメ

ラの機能妨害などを行なったのに引続き、22 日には、同実験炉施設内にある使用済核燃料

貯蔵庫における封印撤去、監視カメラの機能妨害などを行なった。これに対して、日本側

は北朝鮮の国際的合意における義務に照らしても遺憾なものであり、憂慮していると外務

報道官談話を通じて「北朝鮮による使用済核燃料貯蔵施設における封印撤去等について」

458述べた。 

 北朝鮮との拉致問題をめぐる対立あるいは意見の平行線を辿る状況から、北朝鮮への圧

力を拉致問題だけではなく、核問題も含んで多様な方法で行ない始めた。その一つが拉致

および核問題を国際イシュー化させることであった。これは、小泉首相や日本政府がさま

ざまな国との会談をする際に、北朝鮮をめぐる諸問題とくに拉致および核問題を語り、問

題の深刻性を訴え、共感を得るように働きかけたのである。また、人道的問題としてさま

ざまな論点を取り上げることにより、拉致問題だけではなく、北朝鮮をめぐる人道問題を

本格的に議論されるように呼びかけた。とくに、北朝鮮に関する問題に直接関係しない国

とも話合い、国連を通じて話題にし、諸問題の深刻性を訴え続けた。北朝鮮は、日本側が

ヨーロッパにおいて北朝鮮の核問題と拉致問題を言及しながら、各国に賛同を得ようとし

たことに対して、圧殺策動であると批判したりもした459。北朝鮮の場合、イタリア、スイス

などヨーロッパの各国と修好を結び、さまざまな分野において交流をしていた。そのため、

日本により北朝鮮の問題が深刻されると他の国との関係に影響を与える恐れがあった。こ

のように、外交的に北朝鮮を圧迫する戦略をとり、北朝鮮に対する影響力を高め、交渉に

応じるようにさせるための方策でもあった。 

 その一方、北朝鮮は小泉首相の演説で「平和」と「日朝関係改善」を対外政策の基本方針

                                                   
457 外務省サイト「北朝鮮の黒鉛実験炉の封印撤去等について(平成 14 年 12月 22日)」 

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dga_1222.html)  2014年 12月 14 日アクセス 
458 (http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dga_1223.html) 2014 年 12月 14 日アクセス 
459『労働新聞』2003年 5月 12 日、6面(김남혁「분별없이 날뛰지 말아야 한다」) 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/14/dga_1222.html
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として提議したが、実際には、北朝鮮に対して敵対視政策を行なったと批判した460。日朝首

脳会談の 1 年後の 2003 年 9 月 17 日には北朝鮮外務省の代弁人が談話を発表した。談話で

は、日本側が核問題、拉致問題を国際化して経済的制裁措置461を行ない、朝鮮総連に対する

圧殺騒動を行なうなど、日朝関係はより悪化したという内容を含めていた462。また、北朝鮮

は日本がドイツ行きの飛行機内での懇談会で 6 者協議に拉致問題を提議する考えを示した

ことと、ドイツの首相との会談で北朝鮮の核開発問題と拉致問題に対する理解と協力を求

めたことを批判した463。また、ポーランドとチェコでも核と拉致問題を持ち出し協力を求

めたことも詳しく報道していた464。そして、北朝鮮は日本の立場を考え、核問題に関係がな

い日本を 6 者協議に入ることを許可したが、日本が 6 者協議において拉致問題を入れ込む

ことに対して、2002 年の日朝平壌宣言の発表により解決されたことであると批判した465。

北朝鮮はこのような日本側の行動は、日本の核武装化、軍事大国化を政策化させ、「平和

憲法」をめぐる措置であると解釈していた466。そして、北朝鮮は日本の「H-IIA ロケット」

の発射が北朝鮮のミサイル脅威のせいで行なうような立場をとっていたと批判した467。ま

た、この衛星は北朝鮮に関する情報を収集することを任務としていることを懸念していた

468。さらに、日本側が「大量破壊兵器の拡散防止」ということで北朝鮮に対して輸出規制を

強化することと、米国やオーストラリアなどの 14カ国と「大量破壊兵器の拡散防止」のた

めの「アジア不拡散協議」を行なったこと、北朝鮮の船舶や飛行機に対して取り締まりを

したり捜索を行ない、多国籍軍事練習計画を立てたことなどで北朝鮮に対して制裁と封鎖

していると批判していた。 

 このように北朝鮮をめぐる国際情勢は悪化し、北朝鮮の体制維持を脅威していた。この

情勢変動は、日朝関係改善あるいは日朝国交正常化交渉の重要性・比重が比較的・相対的

                                                   
460『労働新聞』2003年 12月 25 日、6 面(백문규) 
461 日本外務省の青書では、日朝間の貿易量について「法執行の面で輸出入の際の検査を強化した
こと等の影響もあってか、2003年は前年比約 3割減となっている」と述べている。『平成 16 年版 
外交青書』(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2004/hakusho/h16/index.html) 
462 『労働新聞』2003년 9月 17日 5面、北朝鮮の外務省の代弁人の談話(2003 年 9月 16 日、平壌) 
463 『労働新聞』、 2003 年 9月 2日、6面 
464 同上、2003年 9月 2日、6 面 
465 同上、2003年 9月 2日、6 面 
466 同上、2003年 9月 2日、6 面 
467 『労働新聞』2003年 12月 6日、6面(리현도「절대로 수수방관할수 없다」) 
468 同上、2003年 12月 6 日、6 面 
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に低くなっていくことにつながる要因として作用した。すなわち、米国により北朝鮮問題

はより国際イシューされた状況の中で、北朝鮮は日本との交渉を続ける必要性・緊急性を

認識することができなかったであろう。それでは、北朝鮮における「日朝国交正常化交渉」

に対する立場は変わったのか。とくに、第 1 に、北朝鮮の日朝交渉あるいは関係改善に対

する立場にどのような要因が作用していたのか。第 2 に、拉致問題まで認め、謝罪をする

一方、ミサイル発射の延期などの譲歩した北朝鮮が、なぜ日朝交渉に非協力的態度をとる

ようになったのか。第 3 に、北朝鮮は日朝交渉を通じて何を得ようとしていたのか。つま

り、北朝鮮の日朝交渉における目標は達成されたのか。これらに関する問いに対して解答

するため、北朝鮮の当時の状況・立場を検討する必要がある。 

 

第 2 項 米国による圧力①軍事分野:対北攻撃論 

 第 1 回日朝首脳会談により、北朝鮮側から経済的な支援を求められていた「過去の清算

問題」については一段落付いた。北朝鮮は、日朝首脳会談で過去の清算問題において日本

側の要求(請求権などに関する)を受入れ合意した。とくに、非公式交渉の段階から国交正

常化以後に経済協力の金額を言わせようとしていた北朝鮮が金額も決めず、過去の清算問

題に対する日本の意見に合わせた。このように北朝鮮側の日朝交渉における第一の狙いは

経済支援ではなく、安全保障問題、とくに、北朝鮮の体制維持にあったということがわか

る。つまり、北朝鮮はもっとも狙っていた金正日政権の体制維持とくに米国からの攻撃を

抑制する基盤を作り上げるという方針をもっていた。北朝鮮は米国からどのような脅威を

受けていたのか、日朝交渉は米朝関係の架け橋であったのか、それではなぜ日本との交渉

を中断させたのか、核問題に関しては米国とだけ交渉するとしていた北朝鮮はなぜ 6 者協

議に参加したのか、本節ではこれらについて検討する。 

 

 北朝鮮をめぐる軍事計画 

 第１回日朝首脳会談の結果である「日朝平壌宣言」の内容と首脳会談以後の北朝鮮の行

動を検討すると、日朝交渉に対する北朝鮮の狙いを推測することができる。北朝鮮はこの

会談で拉致を認めるなど、既存の態度から大きく変わった。このような譲歩に対して、日

本側が北朝鮮側に提供したのは米国との関係改善における協力であったであろう。北朝鮮
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がいう米国からの圧力・脅威は大きく 3つを考えられる。軍事的攻撃と外交的圧力(孤立化)

と経済的制裁である。そして、2002 年 3月に北朝鮮はブッシュ政権が北朝鮮に対して核攻

撃の対象と指定したことで軍事的脅威がもっとも解決を求める懸案になっていた469。 

 その結果、核問題に関しては米国だけが交渉相手であると主張してきた北朝鮮であった

が、日朝交渉の一つの争点として扱われた。そして、「日朝平壌宣言」の中に「双方は、核

問題およびミサイル問題を含む安全保障上の諸問題に関して、関係諸国間の対話を促進し、

問題解決を図ることの必要性を確認した470」という外交的解決に対する意思を表明した。

これは、核問題により米国からの攻撃を防ぎ、米国との会談を通じて北朝鮮の体制維持を

担保してもらうための戦略であったであろう。 

 米国との対話による諸問題の解決を求めていた北朝鮮にいよいよ米国からのアプローチ

があった。2002年の日朝首脳会談の直後、米国からケリー米国務次官補が特使として送ら

れた。北朝鮮は関係改善のため米国から送られた特使であると判断し、米国との会談を期

待していた。しかし、北朝鮮の予想と違って、米国は北朝鮮に米国が北朝鮮の核開発を知

っていることを知らせるため特使を送った。北朝鮮は核兵器製造を目的に濃縮ウラン計画

を推進していることを中止しないと朝米対話も朝日関係も北南関係も破局状態になると米

国から言われた471。そして、ケリー米国務次官補は、大統領特使として訪朝した際、北朝鮮

が核兵器用のウラン濃縮計画の存在を認めた472と日本や周辺国に伝えて東北アジアにおけ

る緊張感は高まった。その結果、北朝鮮の外交政策はより米国を中心に変動した。 

このように北朝鮮は米国の小型核兵器開発に対して、北朝鮮に対する核先制攻撃、武力

侵攻のためのものであると懸念していたため473、米国の軍事訓練に対しても何回も繰返し

批判し続けた。とくに北朝鮮は 2003 年 4月に行なった米国[KC-135]と日本[F-15]戦闘機な

どが参加した軍事合同模擬練習に対して、北朝鮮を第 1 次的想定して行なっている日本の

                                                   
469 『労働新聞』①2002 年 3 月 15日、6面(김종손)、②2002年 3月 16日、6面(김종손) 
470 日本外務省ウェブサイト

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/n_korea_02/sengen.html)2015 年 12月 26日最終ア

クセス 
471 『労働新聞』2002年 10月 26日 、4面、北朝鮮の外務省の代弁人の談話(2002 年 10 月 

25 日)、 「조미사이의 불가침조약체결이 핵문제해결이 방도이다」 
472『外交青書』(平成 15 年版)2015 年 12月 26日最終アクセス 

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap02_01_01.html) 
473 『労働新聞』 2003 年 9月 2日、6面(김남혁「대화에도 전쟁에도 준비되여 있다」) 
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軍事訓練であると批判する内容を報道した474。そして、2003 年 8 月にヴァンデンバーグ空

軍基地において行なわれた地上ミサイル事件も批判した475。しかし、北朝鮮はこのような

米国の軍事に関する動きにもかかわらず、米国との対話のため、譲歩した。北朝鮮は 2003

年 5 月 5 日には「…もし米国が朝鮮半島核問題の解決のため対朝鮮政策を転換する用意が

あれば対話の形式には拘らない」という立場を示した476。そして、2003 年 9 月にも米国に

対して戦争にも対話にも応じると言いながら、米国との会談への道はあけておき米国との

会談を求め続けた477。しかし、米国は「先核放棄」を、北朝鮮は「先不可侵条約締結」を求

め、米朝間の不協和音が続いた。北朝鮮は、「先核放棄、後対話」という米国の提案は受入

れないと主張していた478。ところが、北朝鮮は 2003 年後半から米国に「同時行動原則・一

括妥結案」を新たに提案した。すなわち、朝鮮半島非核化は同時行動原則に基づいて「行

動対行動」の中で実現するという内容である479。すなわち、米国による軍事的脅威は北朝鮮

側に譲歩を求め、新たな方策を模索するように働きかけた。 

その一方、日朝交渉は北朝鮮において相対的に比重が下がり、放置されるようになった。

これは、日朝国交正常化交渉を通じて米国との関係改善、短期的には米国との対話を狙っ

ていたが、2002 年 10 月のケリー米国務次官補の発表により、従来の方策と異なる新たな

政策を求められていたため、日朝交渉の推進に対する緊急性が相対的になくなったという

ことであるであろう。2002 年の日朝首脳会談の実施が発表された直後に、田中氏局長は「北

朝鮮が首脳会談を望んでいたことは間違いない。我々も今やらなければ、将来に禍根を残

す」と述べた480。つまり、双方ともに日朝交渉を推進させたいという立場であった。これ

が、日朝交渉を求める日本側に対して、状況的に行なえないと拒否した北朝鮮側の外交政

策における変動が読み取れる。さらに、北朝鮮は、核問題において日本は当事者ではない

と言いながら、日本が北朝鮮の「安全を担保してくれる能力がない」という立場を『労働

                                                   
474 『労働新聞』 [심사숙고하여야 한다]김남혁 2003年 5月 1日 6面 
475 『労働新聞』「대화에도 전쟁에도 준비되여 있다」김남혁 2003 年 9月 2 日 6面 
476 『労働新聞』「미국의 태도를 지켜볼것이다」리현도、2003年 5月 5 日 6面 
477 『労働新聞』「대화에도 전쟁에도 준비되여 있다]김남혁、2003年 9 月 2日 6 面 
478 『労働新聞』「조선반도핵문제는 조미불가침조약체결로만 

해결될수있다」김종손、2002年 11月 24日 6 面 
479 同上、2003년 12 月 1日 6 面(김종손) 
480 『毎日新聞』「検証 小泉純一郎首相訪朝 金大中大統領の言葉契機 計画進行承知、一握
り」2002.09.01 付 
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新聞』を通じて示した481。すなわち、朝鮮半島の核問題の解決における直接的当事者は北朝

鮮と米国であるという意味である482。ここから、北朝鮮の日朝交渉における立場がわかる。 

 北朝鮮は当時、2002年 10月に外務省の代弁人談話を通じて、米国に対して、①自主権の

認定、②不可侵条約、③北朝鮮の経済発展に対する障害を造成しないことを条件に、交渉

を通じての解決を提案した483。また、北朝鮮はこの談話でできれば交渉を通じて解決する

ことを強調した。そして、11月 3日の『労働新聞』では、在中北朝鮮大使館において行な

われた記者会見を通じて、米国が北朝鮮に対して核を不使用するという内容を含めた不可

侵を法的に確約するならば、米国の安保上の懸念を解消する用意があると述べた484。この

ような状況で韓国は、北朝鮮が体制認定、不可侵条約締結、経済制裁解除を条件にハイレ

ベル会談を通じての一括妥結を求めるが、米国はそれに応じないであろうとみていた485。

また、金大中大統領はこのようになったことに対して、米国のネオコンによる振り回しに

ブッシュ大統領と北朝鮮の指導部が揺さぶられたと判断していた486。そして、このように

米朝関係が破局にいたることを防ぐため、金大中大統領は金正日委員長にメッセージを送

った。このメッセージの内容は大量破壊武器の開発と保有は受入れないということ、米国

に対話を提議し特使を派遣すること、どの場合でも米朝間の「合意された枠組み」を廃棄

してはいけないということ、メキシコでの APEC3 国首脳会談の開催前に北朝鮮の立場を示

すことが含まれていた487。また、南北の第８次長官レベルの会談を通して北朝鮮の核問題

を平和的に解決するための措置を求める一方、北朝鮮側は米国との不可侵条約の締結と核

廃棄を一括に妥結することを要望していた488。金大中大統領はブッシュ大統領とメキシコ

での APECを通して会談を行ない、説得した。その結果、ブッシュ大統領から先制攻撃をし

                                                   
481 『労働新聞』 「거꾸로된 론리, 그릇된 대화자세」최성국、2002년 11月 11日 6面 
482 同上、2002년 11 月 11日 6 面(최성국) 
483 『労働新聞』北朝鮮の外務省の代弁人の談話、「조미사이의 불가침조약체결이 핵문제해결이 

방도이다」、2002年 10月 26 日 4面 
484 『労働新聞』2002年 11月 3日、6面 
485 金大中『金大中自叙伝２』サンイン(出版社)、2015年初版３刷版(김대중 자서전 2)、477-

478頁 
486 金大中『金大中自叙伝２』サンイン(出版社)、2015年初版３刷版(김대중 자서전 2)、477-

478頁 
487 同上 、477-478頁 
488 同上 、479 頁 
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ないということを改めて確認することができた489。しかし、金大中政権は APEC での日韓米

３か国の共同発表文に「合意された枠組み」の持続を入れなかった490。このような韓国の介

入政策は北朝鮮に特使を送ったりする形でも行なわれた。2003年 1月にも林東源が大統領

特使として送られ、北朝鮮に関する問題に対して勧告するなど、積極的に働きかけた491。こ

れは、韓国と米国の間で行なわれた核問題に対する協議の結果を金正日委員長に伝え、対

策を協議するための派遣であった。そして、北朝鮮はこのような韓国の要請に対して歓迎

すると受入れた。このように北朝鮮が韓国を米朝関係改善の架け橋として受入れたことは、

大きな変化であるともいえる492。 

しかし、このように韓国は北朝鮮をめぐるさまざまな問題を解決するため、米国、北朝

鮮、日本などの間でさまざまな方式で働きかけてきた。しかしそれにもかかわらず、2003

年の 2月から 3月にかけて北朝鮮をめぐる危機感は増加した。とくに、2月 18日に 1953年

の停戦協定を脱退すると脅威する一方、2月 24 日にはミサイルの実験を行ない、2月 26日

に 5MW 原子炉を再稼働した。そのような中、2003 年 5 月 31 日に、ブッシュ大統領は

PSI(Weapons of Mass Destruction Proliferation Security Initiative)を提案した493。

そして、6月 4日にジョン・ボルトン(John Robert Bolton)米国国務省次官の 3段階制裁・

攻撃に関する発言に対して北朝鮮は 6 月 6 日に、朝鮮中央通信を通じて米国の圧力行使を

強く批判した494。また 9 月にも米国が対北朝鮮敵視政策を持続すると北朝鮮は自衛手段と

して核の抑制力を強化するしかないとの立場を表明した495。 

 

 

                                                   
489 ブッシュ大統領は北朝鮮に対する軍事的攻撃あるいは侵攻する意図はもっていないと述べなが

ら、平和的解決に対する意志に変わりはないと語った。(同上、479頁) 
490 同上、479頁 
491 林東源『ピースメーカー：南北関係と北核問題 25年』(임동원 『피스메이커』 창비 

、)2015年(2008年の改訂増補版) 、537頁 
492 核問題あるいは米朝関係悪化などの諸問題に対して米朝の両者間の問題であると言いながら、

他の国ぐにの介入あるいは働きかけを警戒していたことを考えると、北朝鮮の方針あるいは政策の

変動であった。とくに、韓国とは体制競争および統一問題などがあるため、韓国の協力あるいは働

きかけにはより警戒していた。 
493 『文化日報』「北 WMD 수출봉쇄 구체화」2003-06-05  
494 『聯合ニュース』「북, 美 볼튼 차관 발언 비난」2003-06-07付 
495 『労働新聞』北朝鮮の外務省の代弁人の返答 2003年 9月 9 日付、6面 
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第 3 項 米国による圧力②経済分野:軽水炉問題 

 上記のように北朝鮮は、日朝国交正常化交渉の第 12回本会談の後に「拉致問題および核

問題を始めとする安全保障上の問題をめぐって問題が複雑になっている現在の情勢下にお

いては、本会談の準備のための協議を含め、日朝国交正常化交渉を行なう雰囲気は整って

おらず、日朝安全保障協議についても現在は協議すべき状況にない」496と日朝交渉を中断

させた。これは、日朝国交正常化交渉の第 12 回本会談で「安全保障上の問題につき議論す

るため、日朝平壌宣言に基づき、日朝安全保障協議を 11月中に立ち上げること」で一致し

たことと、北朝鮮が、日朝国交正常化交渉の次回本会談を 11月末に開催することを提案し、

日本は、この提案を持ち帰り検討しようとしていたことを考慮すると、北朝鮮により日朝

交渉が中断されたといえる。そして、これは、北朝鮮において日朝国交正常化あるいは関

係改善よりも重大な懸案が別にあったという意味でもあった。したがって、その間に北朝

鮮に何が起きたのかを検討する必要がある。結論的には、上記のように米国からの軍事的

脅威とともに KEDO をめぐる軽水炉建設問題が打ち出されていた。 

1994 年に米国と結んだ「合意された枠組み」により朝鮮半島エネルギー開発機構(KEDO497)

が設立された。KEDOの主な設立目的は、北朝鮮が独自に建設した既存の黒鉛減速炉（核兵

器の原料となるプルトニウムの生産が容易）の活動を凍結し、最終的には解体することを

条件に、軽水炉（核兵器の原料であるプルトニウムの生産が比較的困難で、また国際的監

視に服させやすい）2 基を建設し提供するとともに、軽水炉第 1 基目の完成までの代替エ

ネルギーとして、年間 50 万トンの重油を供給することにあった498。しかし、米国の共和党

のブッシュ政権は北朝鮮にとって友好的な存在ではなかった。とくに、米国の対北朝鮮支

援はビル・クリントン政権の後半から次第に減っていたが、ブッシュ政権になってからは

より厳しくなってきた。2002 年 10 月、北朝鮮がウラン濃縮計画を認めたことを契機とし

て核兵器開発疑惑が再び深刻化し、結果的に KEDO は、2002 年 12月に重油供給を停止した

                                                   
496 『外交青書』(平成 15年版)2015 年 12月 26 日最終アクセス 

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap02_01_01.html) 
497 KEDO（The Korean Peninsula Energy Development Organization：朝鮮半島エネルギー開発機

構）は、1994年（平成 6年）10月に米朝間で署名された「合意された枠組み」を受けて、翌 1995

年 3月に設立された国際機関。(外務省ウェブサイト

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaku/kedo/) 
498 外務省ウェブサイトから引用(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaku/kedo/) 
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499。そのきっかけは表面上、北朝鮮の核に関する姜錫柱(カンソクジュ)の認定であった。こ

れは米国行政府の高位官僚たちが重油供給を直ちに中断することを話し合うようにさせた

500。そして、TCOG を通じて韓国と日本を説得し、朝鮮半島エネルギー開発機構(KEDO)執行

理事会を通じて 12月分から中断するということに合意した501。 

その一方、北朝鮮は重油供給が中断されると電力生産における困難など経済的に打撃を

受けるため、さまざまな圧力をかけた。そのような中、北朝鮮は年間 50万ｔの重油提供を

前提に核凍結を行なっていたため、重油提供が中断されるとその凍結を解除するという立

場を報道した502。また、北朝鮮は米国に核問題より不可侵条約締結提案に応じることを改

めて求めたりもした503。不可侵条約の締結が北朝鮮において自主権と生存権に対する脅威

を取り除く方法であるため504、それが結ばれると米国が懸念する安全保障における問題は

解決するという話であった。しかし、重油供給が中断されるということで、北朝鮮は 2003

年 10 月に外務省談話を発表した。その内容は、寧辺(ヨンビョン)の 5MW 原子炉を稼動し、

黒鉛減速炉の建設準備を推進しており、その一環として 8000 台余りの廃棄燃料棒に対する

再処理を終わらせたという話であった505。このように米国から「先核放棄」だけが要求され

る状況で北朝鮮は、核開発を続け、戦争にも応じるという強硬な立場をとり続けた。しか

し、そのような中でも、北朝鮮は米国との会談を求めていた。何回も、このような核問題

は米国の対北朝鮮敵対視政策の放棄意思を明らかにし、米朝間の同時行動原則に合意する

ことに改めて言及していた506。 

                                                   
499 外務省ウェブサイト(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaku/kedo/)しかし、その後、2005

年 2月には、北朝鮮は核兵器保有宣言を行なうなど、軽水炉プロジェクトを推進する基礎が完全に

喪失されたと判断されるにいたったため、2006年 5月、KEDOは軽水炉プロジェクトの「終了」を

正式に決定しました。 
500 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), p.40 
501 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), p.42 
502 『労働新聞』2002年 12月 22日 6 面(김종손「우리의 대응방식은 변함이 없다」) 
503 『労働新聞』2002 年 12月 21日 6面(리현도「우리의 핵동결해제는 시비거리로 될수없다」) 
504 同上、2002 年 12 月 21日、6面 
505 『労働新聞』 北朝鮮の外務省の代弁人の談話(2003 年 10 月 2日、平壌)、2003年 10 月 3日、4

面 
506 『労働新聞』北朝鮮の外務省の代弁人の談話(2003 年 10 月 2日、平壌)、2003 年 10 月 3日、4

面 
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そのような中、「軽水炉建設507」の中断に対する議論が本格的に行なうようになってき

た。軽水炉建設に対する米国の立場は重油提供の中断が発表される前から日本や韓国のメ

ディアを通じて報じられていた。6月 12日に米国は、TCOG にて軽水炉建設における技術的

理由により 8 月末に軽水炉建設事業を中断することもありうるという立場を示した508。ま

た、「ブッシュ政権中枢に軽水炉を北朝鮮に与える意思はない。建設工事は今すぐ無理に

止めなくても、いずれ止まる」という米政府筋の証言が報道されたこともあった509。これは

ブッシュ政権としての正式決定ではないが、建設の中止の方向は事実上固まっているとい

うことであった510。そのほかにも米国が、KEDO の各理事国に軽水炉事業を中断あるいは中

止すべきであると促したという米国の関連国への働きかけについて報じられた511。 

その結果、KEDO をめぐる状況はより悪化し、米国の主導でニューヨークにて行われてい

た KEDO の非公式理事会は 11 月 4 日、北朝鮮・琴湖地区で進めてきた軽水炉建設事業を一

時停止することで合意して閉会した512。そして、2003 年 12月より、軽水炉プロジェクトを

「停止」し、北朝鮮の対応改善を待つ状況になった513。 

このように米国の主導で KEDOにより 2003年 12月 1日から軽水炉建設が中断されること

が公式に発表されたことに対して北朝鮮は『労働新聞』を通じて非難した514。そして、北朝

鮮は、このように建設における遅延そして中断により発生した電力損失に対する損害賠償

の支払いを求めた515。その一方、北朝鮮は建設が中断されると、建設装備、設備、資材と技

                                                   
507 北朝鮮の軽水炉建設は琴湖（クムホ）にて 1997 年 8 月から続けられてきた工事である。(『毎
日新聞』「ＫＥＤＯの非公式理事会 軽水炉建設停止で合意 一定の期限設け」2003.11.05 付) 
508 『聯合ニュース』「미.일, 올 KEDO 행정분담금 납부의사 안밝혀」2003-07-15 付 
509 『毎日新聞』「［クローズアップ２００３］米国の「待った」に波紋 北朝鮮軽水炉／イラン
油田」2003.07.03 付 
510 『毎日新聞』「［クローズアップ２００３］米国の「待った」に波紋 北朝鮮軽水炉／イラン
油田」2003.07.03 付 
511 『聯合ニュース』「KEDO, 뉴욕서 실무회의 개최」2003-07-15付 
512 『読売新聞』「軽水炉建設１年停止、北に通知 再開は困難な情勢／ＫＥＤＯ」2003.11.05 付 
ちなみに、KEDO の非公式理事会は 11月 3日から 4日まで行なわれた。軽水炉建設を中断するとい
う決定は 4日の午後 9 時半（日本時間同日午後 11時半）から行なわれた二日目理事会を通じて決
まった。『読売新聞』「軽水炉建設停止、正式決定を先送り／KEDO」2003.11.05 付 
513 外務省ウェブサイト(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaku/kedo/)しかし、その後、2005

年 2月には、北朝鮮は核兵器保有宣言を行なうなど、軽水炉プロジェクトを推進する基礎が完全に

喪失されたと判断されるにいたったため、2006年 5月、KEDOは軽水炉プロジェクトの「終了」を

正式に決定しました。 
514 『労働新聞』2003年 11月 29 日、6面(리현도「손해를 입혔으면 보상해야 한다」) 
515 『労働新聞』2003年 11月 29 日、6面(리현도「손해를 입혔으면 보상해야 한다」)  
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術文書の搬出を一切許容しないという立場を明らかにしていた516。さらに、この発表以後

には、軽水炉の着工式も予定より 1年以上遅れて進行されたが、工事の進展においては 2003

年 8 月に基礎コンクリート打ちが始まった517。しかし、2003 年 11 月に KEDO により軽水炉

建設の中断が発表された518。  

その一方、このような合意に対して福田官房長官は同年 11月 5日の記者会見で「まだ決

定したわけではない。これから協議をしないといけない」と語った519。しかし、米国務省の

エアリー副報道官が同年 11月 5日の記者会見で「米国は軽水炉事業に将来はないとの立場

だ」と語り、事業を再開させる意思がないとの姿勢を示した520。また、「（事業を）再開さ

せるには（KEDO理事会の）全会一致の賛成が必要だ」と述べ、将来的にも再開に向けた議

論に応じない考えを示唆した521。このように、日本が米国のように断固な立場をとらず、建

設の中断という選択肢以外のほかのももありうるという立場を示したのは、日朝交渉を推

進させるためであったと考えられる。 

 そのほかにも米国は北朝鮮に対して制裁を行なった。2002 年 12 月にはイエメン付近の

空海上において北朝鮮のソサン号に対して米国が抑留した522。北朝鮮外務省の代弁人の談

話523によると、その船にはイエメンとの合法的な貿易契約に従い納入したミサイル部品と

建設資材を運んでいたということである。また、北朝鮮は米国からの軍事的脅威から自衛

のためミサイルを生産し、外貨稼ぎの目的で輸出していることを明らかにしていたため、

米国の軍事情報機関が監視・追跡していたことを知っていたにもかかわらず計画とおり実

行したと説明した。しかし、国際法と国際判例からみてもすべての航行条件を満たしてい

                                                   
516 同上、2003年 11月 29日、6面 
517 『労働新聞』2003年 11月 29 日、6面(리현도「손해를 입혔으면 보상해야 한다」)  
518 この軽水炉建設の「一時停止」案は、2003年 7 月の日米韓三か国外交当局の局長級協議などで
日本が提案したものであったという報道があった。そして、これに対して米国は基本的に同意した
が、韓国は難色を示したと加えて説明した。(『読売新聞』「軽水炉建設、一時停止が焦点 きょ
うから非公式理事会／ＫＥＤＯ」2003.11.03 付) 
519 『読売新聞』「KEDO の軽水炉建設一時停止、６か国協議に影響なし 政府、北の反応注視」
2003.11.06 付 
520 『読売新聞』「エアリー米副報道官『北の軽水炉、将来はない』」2003.11.06 付 
521 『読売新聞』「エアリー米副報道官『北の軽水炉、将来はない』」2003.11.06 付 
522 『労働新聞』北朝鮮の外務省の代弁人の談話(2002 年 12 月 13日、平壌)、2002 年 12月 14日 4

面 
523 同上、2002年 12月 14日、4面 
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たにもかかわらず米国が自主権を侵害したと米国を批判した524。 

   

第 4 節 日朝交渉の再開と北朝鮮をめぐる諸問題に対する韓国の働き

かけ 

 

第 1項 日朝交渉に対する北朝鮮の新たな立場(戦略) 

北朝鮮は日朝首脳会談の開催が決まる前まで日朝関係において重大な問題は過去の清算

問題であるという立場をとっていた525。2002 年 3 月の『労働新聞』では、北朝鮮は日本側

が提議していた拉致問題に対して批判する立場をとっていた。さらに、北朝鮮は日本によ

って約 600 万名が拉致・連行され大きな被害を受けたと主張していた526。しかし、日朝首

脳会談を通じて、過去の清算問題は一定の合意を引出した。そして、北朝鮮は、北朝鮮の

自主権を尊重する資本主義国とは親善関係を発展させるという対外方針に基づいていると

公表してきた527。そして、このような対外政策方針に基づき、日朝平壌宣言を履行し日朝関

係を改善することを日朝首脳会談以後にも『労働新聞』を通して報道した528。そして、北朝

鮮は 2002年に小泉首相の訪朝に対して、大胆な政治的決断によるものであったと評価した

529。 

しかし、初めての日朝首脳会談以後、北朝鮮は再び日本との交渉に非協力的な姿勢を一

貫した。これは、日朝首脳会談以後、日本との交渉より北朝鮮をめぐる情勢が悪化しつつ

あったためである。北朝鮮は、核問題において日本は当事者ではないと言いながら、日本

が北朝鮮の「安全を担保してくれる能力がない」という報道した530。すなわち、北朝鮮の外

交政策における日朝国交正常化交渉の比重は次第に下がっていた。とくに、米国による軍

                                                   
524同上、2002年 12月 14 日、4 面 
525 『労働新聞』2002年 4月 5 日、6面(리현도) 
526『労働新聞』2002年 3月 26 日付、6面(조택범「일본은 최대의 랍치범죄국가」) 

、2002年 3月 30日、6面(론평원「조일관계의 중핵문제를 똑바로 알아야 한다」) 
527 『労働新聞』2002年 10月 9日、6面(김종손「조일관계개선은 미룰수없는 시대의 요구」) 
528 同上、2002年 10月 9 日、6 面  
529 『労働新聞』2002 年 11月 11 日、 6面(최성국、「거꾸로된 론리, 그릇된 대화자세」)  
530 同上、2002 年 11 月 11日、 6面 
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事攻撃の話(作戦計画)が出てきたり、米国内のネオコンの勢力が強まり北朝鮮の立場は狭

まりつつあった。したがって、北朝鮮は日朝交渉に応じるより、日本側に過去の清算問題

の解決を要求し、日朝交渉を中断させた。これは、2002年 9月に日朝平壌宣言においてあ

る程度合意されたことであることを考えると北朝鮮側の戦略の一つであったことが読み取

れる。 

つまり、北朝鮮は朝鮮半島の核問題の解決における直接的当事者は北朝鮮と米国である

という立場であった。ここから、日本側の要求に対してミサイル発射を保留したことを再

検討することもありうると強硬に応じた531。すなわち、北朝鮮は日朝平壌宣言で核問題に

ついて言及しているが、実際に核問題に関する交渉は日本ではなく米国と行なうために日

本を架け橋として使った。北朝鮮が日本に対して「日本は過去の朝鮮半島支配に対して謝

罪し、補償しなければならない。そして、戦後の共和国敵視政策を変えることを行動で示

してほしい532」と要求事項を述べたとの田中均アジア大洋州局長の説明からも過去の清算

問題は交渉における主導権を握るためのカードであったことがわかる。その一方、経済支

援について「日本が戦争をしたわけではない北朝鮮に「補償」を行なうことは出来ず、日

韓国交正常化の際の請求権の相互放棄と経済協力のパッケージしか方法はない。さらに国

交正常化は国会の承認が必要となる。国交正常化後の経済協力の金額について非公式交渉

で合意を作るわけにはいかない」と北朝鮮の要求に応じない方針を示した。そして、「最

終的には、原則について妥協することなく合意を作ることが出来た。合意のすべては平壌

宣言に盛り込まれている通りである。経済協力金額の密約などというものはない533」とい

う結論を出した。 

このような日朝交渉を通じて、藪中三十二は、北朝鮮の交渉テクニック534を次のように

説明した。まず、①「過大な要求を掲げる」、②「容易に手の中を示さず、相手からの要求

には NO を繰り返す」、③「建前を非常に重視する」、④「執拗に要求し、拒否し、建前に

執着する。しかし、まとめる必要がある、と判断すると一気に態度を変える」ということ

を取り上げた。これは、言い換えれば、日本側は北朝鮮との交渉において相対的に不利あ

                                                   
531 同上、2002 年 11 月 11日、 6面 
532田中均、2009年『外交の力』日本経済新聞出版社、110 頁 
533田中均、2009年『外交の力』日本経済新聞出版社、111 頁 
534 藪中三十二 2010『国家の命運』新潮社、p126 
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るいは失効した交渉カードをもっていたと考えられる。その一方、2003年 8月に開かれた

６者協議で行なわれた日朝協議で金永日（キム・ヨンイル）外務次官は「拉致問題を含む諸問

題を平壌宣言にのっとって一つ一つ解決していく535」と表明した。 

 

第 2項 北朝鮮に関する諸問題をめぐる 6者協議と日朝交渉の再開 

 米国からの軍事的・経済的に圧力を受けていた北朝鮮は、米国に、北朝鮮の自主権を認

め、不可侵を確約し、北朝鮮の経済発展に障害を造成しないという条件で核問題に関する

交渉を通じ解決する用意があるという立場を明らかにした536。すなわち、米国が不可侵条

約を通じて北朝鮮に対して核を使用しないということを含んだ不可侵を法的に確約するな

らば核問題に応じるという北朝鮮の立場表明であった537。そして、このように北朝鮮は米

国に不可侵条約を締結を提案し続けた。北朝鮮外務省の談話以後にも 2002 年 11 月 3 日、

9 日、17 日、24 日の『労働新聞』を通じ何回も不可侵条約についての立場を表明した538。

また、北朝鮮の武装力は米国の軍事的脅威から自主権が侵害されることを防ぐためのもの

であるという論理であった539。その一方、北朝鮮は国連総会第 57次会議 1委員会で米国の

対北朝鮮敵対視政策を撤回する意思があるのであれば、北朝鮮は問題を対話により解決す

ると表明した540。しかし、北朝鮮の米国へのアプローチは失敗し続け、米朝間の不協和音も

続いた。その結果、北朝鮮は米朝両者の会談という交渉の形に拘らず、米国に譲歩した。 

 その一方、ブッシュ大統領は、2002 年 10 月に中国の江泽民主席に対して北朝鮮による

脅威は米国だけではなく中国にも当たると述べながら北朝鮮をめぐる問題に対する中国の

協力を求めた541。しかし、江泽民主席は北朝鮮は米国の問題であり、中国の問題ではないと

                                                   
535 読売新聞「日朝協議、きょう再開 国際圧力「北」動かすか 出方なお不透明」2004.05.04 
536『労働新聞』 北朝鮮の外務省の代弁人の談話(2002 年 10 月 25日)、2002 年 10 月 26日 

4 面(「조미사이의 불가침조약체결이 핵문제해결이 방도이다」) 
537 『労働新聞』2002年 10月 26日、4面[조미사이의 불가침조약체결이 핵문제해결이 

방도이다.] 
538 『労働新聞』①2002 年 11月 3日、6面、②2002 年 11 月 9日 5面(리철준)、③2002年 11月 

17 日 6面(김종손)、④2002 年 11月 24日 6面(김종손) 
539 『労働新聞』2002 年 11月 9日 5面(리철준「조미불가침조약체결은 핵문제를 푸는 비결」) 
540 『労働新聞』2002年 10月 12日 6面 
541 ブッシュ大統領は北朝鮮との多国間外交行なうためには中国が鍵になると判断していた。

George W. Bush, Decision Points (Crown Books for Young Readers、2011), p.424 
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答える一方、北朝鮮に対して影響力を行使することはきわめて複雑であると論じた542。そ

して、2003 年 1月にブッシュ大統領は再び江泽民主席に北朝鮮の核兵器計画が継続される

と、日本側の核兵器開発を止めないと伝えた。また、同年 2 月にブッシュ大統領は「もし

外交的に問題を解決することができないと、北朝鮮に対して軍事的攻撃も考慮する」とい

う立場を改めて示した543。そして、結果的に北朝鮮の核問題を解決するため、中国から日

本、韓国、ロシアまで参加する多者協議が行なえる基盤が固まっていた。 

 そのような中、北朝鮮は 2003年 6月に米国が提案した「5者会談」に対して、米国が対

北朝鮮政策を転換する用意があるのであれば、北朝鮮は会談の形式に拘らないと報道した

544。ただし、米朝会談を行なった後に米国が提議した形の多者会談に応じるという「先朝米

会談、後多者会談」の立場を示した545。そして、米国の狙いは朝鮮半島における核問題の平

和的解決ではなく、北朝鮮の武装解除であり、多者会談は対北朝鮮敵視政策の国際化では

ないかと懸念した546。すなわち、6者協議が米国の対北朝鮮敵対視政策を合理化させ、国際

的共助体制を形成するためのものであるという批判である547。そして、米国が人身売買な

どの問題を持ち出し、対北朝鮮敵対視政策を推進していると北朝鮮はみていた548。 

 このように米国の政策の程度が深化すると北朝鮮も核抑制力を強化するという強硬な立

場を示した549。しかし、北朝鮮はまた新たに米国の「対北朝鮮敵対視政策転換意思」、北朝

鮮の「核放棄意思」の表明から会談を始めることを米国に提案したが、米国は拒否した550。

これに対して北朝鮮は米国は対北朝鮮敵対視政策を転換する意思が全くないと解釈してい

た551。その結果、米朝関係における変動も見えなかった。そして、米国が北朝鮮とイラクの

間に「秘密武器取引」があったということは米国が北朝鮮に対して国際的制裁と封鎖を実

施するための宣伝であると批判した552。北朝鮮は北朝鮮をめぐる諸問題が国際化されるこ

                                                   
542 George W. Bush, Decision Points (Crown Books for Young Readers、2011), p.424 
543 George W. Bush, Decision Points (Crown Books for Young Readers、2011), p.424 
544 『労働新聞』2003年 6月 2 日、6面([선조미회담 후다자회담방식을 받아들여야 한다]리현도) 
545 同上、2003年 6月 2日、6 面 
546 同上、2003年 6月 2日、6 面 
547 『労働新聞』2003年 9月 25 日、6 面(리경수「우리도 제 갈 길을 갈것이다」)  
548 『労働新聞』2003年 9月 25 日、6 面(리경수「우리도 제 갈 길을 갈것이다」)  
549 同上、2003年 9月 25日 6面 
550 『労働新聞』北朝鮮の外務省の代弁人の返答、2003年 9月 9 日、6面 
551 『労働新聞』北朝鮮の外務省の代弁人の返答、2003年 9月 9 日、6面 
552 『労働新聞』2003年 10月 29 日、6面([불순한 목적을 노린 모략선전놀음]백문규) 
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とを恐れていた。とくに、2003年 5月には米国が国連の討議に北朝鮮に関する問題を持ち

出すと、北朝鮮は非常時の行動措置をとると北朝鮮外務省の代弁人談話を通じて強硬な姿

勢をみせた553。以上のように北朝鮮は、米国が北朝鮮に対して「悪の枢軸」、核先制攻撃の

対象としても、重油提供を中断しても、米国との対話を求めているという立場を外務省談

話を通じて表明してきた554。しかし、結果的には米朝関係は悪化しつつあった。 

 米国の国務部長間フォウェルが「米国はそれぞれ異なる経路を通じて北朝鮮人と接触し

ている。……北朝鮮が懸念する安全担保を適当な時期に提議する一連の構想を持っている」

と言ったことに対しても批判した555。すなわち、米国が新たな案を持ち出したようにして

いるが、実際ブッシュ政権は、米朝不可侵条約締結は反対しながら「先核放棄」だけを要

求しており、以前と変わらない態度であるという批判であった556。さらに、米国が北朝鮮と

の間で長年維持されてきたニューヨーク接触も憚ったと北朝鮮は論じた557。 

 すなわち、北朝鮮が米国との会談を行なうために、日本や他の国を利用したともいえよ

う。ただし、ここで、米国との会談を通じて、何を狙っていたのかを見る必要がある。これ

は、米国からの軍事的攻撃を防ぐことが第 1次段階の当面目標であったであろう。しかし、

米国は「先核放棄」とくに、完全、検証可能かつ不可逆的な廃棄(CVID558)を、北朝鮮は「先

不可侵条約締結」を求め、米朝間の不協和音が続いた。 

 

第 3項 韓国・盧武鉉政権による働きかけ 

盧武鉉政権期に現代グループ会社の会長であったジョンモンホンが自殺する事件が起き

た。これは、北朝鮮へ送金の問題で検察が取り調べる途中に起きたことであった。当時、

北朝鮮問題をめぐる与野党の対立は収まらず深刻化しつつあった。また、結果的に、現代

                                                   
553 『労働新聞』2003年 5月 6 日、6面(「조선핵문제가 유엔의 토의에 넘겨지는 경우 

비상조치를 취할것이라고 경고」조선중앙통신) 
554『労働新聞』北朝鮮の外務省の代弁人の談話(2002 年 12月 29日、平壌)、2002 年 12 月 30日、4

面 
555『労働新聞』2003年 10月 23 日、6 面([미국의 대조선정책전환이 없는 그어떤 회담에도 

흥미가 없다]리현도) 
556 同上、2003年 10月 23日、6面 
557 同上、2003年 10月 23日、6面 
558 日本外務省ウェブサイト

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/6kaigo/6kaigo2_gh.html) 
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グループの会長の自殺により現代グループが進めていた北朝鮮における観光事業にも影響

が及んだ。そのほかにも 2004 年 3 月に､国会において盧武鉉大統領の弾劾訴追案が可決さ

れることにより、その判決が出た 5月 14日まで大統領の権限を失っていた。そのため、外

交政策にも影響が及んでいる状況であった。 

このような状況で行なわれた盧武鉉政権の対北朝鮮政策においては 3 つの特徴がある。

まず、対話中心の解決方針を維持していたこと、関連国と協力すると同時に対話が続ける

ようにミドル外交を実施したこと、それらを行なうため韓国側は周辺国より大きな負担を

負い、対価を払ってきたことである。 

ここで、韓国が北朝鮮と関連国の間で対話をし続けるために払ってきた対価の中、日韓

関係と関連するものもあった。それは、日韓の諸問題である、歴史教科書問題、靖国神社

参拝問題などで難航していた日韓関係は何ヶ月間冷却していたが、盧武鉉大統領の決断に

より、日韓首脳会談が開かれたりしたのである。盧武鉉大統領は 6 者協議を意識し、核問

題の解決において日本の協力が必要であると判断したであろう(北朝鮮への経済協力)559。

そして、北朝鮮を対話の席につかめ経済的支援をし続けていたことなどがその例である。 

このように、盧武鉉大統領は日本と米国に北朝鮮との関係改善を行なうよう力を入れて

いた。とくに、「盧武鉉大統領の戦争防止に対する意志は、2003年 5月の韓米首脳会談の

共同声明を作成する際に、協商の最後選択としての軍事行動を意味する『机のすべての選

択』を『追加的措置』に変えたことからも示されている」560のであった。さらに、盧武鉉大

統領は北朝鮮がもっとも恐れていることは吸収統一あるいは武力攻撃であると認識してい

た561。 

 

 (1)安全保障分野 

2002 年 10 月 17 日に北朝鮮のウラン濃縮プログラム関連事項が『USA Today』紙に報道さ

                                                   
559ハンギョレ新聞(한겨레「노 대통령, 부담스런 한-일 정상회담 ‘의견수렴’ 모양새 

갖추기」)2005-06-14 

(http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=100&oid=028&aid=0000115104) 
560 OhmyNews「노무현 정부 외교안보 정책, 이 정도였구나：미국 국무부 통역관이 본 이종석의 

<칼날 위의 평화>」14.07.29 

(http://www.ohmynews.com/NWS_Web/View/at_pg.aspx?CNTN_CD=A0002017792) 
561 盧武鉉『盧武鉉回顧録：運命である』、２５０頁から引用。 
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れ、米国の国務省はこの件について対外公開を決定した。また、その翌日に米国(当時政権と国務

省)は北朝鮮の核問題の平和的解決の原則を発表した。しかし、2002年 11月 14日にニュヨークで

開かれたKEDO執行理事会で12月からの北朝鮮への重油支援の中断が決定された。その一方、北朝

鮮外務省は、12月 12日に核凍結を解除し、核施設を稼働することを発表した。そして、12月21日

から26日にかけて実際に核凍結の解除措置を実行した。 

2003 年 1 月 10 日には、北朝鮮側は NPT の脱退を宣言した。北朝鮮の NPT 脱退の宣言

の約十日後にソウルにおいて南北長官レベルの会談が行なわれた。そして、1 月 27

日から 29 日まで林東源特使が訪朝した。しかし、約 3 週間後の 2003 年 2 月 18 日

には停戦協定を脱退するという発表から約 1週間後に盧武鉉大統領は就任の演説で

「平和繁栄政策」を発表した。 

4 月 23 日から 25 日には、中国の北京において米中北の三者会談とともに、23 日には米

朝の首席代表間の非公式会合が行なわれた。とくに、外務省からの積極的な行動が見られ

始めた。ユンヨンクォン外務通商部長官は米国、日本、中国を訪問し、ラゾンイル国家保

安補佐官もロシアや中国を訪問し、北朝鮮をめぐる諸問題を解決するため働きかけた。そ

して、4 月 27 日から 29 日には第 10 次南北長官レベルの会談が平壌において開催された。

その一方、盧武鉉大統領は 5月 11日から 13日にかけて訪米し、6月 6－９日に訪日し、北

朝鮮をめぐる諸問題に積極的に取り組んだ。 

 この 2003年の訪日で盧武鉉大統領は、5回目の日韓首脳会談を行なった。この会談では、

「日韓首脳共同声明562：平和と繁栄の北東アジア時代に向けた日韓協力基盤の構築563」が発

表された。内容は、マクロ的には朝鮮半島および北東アジア地域における平和と安定のた

めの日韓の協力を話し合った。また、具体的には、北朝鮮の核・ミサイル問題などの各国

の関心事項における協力の話が行なえた。そのほかにも、両首脳は、北朝鮮の核問題の解

決に向けて早期に後続の会談が再開され、対話のモメンタムが維持される必要があるとい

うことで意見をともにし、北朝鮮に関連する諸問題を包括的に解決するため日韓両国が参

加する形の多国間対話のプロセスに対する強い期待を表明した。 

                                                   
562 小泉政権以前に行なった共同声明としては、1998 年 10 月に発表された「日韓共同宣言－21 世

紀に向けた新たな日韓パートナーシップ」がある。 
563 外務省ウェブページ(http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_03/j_k_seimei.html) 
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 (2)経済分野 

小泉政権期に政権が交代した韓国の場合、政権により(金大中政権と盧武鉉政権)、また、

盧武鉉政権期内で日朝国交正常化交渉の進行とともに政策において変動がみえた。ただし、

金大中政権と盧武鉉政権は、日本人の拉致問題に対して口をはさまなかった。これは 2005

年時点で約 500 名近くなっていた「戦後拉北者」の問題が韓国国内で政治化されることを

懸念し、両政権は消極的な姿勢を取ったのであろう。その一方、核問題など韓国の安全保

障にかかわる日朝交渉に、韓国は積極的な働きかけを見せた。分断国家である韓国には「統

一」という重大な課題がある。そのため、韓国はこれまで統一の過程だけではなく統一以

後の統合に対する対策を模索してきた。とくに、金大中政権と盧武鉉政権は南北の貧富格

差や北朝鮮の基盤施設における整備の不十分などにより統一コリアに起こり得る混乱を未

然に防ぐため「北朝鮮の改革・開放」をさまざまなルートを通じて押し付けてきた。日朝

関係の改善も北朝鮮の市場の開放および開発などにつながると期待していた。そのため、

金大中大統領は小泉総理に訪朝を強く勧め、北朝鮮との関係改善などに協力していた。こ

のような日朝関係改善に協力的な韓国の立場は盧武鉉政権でも続いた。 

盧武鉉政権の外交路線は公式名「均衡的実用外交564」であり、実際の内容は均衡外交であ

った。この均衡外交は、価値と国益、同盟と多者協力、世界化と国家アイデンティティ、国

家と国家間の均衡と調和を遂げることを意味していた565。そして、盧武鉉政権の『平和繁栄

と国家安保』(国家安保戦略指針書)には、均衡的実用外交を「対外関係において我々が同

時に実現していく対立されるあるいは相違な目標と要求の間の均衡をとり、設定された目

標を達成するため外交的に柔軟性を発揮すること」と規定していた566。すなわち、朝鮮半島

にかかわっている問題に積極的に取り組んで、均衡者としての役割を果たし、韓国の平和

と自主を追求するという意味が含まれていた567。しかし、ブッシュ政権による対北朝鮮爆

撃論が台頭し、北朝鮮不法送金問題が打ち出されるなど、盧武鉉政権には独自的に創案し

                                                   
564 李鍾奭(NSC 事務次長、統一部長官など歴任)『刃の上の平和』(이종석『칼날 위의 평화: 

노무현 시대 통일외교안보 비망록』 개마고원)、 2014 年、363쪽 
565 李鍾奭(NSC 事務次長、統一部長官など歴任)『刃の上の平和』(이종석『칼날 위의 평화: 

노무현 시대 통일외교안보 비망록』 개마고원)、 2014 年、363-364쪽 
566 李鍾奭(NSC 事務次長、統一部長官など歴任)『刃の上の平和』(이종석『칼날 위의 평화: 

노무현 시대 통일외교안보 비망록』 개마고원)、 2014 年、363쪽 
567 同上、364쪽 
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た対北朝鮮政策を推進する前に乗り越えないといけない課題が多かった。 

 そのような中、盧武鉉大統領は、「北朝鮮に対しても同様に一貫した原則を堅持した。

……民族と国家の運命がかかっている重大事を交渉する時には相手が私の行動を予測でき

るようにしてあげるべきである。そうすると私も相手の行動を予測できる。北核問題の交

渉は本質的に利益を扱うのではなく、危険を除去するための交渉である。このような問題

を扱うときには不確実性を増幅される戦略を避けるべきだと考える568」という方針を立て

ていた。このような盧武鉉大統領の方針の下に、盧武鉉政権は、核廃棄と北朝鮮の安全保

障、米朝修好、経済支援、平和協定の締結のような懸案を一つに縛り一括妥結することを

方針569にしていた。 

 そして、盧武鉉政権は「北朝鮮がもっとも恐れているのは吸収統一あるいは武力攻撃で

ある」と判断していた570。そのため、韓国は武力攻撃をしないことと吸収統一を行なうつも

りもないということを確実にしておいた571。このように盧武鉉大統領の認識により韓国は、

米国と日本に対して北朝鮮との関係改善と北朝鮮に関する問題の平和的解決に協力するこ

とを求めるようになった。 

米国が軽水炉工事を終了するべきと主張したが、日本と韓国は 6 者協議の進展のため中

断状況を持続させようと米国を説得した。その結果、2004年 11月 KEDO理事会は中断をも

う 1 年延長した572。盧武鉉政権期に 6 者協議の首席代表であった李秀赫の回顧録では、軽

水炉工事が中断されるといままでの投入された約 10 億ドル以上の資金に対して韓国国内

で政治的な論争が生じることを恐れたことや北核問題の根本的な解決を目指していた韓国

側としては米国との調整に難航していたと記述されている573。軽水炉工事には総計 46億ド

ルで、韓国は総事業費の 70％である 3 兆 5420 億ウォンを、日本は 10 億ドルに相当する

                                                   
568 盧武鉉『運命である』 노무현, 노무현재단 저『운명이다: 노무현 자서전』 유시민 

편、돌베개、2010、 249쪽 
569 盧武鉉『運命である』 노무현, 노무현재단 저『운명이다: 노무현 자서전』 유시민 

편、돌베개、2010、 252-253쪽 
570 盧武鉉『盧武鉉回顧録：運命である』、2010、250頁 
571 盧武鉉『盧武鉉回顧録：運命である』、2010、250頁 
572 李秀赫「転換的事件：北核問題の精密分析(전환적 사건：북핵 문제 정밀 분석)」中央ブック

ス(出版社)2008 年、257 頁 
573 盧武鉉政権期に 6 者協議の首席代表であった李秀赫の回顧録参考・引用「転換的事件：北核問

題の精密分析(전환적 사건：북핵 문제 정밀 분석)」中央ブックス(出版社)2008 年、255-257 頁 
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1165 億円を分担し、米国は軽水炉の完工までの対北重油提供の費用とそのほかの事業費 3

億 8000万ドルを粉炭することになっていた574。このような巨大な費用の一部をもうすでに

投資していた韓国の場合、工事を中断することで金大中政権から受けていた対北朝鮮支援

政策に対する批判の声がより高まり、韓国国内の政治問題化されることを懸念していた。 

 2002 年 12 月に盧武鉉大統領当選者(当時)は北核問題に対して、①北核受け容れず②外

交的解決③その過程において我らの主導的役割という三つの原則575を提示した。しかし、

盧武鉉政権に入ってから国際情勢および国内情勢により南北関係は悪化しつつあった。さ

らに、2003 年に米国からイラクへの派兵の要請があったため、盧武鉉大統領は支持基盤が

揺れるなどして立場が弱まった。また、在韓米軍の移転問題などの米国とかかわる問題に

頭を悩んでいた。そして、盧武鉉大統領はＡＰＥＣにおいてブッシュ大統領に北朝鮮に対

する書面での安全保障を提議し、これに対する約束をもらいイラクへ派兵することを決定

した。盧武鉉大統領は回顧録で「イラク派兵は正しくない選択として歴史に記録されるで

あろう。当時もそう考えたし、今もそう考える。正しいと信じていたからではなく、大統

領を勤める人として回避できない選択であったため派兵した」576と述べている。盧武鉉大

統領はイラク派兵について、当時米国の対北朝鮮爆撃論が台頭していたため、断ることが

できなかったと論じた577。そして、盧武鉉政権は在韓米軍の再配置、ヨンサン基地移転、戦

時作戦統制権の返還、イラク派兵など韓米関係において望ましくない部分が多いが、漸進

的に変わっていくようにしていた578。また、金大中大統領と同じく北朝鮮の核問題は米朝

関係から発生したものとしてみていた579。すなわち、盧武鉉政権も北朝鮮が体制に対する

脅威を核解決で解消しようとしているとみていた580。そのため、盧武鉉政権は米国が北朝

鮮に対して武力攻撃あるいは一定水準を超えた圧迫と制裁を行なうことに対して韓国政府

                                                   
574 盧武鉉政権期に 6 者協議の首席代表であった李秀赫の回顧録参考・引用「転換的事件：北核問

題の精密分析(전환적 사건：북핵 문제 정밀 분석)」中央ブックス(出版社)2008 年、254頁 
575 金萬福(国家情報院長)他 2 名共著『韓半島の平和の道』(김만복(전)국정원장)백종천 외 1명 

저『한반도 평화의 길』늘품플러스)、2013年 
576 盧武鉉『盧武鉉回顧録：運命である』、2010、245頁 
577同上、243頁 
578 同上、248 頁 
579 同上、248-249 頁 
580 同上、249 頁 
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がただ受入れることはないということを明確に伝えた581。そして、盧武鉉政権は対話を通

じた平和的解決を原則として北朝鮮をめぐる環境が好転するようにしていた582。これは、

朝鮮半島における平和のため、米朝関係が改善できるようにするという盧武鉉政権の方策

であった。そして、最終的に統一問題や南北関係に直接影響を与える北朝鮮に関する問題

に対しては関連国とくに米国と日本と 2003 年 1月から TCOG583(北朝鮮問題に関する日韓米

3か国協議)協議を通じて情報および意見を共有・交換してきた。また、非公式実務者協議

も数回に渡って行なった。 

その一方、初の南北首脳会談(2002 年)をきっかけに韓国は北朝鮮と政府レベルだけでは

なく、民間レベルまで交流を拡大させた。とくに、離散家族再会および金剛(グムガン)山

の観光、鉄道事業などさまざまな分野において政策が推進された。これは、金大中政権の

「太陽政策」という北朝鮮に対して積極的に援助・協力する政策の下で行なえた。しかし、

2003年、盧武鉉政権に入って間もなく北朝鮮への不法送金問題が浮上して、韓国と北朝鮮

の関係は悪化した。不法送金問題は金大中政権期に現代グループから約 5 億ドルが北朝鮮

に不法に送金されたということで検察が盧武鉉政権期に取り調べ始めた。そのような中、

北朝鮮と観光事業などを進めていた現代グループのジョンモンホン社長の自殺(2003 年 8

月 4日)により、北朝鮮との観光事業はより難航した。金大中大統領は、盧武鉉大統領が送

金問題を収拾できなかったこと、対北朝鮮政策を多めに見て取り組まなかったことなどを

回顧録において指摘している。このように金大中政権と盧武鉉政権は異なる対北朝鮮政策

をとっていた。表面上では盧武鉉大統領は当選してから金大中政権の対北朝鮮政策「太陽

政策」を継承するとの意思を表明してきた。しかし、「平和・繁栄政策」という対北朝鮮政

策を発表し、前政権とは異なる方式で政策を推進した。盧武鉉政権期において北朝鮮政策

を担当していた実務家たちの回顧録『韓半島の平和の道』にも「『対北送金の特検』は南北

関係の信頼に相当の影響を与え、参与政府の対北朝鮮政策もそれによる相当影響を受けた

584」と言及されている。また、盧武鉉政権は北朝鮮に対して「私の任期中、金銭的な対価提

                                                   
581 同上、249 頁 
582 同上、249 頁 
583 2003年 1月 7日に発足・開始(http://2001-2009.state.gov/r/pa/prs/ps/2003/16433.htm) 
584 金萬福(国家情報院長)他 2 名共著『韓半島の平和の道』(김만복(전)국정원장), 백종천 외 1명 

저『한반도 평화의 길』늘품플러스)、2013年、257頁 
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供という面において透明ではない限り、南北首脳会談は行なわない」と何回も強調してい

た585。その結果、日朝関係にも影響を与えた。 

 その一方、初めての南北首脳会談をきっかけに韓国は北朝鮮と政府レベルだけではなく、

民間レベルまで交流を拡大させた。とくに、盧武鉉政権期に、離散家族再会および金剛(グ

ムガン)山の観光、鉄道事業などさまざまな分野において政策が推進された。このような韓

国による北朝鮮への経済支援・協力はある意味、日朝の経済協力の可能性を抑える結果に

つなかったのであろう。盧武鉉大統領は 2007 年に金正日委員長との会談で話したように、

日本からの経済支援・協力の規模に相当するものを北朝鮮に与えることもありうると語っ

ていた。 

 

第 5 節 小括：第 2 期(2002 年 9月～2004 年 5月)の小泉政権・金正日

政権による日朝公式交渉の推進要因(「交渉カード」) 

2002年 9月に初の日朝首脳会談を通じて日朝交渉における争点の一つであった、過去の

清算問題が一区切り付いた。日朝平壌宣言で過去の清算問題については「経済協力方式」

で解決するという内容の合意が発表された。また、1945 年 8 月 15 日以前に発生した人民

のすべての財産および請求権を相互放棄することを基本原則とすることにした。そのほか

にも、日本人の拉致問題においても進展が見られた。北朝鮮の金正日委員長による謝罪お

よび今後の調査開催などの合意事項も報告された。 

 その一方、日本国内では田中均という官僚の活躍(対北朝鮮政策の決定過程においての変

動)と「ミスターＸ」に相対したことへの懸念や田中均の秘密主義と呼ばれる政策決定過程

における疑問などが台頭していた。これに対して川口順子外務大臣は、「情報は複数のソ

ースから取っている。不正常な形で決定しているとは思っていない」586と語った587。そして、

                                                   
585 金萬福他 2 名共著『韓半島の平和の道』2013年、257 頁 
586 読売新聞「田中外務審議官、再びやり玉 ミスターＸ、「圧力」削除…」2003.06.05 
587 このような川口順子外務大臣の発言は、「自民党の山本一太氏の「国益のかかる問題で一人の

官僚が個人的パイプを使って政策決定に影響を及ぼすのは危険だ。北朝鮮政策の決定プロセスは正

常でない」という批判に対する答えである。(読売新聞「田中外務審議官、再びやり玉 ミスター

Ｘ、「圧力」削除…」2003.06.05) 
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田中均局長が外務審議官（政治担当）に移動し、日朝交渉における役割の比重は時代に縮

小された。そのような中、北朝鮮により日朝交渉は中断された。このような変動を受けて

日本側はさまざまなルートおよび方式により北朝鮮への働きかけを行なった。また、韓国

からの積極的な協力(日朝に特使を送って首脳会談を勧めたり、国内要求を無視し日韓協定

を非公開にしていたことなど)は日朝交渉の基盤になった。 

 

第 2 期(2002-2004)の日朝交渉の中断と再開の要因：多者協議を通した日朝交渉

の再開 

 このように日朝首脳会談以後、日朝国交正常化交渉に米国、韓国、中国などの国ぐには

もちろんのこと、日本国内の与野党、拉致被害者を中心にした団体などのより多くのアク

ターがからみ合うようになった。そして、小泉首相の強い意志や決断力と北朝鮮の拉致問

題と安全保障問題における譲歩により日朝首脳会談が実施されたが、日朝国交正常化まで

は果たせなかった。さらに、北朝鮮の拒絶により予定されていた日朝交渉は中断された。

しかし、北朝鮮により中断された日朝交渉はこの第 2 期にも中断されつつある中でも何回

も推進・再開された。このような日朝交渉の推進・再開においては次の要因が作用した。 

 第 1 に、北朝鮮に関する問題の国際イシュー化、とくに 6 者協議を通して北朝鮮を日朝

交渉の場に引出すため、日本側はさまざまなルートおよび方式で働きかけたことである。

この時期には第１期(2001 年～2002 年 9月)と異なり、外務省だけではなく政治家たちが日

朝交渉の窓口になり日朝交渉の再開を呼びかけていた。また、日朝の間のルートだけでは

なく、韓国などの関連国を通して北朝鮮側に日本側の意思を伝えたりした。そして、「対

話と圧力」という名付けていた方針は実際上の圧力より形式・表面的圧力に止め、北朝鮮

を説得したり、周辺国に日本の対北朝鮮政策に対する理解・協力を求める場面が多かった。

これは、日本側は外交的手段を取り、北朝鮮をめぐる諸問題を国際問題化させたり、米国

による賛同を得て北朝鮮への外交的圧力としても働いた588。このようにさまざまな方式に

                                                   
588 日本外務省の『平成 18年版外交青書』から次のような措置があったことがわかる。たとえば、
外交的圧力①「主要国首脳会議（G８サミット）など多国間の会談や、米国、韓国、中国、タイ等
との二国間会談の際には、日本側から拉致問題や核問題を提起」②「北朝鮮の人権状況」決議や G
８サミットの議長声明等には、拉致問題への明確な言及が盛り込む。日本側による法的措置①３月
１日に施行された改正船舶油濁損害賠償保障法も、特定の旗国の船舶を対象とするものではないも
のの、結果として日本に入港する北朝鮮籍船舶数の大幅減少につながったとみられる。そのほか
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よる交渉再開への呼びかけを続けた結果、日朝交渉の再開における基盤を固めることがで

きた。しかし、このような日本側の措置は北朝鮮の日朝交渉に対する認識を変えたことい

うより、北朝鮮をめぐる諸問題にかかわっていた米国などの国ぐにに日朝諸問題の重要性

を理解させる効果をあげた。つまり、日本における拉致問題の重要性と核・ミサイル問題

の深刻性を関連国から一定部分認めてもらうことにより、日本の独自方針・行動―北朝鮮

へのアプローチおよび措置―を取れる余地を作れた。 

しかし、この第２期の日朝交渉の再開における決定的要因は 6 者協議であった。日本で

は日本の国内政治における関心が集まっていたこともあり、拉致問題の解決を求められて

いた。しかし、北朝鮮の協力を得ず、拉致問題における進展はなかなか見えなかった。そ

のため、日本は 2002年の日朝首脳会談以後国際社会へのアピールを一つの戦略として活用

してきた。国連だけではなく、米国・韓国などの首脳会談などの交流の際に拉致問題の深

刻性をアピールしたりした。その一方、日本における安全保障問題として、核問題の解決

を求めていたため、核問題における協力もさまざまな国に呼びかけた。また、6者協議にお

いては中国と米国の間を調整する役割も果たした。その結果、核問題をめぐる 6 者協議が

開かれ、そのような中で日朝交渉を行なえる基盤をつくった。 

第 2 に、韓国の北朝鮮をめぐる諸問題への介入方針はこの第 2 期にも重大な要因であっ

た。しかし、韓国は 2003 年に政権が盧武鉉政権に交代したが、対北朝鮮政策の方針は金大

中政権の太陽政策を引継ぐと言いながらも政策を推進する方法においては異なる立場であ

った。その結果、南北関係における諸問題が台頭し、日朝交渉に直接介入する余地は減少

していた。しかし 6 者協議を立てる過程の中で韓国の役割は大きかった。とくに、盧武鉉

政権は北朝鮮を改革・開放の道に引っ張り、6 者協議に応じるように、経済支援や直接投資

などの協力を行なう一方、日米の強硬的な対北朝鮮政策・発言で北朝鮮を刺激せず緩慢な

交渉ができるように説得した。このように盧武鉉政権はその意図と関係せず、日朝交渉の

推進要因として作用していた。 

 

 

                                                   
に、北朝鮮による大量破壊兵器・ミサイル等の拡散活動や不法活動に対する安全保障構想（PSI）
などが取り上げられている。 
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第 5 章 

第 2 回日朝首脳会談から日朝交渉の中断まで 

(第 3期：2004年 5 月～2006年 9月) 

 

 

2004年 4月に日本では「二元外交」が問題になった。同年 4月に自民党の山崎拓・前副

総裁と平沢勝栄衆院議員（総務政務官、拉致議連事務局長）が、北朝鮮による日本人拉致

問題について協議するため中国で北朝鮮高官と会談する計画を進めていることが明らかに

なった589。そして、同年 4 月２日に帰国後、山崎拓氏らは大連にて、北朝鮮の日朝交渉担

当の鄭泰和（チョンテファ）大使や宋日昊（ソンイルホ）外務省副局長と会談し、日本人拉

致被害者家族の早期帰国と、日朝間の政府間協議の再開を求めたという会談の内容を明ら

かにした590。また、山崎氏は、「直ちに日朝両国の実務者レベル協議が行われる」と述べ、

月内再開の見通しを示した591。そして、平沢勝栄衆院議員議員も北朝鮮側との会談で、山崎

氏が拉致問題をめぐる日朝政府間協議の早期再開を要請したことに対し、北朝鮮側が「で

きるだけ早く応じる」と返答したことなどを説明した592。 

これに対して小泉首相は同年 4 月 2 日昼、自民党の山崎拓・前副総裁と平沢勝栄衆院議

員（総務政務官、拉致議連事務局長）が北朝鮮による日本人拉致問題を北朝鮮高官と協議

するため中国を訪問したことについて、「（麻生）総務相も（自民）党も知らなかったとい

                                                   
589 『読売新聞』「自民党の山崎拓氏と平沢議員、北朝鮮高官と会談へ」2004.04.02 付 
590 『毎日新聞』「北朝鮮・拉致問題：日朝協議「月内に再開」 北朝鮮側と会談終え、山崎拓氏
ら帰国」2004.04.03 付 
591 その他にも、本記事では次のような内容も報道した。「会談は１、２の両日、同じメンバーで
行われた。平沢氏が帰国後、拉致議連幹部に行った報告によると、北朝鮮側は（１）日本は約束違
反。５人をいったん北朝鮮に戻すべきだ（２）約束違反については証拠がある（３）北朝鮮全人民
は日本から大きな被害を受けた－－などと従来の主張を展開した。」『毎日新聞』「北朝鮮・拉致
問題：日朝協議「月内に再開」 北朝鮮側と会談終え、山崎拓氏ら帰国」2004.04.03 付 
592 このような発言は、自民党の安倍晋三幹事長が５日に、党本部に平沢勝栄衆院議員を呼び、平
沢氏が山崎拓前副総裁とともに中国・大連を訪れ、北朝鮮政府高官と接触したことについて報告を
受けた時の内容である。『毎日新聞』「山崎・平沢氏の北朝鮮接触：平沢氏呼び注意－－自民・安
倍幹事長」 2004.04.06 付 
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うことだ。これは問題がある」と述べた593。また、小泉首相は山崎氏が帰国した２日夜には、

訪中について「知らない」とだけ答えたが、5日夜には、北朝鮮高官と接触するため訪中し

た自民党の山崎拓前副総裁から「今、中国にいる」と電話で連絡を受けていたことを認め

た594。 

その一方、麻生総務相も 2 日午前の記者会見で「政務官の国内外への出張・旅行には大

臣の許可と官房長官への事前の届け出が必要と定めた『大臣規範』に違反することになる。

事情を聞いて判断する」と述べた595。そして、川口順子外相も５日の参院イラク復興特別委

員会で、山崎拓自民党前副総裁と平沢勝栄衆院議員が訪中し、北朝鮮政府高官と会談した

ことについて「（北朝鮮問題は）政府間で協議すべきことだ」と指摘した596。。 

当時、野党の民主党の野田佳彦国会対策委員長は六日の記者会見で、自民党の山崎拓・

前副総裁と平沢勝栄衆院議員が日本人拉致問題で北朝鮮高官と協議したことについて、「ど

う見ても二元外交を許していたことになるのではないか」と述べた597。その結果、中国で北

朝鮮高官と会談した自民党の山崎拓・前副総裁の小泉首相への報告が当初予定されていた

同年 4 月 5 日から延期されることになった598。そして、小泉首相は同月 7 日夜、都内のホ

テルにて山崎拓・前自民党副総裁と会い、日本人拉致問題などをめぐって中国・大連で行

われた山崎氏と北朝鮮高官との協議について報告を受けた599。その場の出席者によると、

山崎氏は「北朝鮮側は『日朝平壌宣言に調印したのは小泉首相と金正日総書記の二人だ。

小泉首相の在任中に、核問題も拉致問題もすべて解決したい』と言ってきた。焦っている

ようだった」などと説明した600。そして、山崎氏が「拉致問題を解決しなければ国交正常化

                                                   
593 『読売新聞』「平沢議員ら訪中 小泉首相「問題ある」 総務相も党も知らず」2004.04.02 付 
594 『毎日新聞』「山崎・平沢氏の北朝鮮接触：訪中時の山崎氏からの電話認める－－小泉首相」 
2004.04.06 付 
595 『読売新聞』「平沢議員ら訪中 小泉首相「問題ある」 総務相も党も知らず」2004.04.02 付 
596 『毎日新聞』「山崎・平沢氏の北朝鮮接触：川口外相、訪中に不快感示す」2004.04.06 付 
597 『読売新聞』「北朝鮮と接触の山崎氏ら、民主党が参考人招致要求へ」2004.04.07 付 
598 このように延期されたことについて本記事では、首相側が先送りを求めたためであると見られ
ると述べている。『読売新聞』「自民・山崎氏らの北高官会談 小泉首相への報告延期」
2004.04.04 付 
599 『読売新聞』「北朝鮮「小泉首相在任中に解決したい」 核、拉致問題で自民・山崎拓氏に伝
える」2004.04.08 付 
600 本記事では、その場に公明党の冬柴幹事長と旧保守新党の幹事長だった二階俊博元運輸相も同
席したと述べている。『読売新聞』「北朝鮮「小泉首相在任中に解決したい」 核、拉致問題で自
民・山崎拓氏に伝える」2004.04.08 付 
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交渉は前に進まない」と求めたのに対し、北朝鮮側は「わかりました。金正日総書記に必

ず伝えます」と答えたとも当時に報道された601。 

このような与野党の「二元外交」に対する否定・批判と関係せず、結果的には山崎拓議

員の行動は二元外交として働いた。実際に、山崎拓議員が中国にて行なわれた日朝間の非

公式交渉の時に小泉首相に電話したことなどを考えると公式ルート以外のルートが作用さ

れていたのである。ただし、山崎氏は毎日新聞の取材に「鄭大使や宋氏との会談の際、二

元外交とのそしりを受けないよう十分注意した」と強調した602 

山崎拓議員により行なわれた日朝非公式交渉では、拉致問題だけではなく、「特定船舶

禁止法案」などについても話し合ったと報道されていた。これについては、自民党の安倍

幹事長が同月 10日、広島市内で講演し、中国で行われた山崎拓・前副総裁らと北朝鮮高官

との会談で、北朝鮮側が「特定船舶禁止法案をやめないと日本はひどい目に遭う。この問

題（拉致）を２０年も３０年も解決しない」と発言し、同法案の成立断念を求めたことを

明らかにした603。 

2005 年 5 月に小泉首相は山崎拓元自民党副総裁を通して韓国の鄭東泳統一部長官に、

「小泉総理の任期内に日朝修好の片をつけたい」という口頭メッセージの北朝鮮側への伝

達を要請した604。また、山崎拓元自民党副総裁を韓国の鄭東泳長官に送り、拉致問題を会談

の議題に入れ込んでもらえるように要請するなど、小泉首相の日朝国交正常化や日朝関係

改善に対する強い意志がみられた。その一方、2005 年 7月 18日には、北朝鮮の金正日総書

記が韓国の鄭東泳（チョン・ドンヨン）統一部長官を通じて「日朝国交正常化を強く望ん

でいる」と表明したことが報じられた605。そして、2005 年 7月 20日に小泉首相は首相官邸

にて自民党の山崎拓・前副総裁と会談し、日朝関係について、「小泉政権の間に核問題、拉

致問題を解決し、国交正常化したい」と述べ、自民党総裁としての任期が切れる 2006 年 9

                                                   
601 『読売新聞』「北朝鮮「小泉首相在任中に解決したい」 核、拉致問題で自民・山崎拓氏に伝
える」2004.04.08 付 
602 『毎日新聞』「北朝鮮・拉致問題：日朝協議「月内に再開」 北朝鮮側と会談終え、山崎拓氏
ら帰国」2004.04.03 付 
603 『読売新聞』「北朝鮮、自民・山崎氏に入港禁止法案断念要求」2004.04.11 付 
604 鄭東泳『開城駅からパリ行き汽車チケットを』(정동영『개성역에서 파리행 

기차표를』랜덤하우스코리아)、2007年、175-176頁 
605 『読売新聞』「日朝正常化「任期内に」小泉首相が意欲 「６か国協議」機に関係の打開図
る」2005.07.20 付 
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月までに国交正常化を果たす意向を表明した606。 

しかし、小泉政権期における日朝交渉の第３段階といえる、第 2 回日朝首脳会談以後の

対北朝鮮政策も難航しつつあった。実際に、細田官房長官は 2005 年 7 月 19 日の記者会見

で、国交正常化の見通しについて、「まだ、いろいろ乗り越えなければならない障害があ

る」と状況を説明した607。どのような障害があったのかを検討する。とくに、２回目の日朝

首脳会談が開いた 2004年を基点とし、各関連アクターの作用関係などを再構成する。 

その一方、2回目の首相会談以後には拉致問題により国内の批判の声もあったが、拉致被

害者家族に対する批判の声も上がるなど、1 回目の会談の時と少し異なる国内情勢が見ら

れた。しかし、2回目の小泉首相の訪朝以後にも「日朝国交正常化交渉」は再開と中断を繰

返した。この時期には対北朝鮮政策における変動も見え、さまざまな政策が行なわれた。

しかし、日朝交渉は大きな進展も見せず、中断された。したがって、その背景や要因を明

らかにする必要がある。さらに、日朝国交正常化を実現できなかったという結果からみる

と他の政権と変わらないが、小泉政権の対北朝鮮政策においてどのような評価ができるか

についても検討する必要があるであろう。 

 

第 1 節 第 2回日朝首脳会談とその成果 

2004 年 5 月 14 日に発表をする前の段階から、外務省は 2 月の段階から日朝交渉など一

連の準備を北朝鮮との間で議論・協議をしてきた608。そういったその一連の北朝鮮とのや

り取りの中で最終的に小泉総理が再訪朝するとの判断を決めた609。小泉首相は①拉致被害

者の家族の方々の早期の帰国、②拉致されたまま安否のわからない者および拉致された疑

いのある行方不明者の問題を解決するため訪朝し、金正日(キム・ジョンイル)国防委員長

                                                   
606 『読売新聞』「日朝正常化「任期内に」小泉首相が意欲 「６か国協議」機に関係の打開図
る」2005.7.20 付 
607 『読売新聞』「日朝正常化「任期内に」小泉首相が意欲 「６か国協議」機に関係の打開図
る」2005.7.20 付 
608 川口順子外務大臣の発言。日本の国会会議録 159回次- 参 - 外交防衛委員会 - 21号、平成 16

年 5月 27日  
609 川口順子外務大臣の発言。日本の国会会議録 159回次- 参 - 外交防衛委員会 - 21号、平成 16

年 5月 27日  
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との会談を行なうという内容を事前に報告した610。そして 14日の発表や再訪朝を決める過

程では川口順子外務大臣の指示と了解の下で外務省は北朝鮮と交渉を行なってきめた611。 

2002 年の日朝首脳会談と異なり、2004 年の会談はより実務的な会談であった。とくに、

北朝鮮からは、空港での歓迎式典あるいはさまざまの行事ということも打診があった。し

かし、小泉首相の判断で、2004年の会談はきわめて実務的な内容について話合うことにし、

日本側はこの訪朝を実務訪問ということにした612。すなわち、まさに首脳会談一本でいく

というのが小泉総理の判断であった613。そして、日朝首脳会談においては、拉致問題だけで

はなく、核問題や北朝鮮への人道支援の話が行なわれた。とくに、小泉首相は会談を通じ

て、国交正常化、拉致の問題、核・ミサイルの問題を包括的に解決する、そうした中で日朝

平壌宣言をきちんと遵守していくという方針と、「経済制裁を発動する考えは自分は今持

っていない」という考えを伝えた614。 

 そのような中、小泉首相は、「私が再度訪朝しない限り、事態を前進させることはでき

ないということであれば、私が訪朝して直接金正日氏ともう一度話し合おうと考え、訪朝

を決断しました」615という意思を表明した。そして、「私は、拉致問題とあわせて、核の問

題、ミサイルの問題を包括的に解決していこうという「日朝平壌宣言」を……もう一度確

                                                   
610 小泉内閣メールマガジン 第 140号  2004/05/20「一日も早く家族が再会したいというご家族の

気持ちを考えると、拉致被害者の家族の方々の早期の帰国になんとか道筋をつけなければならな

い。同時に、拉致されたまま安否のわからない方や、拉致された疑いのある行方不明の方もおられ

ます。こういう問題を総合的に解決しなければなりません。」 
611 日本の国会会議での川口順子外務大臣の発言を整理した。また、１４日の発表については川口

順子外務大臣と小泉総理が事前に話し合ったということも述べられている。日本の国会会議録 159

回次- 参 - 外交防衛委員会 - 21号、平成 16年 5月 27 日  
612 発言者：薮中政府参考人、日本の国会会議録 159 回次- 衆 - 外務委員会 - 17号 、平成 16年

5 月 25日 (http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-

bin/KENSAKU/swk_dispdoc.cgi?SESSION=52553&SAVED_RID=1&PAGE=0&POS=0&TOTAL=0&SRV_ID=8&DOC_

ID=8293&DPAGE=1&DTOTAL=40&DPOS=4&SORT_DIR=0&SORT_TYPE=0&MODE=1&DMY=56427) 
613 発言者：薮中政府参考人、日本の国会会議録 159 回次- 衆 - 外務委員会 - 17号 、平成 16年

5 月 25日 (http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-

bin/KENSAKU/swk_dispdoc.cgi?SESSION=52553&SAVED_RID=1&PAGE=0&POS=0&TOTAL=0&SRV_ID=8&DOC_

ID=8293&DPAGE=1&DTOTAL=40&DPOS=4&SORT_DIR=0&SORT_TYPE=0&MODE=1&DMY=56427) 
614 発言者：薮中政府参考人。日本の国会会議録 159 (回次)- 衆 - 外務委員会 - 17号 、 平成 16

年 5月 25日  
615 小泉内閣メールマガジン 第 140号 2004/5/20 ［らいおんはーと ～ 小泉総理のメッセー

ジ:北朝鮮再訪問へ］ 

(http://www.kantei.go.jp/jp/m-magazine/backnumber/2004/0520.html) 
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認したいと思っています」616と述べた。この発言から、日朝交渉の進展・再開には政治的な

決断が必要であることがわかる。さらに、北朝鮮からの第 2 回目の「日朝首脳会談」開催

という要請があったことも推測できる。つまり、日本側も日朝交渉における進展を望んで

いる一方、北朝鮮側も日本との協議を通じて得ようとしていたものがあるという意味であ

る。しかし、出された結果・成果は北朝鮮が交渉を提案する際に提示した程度に止まって

いる傾向があった。 

 

(1)拉致問題 

この 2 回目の日朝首脳会談について、小泉総理は「極めて力強い口調で、この十人の安

否不明の方々の今までの情報というのは、全くこちら側、日本側として納得がいくもので

はない」617ということや、「日本国内で家族の皆さん一人一人が、今も北朝鮮で当然のこと

ながら生存しておられる」、そういうことを背景として北朝鮮側に強く主張したと国会会

議で薮中三十二局長が説明したこともある618。そして、それに対して北朝鮮の金正日委員

長は、「そうした家族の気持ちはわかる。……安否不明者の真相究明について、白紙に戻

して、きちんとした調査、本格的な調査を直ちに始める」と答えた619。 

 日本政府は、拉致問題については拉致問題に関する専門幹事会を運営していた。2003年

７月に確認をした基本方針に従い、拉致被害者五名の家族の速やかな帰国を実現し、その

上で、再開された正常化交渉の中で安否不明者の真相究明も行なっていくという方針をと

                                                   
616 小泉内閣メールマガジン 第 140号 2004/5/20 ［らいおんはーと ～ 小泉総理のメッセー

ジ:北朝鮮再訪問へ］ 

(http://www.kantei.go.jp/jp/m-magazine/backnumber/2004/0520.html) 
617 日本側は拉致問題の解決のためより積極的に日朝交渉を進めようとした。たとえば、2004年 1
月にも日本側の実務者が訪朝した際に、拉致問題に関する日朝交渉の再開を求めていた。「2004
年 1月には、日本政府関係者が、北朝鮮当局に麻薬犯罪容疑で拘束された邦人男性及び亡命申請を
したとされる邦人女性との面会のため、平壌を訪問した。訪問の際、日本側より、拉致問題の解決
についての日本政府の立場に言及し、そのための日朝政府間の話し合いを行うことを申し入れつ
つ、本件について今次訪朝団と北朝鮮政府関係者の間で協議を行うことを提案した」(『平成 16 年
版 外交青書』) 
618 国会会議で薮中三十二局長が小泉首相の発言の概要を述べた。発言者：薮中政府参考人、日本

の国会会議録 159(回次) - 衆 - 外務委員会 - 17号 、 平成 16年 5 月 25日 
619 国会会議で薮中三十二局長が金正日委員長の発言の概要を説明した。日本の国会会議録、159 

(回次)- 衆 - 外務委員会 - 17号 、 平成 16年 5月 25 日 
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っていた620。日朝の首脳会談により、八名の家族のうち五名の帰国が実現をした。残りの三

名の家族については、これは本人たちの意向もあって帰国は実現をしなかった。しかし、

第 3 国における再会を行なうため調整に入っていた621。また、日本政府として、「今回の

首脳会談を踏まえて、しかるべき時期に日朝国交正常化交渉の再開に向けて調整を行なっ

ていくという考えを持っております」と交渉の再開について言及した622。また日本側は、北

朝鮮側による安否不明者の真相究明の進展を見ながら、必要に応じて国交正常化交渉の中

で真相究明を求めていく方針も明らかにした623。川口順子外務大臣は国会会議で、拉致問

題完全解決の定義について①5人の家族の方の帰国、②安否の不明の人びとについては、も

し今後拉致という認定があった場合にはその人たちについても真相究明が行なうことであ

る624と述べた。これを考慮すると、日本政府は当時、達成できる範囲で解決したと評価した

であろう。当時野党の民主党は「我々はこの拉致問題を考えますと、とにかく五人の家族

の、五人の家族の方々の完全の帰国、そして十名の方々の安否、そして百名とも四百名と

も言われている特定失踪者完全解決と、これを完全解決なくして我々は北朝鮮とのあらゆ

る交渉もあり得ないという立場に民主党は取っております」と国会会議で立場を示したこ

とがある625。そのほかにも拉致問題において、日本側は、5名の被害者の家族、8名を日本

に一緒に帰国できるようにしたところ、ジェンキンス氏本人が不安に思っていたため、小

泉首相から直接その真意を問いた626。しかし、彼の場合、曽我氏に彼との第 3 国での面会

に対する意向を確認して、その実現を図ることにした627。 

 その一方、拉致問題においての進展の一つは曽我ひとみ氏と、ジェンキンズ氏、そして

                                                   
620 日本の国会会議録 159 (回次)- 衆 - 外務委員会 - 17号 、 平成 16年 5月 25 日  
621 川口順子外務大臣が拉致問題、とくに家族の帰国に関する国会会議で説明したことを整理し

た。日本の国会会議録 159 (回次)- 衆 - 外務委員会 - 17号 、 平成 16年 5月 25 日  
622 発言者：川口順子外務大臣。日本の国会会議録 159 (回次)- 衆 - 外務委員会 - 17号 、 平成

16年 5月 25 日  
623 日本の国会会議録 159 (回次)- 衆 - 外務委員会 - 17号 、 平成 16年 5月 25 日  
624 国会会議での川口順子外務大臣の発言を整理した。日本の国会会議録 159(回次) - 参 - 外交防

衛委員会 - 21号 、 平成 16年 5月 27 日  
625 国会での発言者：榛葉賀津也。日本の国会会議録[010/035] 159(回次) - 参 - 外交防衛委員会 

- 21号 、 平成 16年 5月 27 日  
626 薮中三十二政府参考人。日本の国会会議録 159 回次- 参 - 外交防衛委員会 - 21号、平成 16

年 5月 27日  
627 薮中三十二政府参考人。日本の国会会議録 159 回次- 参 - 外交防衛委員会 - 21号、平成 16

年 5月 27日  
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２人の嬢の家族４人が、インドネシアのジャカルタで再会することができたことである。

そして、ジェンキンズ氏の場合、米国から引渡しを要求されている状況であったが、小泉

首相は日米関係を活用し乗り越えようとした628。さらに、小泉首相はジェンキンズさんの

病気の治療ができるようにしたいと述べながら、最終的には曽我さん一家が一日も早く日

本で一緒に暮らすことができるように、努力していきたいとの意思を示した629。 

 

(2)核問題630 

 会談の後に川口順子外務大臣は、北朝鮮と日本を除く 4 者(米韓中露)の外務大臣と電話

で会談を行ない、それぞれの方、この小泉総理の訪朝、会談の成果について、大きく評価

をしていらしたと国会で説明した631。川口順子外務大臣は、「基本的に、拉致問題について

も進展があった、そして核について、とくに北朝鮮というのはああいう体制の国でござい

ますので、金正日国防委員長自身から、たとえば、核の凍結は核の廃棄に向けての第一歩で

あると認識をしておりいて、それは国際的な査察を伴うんだということを考えているとい

ったような言葉、これを引き出したことについて非常に大きな評価があり、これがこの地

域の平和と安定、そして、すなわち世界の平和と安定につながっていく」と肯定的に評価

した632。その一方、川口順子外務大臣は、6 者協議においては北朝鮮以外の５者が連携し、

                                                   
628 「小泉総理ラジオで語る：第１８回 暑さに負けず頑張ろう」平成１６年７月１７日放送

(http://www.kantei.go.jp/jp/koizumiradio/2004/0717.html)「アメリカ側は、ジェンキンズさん

が北朝鮮に逃亡した脱走兵であると。さらに、反米宣伝などの利敵行為を行なって、軍紀に違反し

たと言っています。アメリカ側は、ジェンキンズさんの身柄の引渡しを求めておりまして、その上

でアメリカの司法手続に服してもらわなければならない、というのが現在の公式的な立場ですね。 

 しかし、現在、日本とアメリカとの間には強固な信頼関係があります。この信頼関係を基にして

よく話し合ってですね、日米双方が納得できるような解決策を見いだしたいと思っております。」 
629 「小泉総理ラジオで語る：第１８回 暑さに負けず頑張ろう」平成１６年７月１７日放送

(http://www.kantei.go.jp/jp/koizumiradio/2004/0717.html) 
630 米国のブッシュ政権期の 2004年から 2007 年まで国家安全保障会議(NSC)のアジア担当局長を務
めたビクター・チャ(Victor Cha)は、2 回目の日朝首脳会談にて、小泉首相が北朝鮮に核のプログ
ラムを諦めることを要求しながら、1億ドル相当の支援と 25万トンの米を友好的意味で支援する
ことを提案したと、著書で述べている。また、その会談の翌月に開かれた G8首脳会談にて、小泉
首相はブッシュ大統領に北朝鮮が交渉に応じる準備ができたと伝えたと記述している。(ビクタ
ー・チャ(Victor Cha)の『The Impossible State(2012)』の韓国語版、532頁から引用・参考) 
631 日本の国会会議録 159 (回次)- 衆 - 外務委員会 - 17号 、 平成 16年 5月 25 日  
632 川口順子外務大臣の発言から引用。日本国会会議録 159 回次- 衆 - 外務委員会 - 17号、平成

16年 5月 25 日  
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核問題を平和的に解決するという考えも示した633。 

 そのほかにも今回の日朝首脳会談で日朝平壌宣言に対して「金正日総書記がこれを守っ

ていくということを総理に直接おっしゃった」と川口順子外務大臣は日本国会で言及した

634。また、日朝日朝平壌宣言を守って懸案をいろいろ解決をしていってという誠意ある行

動を取ることが北朝鮮の利益であると認識していると解釈していた635。 

 

(3)北朝鮮への経済支援 

 日本側は、北朝鮮への経済支援について、最終的に小泉首相により判断が行なわれ、国

際的な支援、その国際的な取り組みに日本も参加するという立場を説明した636。日本は、Ｗ

ＦＰの世界食糧計画を通じて、北朝鮮が食糧不足が続いており、そうした中で米国は年間

10 万トン、韓国は年間 50万トンのおのおの食糧と 30万トンの肥料、中国も相当規模の食

糧を出しているにもかかわらず、まだ足りないという状況であることを把握していた637。

そして、ＷＦＰ、世界食糧計画により 2003 年 11月に、50万トン近い不足がまだあるとい

うことを見込んで国際アピールが出された。そうした取り組みの中で、日本が、そういう

国連機関を通じた国際アピール、国際的な社会の取り組みに日本も応分の負担をしよう、

こういうことの決断を小泉総理がなされたわけであったと説明を加えた638。支援の内容に

ついて薮中局長は、ＷＦＰと相談し、ＷＦＰから小麦あるいはトウモロコシがより効果的

であるという話もあるため、全体をミックスして判断するとの立場を表明した639。その一

方、国連のアナン事務総長により、日朝首脳会談について、北朝鮮の核問題を六カ国協議

                                                   
633 川口順子外務大臣の発言を整理。日本の国会会議録 159 回次- 衆 - 外務委員会 - 17号 、 平

成 16 年 5月 25 日  
634 川口順子外務大臣の発言。日本の国会会議録 159回次- 参 -外交防衛委員会 - 21号、平成 16

年 5月 27日  
635 国会での川口順子外務大臣の発言を引用整理した。日本の国会会議録 159 (回次)- 参 - 外交

防衛委員会 - 21号 、平成 16 年 5月 27 日  
636 日本の国会会議録での発言(薮中政府参考人)、159回次 - 衆 - 外務委員会 - 17号、平成 16

年 5月 25日  
637 発言者：薮中政府参考人。日本の国会会議録 159回次- 衆 - 外務委員会 - 17号 、平成 16年

5 月 25日  
638 発言者：薮中政府参考人。日本の国会会議録 159回次- 衆 - 外務委員会 - 17号 、平成 16年

5 月 25日  
639 国会で薮中三十二局長の発言。日本の国会会議録 159 回次- 衆 - 外務委員会 - 17号 、平成

16年 5月 25 日  
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の枠組みの中で解決していく方針を確認したことと、日本の人道援助を再開したことが評

価されたことに対して、日本外務省は肯定的に受入れた640。その一方、日本側は表面上、北

朝鮮への経済支援に対しては拉致問題とは関係せず、人道支援として行なったという立場

を示した641。しかし、日本国内では「拉致被害者を取り戻すためのバーターでは」ないかと

いう指摘もあった642。川口順子外務大臣は「そういう発想は全くありません」と否定した

643。 

 

第 2 節 日朝首脳会談後から 6者協議の「9.19共同声明」まで 

2004 年 5 月 22 日の日朝首脳会談は、午前中一度だけで、12 時半頃に終了した644。「拉

致問題については、家族の帰国を認めるが、曽我ひとみさんの夫であるジェンキンス氏に

ついては本人の同意が得られない、自分で説得してみたらどうか」と言われたと飯島勲は

当時の状況を説明した。そして、「総理は、首脳会談後にジェンキンス氏と会って、一緒に

帰国するよう説得を試みた。この面談は 1 時間ほどかかったが、結果ははかばかしくなか

った」645と当時の状況を説明した。その結果、ジェンキンス氏を説得することはできず、

「拉致被害者家族のうち五人は一緒に帰国する、曽我ひとみさん家族は第 3 国での再会を

探る、拉致被害者十人については北朝鮮側が再調査する、日本からは食糧や薬などの人道

支援を実施する」646などということになった。小泉首相は北朝鮮での会談を終え、当日午後

9時頃に羽田空港に到着した。そして、午後 9時 15分頃に家族の乗った政府専用機の予備

機が着陸した。これにより、被害者や家族会の待つ赤坂プリンスホテルに向かい、報告を

行なった。拉致被害者関係者からの非難は強かった。しかし、日本国内(政治/一般市民)で

                                                   
640 発言者：薮中政府参考人。日本の国会会議録 159回次- 衆 - 外務委員会 - 17号 、平成 16年

5 月 25日 
641 川口順子外務大臣の発言。日本の国会会議録 159回次- 参 - 外交防衛委員会 -21号、平成 16

年 5月 27日 
642 榛葉賀津也議員からも人道支援に関する質疑・確認があった。日本の国会会議録 159回次- 参 

- 外交防衛委員会 - 21号 、平成 16年 5月 27日 
643 国会での川口順子外務大臣発言。日本の国会会議録 159回次- 参 - 外交防衛委員会 - 21号 、

平成 16年 5 月 27日 
644 飯島勲、2006、『小泉官邸秘録』、日本経済新聞社、153 頁 
645 飯島勲、2006、『小泉官邸秘録』、日本経済新聞社、153 頁 
646 同上、153 頁 
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は、さまざまな意見が取り上げられた。拉致被害者への批判の声も聞こえるようになった。

そして、世論調査での小泉首相への支持率は上がった。とくに、2 回目の首脳会談が開く

前、2004 年 4 月 24 日に読売新聞社は三年間の小泉内閣の実績を全体に対する全国世論調

査を実施した結果を報道した。その結果、成果があったと思う政策として、「北朝鮮問題」

が 21％、「郵政三事業の民営化」が 20％で、小泉政権の政策の中で「北朝鮮問題」が第１

に評価されいた647。このように評価されたことは、小泉首相が 4月 26日のＮＨＫの報道番

組で、「（北朝鮮は）日朝平壌宣言はもう終わったと一言も言わない。尊重するという。北

朝鮮の（国交を正常化したいという）本心は今も変わっていない」との認識を示したよう

に対北朝鮮政策を明確に提示し、そのうえで、「あらゆる機会をとらえて働きかけている」

というイメージを与えることができたためであるとも考えられる648。 

   

 第 1項 日朝実務協議 

 2回目の日朝首脳会談の以後には日朝交渉が比較的に活発化した。2004年の 8月、9月、

11 月には、日朝実務者協議が行なわれた。これは、第 2 回目の首脳会談の後装置として、

拉致問題関連実務家の協議が 3 回開かれることであった。8 月と 9 月には、齋木昭隆アジ

ア大洋州局審議官が代表として、11月には、藪中三十二アジア大洋州局長が日本政府代表

団の団長として参加した。とくに、11 月の 9 日から 14 日まで平壌において開かれた第３

回日朝実務協議では、北朝鮮側から横田めぐみさんの「遺骨」とする骨などを提供された。 

 

 (１)日朝実務協議(2004) 

 2004 年 5 月 22 日に小泉総理大臣の二度目の訪朝に際して行なわれた日朝首脳会談にお

いて、小泉総理から要求した安否不明の拉致被害者の消息確認について、金正日国防委員

長は、改めて「白紙」に戻して徹底した再調査を行なう旨を約束した。これを受けて同年

８月と９月に北京で開催された日朝実務者協議においては、安否不明の拉致被害者に関す

                                                   
647 その一方、三年間の小泉内閣の実績を全体として評価する人は 63％に上り、人気は依然高い水
準を保っていた。『読売新聞』「小泉内閣３年・読売新聞社全国世論調査 政策は厳しい採点」
2004.04.24 付 
648 小泉首相の発言は『読売新聞』から引用。『読売新聞』「日朝協議、きょう再開 国際圧力
「北」動かすか 出方なお不透明」2004.05.04 付 
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る北朝鮮側の再調査の状況についての説明が行なわれたが、北朝鮮側からは自らの説明を

裏付ける物証を含む具体的根拠は一切示されず、きわめて不十分な結果となったと日本側

は評価した。 

日本政府は、北朝鮮側の「調査委員会」の責任者から直接説明を受け、また、「調査委員

会」やそのほかの関係者との質疑応答を行なうため、2004年 11月 9日から 14日まで開催

された。この協議では、陳日宝（ジン・イルボ）人民保安省捜査担当局長を委員長とする北

朝鮮側の「調査委員会」との協議および「証人」からの直接の聴取などを合計 50時間余り

にわたって行なった649。北朝鮮側「調査委員会」からは、①日朝首脳会談において金正日国

防委員長より「白紙」に戻しての再調査を約束したことを踏まえ、同年６月３日、日本政

府から必要な権限を与えられた「調査委員会」が設置され、同委員会が特殊機関を含む関

係機関も調査対象にしつつ、鋭意調査を行なったこと、②その際、生存者がいれば全員帰

国させるとの方針で調査を進めたことにつき説明があった。しかし、２年前に日本側に対

して通報があった「８名は死亡、２名は入境を確認せず」と同じ内容の調査結果が出され

た。 

 しかし、横田めぐみ氏の遺骨とされるものが返されたが、DNA 鑑定の結果、偽物と判明し

たとして、家族会の怒りを買った650。当時、藪中三十二アジア大洋州局長は、北朝鮮側の担

当者との単独会談を通し「遺骨」を渡されたと説明した。しかし、日本国内では、2004 年

12 月 8日に日本政府により、横田さんの「遺骨」とされた骨は別人のものとする鑑定結果

が発表され、対北朝鮮の世論は悪化しつつあった。そして、同月の 25日に日本政府は、北

朝鮮に「迅速かつ誠意ある対応がない場合は厳しい対応をとる」と伝達した。そのような

中、2005年 3月 1日には、保険未加入の船舶の入港を禁止する船舶油濁損害賠償保障法が

施行された。このように日朝関係は一変した。また、北朝鮮は、協議の局長級への格上げ

や安否不明者の再調査などで譲歩をみせたが、6者協議の再開には、難色を示した651。さら

に、2005年 2月に、北朝鮮が外務省声明で「核兵器の製造」と６者協議への参加の「無期

                                                   
649横田めぐみ氏が入院していたとされる平壌４９号予防院の元主治医 、病院長および横田めぐみ

さんの「元夫」とされるキム・チョルジュン氏、田口八重子さんの「事故現場」とされる道路を管

理していた道路管理員、石岡亨さん・有本恵子さんの元担当指導員などからの聴取を行なった。  
650 田中均(2005)、前掲書、72 頁 
651 田中均(2005)、前掲書、72 頁 
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限中断」という意思を表明する局面までいたった。 

北朝鮮側の動きを整理すると、４月に寧辺の 5000 キロワット原子炉の稼働停止が判明さ

れた。その一方、2005 年 4 月 18 日に韓国は北朝鮮が寧辺の 5 ㎿原子炉の稼動を中断した

ことをいろいろ経路を通じて確認したと公式に明らかにした652。とくに、同日ラジオ・イン

タビュー韓国の外交通商部の金塾(キム・スク)・北米局長はこれに対して、関連国との協

調とともに重く扱っていくという方針を説明した653。そして、５月１１日に、北朝鮮は使用

済み燃料棒取り出し作業は終了したと表明した。さらに、６月１日には、６者協議の日米

首席代表が、北朝鮮が協議に復帰すれば柔軟な対応をすることで合意する一方、北朝鮮の

金正日総書記が韓国の鄭東泳統一部長官に、米国の敵視政策放棄を条件に「７月中にも６

か国協議に出る用意がある」と同月の 17日に表明した。その結果、７月９日に北朝鮮と米

国が、第４回６者協議を２５日からの週に開催することで合意した。実際、2005 年 7月 26

日~8月 7日の間に第 4回６者協議が開かれた。そして、9月 13~19 日に開かれた第 4回６

者協議では「9•19共同声明」が発表(６者協議で北朝鮮の完全核放棄や、核不拡散条約（Ｎ

ＰＴ）への早期復帰を盛り込んだ共同声明を採択)された。 

その一方、この時期に北朝鮮に対する日韓の協力体制には限界がみられた。日本の外務

省幹部から「次回の会談を約束できるかどうかもわからない。これまでで最悪のムードだ」

という指摘も上がってきた654。これは、2005 年３月に行われた韓国の大統領演説で盧武鉉

大統領は日本に「過去の謝罪と賠償」を要求し、島根県議会の「竹島の日」条例制定や歴史

教科書検定問題を「侵略の歴史を正当化する行為」と非難する対日声明を発表するなど、

日韓間の歴史問題を韓国側が深刻な問題として認識するようになったことが大きな原因で

あると論じられた655。 

 

(２)「日朝政府間協議」656(2005 年) 

2005年 10月に日本政府は第５回６カ国協議前の 10月中旬に北京にて日朝間の審議官級

                                                   
652『SBS TV』「북, 영변 5메가와트급 원자로 가동중단」2005-04-18  

(http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=115&oid=055&aid=0000042903) 
653 『聯合ニュース』「정부 `북 5 ㎿ 원자로 가동중단' 확인」2005-04-18  
654 『読売新聞』「小泉首相あす訪韓 「靖国」打開策見えず、対北連携も不透明」2005.06.19 付 
655 『読売新聞』「小泉首相あす訪韓 「靖国」打開策見えず、対北連携も不透明」2005.06.19 付 
656 (2005年 11月 3、4日に北京において日朝政府間協議) 
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で交渉を行なうためその再開を打診していた657。しかし、北朝鮮側は横田めぐみ氏の「ニセ

遺骨」の返還など「協議再開のための前提条件」（政府筋）を示す一方、日本側は無条件の

再開を求め「北朝鮮側からの返事待ち」（町村信孝外相）という状況であった658。 

日本側は北朝鮮に対して「対話と圧力」659という形で日朝交渉が進行できるようにして

いた。とくに当時国務大臣であった細田博之は、国会で「日本にはこのような制裁の手段

が整備されている」ということや「万景峰号を始め船舶についても、あるいはその船舶検

査のしたものの輸入そのほかの問題についても大きな影響がある」ということを北朝鮮側

が圧力としてアピールしていたことを論じた660。 

しかし、日本側には北朝鮮との交渉を行なうためには二つの課題をやりこなさないとい

けない状況であった。すなわち、まず北朝鮮を交渉の場に引出すことと、交渉の議題とし

て拉致問題を受入れてもらうことであった。実際、日本側は北朝鮮を「対話の場に引きと

めながら、どういう形でこの拉致の問題の早期解決を迫っていくか」661について方策を模

索したが、日朝交渉は難航した。国会会議で齋木が「先方がこれに乗ってくるかどうかは

まだわかりませんが、先方にとっても話をしたいと思っている場を設けることによって、

我々としては、この拉致問題の交渉をさらに前に進めて解決を模索したい」662と述べたこ

とからも日朝交渉の進行において北朝鮮が交渉自体に応じないことで日本側が悩んでいる

ことがわかる。 

 日本側は、第４回６者協議において北朝鮮の金外務次官と立ち話をした663。2005 年 8 月

                                                   
657 『毎日新聞』「北朝鮮問題：日朝対話の再開難航 北朝鮮、拉致問題でけん制」2005.10.09 付 
658 『毎日新聞』「北朝鮮問題：日朝対話の再開難航 北朝鮮、拉致問題でけん制」2005.10.09 付 
659 「対話と圧力」という方針に関しては、国会で細田博之国務大臣(2005.10.25)と麻生国務大臣

(2005.11.17)により言及されたことがある。国会会議録：163(回次) - 参 - 内閣委員会 - 1

号 、 平成 17年 10月 25日/163回次- 衆 - 北朝鮮による拉致問題等… - 4号 、 平成 17 年 11

月 17 日 
660 国会会議録：細田博之国務大臣の発言引用。163(回次) - 参 - 内閣委員会 - 1 号 、 平成 17

年 10 月 25日  
661 齋木政府参考人の発言引用。国会会議録 163回次- 衆 - 北朝鮮による拉致問題等…- 4号、平

成 17 年 11月 17日 
662 齋木政府参考人の発言引用。国会会議録 163回次- 衆 - 北朝鮮による拉致問題等…- 4号、平

成 17 年 11月 17日 
663 「日本代表の佐々江賢一郎・外務省アジア大洋州局長は２６日、ロシア、米国、中国の各代表

と２国間協議を開いたほか、北朝鮮代表の金外務次官とも短い時間、立ち話をしたという。」朝日

新聞「北朝鮮、米提案に回答 ２国間協議、核放棄先行に難色」2005年 7月 27日 
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には佐々江賢一郎アジア大洋州局長が北朝鮮首席代表の金桂寛（キムゲグァン）外務次官

と約２０分間にわたって会談を行なった664。そして、2005 年 11 月 3～4 日に北京において

日朝政府間協議665が開かれた。2004 年 11月以来約 1 年ぶりの再開となったこの協議では、

拉致問題や、過去の清算問題などの双方の関心事項について、率直で突っ込んだ意見交換

が行なわれたと、日本政府側は発表した。日本側からは齋木昭隆外務省アジア大洋州局審

議官ほかが参加し、北朝鮮側からは宋日昊（ソン・イルホ）外務省副局長ほかの参加によ

り行なわれた。 

この協議では 2日間合計で 12時間ぐらい日朝間交渉を行ない、日本側は、いちばん要求

した拉致問題についての北朝鮮からの説明は満足する形ではなかったと国会会議で回顧し

た666。そして、日本側は拉致問題においては、日本政府として認定した拉致の被害者、11件

16 人の中、まだ戻ってこなかった被害者に対しては生きているという前提で日朝交渉を行

なった667。そして、拉致問題において日本側は、生存している拉致被害者の早期の帰国、真

相の究明、そして拉致した容疑者（シン・ガンス、キム・セホ、魚本公博）の引渡しの問題

の解決がなければ、日本政府としては厳しい対応をとらざるを得ないという旨を北朝鮮に

伝えた668。 

しかし、結果的は「対話と圧力」669という日本の方針は拉致問題における新たな進展を引

                                                   
664 「６者協議の日本首席代表を務める佐々江賢一郎アジア大洋州局長は７日、北京の釣魚台国賓

館で北朝鮮首席代表の金桂寛（キムゲグァン）外務次官と約２０分間にわたって会談した。佐々江

局長は拉致問題の解決を強く求めたが、金次官は「本国に伝える」と述べるにとどめた。日朝の２

国間協議は昨年１１月下旬の実務者協議以来で、８カ月半ぶり。」朝日新聞「日朝、８カ月ぶり会

談 北朝鮮に拉致解決要求」2005年 8月 8 日 
665 外務省ウェブサイト(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/seifukan_0511.html) 

2014年 12月 14 日観覧 
666 齋木政府参考人の発言引用整理した。163回次- 衆 - 北朝鮮による拉致問題等… - 4号 、 平

成 17 年 11月 17日 
667 齋木政府参考人の発言引用。国会会議録 163回次- 衆 - 北朝鮮による拉致問題等…- 4号、平

成 17 年 11月 17日 
668 外務省ウェブサイトから引用修正。

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/seifukan_0511.html) 2016 年 1月 3 日最終ア

クセス/ 麻生国務大臣の発言引用整理。163 (回次)- 衆 - 北朝鮮による拉致問題等… - 4号 、 

平成 17年 11月 17 日  
669 日本政府の「対北朝鮮政策に係る基本的考え方は「対話と圧力」である。「対話」について
は、日朝政府間の協議や、後述の六者会合を通じて行ってきているが、同時に政府として「圧力」
となる措置も講じてきている」と『平成 18年版 外交青書』において論じられている。 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/seifukan_0511.html)　2014年12月14
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/seifukan_0511.html)　2014年12月14
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/seifukan_0511.html)　2014年12月14
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出せなかった。ただし、国会で安倍国務大臣(当時)は「米国も、日本の拉致問題が解決を

しなければ、いわゆる米朝関係も解決をしないということも述べている」ことをつけ加え

たことから、日本が米国と協力していたことがわかる670。その一方、この日朝交渉以後、日

本側は北朝鮮に対して「拉致問題の懸案事項に関する協議、核・ミサイル問題のいわゆる

安全保障に関する協議、そして国交正常化交渉という三つの協議を並行して進める」とい

う新たな交渉方向を提案した671。しかし、日本は「拉致、核・ミサイルといった諸懸案の解

決なくして国交正常化の妥結はない」という立場でありながら、「最優先事項であります

拉致問題の解決に政府として最大限の努力をしていく」という方針を明らかにした672。 

 

(3)「第 1回日朝包括並行協議673」(2006 年) 

2006 年 2 月に第 1 回日朝包括並行協議674が開催された。この協議では、タイトルのよう

に包括的な会合が行なわれたといえる。協議は①懸案事項に関する協議（拉致問題など）、

②安全保障に関する協議（核・ミサイル問題など）、③国交正常化交渉（過去の清算を含む

財産・請求権、経済協力など）と三つに分かれていた675。しかし、それまでの日朝間交渉に

おける論点(拉致問題、過去生産問題、核問題)とかなり離れる争点が取り上げられたわけ

ではない。これは、日朝交渉に応じてこない北朝鮮に対して、新たな方策として進めた日

本政府の認識、戦略の修正あるいは変更といえる。そして、対北朝鮮への「包括的な解決」

                                                   
670 安倍国務大臣の発言引用。 163(回次) - 衆 - 北朝鮮による拉致問題等… - 4号 、 平成 17年

11月 17日  
671 麻生国務大臣の発言引用。163 (回次)- 衆 - 北朝鮮による拉致問題等… - 4号 、 平成 17年

11月 17日  
672 麻生国務大臣の発言引用。 163(回次) - 衆 - 北朝鮮による拉致問題等… - 4号 、 平成 17年

11月 17日  
673 2006 年 2 月 4 日午後から始まった日朝交渉では、全体会合、拉致問題などの懸案事項

に関する協議（第 1 回）、国交正常化交渉、核問題、ミサイル問題などの安全保障に関す

る協議、拉致問題などの懸案事項に関する協議（第 2回）、締め括り全体会合を行なった。

外 務 省 ウ ェ ブ サ イ ト 「 第 1 回 日 朝 包 括 並 行 協 議 （ 概 要 ） 」 か ら 引 用 修 正 。

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/hokatsu.html）2016.01.03 最終アクセス。 
674 (http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/hokatsu.html) 2014 年 12月 14 日観覧 
675外務省ウェブサイトから引用。

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/seifukan_0511.html) 2016 年 1月 3 日最終ア

クセス 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/seifukan_0511.html)　2014年12月14
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/seifukan_0511.html)　2014年12月14
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を求めるという日本の立場を示したものである。 

 このように、日朝協議を通じて拉致問題から核問題などを含む包括並行協議が 5 日間行

なわれた。この協議で日本は、「拉致、核・ミサイル等の諸懸案の解決なくして国交正常化

なし」676との基本方針を北朝鮮側に伝えた。しかし、いずれの分野においても具体的な進展

はなかった。また、2005 年 11 月の日朝交渉でも要求したように日本側は最優先課題とさ

れていた拉致問題において、①生存者の帰国、②真相究明を目指した再調査の約束、③容

疑者（シン・ガンス、キム・セホ、魚本公博）の引渡しを北朝鮮側に改めて要求した677。北

朝鮮からは、具体的な進展は示されず（特定失踪者やキム・セホの調査などには応じる姿

勢）協議は終わった。そのほかにも横田めぐみ氏のものとされる「遺骨」の返還、DNA 鑑定

結果の専門家による説明、脱北者支援の邦人など 7 名の引渡しなどが日本側により提起さ

れた678。2月 6日に行なわれた国交正常化交渉においては、日本側により経済協力の方式や

効果など提示されても北朝鮮の強い関心は引出せなかった679。最後に、安全保障協議で、核

問題、ミサイル問題、資金洗浄などの不法活動などに対する日本側の懸念に対して北朝鮮

側は、これまで公にした立場を繰返し、具体的進展はなかった。核問題でも、日本側から

の早期・無条件の六者会合への復帰という要求があったが、北朝鮮は、米国の「金融制裁」

解除が前提との従来の立場を主張した680。 

  

 第 2項 6者協議の「9・19共同声明」による日朝国交正常化促進 

 このように日朝交渉における拉致問題は日本側から要求されてきた程度までいたらず、

膠着状況が続いた。そのような中で、日本側の新たな方策が提示された。それは、拉致問

題を六者協議に入れ込み、北朝鮮が日本との拉致問題に関して交渉を行なえるようにさせ

ることであった。しかし、核問題で集まった６者協議は核問題だけでもなかなか進まなか

ったこともあり、さまざまな利益にかかわっていた関連国は拉致問題に対する問題性には

                                                   
676 外務省ウェブサイト「第 1 回日朝包括並行協議（概要）」から引用。2016.01.03 最終アクセ

ス。 
677 外務省ウェブサイト「第 1 回日朝包括並行協議（概要）」から引用。2016.01.03 最終アクセ

ス。 
678 同上、2016.01.03 最終アクセス。 
679 同上、2016.01.03 最終アクセス。 
680 同上、2016.01.03 最終アクセス。 
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同意するが、六者協議に持ち込むことに対しては否定的な立場をとった。日本代表団の藪

中三十二はこのような状況を切り替えるように参加国を説得した。その結果、6者協議に拉

致問題を入れ込まれた。藪中三十二局長の論理は次のようになる。まず、6者協議は北朝鮮

の核問題を解決するための場である。したがって、核問題の解決のため、第１に、北朝鮮

の安全保障、第 2に、経済協力が求められている。第 1の場合アメリカしだいである一方、

第 2 の場合、日朝国交正常化が成立すると日本による経済協力が行なう。しかし、拉致問

題の解決なくては日朝国交正常化は成り立たない681ということであった。このような論理

で 6 者協議において拉致問題を入れ込まないように申出ていた中国とロシアからは反対さ

れなくなった682。 

 

 6 者協議での日朝交渉の再開 

 2004 年 2 月 25 日より第 2 回六者会合が開催された際に、日朝間の拉致問題をめぐる交

渉が進められた。日本側は拉致問題を日朝間の最大の課題と位置付ける一方、冒頭基調演

説の中では、解決の重要性を訴えた。また、米国からも拉致問題解決の重要性および必要

性につき発言があり、日本側は国際社会からの協力を得るため関連国を説得した。そして、

2005 年の「第 4 回六者会合に関する共同声明683」の中に「朝鮮民主主義人民共和国および

日本国は、平壌宣言にしたがって、不幸な過去を清算し懸案事項を解決することを基礎と

して、国交を正常化するための措置をとることを約束した」684という内容を入れた。これに

より、日朝交渉、交渉自体を拒否していた北朝鮮との協議が行なえるようになった。 

   

6者協議の意味(新たなアプローチ+表面的圧力) 

日本における 6 者協議の意味は、国際政治的に日本政府が主なアクターとして位置付け

                                                   
681 薮中 三十二「第 5章 北朝鮮はなぜ手ごわいか」『国家の命運』新潮社 2010 年、139-141 頁 
682 藪中局長は、中国とロシアから 6 者協議の時、円滑に進めるように協力を要請されたと語った

ことがある。 
683 外務省ウェブサイト(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/6kaigo/ks_050919.html) 

2014年 12月 24 日観覧 
684 外務省ウェブサイト「第 4 回六者会合に関する共同声明（仮訳）」から引用。

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/6kaigo/ks_050919.html) 2016 年 1月 3 日最終ア

クセス。 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/6kaigo/ks_050919.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/6kaigo/ks_050919.html
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られる機会であった。また、国内政治的には、拉致問題における進展がみられない状況か

ら、一歩踏み出せる機会でもあった。さらに、当時、北朝鮮は日朝交渉に応じない状況で

あったため、6者協議をきっかけに日朝交渉を進められる機会でもあった。実際に田中均は

「横田めぐみさんの遺骨とされるものが偽者だったことが明らかになってから、北朝鮮は

殻を閉ざして頑なになり、日本側からの呼びかけに一切応じなかった」という当時の日朝

交渉の状況が、「6 者協議により、日朝間で話し合いがずいぶん行うことになる」と評価し

た685。 

小泉政権は、関連国からの反対があったにもかかわらず、6 者協議に拉致問題を 6 者協

議および共同声明に入れ込んだ。その際に、論じられた６者協議と日朝国交正常化の関係

性について次のように説明している686。薮中三十二アジア大洋州局長は、6者協議に参加し

た人たちに「北朝鮮の核問題について議論するために、ここに集まっている。そして私た

ちの目的は、北朝鮮の核開発計画を放棄させることだ」と言いながら、「北朝鮮に核を放

棄させるためには、二つのことが決定的に重要と考える。一つは、北朝鮮に対して安全を

保障すること、もう一つは、北朝鮮への経済協力である。第 1 の点は、アメリカがそうし

た保証をするか否かであり、第 2 の点については、国交正常化が実現すれば、日本は北朝

鮮に大きな経済協力をすることにしており、大きな役割を果たすことができる」と述べた

上で、「しかし、日朝の国交正常化を実現するためには、核問題の解決とともに、拉致問題

の解決が不可欠である。したがって、拉致問題を解決することは北朝鮮に核放棄を解決さ

せる上できわめて重要であり、この六者協議と密接に関係している」と 6 か国を説得した

のである687。その一方、自民党外交関係合同会議では、「日本は拉致問題で他の国の理解を

得られるのか。日本だけ浮いてしまうのではないか」と懸念する声も出た688。 

 整理すると、日朝国交正常化交渉の進展においての 6者協議の意味は、二つ取り上げる。

まず、北朝鮮が両者協議には応じない状況において一つの交渉を進める手段として使われ

た。田中均の「横田めぐみさんの遺骨とされるものが偽者だったことが明らかになってか

ら、北朝鮮は殻を閉ざして頑なになり、日本側からの呼びかけに一切応じなかった。それ

                                                   
685田中均(2005)、前掲書、245 頁 
686 日本側の論理については 140 頁に書かれている。（薮中三十二『国家の命運』新潮社 2010年） 
687 薮中三十二『国家の命運』新潮社 2010年、139-141頁 
688 『読売新聞』「６か国協議 日本、「拉致」埋没避ける」2005.07.26 付 
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が、6者協議により、日朝間で話し合いがずいぶん行うことになる」689という発言からもわ

かる。6者協議の共同声明にも日朝交渉の正常化が一つの目標となっている690。「日朝協議

を六ヵ国協議という大きな土俵の中に入れ込んだことは、日本政府の大きな成功だと思う

んです。もちろん、日朝協議をどこか他の国に代わってやってもらうということじゃあり

ませんよ。二国間協議を進めて行くということが、六ヵ国のためになるという図式ができ

ているということです」691。 

 

第 3項 北朝鮮批判・制裁による日朝国交正常化の制約 

  

(1) 米国による経済制裁 

自民党の拉致問題対策本部（本部長・安倍晋三幹事長代理）の会合を開き、北朝鮮の行

動に応じて、5段階の制裁措置を実施していくことを柱とした「制裁プログラム(下記表)」

の中間報告をまとめた。このように制裁の具体的な内容を北朝鮮側に突きつけることで、

拉致問題や核問題の早期解決を促すのが狙いであった692。その一方、2004 年 12月に日本政

府は、日朝国交正常化交渉に関する関係閣僚会議の下の「拉致問題専門幹事会」（議長・杉

浦正健官房副長官、関係省庁の局長級で構成）を開き、北朝鮮への人道支援（食糧支援）は

当面行わないことなど、6項目の対処方針を確認した693。 

しかし、2004 年 12 月に開かれた同委員会にて杉浦正健官房副長官は、「北朝鮮政策の基

本は対話と圧力だ。経済制裁も一つの方法だが、経済制裁ありきという考え方は取ってい

ない」と対北朝鮮制裁の方針について述べた694。そして、小泉首相も「拉致問題は平和的、

                                                   
689田中均(2005)、前掲書、245 頁 
690田中均(2005)、前掲書、246 頁 
691田中均(2005)、前掲書、250 頁 
692 『読売新聞』「北への制裁「５段階で」自民対策本部が中間報告」2004.11.06 付 
693 『読売新聞』「対北朝鮮人道支援は当面行わず 政府が拉致問題専門幹事会で６項目の方針確
認」2004.12.29 付 (対処方針はこのほか、〈１〉安否不明の拉致被害者に関して早急な真相究明
と生存者の帰国を求める〈２〉北朝鮮側が迅速で納得のいく対応をしない場合は厳しい対応をとる
〈３〉船舶検査など現行制度での厳格な法執行を続ける〈４〉拉致の責任者の特定と処罰のより明
確な説明を求める〈５〉拉致問題の情報収集に努める――ことを盛り込んでいる。この日の幹事会
は、先の第三回日朝実務協議で北朝鮮が示した拉致被害者に関する資料が信頼性を欠く内容だった
ことを受けて開かれた。杉浦副長官は「拉致問題の解決なくして日朝国交正常化はない」と述べ、
問題解決に全力を挙げるよう指示した。―新聞記事を引用) 
694 『読売新聞』「北への制裁に温度差 与党・民主は発動主張 政府は慎重」2004.12.03 付 
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外交的解決を求めていく」695とし、北朝鮮を日朝交渉の場に引き出そうとしていた。その一

方、2004 年 12 月の日韓首脳会談後に行なった記者会見で小泉首相は「北朝鮮側がどのよ

うな対応をするか、しっかり見極めなければならない。そのような中で、将来の圧力と言

いますか、制裁の問題も考えていかなければならない」696という発言をし、日本の国内政治

を意識する方面もみられた。これは、北朝鮮・龍川駅での列車爆発事故に対して日本政府

が緊急医療などの援助を行ない、北朝鮮への支援が再開された後であり、日本側の「対話

と圧力」という方針によりバランスをとるために対北朝鮮制裁政策が検討されつつあった

ということがわかる。しかし、小泉首相は２００４年１２月に経済制裁を行なうべきであ

るという声が上がってきたことに対して「今年はそういう声を受けながら、北朝鮮とこの

真相解明についてやはり、交渉していかなければならない697」とも語った。これは、経済制

裁より交渉を優先するという意味であったであろう。そして、下記の表のように制裁を行

なうべきであると主張する日本国内での声が上がってきたこともその背景にあったであろ

う。その一方、北朝鮮外務省の代弁人は 17 日の声明を通して、「日本が戦後 60 周年を迎

える今年、対北朝鮮敵対政策を中断し、過去の清算のための決断と実践的措置を取るべき

である」698と強調した。 

 

(2) 国際社会による北朝鮮批判の高まり 

下記の表のように、日本は、日本の国内政治における関心が集まっていたこともあり、

拉致問題の解決を求められていた。しかし、北朝鮮の協力を得られず、拉致問題における

進展はなかなか見えなかった。そのため、2002年の日朝首脳会談以後国際社会へのアピー

ルを一つの戦略として活用してきた。国連人権委員会で「北朝鮮の人権状況」決議が採択

されるように活動を行なったり、国連人権委員会・強制的失踪作業部会（2005 年、バンコ

                                                   
695 『読売新聞』「北への制裁に温度差 与党・民主は発動主張 政府は慎重」2004.12.03 付 
696 『SBSニュース』を聞きながら、筆者作成。「한일 정상 "북핵 6자회담 조속 재개"」2004-

12-17 

(http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=115&oid=055&aid=0000034648) 
697 台詞は筆者がニュースを聞いて作成(『YTN』「고이즈미, '북한 제재보다 협상 우선'」2004-

12-16) 

( http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=115&oid=052&aid=0000060969) 
698『プレシアン新聞』(프레시안「日 "한국, 외교문서 전면공개 말라"」)2005-01-18 

(http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=104&oid=002&aid=0000015989) 
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ク）において日本人拉致問題の現状を説明し、９人の拉致被害者の所在の早期確認を申し

立てたり、米国・韓国などの首脳会談などの交流の際に拉致問題の深刻性をアピールした

りした。その一方、日本における安全保障問題として、核問題の解決を求めていたため、

核問題における協力もさまざまな国ぐにに呼びかけた。その結果、核問題をめぐる 6 者協

議が小泉政権期に５回(回数では第 4回まで)開かれた。 

  

第 3 節 日朝交渉の中断 

 北朝鮮は 2004年に入ってからは日朝交渉に協力的な姿勢を維持していた。実際、2004年

には日朝ハイレベル協議(2月)も行ない、同月に 6者協議においても日朝交渉が行なった。

さらに、同年 4 月に起こった北朝鮮の龍川駅での列車爆発事故に対して日本政府が１０万

ドル相当の緊急医療援助を決定した。このように 2 回目の日朝首脳会談以後にも 3 回の日

朝実務者協議が行なわれるなど、日朝関係は好転していた。しかし、同年 11月の協議の際

に日本側に渡された横田めぐみ氏の「遺骨」が 12 月 8 日に別人のものであると判定され、

日朝関係はまた悪化した。さらに、2005年 2月 10日に、北朝鮮が外務省声明で「核兵器の

保有」と６者協議への参加の「無期限中断」を表明した。北朝鮮においてどのような要因

が日朝交渉における姿勢を変更させたのかについて本節で検討する。 

  

北朝鮮、外交における好転と米朝関係悪化 

 北朝鮮の内部は、金正日政権が始まった 1990年代と比べて比較的に安定していた。韓国

や関連国からの肥料などの支援により生産量は増え、スイスからの制約会社投資や中国か

らのガラス工場直接投資などが行なわれ、目に見える変化が続いている状況であった。と

くに、中国によるガラス工場は 2004 年に建設の着工式が行なわれ699、2005 年から稼動され

た700。また、中国の胡錦濤（フー・チンタオ）国家主席の訪朝、投資保障協定および経済技

術協調協定などが結ばれ、中国の対北朝鮮投資も増えてきた701。 

                                                   
699 『労働新聞』「중화인민공화국 정부가 무상제공하는 대안친선유리공장 건설착공식 

성대히」2004-7-2 
700 『聯合ニュース』연합뉴스 「<북한 2005> ②경제, 성장으로 반전」2005-12-15  
701 『聯合ニュース』연합뉴스 「<북한 2005> ②경제, 성장으로 반전」2005-12-15  
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 その一方、韓国政府が送った肥料とＷＦＰを通した食料支援を含む 1550 億ウォンとは別

に食料借款 1904億ウォンもあった。そして、開城工業地区における事業が本格化し、北朝

鮮の勤労者 5700名が韓国の企業から給料をもらうようになった。さらに、金剛山観光事業

も始まり、北朝鮮経済に大きな肯定的影響を与えた702。 

 その一方、国際状況は北朝鮮に新たな政策の模索を求めた。日本の場合、2004 年 7月 11

日に参議院議員選挙があった。そして、米国の場合、2004 年 11 月 2 日に選挙が行なわれ

た。当時、共和党のブッシュは北朝鮮をめぐる諸問題を 6 者協議により解決するべきと主

張したが、民主党のジョン・ケリーは単独会談をするべきと語った。北朝鮮の立場から考

えると、米国との両者会談を求めてきたため、民主党の候補者の当選を狙い、関連国に協

力的な姿勢を維持してきた可能性がある。しかし、ブッシュが再選された。つまり、北朝

鮮の 2004 年 11 月からの非協力的な態度はブッシュ政権に対する新たなシグナルであった

であろう。 

 米朝間の関係悪化は続いた。6者協議で米国は「先 NPT 復帰、後軽水炉提供論議」を提案

したが、北朝鮮をこれを拒否した。北朝鮮は米国により「悪の枢軸」「核先制攻撃の対象」

として扱われたため自衛的措置として NPT を脱退したと論じていた703。そして、イラクの

ように軍事的攻撃を受けることを懸念し、核抑制力を強化してきたと加えた704。しかし、先

に核を放棄すると北朝鮮は武装解除になるため受入れないという立場を表明した705。また、

北朝鮮の総括的目標は朝鮮半島における非核化であり、軽水炉を提供されたら、その運営

においては共同管理にし、視察も受けるという方針も示した706。その一方、北朝鮮は内部向

けに国防力を高めることを強調した。国防力を高めることにより交渉力を高めるという考

えである707。すなわち、北朝鮮が軍事力を一つの交渉カードとして扱ってきたことがわか

る。しかし、米国による対北朝鮮軍事作戦として「作戦計画 5027-04」、「新作戦計画 5026」、

「作戦計画 5030」、「作戦計画 5029-05」、「作戦計画 8022-02」を立てていたことにより

                                                   
702『聯合ニュース』연합뉴스 「<북한 2005> ②경제, 성장으로 반전」2005-12-15  
703 『労働新聞』2005年 9月 17 日、4 面(베이징 9월 16일발 조선중앙통신) 
704 同上、2005年 9月 17 日、4 面 
705 同上、2005年 9月 17 日、4 面  
706 同上、2005年 9月 17 日、4 面  
707 『金正日選集(22)』、朝鮮労働党出版社、2013 年、448頁 
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北朝鮮の懸念は強まり708、軍事力をより高めようとした。米国の作戦計画の内容は、北朝鮮

の攻撃力を無力化し、北朝鮮の核施設に対して先制精密空襲計画である「新作戦計画 5026」、

軍事分界線(境界線)のあたりでの戦争練習と軍事的挑発で北朝鮮の動揺と崩壊に誘導する

という「作戦計画 5030」、北朝鮮の核脅威の兆候だけ見えても核先制攻撃を行なうという

「作戦計画 8022-02」まで、北朝鮮は米国に対して強く批判した709。その一方、米国による

働きかけが北朝鮮に与える影響は大きかったということは、盧武鉉政権期に 6 者協議の首

席代表であった李秀赫の回顧録で「根本的な問題はブッシュ大統領、チェイニー副大統領、

ドナルド・ラムズフェルド国防長官がコリン・パウエル国務長官に対北朝鮮政策と対北朝

鮮交渉において権限をもう行使できないようにさせようとしていたことにある」という指

摘からもわかる710。そのほかにも、米国の国会では北朝鮮が起こした拉致問題などに対す

る非難の声も上がってきた711。 

 

第 4 節 小括：第 3 期(2004 年 5月～2006 年 9月)日朝交渉の推進要因

と中断要因 

 2回目の訪問の結果712、小泉政権は二つの成果を挙げることができた。まず、日朝間の「日

朝平壌宣言」がその以後の日朝関係の基礎であること改めて確認した。そして、拉致問題

における進展である。小泉首相は、地村氏、蓮池氏の 5 人の子供たちと、政府専用機でい

                                                   
708 『労働新聞』2005年 9月 18 日、5 面(「조선반도에 핵전쟁위기를 몰아온 미국의 죄악」) 
709 『労働新聞』2005年 9月 18 日、5 面(「조선반도에 핵전쟁위기를 몰아온 미국의 죄악」) 
710 李秀赫「転換的事件：北核問題の精密分析(전환적 사건：북핵 문제 정밀 분석)」中央ブック

ス(出版社)2008 年、320 頁 
711 「However, the North Korean regime must recognize that in order to win the respect 

that it craves from the United States and the international community, it must begin to 

behave in acceptable ways. Continued gross human rights violations, including the 

abductions of  

persons from South Korea, Japan and other countries, are absolutely deplorable and will 

only bring additional dishonor to the North Korean regime, and certainly they are not 

means for winning the respect and acceptance by the international community.」July 11, 

2005， 109th Congress, 1st Session，Issue: Vol. 151, No. 92 — Daily Edition[[Page 

H5610]] 
712 小泉内閣メールマガジン 第 141号 2004/05/27 (http://www.kantei.go.jp/jp/m-

magazine/backnumber/2004/0527.html) 
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っしょに帰国した。その一方、曽我ひとみ氏の夫であるジェンキンズ氏と 2人の娘に会い、

日本に来るよう説得したが、一緒に帰国することはできず、第 3 国で家族 4 人が再会する

形で話し合った。そして、このような成果とともに、小泉首相は拉致問題における大きな

進展は、金正日委員長から、これまでの調査を白紙にもどして、早期に徹底的な調査をす

ると明言させてもらったことである。金正日委員長は、核の凍結は非核化への第一歩であ

って当然検証がともなう、6者会合を活用して平和的解決に努力したい、と発言し、ミサイ

ル発射の凍結継続についても再確認した。 

 その一方、これまで 2 回目の訪朝の背景713に対するさまざまな分析が出されてきた。小

泉政権の支持率を上げるためであるとか、国内政治における諸問題から新たな懸案に世論

を動き出せるためであるなどのことがその例である。しかし、小泉首相が訪朝を決断した

ことは拉致問題における進展のためであったとラジオを通して発表したこと、ジェンキン

ズ氏をめぐり米国と協調したことを考慮すると、小泉首相のリーダーシップが作用したと

いえる。ただし、日朝交渉が中断されつつある中で再開されたことの根本的要因であった

とは言い切れない。つまり、日朝交渉の推進における決定的要因は日朝交渉に対する北朝

鮮の認識にあった。とくに、この第 3 期における特徴は北朝鮮に関する諸問題が多者協議

を通じて 5 カ国が本格的に議論され、対策が出されたということである。さらに、北朝鮮

の核問題が主な争点であったこの協議に拉致問題をはじめとする日朝国交正常化交渉の推

進が 6 者協議の合意に含まれたことである。このようにこの第 3 期の日朝交渉が再開され

た要因とその後に中断されるようになる要因をまとめると次のようになる。 

 

 第 3期(2004-2006)の日朝交渉再開(推進・促進)の要因：6者協議との連携 

 第 1に、6者協議に拉致問題を入れ込んだこと、日朝国交正常化交渉の推進の明示(当時、

東北アジアでは、日本とロシアは領土問題、日本と中国は歴史などの問題、韓国とも歴史・

過去の清算問題、靖国神社参拝問題などで対立していた。そのような中で、その国ぐにを

説得し、6 者協議に拉致問題および日朝国交正常化交渉を入れ込んだことは日本にとって

大きな成果であったであろう)したことが重大な要因であった。 

                                                   
713小泉内閣メールマガジン 第 140号 2004/05/20 (http://www.kantei.go.jp/jp/m-

magazine/backnumber/2004/0520.html) 
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 北朝鮮は拉致問題においてさらなる譲歩を行なった。第 2 回目の日朝首脳会談以後、拉

致問題においての進展を再整理すると、それまでと比較的に新たな進展が見られ始めた。

「安否不明の拉致被害者に関する再調査714」の結果が出されたのである。これは、北朝鮮か

ら提示された情報・物証の精査結果を日本政府が日本国内に 2004年 12月 24日に発表した

ものである。また、2004 年 11月 9日から 14日まで北朝鮮の平壌で開催された第３回日朝

実務者協議において、北朝鮮側から、安否不明の日本人拉致被害者に関する先方の再調査

の結果につき情報提供があり、あわせて関連文書などの物的証拠が提供されるとともに、

関係者との面会が設定された。 

 第 2 に、当時韓国の立場・状況が日本の対北朝鮮政策をより推進させる要因として作用

した。まず、米国が日本、とくに小泉首相との関係を強化したことにより小泉首相の対北

朝鮮政策、とくに 2 回にわたる訪朝を見逃したわけではない。これは、当時盧武鉉政権の

政策方針―自主防衛問題―などと絡んでいる。有事状況に関する想定をどのように判断し、

どのように対応するかに対する米国と韓国の間のすれ違いが、米国をより日本に傾く要因

として作用した。 

 そのほかにも日本側の日朝交渉に対する戦略における変動をもっともわかりやすく示し

ているのは日朝交渉のタイトルである。日本側は北朝鮮との交渉が拉致問題だけのための

臨むのではないということ、他の諸問題に対する取り組みも積極的に入れ込んだ。とくに、

小泉政権以前までは日朝交渉は 1回～12回という連続性がある程度認められていた。しか

し、小泉政権期の日朝交渉は交渉に直接参加するアクターが大きく変わっていたわけでも

ないにもかかわらず、日朝交渉のタイトルが変わった。これは日朝交渉の争点における変

化と北朝鮮を日朝交渉の場に引出すための戦略であったといえる。たとえば、この第 3 期

に行なった「日朝包括並行協議」もその一つの例である。そして、ここから北朝鮮が日本

に対してさらなる譲歩を行なったことは包括的協議を求めていたという解釈もできる。ま

た、これは日朝交渉の進展、国交正常化そのもの自体から得ようとしていたものより、北

朝鮮の当面課題であった米国の敵視政策などによる北朝鮮の安全保障(体制維持)問題の解

決に日本と協力できるという判断が作用した。 

                                                   
714 官邸ウェブサイト(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/nittyo/041214saityousa.html)2014 年

12月 7日観覧 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/nittyo/041214saityousa.html)2014年12月7
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/nittyo/041214saityousa.html)2014年12月7
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終 章 

小泉政権と金正日政権による日朝国交正常化交渉の 

推進要因と制約要因について 

 

第 1 節 分析結果 

本研究では、日本と北朝鮮との間にすでに経済・文化などのさまざまな分野においてか

らみ合っており、「日朝国交正常化」の重要性・必要性を双方ともに認識・認定しているに

もかかわらず、約 26 年経った現在もいまだに見通しが立たない日朝交渉を分析した。とく

に、「日朝国交正常化」に対する強い意志表明および 2 回にわたる訪朝を行なった小泉政

権と、日本人拉致の認定・謝罪およびミサイル発射延期などの譲歩715を行なった金正日政

権に焦点を当てた。小泉政権期(2001 年 4 月～2006 年 9 月)における日朝交渉も国交正常化

は実現できなかった。しかし、この時期の日朝交渉および日朝関係は他の政権では見られ

ない特徴があった。それは日朝関係改善に対して懸念していた米国の圧力があったにもか

かわらず、日朝交渉を推進し、「日朝平壌宣言」という成果を出したことと北朝鮮を交渉

の場に何回も引出し北朝鮮の既存の立場を撤回させたことである。 

そのため、本研究では、なぜ小泉政権と金正日政権は日朝国交正常化交渉を推進したの

か、また、日朝交渉における障害要因716が存続している中でも交渉をどのように推進され

たのかについて分析した。また、日朝交渉を通じて「日朝平壌宣言」とくに、過去の清算問

題における一部分の合意、拉致問題における進展、ミサイル発射延期などという成果を挙

                                                   
715 「平壌宣言」に「朝鮮民主主義人民共和国側は、この宣言の精神に従い、ミサイル発射のモラ

トリアムを 2003年以降もさらに延長していく意向を表明した」という内容が明文化されている。

また、核問題に関しても関連するすべての国際的合意を遵守するということで合意された。外務省

ウェブサイト(http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/n_korea_02/sengen.html) 
716 本研究では日朝交渉における障害要因と中断要因を異なる意味として扱う。とくに、先行研究

では日朝交渉における中断要因として取り上げている世論の悪化説、米国介入説などを本研究では

障害要因として分類する。 
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げた小泉政権期の日朝交渉を分析し、小泉政権と金正日政権がどのように日朝交渉に臨み、

交渉を推進させ成果を出したのかを明らかにした。さらに、日朝交渉あるいは日朝関係改

善における米国と韓国の関係性および働きかけについても検討した。とくに、日朝国交正

常化交渉が金大中政権の「太陽政策」と盧武鉉政権の「平和繁栄政策」という対北朝鮮

「包容政策」とどのようにからみ合い、日朝交渉の推進にどのような影響を与えたのかを

明らかにした。 

その一方、本研究では日本の資料だけではなく、北朝鮮と韓国および米国の資料を用い

た。とくに、北朝鮮の『金正日選集』、『労働新聞』、朝鮮中央 TV、や韓国の『北韓人権

白書(脱北者のインタビューなど)』などを参考し、北朝鮮の内部事情が日朝交渉にどのよ

うな影響を与えたのか、北朝鮮はどのような状況で日朝国交正常化交渉に応じたのかを分

析した。また、最近出版されている日朝交渉の関連アクターの回顧録や著書を参考し、実

証分析を行なった。田中均、藪中三十二などの日本外務省の官僚の回顧録だけではなく、

韓国と米国の国会会議録と大統領および実務者の回顧録も活用し取り上げた。また、2007

年の南北首脳会談の対話全文717の中で日朝関係(交渉)について盧武鉉大統領と金正日委員

長の発言なども参考にした。このような関連アクターの証言に基づいて、日朝交渉のメカ

ニズムをより正確に再構成した。さらに、韓国や米国、中国などの関係国の駆引きややり

取りなどに関しての議論が省かれている先行研究が少なくなかった。そのため、日朝国交

正常化に働きかけてきた関連国とのやりとりも理論的な分析を通じて、東北アジアにおけ

る日朝国交正常化交渉の意義についても検討した。 

 

 第 1項 実証分析のまとめ 

 以上のようにいまだに見通しが立たない日朝交渉は、小泉政権期に「日朝平壌宣言」と

いう大きな成果を挙げ、拉致問題、過去の清算問題、核・ミサイル問題における進展をみ

せた。また、小泉政権期(2001 年 4 月～2006 年 9 月)には日朝交渉が中断されつつある中で

も日朝交渉は 10回以上も行われた。したがって、日朝国交正常化交渉の推進要因を明らか

にするため、小泉政権期に行なわれた日朝交渉に焦点を当てて分析した。このように分析

対象時期を限ったことには、二つの理由があった。第 1 に、日朝交渉の初期から現在にい

                                                   
717 2013 年に公開されたもので、日朝交渉においての経済協力の話が含まれている。 
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たるまで交渉における論点およびその比重は変わってきたため、時期を分けて日朝交渉を

分析する必要があった。第 2に、小泉政権以来 2012 年に安倍政権が発足するまでの政権は

約 1 年ごとに交代し、日本側は対北朝鮮政策といえる何らかの措置を取りにくかったため

でもある。さらに首相により意見・方針の違いもあったため北朝鮮側はしばらく見守ると

いう方針をとり、結果的には 2012 年 8 月 29 日まで、約 4 年間、日朝政府間協議は中断さ

れていた718。したがって、両者が交渉相手として認識し、争点をぶつけ合い続け、他の政権

より成果を挙げた小泉政権と金正日政権の「日朝国交正常化交渉」に焦点を当てて交渉の

推進要因を分析した。 

 小泉政権期に、小泉首相の「日朝国交正常化」に対する強い意志表明や 2 度にわたる訪

朝が行なわれた。そして、北朝鮮からは拉致問題に対する謝罪と安全保障に関する譲歩な

どがあった。しかし、小泉政権と金正日政権の日朝国交正常化交渉は国交正常化という成

果を挙げず、中断されつつあった。ただし、この時期における「日朝国交正常化交渉」は以

前の政権の交渉と異なり、日朝交渉の中断要因と言われていた障害要因が存続しているに

もかかわらず何回も推進・再開されるという特徴がみられた。そして、日本は他国との交

渉と異なり、北朝鮮と交渉を実行させるためには北朝鮮を交渉の場に引出す作業を行なう

必要があった。すなわち、北朝鮮側は日本との交渉自体を拒否していたため、日本側は交

渉の開始と進行過程において北朝鮮を「対話の場に引きとめながら」719交渉に臨んだ。その

ほかにも日朝国交正常化交渉は国際情勢の変動や日本の国内政治的要因などにより進展が

見られたり難航したりした。結果的には、日朝国交正常化を実現することはできなかった

が、小泉政権と金正日政権の日朝交渉は新たな方法・方向に動き出した。 

 このような日朝国交正常化交渉の難航、中断、推進・再開に対して多くの先行研究では

国際政治的要因、国内政治的要因により説明されている。とくに、日朝国交正常化におけ

                                                   
718 平成 24 年 8月 29 日から 31 日、北京において開催された日朝政府間協議に向けた課長級予備協

議(4年ぶりとなる日朝政府間協議の開催に向けて、日朝の担当課長レベルで実務的で率直，かつ

突っ込んだ議論を実施した)外務省ウェブサイト 

(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/abd/seifukan_yobi_1208.html)2015.11.23 アクセ

ス 
719 齋木政府参考人の発言引用。国会会議録 163回次- 衆 - 北朝鮮による拉致問題等…- 4号、平

成 17 年 11月 17日/実際、日本側は北朝鮮を「対話の場に引きとめながら、どういう形でこの拉致

の問題の早期解決を迫っていくか」について方策を模索したが、日朝交渉は難航した。 
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る交渉の難航、中断要因として、米国からの影響および日本の国内世論の悪化を取り上げ

て説明している先行研究が多い。また、多くの先行研究は「日朝交渉の失敗」(あるいは交

渉の決裂・中断)に注目し、その要因としては、核問題、拉致問題、世論、米国からの圧力

などが取り上げられていた。しかしこのような分析では日朝国交正常化交渉における決定

的要因が明確に提示できないという限界がある。つまり、このような要因の一つがもし解

消されると日朝国交正常化が実現できるとは言い切れない。また、これらの要因が日朝交

渉の中断要因であるとしても、これらが存続しているにもかかわらず日朝交渉が再開され

たことに対する説明ができないため、日朝交渉の中断要因とは名付けない。したがって、

このような先行研究の限界を踏まえて、日朝国交正常化が実現できるようにさせるために

は両者の交渉に対する意図をより詳細に分析する必要がある。つまり、米国などによる外

圧や日本の国内政治、世論による内圧がどのようなメカニズムを通して日朝交渉の当事者

および政策決定過程に影響を与えたのかを分析する必要があった。 

 日朝の交渉を分析すると、日本政府としては拉致問題と核・ミサイル問題、そして北朝

鮮としては体制維持とかかわっている安全保障問題、過去の清算問題などを解決させるた

め、日朝交渉に臨んでいた。そして最終的にはこれらに対する合意を経て日朝国交正常化

が達成できることを望んでいた。つまり、このような諸問題を分析する際に、焦点を交渉

の失敗要因に置くのではなく、そのような障害要因があったにもかかわらず、どのように

交渉を 5 年半間も続けてきたのか、どのようなメカニズムを通して結果・成果を打ち出し

てきたのかについて検討する必要があった。さらに、2010年以後に北朝鮮に関する諸問題

にかかわっていた実務者の回顧録の出版が続いている一方、韓国では『南北首脳会談の対

話録(全文)』が公開されるなど新しい資料による再分析が求められている。韓国により公

開された『南北首脳会談の対話録(全文)』の場合、韓国が日本の対北朝鮮政策に対してど

のような立場であり、それを踏まえた上で、対北朝鮮政策をどのように進めていくかに関

しても読み取れる貴重な資料にもなる。また、北朝鮮をめぐる諸問題の場合、各関連国の

安全保障にかかわっているため、公開されている資料が限られているため、実務者の回顧

録は日朝交渉を分析する際に重要な資料になる。そのほかにも、多くの先行研究では日本

側の立場から分析し、交渉のもう一方の当事者である北朝鮮を分析対象として取り上げな

かった。その結果、日朝交渉の多くの場合、北朝鮮の拒否により中断されたにもかかわら
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ず、日本側に焦点を当てていたため見逃されていた。そのため、本稿では、小泉政権期の

対北朝鮮政策、とくに日朝国交正常化交渉において、どのようなメカニズムを通じて北朝

鮮により中断されつつあった日朝交渉が推進・再開され、成果を出したのかという新たな

問題意識と観点から分析した。さらに、小泉政権期の対北朝鮮政策の決定過程における特

徴、韓国の対北朝鮮政策における特徴、そして、日韓間の北朝鮮に関する諸問題に対する

観点の相違などを提示した。また、その際には先行研究では扱っていない場合が多かった、

日本と米国の国会会議録、金大中大統領、盧武鉉大統領、ビル・クリントン大統領、ジョー

ジ・W・ブッシュ大統領、各国の 6者協議代表、韓国の統一部長官などいろいろ関係実務家

たちの回顧録、政府機関の白書、北朝鮮の金正日委員長および朝鮮労働党の文献などを基

に日朝交渉を再構成・分析した。 

  

(１) 日朝非公式交渉720(第１期：2001 年４月～2002 年 9月) 

 日朝国交正常化交渉を開始するためにはまず日本がなすべき二つの外交的課題があった。

第 1に、「日韓基本条約」問題があった。1965年に朝鮮半島にある唯一の合法的な政府は

韓国であるという内容が「日韓基本条約」に入れられ明文化721された。当時、日本側が韓国

と異なる立場・意図をもってこの条約を締結したとしても韓国の意図を把握・認識してい

たことからも、日朝交渉は単に日朝の両者間の問題にとどまらず、韓国の介入が予想され

るものであった。つまり、日本側が韓国の協調なき日朝国交正常化交渉を進めることは外

交問題につながる。そのため、日本は日朝国交正常化あるいはその交渉が日韓関係にどの

ように影響を与えるかを提示する必要があった。実際、1991 年には吳在熙在日韓国大使が

日本外務省の大和田事務次官との会談で、日本が北朝鮮の承認問題を慎重に対処すること

                                                   
720 田中均は『国家と外交(2005、39頁)』でこの時期の日朝交渉を「水面下交渉」という表現で取

り上げている。ところで、「水面下」という表現を使うことにより、関係アクター(米国、韓国な

ど)が直接関与できなかったこと、情報が共有されていなかったこと、日本の国内世論に左右され

ず行なえたことが強調できるようにも考えられる。しかし、実際にその「水面下交渉」には韓国も

日朝首脳会談を勧めるなど介入した。つまり、この時期の日朝交渉を「水面下」交渉であると名付

けることには疑問が残る。(小泉政権以前は政治家などにより日朝交渉が行なわれたり、日朝協議

はメディアを通じて報道されたり、関連国との事前協議を行なったりしていた。しかし、小泉政権

期、とくに、田中均局長により行なわれた日朝会談は「水面下」、すなわち交渉を行なう担当者や

小泉首相などの一部の人たちだけで密かに行なわれた。) 
721 第三条(韓国政府の地位)「大韓民国政府は、国際連合総会決議第百九十五号(Ⅲ)に明らかに示

されているとおりの朝鮮にある唯一の合法的な政府であることが確認される」 
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を要求722する一方、韓国政府と十分な協議を経て日朝交渉を進行することを求めた723。しか

し、金大中政権は積極的に日朝関係改善に協力した。さらに、金大中大統領は回顧録で「実

は小泉総理の訪朝は私が積極的に勧誘した。(日韓)首脳会談が行なう度に金正日委員長は

『対話ができる人』であるため会ってみて」と日本側に日朝首脳会談を積極的に勧めたこ

とを記述している724。また、金大中大統領は、2002 年 4 月に林東源(イム・ドンウォン)を

特使として北朝鮮に送り、金正日委員長に拉致問題などを解決し、国交正常化の推進を勧

めた725。これは、「南北統一」における経済格差などを懸念していた金大中政権の働きかけ

であった。すなわち、金大中政権は日本との関係改善を通じて市場経済に漸進的に変化す

るようにさせるため、日朝関係改善にも積極的に取り組んだ。その結果、日本側は、北朝

鮮との協議に当るにおいて韓国の反対を懸念する必要はなくなった。むしろ、この時期の

韓国の働きかけは日朝交渉における推進要因の一つであった。 

 その一方、日朝交渉の推進におけるもう一つの外交的課題は米国の反対であった。当時

ブッシュ政権は北朝鮮に対して否定的な立場をとっていた。そして、ブッシュ政権は、2002

年 3 月にジェームズ・ケリーの米国の上院外交委員会での発言からもわかるように、北朝

鮮に対して兵器開発と北朝鮮が外交的にかつ対外経済関係を拡大することにより国際社会

において新たに位置付けられることは両立できないという米国の立場を明示していた726。

そのため、日本と北朝鮮が関係を改善することを懸念していた。そのため、日本側は米国

との協議を通さず、日朝交渉を行なった。すなわち、日本側は次第に北朝鮮をめぐる諸問

題に関しては米国に協力を求めるより、密かに政策を推進した727。チャールズ・プリチャー

ドは在ワシントン日本大使館の同僚に日朝間の接触について聞いても詳しく教えてくれな

                                                   
722 『聯合ニュース』(연합뉴스「吳대사, 日의 북한승인 신중대처 요구」)1991-09-11  
723 『聯合ニュース』 (연합뉴스「與野 北韓-日 修交합의관련」)1990-09-29 
724 金大中、前掲書 
725 『ハンギョレ新聞』(한겨레신문「[북일회담]김대통령이 북-일 다리놨다」)2002-09-01 

(http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=100&oid=028&aid=0000000271) 
726 “ Regional Implications of the Changing Nuclear Equation on the Korean Peninsula" 

(Prepared Statement of James. A. Kelly Assistant Secretary of State for East Asian and 

Pacific Affairs Senate Foreign Relations Committee) 12 March 2002，p.6 

(http://www.foreign.senate.gov/imo/media/doc/KellyTestimony030312.pdf) 
727 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), pp.86-87. 
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かったと述べている728。さらに、チャールズ・プリチャードは米国が 2001年後半と 2002年

前半に北京において日本の外交官らが北朝鮮側と定期的な会談を行なっていることを知り、

時おり田中均局長729にその接触について聞いても詳しく話さなかったと論じた730。このよ

うに日本は独自的に拉致問題などの北朝鮮に関する諸問題に取り組んでいた。田中均は日

本側の計画を共有せず、また米国側と日朝接触についてより論議はせず、重要事項があれ

ば知らせるということにしておいた731。しかし、日本側は 2002 年 9 月 17 日の日朝首脳会

談の約 3週間前、8月末に米国のアーミテージ国務副長官に日朝首脳会談の開催を伝えた。

これは、チャールズ・プリチャードが指摘しているように「米国からの無条件の信頼と支

持」が欠けていると判断したためであるであろう732。 

 このように日朝交渉の推進における前提条件―外交課題：韓国と米国の反対および懸念

―などを整理した日本側は、北朝鮮との非公式交渉を行なった。小泉政権以前は政治家な

どにより日朝交渉が行なわれたり、日朝協議はメディアを通じて報道されたり、関連国と

の事前協議を行なったりしていた。しかし、小泉政権期(2001 年 4 月～2006 年 9 月)の初期

段階の日朝非公式交渉は田中均局長を窓口にして行なわれ、交渉の担当者と小泉首相など

の一部の人たちだけで密かに進められた。さらに、関係アクター(とくに米国など)が直接

関与できなかったこと、情報が共有されていなかったこと、日本の国内世論に左右されず

行なえたことは日朝交渉が中断されず続けられた要因、日朝首脳会談が開催される基盤に

なった。 

 その一方、日朝交渉は外務省の田中均アジア大洋州局長が中心になって中国などで北朝

                                                   
728 チャールズ・プリチャードは、クリントン政権期には NSCアジア局局長を、ブッシュ政権期に

は対北朝鮮交渉大使および KEDO米国代表などとして勤めていた。Charles L. Pritchard, Failed 

Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), 

ｐ.87 
729 田中均アジア大洋州局長(2001 年 9 月～2002 年 12月) 
730 Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), p.87 
731 チャールズはこの田中均とケリーの会談以後に田中均の方針が変わったとも述べている。

Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the Bomb 

(Brookings Inst Pr, 2007), p.87 
732 田中均は 6 週間より前に伝えようとしたが、米国の反対を懸念し、8月末になったという説明で

ある Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got the 

Bomb (Brookings Inst Pr, 2007), p.88 
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鮮側の「ミスターX」という人物と諸問題について交渉をした。しかし、日本側が第 1に重

要事項として取り上げていた拉致問題において進展はなかった。そのため、日本側は日朝

首脳会談の開催を企画するようになった。そして、田中均は拉致問題だけではなく、核・

ミサイルなどの安全保障問題を本格的に取り組み、日朝首脳会談を準備する非公式交渉を

進めた。その約 1年間、田中均アジア大洋州局長と小泉首相の単独面談は約 27回も行なわ

れ、日朝交渉におけるルートを一本化させた。その結果、小泉政権が始まって 1 年半も経

ていない 2002年 9月に日本首相の訪朝による初の日朝首脳会談が開催され、「日朝平壌宣

言」という成果まで出した。 

 そして、「日朝平壌宣言」と、過去の清算問題における一部分の合意、北朝鮮の拉致認

定・謝罪、ミサイル発射延期などの日朝首脳会談の結果を通じて、両者の交渉における目

標を読み取ることができた。北朝鮮の場合、過去の清算問題を日本側の要請を受入れる形

で合意した。北朝鮮が 1990 年代に先に国交正常化を実現し、後で経済支援・協力に関して

話すという提案があったことを考慮すると、北朝鮮は日朝交渉におけるもっとも重大な目

標は過去の清算問題ではなかったことがわかる。さらに、これは北朝鮮が当面課題におけ

る比重を分析することにより明らかになる。北朝鮮は 1990 年代から外資誘致のために、

「外国人企業法」・「外国人投資法」・「貿易法」などの法的の整備を行ない733、日本だけ

ではなく、中国・韓国・EUから直接投資や貿易およびセミナー開催など交流を活発化させ

ていた。もちろん、日本からは過去の清算という名目下で無償あるいは有利な条件で経済

協力を得ることができるため、北朝鮮にとっていつでも望ましい話であるであろう。しか

し、当時、北朝鮮における日朝国交正常化の重要性の程度は、日本の要求を急いで受入れ

るほどでもなく、かつ優先順位においても上位ではなかったであろう。とくに、2007 年の

南北首脳会談の対話内容(全文)をみると、日本が提示したと思われる経済協力の規模や韓

国からの支援の規模を考慮すると、北朝鮮において日本からの経済協力より体制に対する

「軍事的攻撃と吸収統一」の脅威がより重大な事項であった。その結果、日本側は北朝鮮

との交渉において経済協力・支援は交渉のカードになれなかった。 

 しかし、この時期、日本側の交渉カードは一つあった。それは、核・ミサイルなどの安全

                                                   
733 韓国の統一法制データベース(韓国の統一部、法務部、法制処が共同運営) 

(http://www.unilaw.go.kr/bbs/selectBoardArticle.do) 
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保障であり、日本とは核・ミサイルなど安全保障に関する協議を拒否していた北朝鮮が日

本とそれについて話し合った。これは、米国による軍事的攻撃論が台頭している中、北朝

鮮は米国との協議を行なうためには東北アジアにおける緊張感を緩和させる必要があった

ためである。すなわち、北朝鮮は日朝平壌宣言に平和に対する意思を表明し、平和的解決

を望んでいることをアピールするため、日朝交渉に応じ、米国との会談を行なえる機会を

作ろうとした。実際、日朝首脳会談の直後に米国からケリー次官補が訪朝することを受入

れるなど、米国との会談を期待していた。 

 このようにこの時期の日朝国交正常化交渉の推進には、韓国の協力・働きかけと日本側

の非公式交渉という方式そして、北朝鮮体制に対する脅威が重要な要因であった。そして、

小泉政権における日朝平壌宣言(とくに、北朝鮮の拉致認定・謝罪、ミサイル発射延期)と

いう成果は北朝鮮体制に対する脅威が重要な要因であった。 

 

 (２)  第 1回日朝首脳会談から第 2 回日朝首脳会談まで (第２期：2002 年 9 月

～2004 年 5月) 

 第 1 回目の日朝首脳会談で日朝平壌宣言や北朝鮮からの拉致問題における謝罪、過去の

清算問題における合意、核・ミサイル発射延期などの成果を挙げた。しかし、拉致被害者

家族や世論および国内政治による小泉政権に対する批判の声も上がってきた。さらに、日

朝首脳会談の直後に米国のケリーの訪朝によりウラン濃縮問題が持ち出され、北朝鮮をめ

ぐる情勢はさらに悪化した。そのような中でも小泉首相は日朝国交正常化に対する強い意

志表明をし、日朝交渉は続くようにみえた。このように日本国内世論の悪化や米国からの

働きかけにもかかわらず、小泉政権は「日朝国交正常化交渉」を続けようとしたが、北朝

鮮は拒否した。北朝鮮において日朝交渉の比重が相対的に下がり、放置されるようになっ

た。元々北朝鮮は、日朝国交正常化交渉を通じて米国との関係改善、短期的には米国との

対話を狙っていた。しかし、2002年 10月のケリー米国務次官補の発表により、日朝関係が

改善されても米朝関係が改善される見通しは立たないため、日朝交渉を急いで行なう必要

性がなくなった。その結果、日朝交渉を求める日本側に対して状況的に行なえないと拒否

した。さらに、北朝鮮は、核問題において日本は当事者ではないと言いながら、日本が北
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朝鮮の「安全を担保してくれる能力がない」という立場を『労働新聞』を通じて示した734。

すなわち、朝鮮半島の軍事的脅威を解消するためには米国と改めて会談を行ないたいとい

う北朝鮮の意思表明であった。 

そのため、日本側は北朝鮮を日朝交渉に引出せるようにさまざまな方策を模索した。ま

ず、2004 年の日朝首脳会談以後に「対話と圧力」(支援と経済制裁)という新たな対北朝鮮

政策における方針を立てた。そして、2004 年 4 月 1～2日に中国・大連において自民党の山

崎拓前副総裁らが鄭泰和（チョンテファ）日朝国交正常化担当大使735らと会談を行ない、北

朝鮮側に小泉首相の意思を伝えた。さらに、この時期に北朝鮮への経済支援を行なった。

その一方、北朝鮮との拉致問題をめぐる対立あるいは意見の平行線を辿る状況から、北朝

鮮への圧力を多様な方法で行ない始めた。その一つが拉致問題の国際イシュー化であった。

これは、小泉首相や日本政府がさまざまな国との会談をする際に、北朝鮮をめぐる諸問題

とくに拉致問題を語り、問題の深刻性を訴え、共感を得るように働きかけたのである。ま

た、人道問題としてさまざまな論点を取り上げることにより、拉致問題だけではなく、北

朝鮮をめぐる人道問題を本格的に議論されるように呼びかけた。とくに、北朝鮮に関する

問題に直接関係していない国とも話し合い、国連を通じて話題にし、諸問題の深刻性を訴

え続けた。これは、外交的に北朝鮮を圧迫する戦略をとり、北朝鮮に対する影響力を高め、

交渉に応じるようにさせるための方策でもあった。そして、日本国内においても拉致問題

をめぐる団体が形成されたり、より組織化され一つのアクター・要因として働いた。しか

し、このような圧力は日朝交渉にすぐ北朝鮮を引出せるだけの効果はなかった。 

その一方、北朝鮮は当時、米国からの軍事的・経済的に圧力を受けていたため、米国に、

北朝鮮の自主権を認め、不可侵を確約し、北朝鮮の経済発展に障害を造成しないという条

件で核問題に関する交渉を通じ解決する用意があるという立場を明らかにしていた736。す

なわち、米国が不可侵条約を通じて北朝鮮に対して核を使用しないということを含んだ不

可侵を法的に確約するならば核問題に応じるという北朝鮮の立場表明であった737。そして、

                                                   
734 『労働新聞』2002 年 11月 11 日、 6面(「거꾸로된 론리, 그릇된 대화자세」) 
735 再訪問について、山崎氏は「首相は自分の任期中に国交正常化を何としてもやると言ってい

る」と伝言した。 
736『労働新聞』北朝鮮の外務省の代弁人の談話(2002 年 10 月 25 日)、2002年 10月 26日、4面 
737 『労働新聞』2002年 10月 26日、4面 
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このように北朝鮮は米国に不可侵条約を締結を提案し続けた。北朝鮮外務省の談話以後に

も 2002年 11月 3日、9日、17日、24日の『労働新聞』を通じて何回も不可侵条約につい

ての立場を表明した738。また、北朝鮮の武装力は米国の軍事的脅威から自主権が侵害され

ることを防ぐためのものであるという論理であった739。その一方、北朝鮮は国連総会第 57

次会議 1 委員会で米国の対北朝鮮敵対視政策を撤回する意思があるのであれば、北朝鮮は

問題を対話により解決すると表明した740。しかし、北朝鮮の米国へのアプローチは失敗し

続け、米朝間の不協和音も続いた。その結果、2003 年 4月に北朝鮮は米朝両者の会談とい

う交渉の形に拘らないと表明した。そして、米国に譲歩し、2003 年 8月の 6者協議に参加

するようになった。また、6者協議の中で日朝協議も行なった。 

 しかし、米国の主導で KEDOにより 2003 年 12月 1日から軽水炉建設が中止されることが

公式に発表された741。これについて 2003年 11 月 29日に、北朝鮮は『労働新聞』を通じて

非難した742。北朝鮮はその前から建設が中断されると、建設装備、設備、資材と技術文書の

搬出を一切許容しないという立場を明らかにしていた743。さらに、この発表以後には、軽水

炉の着工式も予定より 1年以上遅れて進行された。工事の進展においては 2003 年 8月に基

礎コンクリート打ちが始まった。しかし、2003年 11月に KEDOにより軽水炉建設の中断が

発表された。これに対して北朝鮮は建設の遅延および中断による電力損失に対する損害賠

償の支払いを求めた744。そして、米国が北朝鮮に対して「先核放棄」を要求していた状況で

も北朝鮮は核開発を続け、戦争にも応じるという強硬な立場をとり続けた。しかし、その

ような中でも、北朝鮮は米国との会談を求めていた。何回も、このような核問題は米国の

対北朝鮮敵対視政策の放棄意思を明らかにし、米朝間の同時行動原則に合意することを改

めて言及していた745。 

                                                   
738 『労働新聞』①2002 年 11月 3日、6面、②2002 年 11 月 9日 、5面(리철준)、③2002年 

11 月 17 日 6面(김종손)、④2002年 11月 24日、6面(김종손)  
739 『労働新聞』2002 年 11月 9日、5面(리철준) 
740 『労働新聞』2002年 10月 12日、6面 
741 『労働新聞』2003 年 11月 29 日、6 面(리현도、「손해를 입혔으면 보상해야 한다」) 
742 『労働新聞』2003 年 11月 29 日 6 面  
743 同上、2003 年 11 月 29日、6面 
744 同上、2003 年 11 月 29日、6面 
745 『労働新聞』 北朝鮮の外務省の代弁人の談話(2003 年 10 月 2日、平壌)、2003年 10 月 3日、4

面 
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そのような中、韓国は 2003 年に金大中政権から盧武鉉政権に変わった。そして、盧武鉉

政権発足の後に、盧武鉉大統領はＡＰＥＣにおいてブッシュ大統領に北朝鮮に対する書面

での安全保障を提議し、これに対する約束をもらいイラクへ派兵することを決定した。盧

武鉉大統領は回顧録で「イラク派兵は正しくない選択として歴史に記録されるであろう。

当時もそう考えたし、今もそう考える。正しいと信じていたからではなく、大統領を勤め

る人として回避できない選択であったため派兵した」746と述べている。すなわち、北朝鮮に

関する諸問題において米国の協力が重要であるため、米国の要請に盧武鉉大統領は応じた。

しかし、韓国で、北朝鮮への不法送金問題が打ち出された。その結果、現代グループの会

長であったジョンモンホンが自殺する事件が起きた。これは、北朝鮮へ送金の問題で検察

が取り調べる途中に起きたことであった。当時、北朝鮮問題をめぐる与野党の対立は収ま

らず深刻化しつつあった。また、結果的に、現代グループの会長の自殺により現代グルー

プが進めていた北朝鮮においての観事産業にも影響が及んだ。そのほかにも 2004 年 3 月

に､国会において盧武鉉大統領の弾劾訴追案が可決されることにより、判決が出た 5 月 14

日まで大統領の権限を失っていた。そのため、外交政策にも影響が及んでいる状況であっ

た。これは、南北関係が悪化している中、盧武鉉大統領は外交的活動が制限されている状

況を意味した。したがって、これまで米朝関係改善に架け橋になってくれる協力者が必要

であった北朝鮮はまた日本に手を伸ばした。 

その一方、日本にとっては北朝鮮が拉致問題に対して無反応という状況が続いていた。

2002年 9月 28日から 10月 1日までの間に、日本は平壌に調査チームを派遣し、追加的な

調査を行なった747。そして、同年 10 月 29 日から 30 日にかけて、第 12 回の日朝国交正常

化交渉(事務レベル)で、生存が確認されていない拉致被害者について事実解明を引続き求

めた748。また、この際に、拉致被害者の家族から出されたさまざまな疑問点を踏まえた上で

150 項目に整理した追加照会事項を北朝鮮側に手渡した。しかし、1 年以上経った 2004 年

3月時点でも北朝鮮からは返事も何の対応もなかった749。このような膠着状況が続き、日朝

                                                   
746 盧武鉉『盧武鉉回顧録：運命である』(노무현, 노무현재단 저『운명이다: 노무현 자서전』 

유시민 편、돌베개、2010)、245 頁 
747  阿部正俊副大臣の発言引用。159 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 16年 3月 18 日  
748  阿部正俊副大臣の発言引用。159 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 16年 3月 18 日  
749  阿部正俊副大臣の発言引用。159 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 16年 3月 18 日  
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交渉における成果や進展における見通しが立たなかったため、小泉首相は 2004 年４月に自

民党の山崎拓前副総裁らが中国・大連で鄭泰和（チョンテファ）日朝国交正常化担当大使

らと会談を行なうようにさせたであろう。そして、まず、交渉の場に北朝鮮を引出すため、

鄭泰和(チョンテファ)大使と宋日昊外務省副局長との 9 時間にわたる会談で山崎拓は、拉

致問題よりミサイルを凍結してかつ日本国民の生命と安全の問題を解決することについて

話したであろう750。すなわち、日本は北朝鮮との交渉を再開させるため、交渉における方式

(二重外交/6者協議)や議題の内容を新たに提示した。そして、2004 年に 2回の日朝交渉と

2回目の日朝首脳会談が行なわれた。このようにこの時期には、軽水炉問題や米朝関係悪化

により脅威を受けていた北朝鮮の立場が日本との交渉に応じる要因として働いた。そして、

拉致問題をめぐる膠着状況を打開するため、政治的働きかけが作用した。しかし、これは

明確に言うと、交渉再開のためであったというより拉致問題における成果を出せるための

決断であった。 

 その一方、小泉首相は 2004年 3月 3日の(衆)予算委員会で、「……制裁だ、制裁だ、懲

らしめてやろうというような対策が、本当に効果ある解決につながるのか、そこも我々は

よく考えなきゃいけない」と述べ、日本国内における対北朝鮮制裁を押し付ける動きに対

して制裁効果についてより検討するべきであると主張した751。すなわち、これは、当時の小

泉政権は北朝鮮に対して制裁を行なうより、日朝交渉が６者間の協力を基に平和的に解決

するように仕掛けるべきであるという立場であった。このような小泉首相の発言はその意

図がどのようなものであれ、北朝鮮の金正日委員長との関係における信頼関係を保つ要因

として作用したと考えられる。そして、これは第 2 回日朝首脳会談を開催するための発言

であり、北朝鮮側の日朝交渉の推進に対する重大な要因が作用したとも考えられる。 

 

 (３) 第 2回日朝首脳会談から日朝交渉の中断まで(第３期：2004 年 5 月～2006

年 9月) 

2 回目の首相会談以後には拉致問題により国内の批判の声もあったが、拉致被害者家族

に対する批判の声も上がるなど 1 回目の会談とはまた少し異なる国内情勢が見られた。し

                                                   
750 「山崎拓『北朝鮮から憲法改正まで』全部喋った」月刊 THEMIS 2004 年 6 月号、29 頁 
751 159 - 衆 - 予算委員会 - 18号、 平成 16年 3月 3日 
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かし、2回目の小泉首相の訪朝以後にも「日朝国交正常化交渉」は再開と中断を繰返した。

この時期には対北朝鮮政策における変動も見え、さまざまな政策が行なわれた。 

とくに、日本側は 6 者協議を日朝国交正常化交渉の推進・再開の機会に繋げた。小泉政

権は、関連国の反対にもかかわらず、6者協議に拉致問題を入れ込んだ。6者協議に参加し

ていた薮中三十二アジア大洋州局長は、「北朝鮮の核問題について議論するために、ここ

に集まっている。そして私たちの目的は、北朝鮮の核開発計画を放棄させることだ」と言

いながら、「北朝鮮に核を放棄させるためには、二つのことが決定的に重要と考える。一

つは、北朝鮮に対して安全を保障すること、もう一つは、北朝鮮への経済協力である。第 1

の点は、米国がそうした保証をするか否かであり、第 2 の点については、国交正常化が実

現すれば、日本は北朝鮮に大きな経済協力をすることにしており、大きな役割を果たすこ

とができる」と述べた上で、「しかし、日朝の国交正常化を実現するためには、核問題の解

決とともに、拉致問題の解決が不可欠である。したがって、拉致問題を解決することは北

朝鮮に核放棄を解決させる上できわめて重要であり、この 6者協議と密接に関係している」

と 6か国を説得した752。 

しかし、北朝鮮が 2005年 2月に 6者協議への参加を無期限中断するという立場を表明し

ていたため、日朝交渉はもちろん、6者協議も中断されていた。すなわち、結果的には日本

は 6 者協議を通じて日朝国交正常化交渉を推進・再開させるきっかけを作った。しかし、

その前に、北朝鮮を交渉の場に引出したことは韓国の働きかけがあったため可能であった。 

韓国は 2005 年 3月に『国防白書』で主敵として北朝鮮を記述してきた内容を省いた。そ

して、韓国は軽水炉工事の中断に対する解決案を北朝鮮に提案(韓国が 200 万 KW の電力を

北朝鮮に直接送電する案)した。この案をもって、鄭東泳統一部長官が訪朝し、金正日委員

長と会談を行なった。鄭東泳は、金正日委員長との会談を通じて、7月中に 6者協議に復帰

させる約束をもらおうとしていた753。その際に、金正日委員長を説得するため、米国とくに

ブッシュ大統領が「私は北朝鮮と対話を通じて解決すようとする人」であると語ったこと、

北朝鮮を主権国として表現したことなどを言及した754。これに対して金正日委員長は、6者

                                                   
752 薮中三十二『国家の命運』新潮社 2010年、139-141頁 
753 鄭東泳(元統一部長官)『開城駅からパリ行き汽車チケットを』(정동영『개성역에서 파리행 

기차표를』랜덤하우스코리아)、2007年、60頁 
754 ブッシュ大統領の発言は、2005年 6月 10日に行なわれた韓米首脳会談の時のものである。鄭東
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協議の必要性を認め、北朝鮮外務省はいつでも 6 者協議に出る準備は備えているが、米国

の対北朝鮮敵対視政策が続く限り参加することはむずかしいと述べた。さらに、北朝鮮外

務省はいまでも 6 者協議に出る準備ができている状況であるが、「暴政の前哨基地

(Outposts of Tyranny)」発言について公開的にあるいは当事者の間でどのような形ででも

解明が必要であると論じた755。そして、「そのために待っています」と金正日委員長が立場

を説明したことからも、北朝鮮の交渉における戦略・目標(あるいは狙い)がどのようなも

のであったかがわかる。そして、結果的に、鄭東泳は、金正日委員長から「米国が我らを交

渉相手として尊重すると、7月に出られない理由はありません。出ます」という答えをもら

った。そして、鄭東泳は米国のチェイニー副大統領と会い、金正日委員長が朝鮮半島におけ

る非核化の意思と 7 月まで 6 者協議参加公表の成果を語った756。チェイニー副大統領は 7

月までに北朝鮮が 6 者協議に参加するならば北朝鮮の話を十分考慮すると答えた757。そし

て、2005 年 7月 9日に北朝鮮はメディアを通じて 4次 6 者協議の開催を公表した758。すな

わち、交渉の場に北朝鮮を引出したのは韓国の積極的な仲介外交そして経済支援の結果で

あった。そして、結果的に韓国のこのような働きかけは第 4 回の 6 者会合に関する共同声

明(「9.19 共同声明」)という成果を出せる基盤になった。また、日朝交渉の推進を明文化

させることにもつながった。 

しかし、韓国の北朝鮮に関する諸問題への働きかけにより、日本側の「経済協力・支援」

という日朝交渉における交渉カードが効かなくなった。韓国政府が送った肥料とＷＦＰを

通した食料支援を含む 1550 億ウォンとは別に食料借款 1904 億ウォンもあった。そして、

開城工業地区における事業が本格化し、北朝鮮の勤労者 5700 名が韓国の企業から給料をも

らうようになった。さらに、金剛山観光事業も始まり、北朝鮮経済に大きな肯定的影響を

与えた759。また、韓国が 200 万 KWの電力を北朝鮮に直接送電すると提案するなど北朝鮮の

経済成長に積極的に取り組んでいた。これは、分断国家である韓国には「統一」という重

                                                   

泳(元統一部長官)『開城駅からパリ行き汽車チケットを』2007 年、61-62頁 
755 鄭東泳(元統一部長官)『開城駅からパリ行き汽車チケットを』2007 年、63頁 
756 鄭東泳(2007、元統一部長官)、前掲書、64頁 
757 同上、64頁 
758 李鍾奭(NSC 事務次長、統一部長官など歴任)『刃の上の平和』(이종석『칼날 위의 평화: 

노무현 시대 통일외교안보 비망록』 개마고원)、 2014 年、317頁 
759 『聯合ニュース』「<북한 2005> ②경제, 성장으로 반전」2005-12-15  
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大な課題がある。そのため、韓国はこれまで統一の過程だけではなく統一以後の統合に対

する対策を模索してきた。とくに、金大中政権と盧武鉉政権は南北の経済格差や北朝鮮の

基盤施設における整備の不十分さなどにより統一コリアに起こり得る混乱を未然に防ぐた

め「北朝鮮の改革・開放」をさまざまなルートを通じて押し付けてきた。日朝関係の改善

も北朝鮮の市場の開放および開発などにつながると期待していた。そのため、盧武鉉政権

も「日朝国交正常化」自体より日朝関係改善による「北朝鮮の経済的改革・開放」を望んで

いた。すなわち、韓国と日本の間の北朝鮮に関する諸問題に対する観点の相違が日韓の間

に十分に共有されず、それぞれの政策が行なわれた。その結果、韓国の働きかけは日朝交

渉の推進要因であったり、日本の日朝交渉における立場を弱める要因であったりして、日

朝交渉の推進における一つの要因として作用した。 

 

 第 2 項 日朝国交正常化交渉の推進における「日朝の交渉に対する比重」と「韓

国からの協力」の相関関係 

 このように日朝国交正常化交渉を分析することにより次のようなことを明らかにするこ

とができた。第 1に、決定的な日朝交渉の決裂・中断要因は、日本の日朝交渉における「交

渉カード」の失効にある。言い換えると、日朝国交正常化に対する小泉政権の強い意志表

明と金正日政権の交渉における譲歩があったにもかかわらず日朝国交正常化は実現できず

日朝交渉が中断された決定的要因は北朝鮮の認識における変化にあった。つまり、日本が

北朝鮮の体制に対する脅威(軍事的脅威、吸収統一)を解消・緩和できないという北朝鮮の

認識により北朝鮮における日朝交渉の比重は低くなった760。また、米国の日朝交渉と日朝

関係改善に対する反対や働きかけは交渉の障害要因であったが、交渉の中断要因ではなか

った。 

 第 2 に、決定的な日朝交渉の推進要因は日韓協力体制で北朝鮮をめぐる諸問題を包括的

に接近したことである。これは「北朝鮮が認識するというの脅威」を議題に含んだ新たな

                                                   
760 言い換えれば、米国の北朝鮮に対する無知・無関心、他の国に責任を回す姿勢。すなわち、米

国による制裁措置が、北朝鮮が日朝交渉を拒否した原因ではない。ただし、北朝鮮は日朝交渉を通

じて米国との関係改善あるいは対話の機会を得ようとした。しかし、それが希望とおりできなかっ

たため、北朝鮮において優先順位上、米国による平和協定を結ばれるように全力を尽くした。相対

的に日本との関係改善は比重が下がった。 
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方式を通じた北朝鮮説得、北朝鮮の認識における変動をもたらしたことによる肯定的な結

果であった。 

 第 3 に、日朝交渉および日朝関係改善に対する韓国の介入政策は第 1 期には推進要因と

して作用したが、第 2 期と第 3 期には日韓の間に不協和音が生じたことにより推進要因と

して効かなかった場合もあった。これは日韓間の「歴史問題」もかかわっていたが、根本

的には日本と韓国の対北朝鮮政策における意図の相違、日朝交渉に対する立場の相違が重

大な要因として作用していた。金大中政権と盧武鉉政権は日朝関係改善に協力し、これを

通じて北朝鮮の改革・開放が推進されるように南北統一問題に対する一つの政策として進

めていた。ただし、盧武鉉政権の場合、日本を通さなくて南北が直接協力し合うことをよ

り望ましいと判断していたため、日朝関係改善よりも核問題と米朝関係悪化のような北朝

鮮に関する諸問題に積極的に介入していた。その結果、時期により北朝鮮に関する諸問題

への韓国の介入は日朝交渉の推進要因として作用した。 

 第 4に、日朝交渉における成果あるいは進展は政治的決断により可能であった。しかし、

政治的決断だけ下せば日朝国交正常化が実現するかは別の問題である。日朝首脳会談の開

催要因は多くの先行研究でも指摘しているように小泉首相の決断力、リーダーシップとし

ても説明できるが、小泉政権期の日本と北朝鮮の内部情勢により可能であったという説明

がより正確である。たとえば、日本が日朝首脳会談を求めればいつでも北朝鮮が応じて開

催できるとは言い切れない。つまり、北朝鮮側の日朝交渉・首脳会談に対する認識が重大

な決め手であったと考えられる。金正日政権の場合、日朝交渉の過程および日朝首脳会談

から得られる北朝鮮をめぐる緊張感の緩和による安全保障にかかわる諸問題―対北朝鮮攻

撃論など―の解決そして日朝国交正常化の実現を通じて得られる経済的利益、体制維持確

保の容易などが北朝鮮を日朝国交正常化交渉の場に引出せた背景であった。そして、日本

側がこれらを考慮して北朝鮮を説得したこと、韓国が協力し米国、日本、北朝鮮を対話に

よる解決を勧めたことも一つの要因として作用した。 

 

 以上のような結果を以下の図 2 のようにあらわすことができる。図 2 は日朝国交正常化

交渉の推進における「日朝の交渉に対する比重」と「韓国からの協力」の相関関係をしめ

している。日本の場合、拉致問題の解決をもっとも重要な課題として認識していたため、
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早期解決を求めていた。したがって、北朝鮮の立場に大きく左右されず、領域 A と領域 B

に位置付けられていた。つまり、小泉政権期(2001～2006)における日朝交渉の進展は北朝

鮮の日朝交渉に対する比重・立場によって決められていた。ただし、韓国からの協力の程

度によって日朝交渉は異なる結果を出した。つまり、領域 A と領域 B は同じく日朝交渉は

推進するが、異なる結果を出るという意味である。 

 

図 2日朝交渉の推進における「日朝の交渉に対する比重」と「韓国からの協力」の関係

性 

 

その一方、「日朝における交渉に対する比重」というのは日本と北朝鮮の認識問題であ

る。つまり、これは同じ条件下でも認識の変化によって既存の立場を撤回することも可能

になるということである。したがって、日朝関係改善および日朝国交正常化に反対してい

る米国の立場が構造的要因として作用し、日朝交渉における障害要因が存続している中で

も日朝の認識の変化によりにっちょう交渉は推進することができるという意味である。 
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第 2 節 韓国からの働きかけの成果と限界 

韓国は、1965年に朝鮮半島にある唯一の合法的な政府は韓国であるという内容を日韓基

本条約に入れ明文化761した。したがって、日本側が韓国の協調なき日朝国交正常化交渉を

進めることは外交問題につながる762。さらに、「南北763統一」を国家の重大な懸案・課題と

し経済・安全保障などのさまざまな分野においての政策を進めている韓国にとって、日朝

関係改善は「統一」における主導権および北朝鮮をめぐる国際情勢の変動を齎すため放置

できない事案である。1990 年には北朝鮮と日本が早期に外交関係を樹立するということに

対して韓国の与党は懸念を表明した764。当時韓国の与党であった民主自由党は日韓の友好

関係の下で、それを引継いでいる中で、日朝関係に関する政策を遂行すべきであるとの声

明を発表した765。ただし、日朝間の外交関係樹立を通じて北朝鮮を開放社会へ誘導するこ

とができるという観点から反対はしないが、韓国政府と十分な協議を経て日朝交渉を進行

することを求めた766。そして、1991 年には吳在熙在日韓国大使が日本外務省の大和田事務

次官との会談で、日本が北朝鮮の承認問題を慎重に対処することを要求した767。すなわち、

日朝関係改善により影響を受ける日韓関係と南北関係に対して懸念していた韓国は日本に、

南北関係を考慮して韓国との協力を求めていた。しかし、このような韓国の立場は金大中

政権に入ってから大きく変わった。 

 金大中政権における対北朝鮮政策の方針・戦略は林東源により立てられたが、彼は政権

初期に「包括的接近戦略」を金大中に提案した。その内容は、朝鮮半島における冷戦構造

には①南北の不信と対決、②北朝鮮の閉鎖性と硬直性、③米国と日本の敵対関係、④大量

破壊兵器、⑤軍事的対峙状況と軍備競争、⑥停戦体制などの６つの要素によるという分析

                                                   
761 第三条(韓国政府の地位)「大韓民国政府は、国際連合総会決議第百九十五号(Ⅲ)に明らかに示

されているとおりの朝鮮にある唯一の合法的な政府であることが確認される」 
762 当時、日本が韓国と異なる意図・解釈を持ち、韓国と条約を締結したとしても韓国の意図・解

釈に余地を十分把握していたため、日本は韓国の立場を考慮する必要がある。 
763 本稿での「南北」は「韓国と北朝鮮」を意味する。 
764 『聯合ニュース』연합뉴스「與野 北韓-日 修交합의관련」1990-09-29 
765 野党であった平和民主党は朝鮮半島における平和に寄与すると言いながら、米朝間の関係改善

が行なうことを願っていた。平和民主党には金大中大統領が所属していた党である。『聯合ニュー

ス(연합뉴스)』「與野 北韓-日 修交합의관련」1990-09-29 
766 『聯合ニュース』연합뉴스「與野 北韓-日 修交합의관련」1990-09-29 
767 『聯合ニュース』연합뉴스「吳대사, 日의 북한승인 신중대처 요구」1991-09-11  
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であった768。そして、ここで「日朝国交正常化」に対する金大中政権の狙いが読み取れる。

米国と日本が北朝鮮を承認せず、米国が北朝鮮を敵対視することにより北朝鮮が脅威を感

じる限り北朝鮮は大量破壊兵器の開発の誘惑から抜け出せないとみていた。そのため、金

大中政権は、まず「米国と日本は北朝鮮との敵対関係を解消し、「関係正常化」を果たすべ

きである」769(③)という立場であった。さらに、日本に対しては北朝鮮の経済再建に寄与で

きるとみていたため、米国だけではなく、日韓米の共助が必須的であるという考えであっ

た770。そのため、金大中政権期の日韓首脳会談、とくに 2002年に行なわれた会談で金大中

大統領は小泉首相に北朝鮮との関係改善および支援を勧めた。 

 すなわち、韓国は、朝鮮半島における「冷戦構造」を解決し、「反核、反戦、脱冷戦、平

和」を達成するためには、日朝関係改善が必要であるとみていた。ここで「日朝関係改善」

というのは日本が北朝鮮に対する敵対政策を行なわず、北朝鮮を承認し、経済再建を手伝

うことを意味した。金大中政権の「太陽政策」は、戦争を防ぎながら、他方では対話し、交

流と協力を行ない、北朝鮮の国際社会への参与を支援することで、北朝鮮が開放し市場経

済へ転進的に転換するように支える政策771であった。つまり、金大中政権は日本との関係

改善を通じて市場経済に漸進的に変化するようにさせるため、日朝関係改善にも積極的に

取り組んだ。このような北朝鮮の改革・開放に対する韓国の立場は盧武鉉政権になっても

変わらなかった772。 

しかし、このように北朝鮮の改革・開放のため北朝鮮に関する諸問題に働きかけていた

韓国により、日本側の「経済協力・支援」という日朝交渉における交渉カードを効かなく

なった。韓国政府が北朝鮮に送った肥料とＷＦＰを通した食料支援を含む 1550 億ウォンと

は別に 1904 億ウォンの食料借款もあった。そして、開城工業地区における事業が本格化し、

                                                   
768 金大中、前掲書、１３７頁 
769 金大中、前掲書、１３７頁 
770 金大中は林東源が提案した戦略の中主な内容を引用して説明し、それが金大中自分の考えその

もののようなものであったと論じている。引用の中には「…経済再建に寄与できる日本と一緒に

…」という表現があるほど日朝関係改善に肯定的な立場であったことがわかる。金大中、前掲書、

１３８頁 
771 民主平和統一諮問会議事務所「太陽政策：ビジョンと挑戦」2002.4.12(www.acdpu.go.kr) 
772 表面上では盧武鉉大統領は当選してから金大中政権の対北朝鮮政策「太陽政策」を継承すると

表明してきた。しかし、「平和・繁栄政策」という対北朝鮮政策を発表し、前政権とは異なる方式

で政策を推進した。 
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北朝鮮の勤労者 5700 名が韓国の企業から給料をもらうようになった。さらに、金剛山観光

事業も始まり、北朝鮮の経済に大きな肯定的影響を与えた773。また、韓国が 200 万 KWの電

力を北朝鮮に直接送電すると提案するなど北朝鮮の経済成長に積極的に取り組んでいた。 

このように、分断国家である韓国には「統一」という重大な課題がある。そのため、韓国

はこれまで統一の過程だけではなく統一以後の統合に対する対策を模索してきた。とくに、

金大中政権と盧武鉉政権は南北の貧富格差や北朝鮮の基盤施設における整備が不十分であ

ることなどにより統一コリアに起こりうる混乱を未然に防ぐため「北朝鮮の改革・開放」

をさまざまなルートを通じて押し付けてきた。日朝関係の改善も北朝鮮の市場の開放およ

び開発などにつながると期待していた。そのため、盧武鉉政権も「日朝国交正常化」自体

よりも日朝関係改善により「北朝鮮の経済的改革・開放」を望んでいた。すなわち、韓国と

日本の間の北朝鮮に関する諸問題に対する観点の相違が日韓の間に十分に共有されず、そ

れぞれの政策が行なわれた。その結果、韓国の働きかけは日朝交渉の推進要因であったり、

日本の日朝交渉における立場を弱める要因であったりして、日朝交渉の推進における一つ

の要因として作用した。 

  

第 3 節 米国による圧力の成果と限界 

米国は、対北朝鮮攻撃論、北朝鮮の濃縮ウラニウム開発関連発表、重油提供中断など、

軍事的・経済的に日朝関係改善に働きかけてきた。とくに、日朝首脳会談が行なわれた直

後には北朝鮮関連発表を行ない、日朝交渉の進行に影響力を与えようとしていた。しかし、

日本側には日朝国交正常化交渉あるいは関係改善は外交的にも社会的にも一つの課題であ

る。また、北朝鮮からも日本との関係改善は金正日政権に正当性を与える一方外交的にも

経済的にも得られる利益が大きい。さらに、韓国は北朝鮮との統一問題が国家の最大課題

であり、米国の対北朝鮮政策と異なる立場をとっていた。その結果、米国の圧力があった

にもかかわらず、同盟国および関連国からの賛同・協力を得られなかった。つまり、米国

の日朝関係改善への働きかけには限界があった。 

その一方、このように米国の圧力における限界は日本と韓国からの全幅な支持がなかっ

                                                   
773 『聯合ニュース』연합뉴스 「<북한 2005> ②경제, 성장으로 반전」2005-12-15  
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たこともあるが、米国の国内政治的な要因も作用した。まず、盧武鉉大統領が指摘してい

るようにブッシュ政権の支持率が下がり、政治的に不安定な立場になっていたことも作用

されたと考えられる。また、米国の外交政策における対北朝鮮政策の比重が低かったこと、

外交政策の決定過程における米国の NSC 問題など組織の構造的特徴が作用した。このよう

に、米国の日朝関係改善に対する働きかけに限界があるということは、日朝関係改善およ

び日朝国交正常化を実現するために米国の賛同が必須条件ではないということでもある。 

 

第 4 節 本論文で残された課題 

以上のように、本論文では日朝国交正常化交渉に関する先行研究の引用・参考資料、分

析観点、分析結果・解釈における問題点をふまえ、小泉政権・金正日政権の日朝国交正常

化交渉を分析した。とくに、日本と北朝鮮の資料だけではなく、韓国と米国の資料も用い

て、それぞれの資料を照らし合わせて日朝交渉を再構成して実証分析を行なった。そして、

日朝国交正常化交渉に日本だけはなく、北朝鮮と韓国・米国がどのように絡み合っていた

のかという新たな問題意識・観点から実証分析した。その結果、日朝交渉および日朝関係

改善に対して日朝間だけではなく、韓国と米国もそれぞれ異なる認識による立場・政策の

相違が日朝交渉の推進に影響を与えたという新たな解釈を提示した。しかし、本論文は次

のような研究課題も残されている。 

第 1 に、本研究に用いる資料に関する課題である。日朝国交正常化はいまだに実現でき

ず現在の安倍政権でも難航し続けている。そのため、日本でも日朝交渉に関する資料は公

開されていないため、資料収集に制約がある。さらに、北朝鮮はほとんどの情報を非公開

しており、北朝鮮にて刊行された資料を収集することも厳しい状況である。そのため、今

後、日朝交渉に関する資料が公開されたら、日朝交渉に対する日本と北朝鮮の立場におけ

る変化および日本と北朝鮮それぞれの政策決定過程をより厳密に裏付けながら検証できる

と期待する774。 

                                                   
774 ただし、本研究では日朝交渉を分析するため、最大限にさまざまな資料を用いた。まず、日本
側の国会会議録および日朝交渉にかかわった日本側の実務者(田中均、藪中三十二など)の回顧録だ
けではなく、韓国の「国立中央図書館」・「北韓資料センター」・「国会図書館」にて北朝鮮の
『労働新聞』および朝鮮労働党出版社の出版物などを収集し実証分析に用いた。さらに、これらの
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ただし、本研究では、日本と北朝鮮が日朝交渉においてどのような立場をとり、どのよ

うな政策過程を通じて行なったのかを日本の国会会議録と白書などの政府機関の資料だけ

ではなく、可能な限り北朝鮮の資料も用いた。とくに、韓国の「国立中央図書館」と「国会

図書館」にて『労働新聞』と「朝鮮労働党出版社」の出版物を通じて北朝鮮の日朝交渉に関

する政策・方針およびそのほかの対外政策を把握・分析した。そして、韓国と米国の大統

領と北朝鮮に関する政策を担当した実務者の 40冊以上の回顧録とも比較分析した。そのほ

かにも、韓国の統一研究院の『北韓人権白書』および韓国と米国の国会会議録も引用・参

考し、それぞれの資料を照らし合わせて分析した。 

第 2 に、分析対象アクターに関する課題である。北朝鮮に大きな影響を与えてきた中国

やロシア775からの働きかけをより正確に把握することにより、日朝交渉に対する北朝鮮の

立場の変化に関する新たなことが明らかになることも考えられる776。ただし、中国とロシ

アの働きかけが日朝交渉および日朝関係改善に対する肯定的な影響を与えたと考えること

は難しい。中国とロシアがアジアにおける影響力を拡大するため、6者協議に参加したと言

われている中、日朝関係が改善するように積極的に介入したとは考えられない。そして、

韓国の日朝関係改善への介入と比較すると、その程度・頻度を考慮すると中国とロシアの

働きかけが日朝交渉の推進における決定的な要因ではなかったと考えられる。とくに、韓

国、日本、米国において出版された実務者らおよび大統領の回顧録から、6者協議および北

                                                   
資料と韓国・米国の資料と照らし合わせて日朝交渉を再構成・分析した。その結果、日本側の資料
では取り上げられていない韓国の日朝関係改善への協力および米国による圧力などについて明らか
にすることができた。 
775 ただし、韓国の新聞記事では、ロシアから日朝首脳会談はロシアの作品であると語ったこと、

金正日委員長がロシアを 2回訪問したこと、小泉首相が 2002年 9 月 17日にロシアの外務長官を会

ったことなどを根拠にして、ロシアの働きかけを説明している。そのため、今後の課題として、事

実関係をより明確にするためにはロシアの資料も検討する必要があるであろう。しかし、日朝交渉

の推進あるいは日朝関係改善に対して中国とロシアが積極的に協力・働きかけを行なったと考える

ことは難しい。さらに、何回も日朝関係改善および日朝首脳会談を勧めた韓国の働きかけと比較し

てもその程度・頻度を考慮すると日朝交渉の推進における決定的な要因ではなかったとも考えられ

る。프레시안「북-일정상회담 이면에 숨겨진 '아시아의 대밀약' - <심층분석> 거대한 

'동아시아 뉴딜 플랜' 작동하다!」2002-09-18 

(http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=101&oid=002&aid=0000002049) 
776 資料の面において韓国やアメリカの大統領など主な関係者の回顧録や議会の資料を引用・参考
したが、中国とロシアの公式文書および関連者の回顧録などは活用できなかった。そのため、これ
を今後の課題とする。 
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朝鮮に関する問題の解決においての中国とロシアの役割は大きくなかったことがわかる777。

つまり、日朝国交正常化交渉の推進において中国とロシアは直接かかわるアクターではな

かったため、本研究の問題点ではない。ただし、日朝交渉および日朝関係改善に対する中

国とロシアの認識を把握することにより、両国の日朝関係改善に対する立場・認識を明ら

かにすることができると期待する。 

第 3 に、米国の存在および影響力を単純化したことに対する再検討も必要であるであろ

う。米国のブッシュ政権が北朝鮮に対して無関心あるいは非介入という方針が固めていた

こと、米国が日朝国交正常化あるいは関係改善に対して反対し働きかけたことなどを本研

究では構造的要因として扱った。むろん、このようなブッシュ政権の方針・政策はある程

度一貫していた。しかし、イラク事態の長期化と米国国内政治的情勢の変動などによりブ

ッシュ政権の政策および人事にも影響が及んでいた778。そのため、このような米国の国内

政治的要因が北朝鮮に関する諸問題にどのような影響を与えたかに対する分析も今後の課

題になる。ただし、日朝国交正常化交渉というもの自体に対する影響力を発揮するには米

国は第 3 者であり、制約を受けていたことなどを考慮すると、米国の国内政治的情勢の検

討は本研究において重大な要因ではなかった。 

そのほかにも、日朝国交正常化交渉を担当した関連者たちが生存しているため、今後イ

ンタビューを行ないたい。また、北朝鮮における政権交代が行なわれ、小泉政権期の北朝

鮮方式とは異なる部分があることは確かな事実である。そのため、金正恩政権を精密に分

析することは今後の課題の一つになる。 

 

 

 

 

 

                                                   
777 さらに、韓国が中国とロシアとそれぞれ国交正常化を実現することにより、北朝鮮は中国とロ
シアとの関係を見直した。それが、1990年代後半からしだいにまた変化してきた。 
778 盧武鉉大統領の回顧録にもこのような米国の変動について言及している。そして、このような

イラク事態および民主党が勢力を得たことにより、予測よりもう少し韓国側に優位な状況になった

とも述べている。盧武鉉『成功と挫折：盧武鉉大統領が書き終えなかった回顧録(성공과 좌절 

노무현 대통령 못 다 쓴 회고록)』 ハクゴゼ出版社(학고재) 2009 年、210-211 頁 



                                             

金芽凜 

  201 

主要参考文献 

Ⅰ. 1 次資料 

１. 日本 

１） 『日本の国会会議録』 

154回次 - 参 - 予算委員会 - 21号 , 平成 14年 7月 10日  

154回次 - 参 - 外交防衛委員会 - 22号 、平成 14年 7月 2日 

155回次 - 衆 - 外務委員会 - 2号 、平成 14年 11月 1日 

155回次 - 参 - 内閣委員会 - 2号 、平成 14年 11月 5日 

155回次 - 衆 - 安全保障委員会 - 2号 、平成 14年 11月 5日 

155回次 - 衆 - 外務委員会 - 3号 、平成 14年 11月 6日 

155回次 - 参 - 法務委員会 - 4号 、平成 14年 11月 7日 

155回次 - 参 - 外交防衛委員会 - 2号、 平成 14年 11月 7日 

155回次 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 14年 11月 12日 

155回次 - 参 - 外交防衛委員会 - 3号 、 平成 14年 11月 12日 

155回次 - 衆 - 外務委員会 - 4号 、 平成 14年 11月 13日 

155回次 - 衆 - 外務委員会 - 6号、 平成 14年 11月 20日 

155回次 - 衆 - 予算委員会 - 3号、 平成 14年 12月 2日 

156回次 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 15年 3月 25日  

159回次 - 衆 - 予算委員会 - 18号、 平成 16年 3月 3日 

159回次 - 参 - 内閣委員会 - 3号 、 平成 16年 3月 18日 

159回次 - 衆 - 外務委員会 - 17号 、 平成 16年 5月 25日 

159回次 - 参 - 外交防衛委員会 - 21号、平成 16年 5月 27日 

163回次 - 参 - 内閣委員会 - 1号 、 平成 17年 10月 25日 

163回次 - 衆 - 北朝鮮による拉致問題等… - 4号 、 平成 17年 11月 17日 

 

 



                                             

金芽凜 

  202 

2) 政府刊行資料 

『昭和 55年版わが外交の近況:外交青書 1980年版(第 24号)』 

『平成 4年版外交青書 (第 36号))』 

『平成 15年版外交青書(第 46号)』 

『平成 16年版外交青書(第 47号)』 

『平成 17年版外交青書(第 48号)』 

『平成 18年版外交青書(第 49号)』 

『平成 19年版外交青書(第 50号)』 

  3) 回顧録およびそのほか 

田中均、田原総一郎『国家と外交』講談社 2005年 

田中均、『外交の力』日本経済新聞出版社、2009 年 

田中均、『日本外交の挑戦』角川新書、2015 年 

藪中三十二『国家の命運』新潮新書、2010 年 

藪中三十二『日本の針路――ヒントは交隣外交の歴史にあり』岩波書店、2015 年 

飯島勲『小泉官邸秘録』、日本経済新聞社、2006 年 

飯島勲『実録小泉外交』、日本経済新聞出版社、2007 年 

「小泉内閣メールマガジン」首相官邸ウェブサイト(http://www.kantei.go.jp/jp/m-

magazine/backnumber/koizumi.html) 

日本赤十字国際人道研究センター『人道研究ジャーナル』Vol.3、2014年 

山崎拓「山崎拓「北朝鮮から憲法改正まで」全部喋った」月刊 THEMIS 2004 年 6 月号 

「インタビュー：朝鮮人民は日本人民との親善を望んでいる-朝鮮民主主義人民共和国外務

省巡回大使に聞く(鄭泰和：ジョン・テファ)」『世界』2002 年 7月、212-217 頁 

 

2. 北朝鮮 

『金日成選集(김일성전집)(89):1990.1～1990.12』朝鮮労働党出版社、2010 年 

『金日成選集(김일성전집)(90):1991.1～1991.7』 朝鮮労働党出版社 2010 年(주체 99) 

『金日成選集(김일성전집)(91)』朝鮮労働党出版社、2010 年(주체 99) 

『金日成選集(김일성전집)(92)』朝鮮労働党出版社 2010 年(주체 99) 



                                             

金芽凜 

  203 

『金正日選集(김정일전집)(14:1990.10~1991.5、増補版)』朝鮮労働党出版社 

『金正日選集(김정일전집) (15:1991.6～1991.10)』 朝鮮労働党出版社、 

『金正日選集(김정일전집) (16:1991.12～1992.4)』 朝鮮労働党出版社、 

『金正日選集(김정일전집) (20:1999.4～2001.5、増補版)』朝鮮労働党出版社、 

『金正日選集(김정일전집) (15:2000～2004)』朝鮮労働党出版社、2005 年(주체 94) 

『金正日選集(김정일전집) (21：2001.7～2003.8、増補版)』朝鮮労働党出版社 

『金正日選集(김정일전집)(22):2003.8～2006.11、増補版)』朝鮮労働党出版社、2013 年

(주체 102) 

『金正日:祖国統一 と 民族団結 の た め (김정일: 조국통일과 민족대단결을 

위하여)』増補版、 朝鮮労働党出版社、2012 年 

『金正日(김정일: 민족문화유산과 민족적 전통에 대하여)』 朝鮮労働党出版社 2004年 

『金正日(김정일: 주체의 혁명위업을 끝까지 완성할데 대하여)』 朝鮮労働党出版社 

2012年 

『金正日(김정일: 주체의 혁명전통에 대하여)』朝鮮労働党出版社、2002 年 

『先軍太陽 金正日将軍３(선군태양 김정일장군 3)』 平壌出版社 주체 95(2006)年 

『先軍太陽 金正日将軍４(선군태양 김정일장군 4)』 平壌出版社 주체 96(2007)年 

『朝鮮民主主義人民共和国：対外関係史 2(조선민주주의인민공화국: 대외관계사 

2)』社会科学出版社、1987 年 

キムボンホ(김봉호)『선군으로 위력떨치는 강국』平壌出版社、2005 年(주체 94) 

キムチャンギョン(김창경)『자주와 번영의 문은 

선군으로』朝鮮民主主義人民共和国の外国文出版社、2014年(주체 103) 

オソンギル(오성길)『社会主義に関する主体的理解(사회주의에 대한 

주체적리해)』平壌出版社 2006年 

オソンギル・キムヨンボム(오성길, 김영범)『一審団結の国(일심단결의 나라)』 

平壌出版社 2010年 

オヒョンチョル・チェグムリョン(오현철, 

최금룡)『金正日愛国主義に関する物語(김정일애국주의에 대한 

이야기)』平壌出版社、2013 年 (주체 102) 



                                             

金芽凜 

  204 

オムグックヒョン・ユングムチョル(엄국현, 

윤금철)『先送りできない南朝鮮強占米軍の撤収(미룰 수 없는 남조선강점 

미군철수)』平壌出版社、2004年 

オムグックヒョン・ユングムチョル(엄국현, 윤금철)『朝鮮半島の平和保障の問題

(조선반도 평화보장 문제)』平壌出版社、2006年 

ガン・チュンヒ(강충희)『祖国統一(조국통일 3대공조)』 平壌出版社 2005 年(주체 94) 

ガンスミョン(강수명)『世界を抱きしめ(세계를 안으시고)』グムソン青年出版社、2012

年(주체 101) 

キムヒョンファン(김현환)『金正日将軍の祖国観(김정일장군 

조국관)』平壌出版社、2001 年 

キムボンホ(김봉호)『民族を愛する金正日将軍(민족을 사랑하시는 

김정일장군)』平壌出版社、2006年(주체 95) 

ジョンハチョル・ファングムヒョク(교수, 박사 전하철, 

황금혁)『先軍革命思想について(선군혁명사상에 

대하여)』社会科学出版社、2013年(주체 102) 

ヒョンジョンリョン(현정룡)『2012 年にみる 104宣言(2012년에 보는 104선언)』(平壌

出版社 2012年) 

ムンジョンソク(문정숙)『社会主義朝鮮は和やかな大家庭(사회주의조선은 화목한 

대가정)』朝鮮民主主義人民共和国 外国文出版社、2013年(주체 102)  

ユングムチョル・ハンナムチョル(윤금철, 

한남철)『祖国統一の３大憲章とわが民族の課題(조국통일 3대헌장과 우리 민족의 

과제)』平壌出版社 2010 年 

リジョンソク・キムソンス(박사, 부교수 리정석, 김성수)『21世紀の核エネルギー

(21세기의핵에네르기)』グムソン青年出版社、2010 年 

リソンチョル・リ・マンリョル・ガンソルギョン(박사, 부교수 리성철, 리만렬, 

강설경)『我らの方式の社会主義は主体性が強い社会主義(우리식 사회주의는 주체성이 

강한 사회주의)』社会科学出版社、2012年(주체 101) 

リムイチョル・チェグムリョン(림이철, 최금룡)『先軍朝鮮のきょう(선군조선의 



                                             

金芽凜 

  205 

오늘)』 平壌出版社 2007 年(주체 96) 

リュテヨン(류태영)『きょうの世界はどこへ向かっていくのか（오늘의 세계 어디로 

가는가）』平壌出版社、2012年 

社会科学院金日成同士革命歴史研究所(김일성동지혁명력사연구소)『主体革命偉業、先軍

革命偉業事に長らく輝く不滅の業績(주체혁명위업, 선군혁명위업사에 길이 빛날 불멸의 

업적)』2013年(주체 102) 

 

3. 韓国 

1) 政府資料 

盧武鉉大統領と金正日国防委員長による『南北首脳会談の対話録』 

統一研究院(韓国)『北韓人権白書 2003』 

統一研究院(韓国)『北韓人権白書 2004』 

統一研究院(韓国)『北韓人権白書 2006』 

統一研究院(韓国)『北韓人権白書 2007』 

統一研究院(韓国)『北韓人権白書 2015』 

『2005 年国政調査提出資料(2005 년 국정감사 제출자료：북한인권 국군포로 

납북자)』(統一部ウェブサイト) 

 

  2) 回顧録およびそのほか 

盧武鉉、盧武鉉財団(노무현, 노무현재단)『盧武鉉回顧録：運命である』(『운명이다: 

노무현 자서전)』、柳時敏編(유시민편)、ドルべげ出版社(돌베개)、2010 年 

盧武鉉『成功と挫折：盧武鉉大統領が書き終えなかった回顧録(성공과 좌절 노무현 

대통령 못 다 쓴 회고록)』ハクゴゼ出版社(학고재)、2009 年 

金大中『金大中自叙伝２(김대중 자서전 2)』 サ ン イ ン

(出版社)、2015年、初版３刷版(初版は 2011年出版) 

延世大学校国家管理研究院(연세대학교 국가관리연구원)『韓国大統領 の

統治口述史料集５：盧武鉉大統領(한국대통령 통치구술사료집 5 노무현 대통령)』ソン

イン出版社、2014 年 



                                             

金芽凜 

  206 

金泳三『金泳三大統領回顧録 上(김영삼 대통령회고록 상)』朝鮮日報社、2001 年 

金泳三『金泳三大統領回顧録 下(김영삼 대통령회고록 하)』朝鮮日報社、2001 年 

盧泰愚『盧泰愚回顧録(下)(노태우회고록 하)』朝鮮ニュースプレス、2011 年 

林東源(임동원)『ピースメーカー：南北関係と北核問題 25年(피스메이커)』チャンビ(창비)、

2015年(2008 年の改訂増補版)  

尹太瀛(윤태영)『記録(기록)』チェクダム(책담)出版社、2014年 

金夏中(김하중)『証言：外交を通じてみた金大中大統領(증언：외교를 통해 본 김대중 

대통령)』ビジョンとリーダーシップ出版社、2015 年 

李秀赫(イ・スウヒョク /元 6 者協議の首席代表、이수혁)「転換的事件：北核問題の

精密分析(전환적 사건：북핵 문제 정밀 분석)」中央ブックス(出版社)2008 年 

李秀赫(이수혁、元 6者協議の首席代表)『北韓は現実である(북한은 현실이다)』 21世紀

ブックス、2011年 

李鍾奭(이종석、NSC 事務次長、統一部長官など歴任)『刃の上の平和(칼날 위의 평화: 

노무현 시대 통일외교안보 비망록)』ゲマゴウォン(개마고원)、2014 年 

鄭東泳(정동영、元統一部長官)『開城駅からパリ行き汽車チケットを(개성역에서 파리행 

기차표를)』ランダム・ハウス・コリア(出版社)、2007 年  

金萬福(김만복 외 2 명 、元国家情報院長)他 2 名共著『韓半島の平和の道(한반도 

평화의 길)』ヌルプムプラス(늘품플러스)、2013 年 

キム・ジョンデ(김종대)『シクリット・ファイル、危機の将軍たち(시크릿 파일 위기의 

장군들)』 메디치미디어、2015 

李容濬(イ・ヨンジュン、KEDO 事務局政策部長、6 者協議次席代表など歴任)『ゲームの終

末(第 2版)』、ハンウルアカデミ出版社、2010年 

尹永寬(윤영관)『외교의 시대 外交の時代』ミズブックス、2015年 

丁世鉉『정세현의 외교토크 丁世鉉(ジョン・セヒョン)の外交トーク』ソヘ文集、2016年 

丁世鉉『정세현의 통일토크 丁世鉉の統一トーク』ソヘ文集、2013 年 

金夏中『金夏中の中国の物語１[김하중의 중국이야기 1]』ビジョンとリーダーシップ(出

版社)2013年 

金夏中『金夏中の中国の物語２[김하중의 중국이야기２]』ビジョンとリーダーシップ(出



                                             

金芽凜 

  207 

版社)2013年 

オヨンホ(오연호)『盧武鉉、最後のインタビュー(노무현, 마지막 인터뷰)』オマイ・ニュ

ース、2009年 

イサンチョル、キムオクジュン(이상철 , 김옥준) 『国際協商理論と実際(국제협상 

이론과 실제)』、ケミョン大学校出版部(계명대학교출판부)、2016 年 

イミョンパク『大統領の時間 2008-2013 (대통령의 시간 2008－2013)』アルエイチコリア

(알에이치코리아)、2015 年 

宋旻淳 『氷河は動く(빙하는 움직인다)』チャンビ出版社(창비)、2016年 

 

4. 米国 

1) 回顧録 

Bill Clinton, My Life: The Presidential Years (Vintage; Reprint、2005) 

George W. Bush, Decision Points (Crown Books for Young Readers、2011) 

Condoleezza Rice, No Higher Honour 

Charles L. Pritchard, Failed Diplomacy: The Tragic Story of How North Korea Got 

the Bomb (Brookings Inst Pr, 2007) 

Donald P. Gregg, Pot Shards: Fragments of a Life Lived in CIA, the White House, 

and the Two Koreas(2014) 

Christopher Hill, Outpost: A Diplomat at Work (SIMON & SCHUSTER, 2014) 

Andrei Lankov, The Real North Korea: Life and Politics in the Failed Stalinist 

Utopia (Oxford Univ Pr (T);fully updated and revised、2015) 

Don Oberdorfer and Robert Carlin, The Two Koreas: A Contemporary History』Basic 

Books (third edition, 2014) 

 

2) 国会会議録およびそのほか 

The Korea Society, Annual Report 2002(http://www.koreasociety.org/)  

The Korea Society, Annual Report 2003 

“Regional Implications of the Changing Nuclear Equation on the Korean Peninsula" 



                                             

金芽凜 

  208 

(Prepared Statement of James. A. Kelly Assistant Secretary of State for East 

Asian and Pacific  Affairs  Senate Foreign Relations Committee)12 March 

2002(http://www.foreign.senate.gov/imo/media/doc/KellyTestimony030312.pdf) 

「CONDEMNING DEMOCRATIC PEOPLE'S REPUBLIC OF KOREA FOR ABDUCTION AND CONTINUED 

CAPTIVITY OF CITIZENS OF THE REPUBLIC OF KOREA AND JAPAN」(House of Representatives 

- July 11, 2005) July 11, 2005 109th Congress, 1st Session, Issue: Vol. 151, No. 

92 — Daily Edition 

 

Ⅱ．2 次資料 

１．日本の研究書・論文など 

内山融、伊藤武、岡山裕編著『専門性の政治学：デモクラシーとの相克と和解』ミネルヴァ

書房、2012年 

内山融『小泉政権―「パトスの首相」は何を変えたのか』中公新書、2007 年 

平岩俊司『北朝鮮―変貌を続ける独裁国家』中央公論新社、2013年 

待鳥聡史『首相政治の制度分析― 現代日本政治の権力基盤形成』千倉書房、2012年 

稲継裕昭『日本の官僚人事システム』 東洋経済新報社 1996 年 

栗本慎一郎著『純個人的小泉純一郎論』イプシロン出版企画、2006 年 

梅林宏道『米軍再編』岩波書店、2006 年 5月 

北岡伸一『日本政治の崩壊― 第三の敗戦をどう乗り越えるか』中央公論新社、2012 年 

山口二郎『内閣制度』東京大学出版会、2007 年 

森本哲郎『現代日本の政治と政策』法律文化社、2006 年 

上杉隆『小泉の勝利 メディアの敗北』草思社、2006 年 

新崎盛暉『新崎盛暉が説く構造的沖縄差別』高文研、2012年 

新崎盛暉『平和と自立をめざして－沖縄の転機はにほんの転機』、凱風社、2004年 2月新

装版第一刷発行(1997年 10月初版第一刷発行) 

新藤宗幸『講義現代日本の行政』東京大学出版会、2001 年 

新藤宗幸『政治主導― 官僚制を問いなおす』ちくま新書、2012年 



                                             

金芽凜 

  209 

信田智人『官邸外交― 政治リーダーシップの行方』朝日新聞社、2004年 

信田智人『冷戦後の日本外交― 安全保障政策の国内政治過程』ミネルヴァ書房、2006年 

信田智人『日米同盟というリアリズム』千倉書房、2007 年 

信田智人編著『アメリカの外交政策― 歴史・アクター・メカニズム』ミネルヴァ書房、

2010年 

我部政明『世界のなかの沖縄、沖縄のなかの日本：基地の政治学』世織書房、2003年 

御厨貴『「政治主導」の教訓― 政権交代は何をもたらしたのか』勁草書房、2012年 

五百籏頭真編『戦後日本外交史』有斐閣、第 3版 2010 年 

清水克彦『「政治主導」の落とし穴－ 立法しない議員、伝えないメディア』株式会社平凡

社、2011年 

清水真人『官邸主導― 小泉純一郎の革命』日本経済新聞社、2005 年 

村井哲也『戦後政治体制の起源― 吉田茂の「官邸主導」』藤原書店、2008 年 

宮里正玄『日米関係と沖縄 1945-1972』 岩波書店、2000年 

「論座」編集部『「靖国」と小泉首相―渡辺恒雄・読売新聞主筆 vs.若宮啓文・朝日新聞論

説主幹』朝日新聞社、2006 年 

小此木政夫「北朝鮮問題の新段階と日本外交－対米補完的連携を目指して」『国際問題』

2003年 5月 Ｎｏ．518 

金栄鋪「日朝交渉における日本外交の変化：「同盟と自主の狭間」の視点から」広島国際研

究(Hiroshima Journal of International Studies)16 巻、2010 年、1-15頁 

添谷芳秀(2004)、「朝鮮半島をめぐる国際政治と日本外交：ブッシュ外交を軸とする新展

開」『国際問題』2004年 3月 

NAKATO Sachio(2004）『RITSUMEIKAN INTERNATIONAL AFFAIRS Vol.2, pp.141-157 (2004)』 

飯島勲『官僚』青志社、2012年 

飯島勲『代議士秘書』講談社、2001 年 

飯島勲『小泉元総理秘書官が明かす 人生「裏ワザ」手帖』、プレジデント社、2010 年 

飯島勲『政治の急所』文藝春秋、2014 

飯尾潤『日本の当地構造― 官僚内閣制から議員内閣制へ』中公新書、2007 年 

飯尾潤『政局から政策へ－ 日本政治の成熟と転換』エヌティティ出版、2008 年 



                                             

金芽凜 

  210 

 

2．韓国の論文・研究書など 

HeeSik Choi(최희식)「日本 の 政治変動 と 対北政策(연구논문 : 일본의 정치변동과 

대북정책)」ソウル大学校韓国政治研究所、『韓国政治研究』19 巻 1 号、2010 年、205-

231頁 

Mitsuhiro MIMURA、「日本 の 対北朝鮮経済制裁 の 経済的効果分析 (일본의 대북한 

경제제재의 경제적 효과분석)」地域研究会シリーズ、05-04、KIEP、2005 年 

Okonoshi Masao「北核問題、解決できれば日朝国交正常化は可能(북핵문제 해결돼야 

북․일 국교정상화 가능)」統一時代、2006 年 4月 

Suk Lee(이석)「北朝鮮に対する経済政策と北朝鮮貿易―2000 年代の日本の対北制裁の

影響力推定(대북 경제제재와 북한무역 -2000 년대 일본 대북제재의 

영향력추정-)」韓国開発研究院、『韓国開発研究』32巻 2号、2010 年、93-143 頁 

イ・ジョングック (이종국、JongGuk Lee)「日本の対北朝鮮政策の変化―衆議院 の

拉致問題特別委員会(일본의 대 북한정책의 “변화” -중의원 “납치문제 

특별위원회”의 논의를 

중심으로-)」現代日本学会『日本研究論叢』27巻 0号、2008 年、129-164 頁 

イ・ミョンウ(이면우)「日北間の国交正常化交渉の展望―第１回包括並行協議の示唆点を

中心 に (북일간의 수교교섭 전망 -제 1 회 포괄병행협의의 시사점을 중심으로-

()」한일군사문화학회, <한일군사문화연구> 4권 0호 (2006), pp.163-191 頁 

イミョンウ・ジンチャンス (이면우、진창수)「日北首脳会談の結果の評価と韓国の

対応方向 (북일정상회담 결과의 평가와 한국의 

대응방향)」｢政策報告書｣、2002年 2月、セジョん研究所(세종연구소)、2002 年 11月 

ガ ン サ ン ジ ュ ン (강상중、Sang joong Kang)「東北 ア ジ ア の 共同 の 家 と

日朝関係(동북아시아 공동의 집과 북일관계)」創作 と

批評、第 31巻第 3号、通巻 121号、2003 年秋、47-60頁   

ジョン・ジンホ(전진호、Jinho Jeon)「6 者会談と日朝交渉をめぐる日韓間の協力と

葛藤(6 자회담과 북일교섭을 둘러싼 한일간의 협력과 

갈등)」韓日軍事文化研究、4巻、61頁から、総 26頁 



                                             

金芽凜 

  211 

シンジホ(신지호)「日本の対北政策の転換と韓国の政策課題(일본의 대북정책 전환과 

한국의 정책과제)」『国際問題研究』第 4巻 3号、国際問題調査研究所(ソウル)、2004年 

ジンミギョン (진미경)「脱冷戦時代と日本の対北朝鮮外交政策(탈냉전시대와 일본의 

대북한 외교정책)」統一問題研究、第 16巻 1 号、2004 年 

ソン・ヨンジュ (손영주)「北朝鮮の日本人拉致問題―日本の世論の対北認識および

日本政府の対北政策の変化を中心に(북한의 일본인납치문제 ―일본여론의 대북인식 및 

일본정부의 대북정책의 변화를 중심으로―)」東西大学校日本研究 セ ン タ ー

『次世代人文社会研究』 3巻 0号、2007年、21-34頁 

バクチャンゴン・ソンギヨン・チェチョンホ(박창건, 손기영, 최청호)「日朝国交正常化

でのミサイル問題：国際社会の境界を越えて (북일 수교교섭에서의 미사일문제: 

국제사회의 경계를 넘어서)」 The Institute for Far Eastern Studies(Kyungnam 

University)、『韓国と国際政治(KWP)』26巻 4号、2010年、179-213頁 

ムン・ウンソク(2012)문은석「북·일 관계 정상화 가능성 -일본의 북한관과 경제적 

이해관계를 중심으로-(日北関係 に お い て の 正常化 の 可能性―日本 の 北朝鮮観 と

経済的利害関係を中心に)」한일군사문화학회, <한일군사문화연구> 14 권 0 호 (2012), 

pp.117-140 頁 

ガンテフン(강태훈)『日本外交政策の理解(일본 외교정책의 이해)』2002 年、オルム

出版社(IV. 수교 전망） 

ヤン・ギウン(양기웅、Ki Wong Yang)「日朝国交正常化交渉(1990-2006)の決裂と再開の

条件 (북일수교협상(1990-2006)의 결렬(決裂)과 재개(再開)의 

조건)」現代日本学会、『日本研究論叢』23巻 0号、2006 年、113-161頁 

リュウサンヨン(류상영、Sang Young Rhyu)「日本と北朝鮮の関係：なくなった接点の

経済的再解釈(일본과 북한관계: "사라진 접점"의 경제적 

재해석)」韓国国際政治学会、『国際政治論叢』44巻 2号、2004年、145-166 頁 

姜太勳(Taehoon Kang、강태훈)「日本の外交政策の独自性と限界－対北朝鮮政策を中心

に (일본 외교정책의 독자성과 한계 -대북정책을 

중심으로)」韓国日本学会、『日本学報』68巻 0号 2006年、271-280頁 

姜太勳「北韓と日本の国交正常化に関する研究(북한과 일본의 국교정상화에 관한 



                                             

金芽凜 

  212 

연구)」紛争解決研究、第 2巻 1号、通巻 2号、2004 年(春・夏)、125-142 頁 

Yongbok Kim(김용복)「日韓会談の経験と日北の国交正常化会談の展望：公開された日韓交

渉資料を中心に(한일회담의 경험과 북일수교회담의 전망: 공개된 한일협상자료를 

중심으로)」The Institute for Far Eastern Studies(Kyungnam University)、『東北亜研

究』11巻 0号、2006 年、175-195 頁 

李元德(イ・ウォンドク、2010)「日韓基本条約と北韓問題：唯一合法性条項とその現在的

含意(한일기본조약과 북한 문제)」『韓国政治外交史論叢』第 31集 2 号、201～231 頁 

徐東晩(1999[ この論文は 1999年に発表したもので、小泉政権を取り扱っていない。しか

し、韓国を含めた 3 者関係を考慮するという観点の先行研究を検討する必要があると判断

し、取り上げる。]) 

徐東晩(서동만)「日朝国交正常化交渉の展望と課題(북일 수교 교섭의 전망과 과제)」 

淑明女子大学校『統一論叢』第 19集 2001 年 12月、15-27 頁 

徐東晩著作集刊行委員会서동만저작집간행위원회 지음「日朝修好交渉 の 展望 と

課題」『北朝鮮研究：徐東晩著作集(북조선 연구：서동만 저작집)』 チ ャ ン ビ

出版社 2010 年(창비)246～263頁 

孫基燮(손기섭 Ki Sup Son )「日本の対北朝鮮の国交交渉の政策決定：“実力者政治”か

ら “官邸政治” へ (일본의 대북한 국교교섭의 정책결정: "실력자정치"에서 

"관저정치"로)」現代日本学会『日本研究論叢』25巻 0号、2007年、33-70頁 

辛貞和(신정화、Jung Wha Shin)「日本の対北朝鮮政策の持続と変化―自民党政権から

民主党政権 へ (일본의 대북정책의 지속과 변화 -자민당정권에서 

민주당정권으로-)」現代日本学会、『日本研究論叢』30巻 0号、2009 年、85-107頁 

辛貞和「北朝鮮 の 国家戦略 と 日北関係(북한의 국가전략과 

북일관계)」北韓研究学会、『北韓研究学会報』12巻 2号、2008年、157-179 頁 

辛貞和「日本外交の変化と対北政策(일본 외교의 변화와 대북정책: 중핵국가로서의 

영향력 확대)」現代日本学会、『日本研究論叢』第 38巻 0号、2013 年、277-298頁 

辛貞和「日朝関係の歴史((9·17평양 정상회담과 북일관계사)북일관계의 역사」歴史批評 

2002年冬号通巻 61号、66～79頁 

尹洪錫(윤홍석、Hong Suk Yoon)「相互主義 と 小泉政権 の 対北朝鮮政策(상호주의와 



                                             

金芽凜 

  213 

고이즈미 정권의 대북한 

정책)」韓国世界地域学会、『世界地域研究論叢』25巻 3号、2007 年、177-206 頁 

和田春樹(2005、韓国の『統一詩論(통일시론 통권 5호, 2000.2, 59-75頁 )』 に乗せら

れた論文である。小泉政権期の全般を分析対象としているとは言えないが、日朝関係の分

析における一つの観点として取り上げる。]) 

キムチャンフン(김찬훈)『日朝外交の交渉パタンと歴史 (북일외교의 교섭패턴과 역사 : 

3개 교섭공간과 북일 국교정상화교섭)』翰林大学校出版部、2016 年 

韓国輸出入銀行 ・ 北韓東北亜研究 セ ン タ ー (한국수출입은행 , 북한 

동북아연구센터)『北韓の金融(북한의 금융)』オルム(出版社)、2016年 

ユミンボン(유민봉)『韓国の行政学(한국 행정학)』バクヨン社、2015年、5版 

議会政治研究会(의회정치연구회)『韓国の国会と政治過程(한국 국회와 정치과정)』オル

ム(出版社)、2010 年 

マイク・チノイ(마이크 치노이)『北核ローラコスタ(북핵롤러코스터)』 バクソンジュン

(박성준 외 1명 역)他１名訳、シサ INブック(시사 IN북)、2010 年 

 

3．そのほかの論文 

Michael J. Green and Patrick M. Cronin, 1999, “The U.S.-Japan Alliance: Past, 

Present, and Future,” Council on Foreign Relations Press 

Michael J. Green, 1995, “Arming Japan: defense production, alliance politics, 

and the postwar search for autonomy,” Columbia University Press 

Satu P. Limaye and Yasuhiro Matsuda, 2000, “Domestic Determinants and Security 

Policy-making in East Asia,” the National Institute for defense Studies and the 

Asia-pacific Center for Security Studies with permission 

Richard J. Samuels, 2007, “Securing Japan: Tokyo'ｓ Grand Strategy and the 

Future of East Asia,” Cornell University Press 

David Fouse, 2004, “Japan’s Post-Cold War North Korea Policy: Hedging toward 

Autonomy? ,” Asia Affairs, Vol.31, No. 2(Summer, 2004), pp.102-120 

Sachio Nakato, 2013, “Japan’s responses to the North Korea Nuclear Crisis: 



                                             

金芽凜 

  214 

Responsive engagement Perspectives,” The Journal of East Asia Affairs, Vol.27, 

No. 1(Spring/ Summer, 2013), pp.47-74 

Richard Cronin, 2005, “The North Korean Nuclear Threat and the U.S. Japan 

Security Alliance: Perceived Interests, Approaches, and Prospects” The Fletcher 

Forum of World Affairs, Vol. 29:1, Winter, 2005, pp.51-74 

Christopher W. Hughes, 2009, ““SUPER-SIZING” THE DPRK THREAT：Japan’s 

Evolving Military Posture and North Korea,” ASIAN SURVEY, VOL. XLIX, NO. 2, 

MARCH/APRIL 2009, pp.291-311 

Hyung Gu Lynn, 2006, “Television and Public Opinion in Japan’s North Korea 

Policy,” Pacific Affairs, Vol.79, No. 3, The Other Binary: Why Japan-North Korea 

Relations Matter(Fall, 2006), pp.483-508 

Christopher W. Hughes, 2006, “The political Economy of Japanese Sanctions Towards 

North Korea:Domestic Coalitions and International Systemic pressures,” Pacific 

Affairs, Vol.79, No. 3, The Other Binary: Why Japan-North Korea Relations 

Matter(Fall, 2006), pp.455-481 

Linus Hagström and Marie Söderberg「Taking Japan-North Korea Relations Seriously: 

Rationale and Background」Pacific Affairs 、Vol. 79, No. 3, The Other Binary: Why 

Japan-North Korea Relations Matter (Fall, 2006), pp. 373-385]) 

 

４．マスメディア 

 

１）日本のマスメディア 

『朝日新聞』 

『読売新聞』 

『毎日新聞』 

『世界(雑誌)』 

『日本経済新聞』 
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2) 北朝鮮のマスメディア 

『労働新聞』 

『朝鮮中央テレビ』(2001 年～2006 年、韓国の KBS「南北の窓(남북의 창)」と MBC「統一

展望台(통일전망대)」から放送された分) 

 

3) 韓国のマスメディア 

『新東亜』 

『聯合ニュース(연합뉴스)』 

『ハンギョレ新聞(한겨레)』 

『国民日報(국민일보)』 

『京鄕新聞(경향신문)』 

『韓国日報(한국일보)』 

『メイル新聞(매일신문)』 

『プレシアン(프레시안)』 

『ソウル新聞(서울신문)』 

『オマイニュース(오마이뉴스)』 

『文化日報(문화일보)』 

『YTN』 

『SBSニュース』 

 

 

 

 

 

 


